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平成15年度気候変動研究登録課題

1 総務省 気候変動モニタリング技術高度
化の研究

地球全体の気候変動の高感度モニタリングのための技術開発として全球の降雨
観測を行う二周波衛星搭載降雨レーダの技術開発を行う。このレーダは、将来
の全球降水観測衛星に搭載し、観測を行う予定である。 ５年

14年度-17年度：レーダの開発及びシミュレータによる検討
18年度　　　 ：アルゴリズム開発 総務省/（独）通信

総合研究所　（宇宙
開発事業団と協力）

A-a:モニタリング

2 文科省 地球ﾌﾛﾝﾃｨｱ研究ｼｽﾃﾑ
気候変動予測の実現に向けて、海洋科学技術センターと宇宙開発事業団の共同
プロジェクトとして、流動研究員方式で、地球変動の解明とその予測モデルに
係わるモデル研究を実施する。

平成9年度～平
成29年度

14年度：気候変動予測、水循環予測、地球温暖化予測、大気組成変動予測、
生態系変動予測、統合モデル研究を実施。　15年度：同上。

文部科学省/海洋科
学技術センター A-b:将来予測

3 文科省 固体地球統合ﾌﾛﾝﾃｨｱ研究ｼｽﾃﾑ
諸機関の研究能力を有機的に連携して、将来的に地球深部探査船、地球シュミ
レータ等を用い、地球に関する諸現象を解明し、モデル化することにより地球
規模の環境変動や地殻変動の予測に貢献する。

平成13年度～
32年度

14年度：地球内部構造研究、地球内部物質循環研究、プレート挙動解析研
究、地球システム変動研究を実施。　15年度：同上。

文部科学省/海洋科
学技術センター A-b:将来予測

4 文科省 地球ｼﾐｭﾚｰﾀ計画推進
（地球ｼﾐｭﾚｰﾀ開発費除く）

計算科学技術の飛躍的発展を図りつつ、地球温暖化や異常気象等の地球規模の
気候変動や超長期に亘る固体地球変動の解明・予測等を目指して、従来の約
1000倍のシミュレーション性能の達成を可能とする超高速並列計算機システム
「地球シミュレータ」の運用、及び地球変動予測のための高度なソフトウェア
開発を行う。

平成13年度～

14年度：地球シミュレータの運用及び利用を推進するとともに、計算機技術
の研究開発、計算地球科学の研究開発を実施。　15年度：地球シミュレータ
の運用及び利用を推進するとともに、シミュレーション理工学の研究開発
（計算機技術の研究開発より名称変更）、計算地球科学の研究開発を実施。

文部科学省/海洋科
学技術センター

A-b:将来予測

5 文科省 地球観測ﾌﾛﾝﾃｨｱ研究ｼｽﾃﾑ

気候変動予測実現のためのモデル研究に必要なグローバルな観測データを集中
的・機動的観測研究により集める。また、流動研究員方式を採用し国内外の優
秀な研究者を結集して取り組むが、一方で国の研究機関、大学等とも共同で実
施し、観測体制の強化を図る。

平成11年度～
平成31年度

14年度：気候変動観測、水循環観測研究、地球規模の高度海洋監視システム
の構築に関する研究（ARGO計画）を実施。　15年度：同上。 文部科学省/海洋科

学技術センター
A-a:モニタリング

6 文科省 海洋調査技術開発

地球環境問題、地球環境変動に大きな影響を与えている海洋の諸現象を解明す
るため、先進的・高度な海洋調査観測技術の研究開発を実施する。また、長距
離航行が可能な自律型無人潜水機の研究開発、波力装置技術の研究開発を実施
する。 昭和53年度～

14年度：映像技術、動力源、水中音響技術、計測及びセンサ技術、成層圏ﾌﾟ
ﾗｯﾄﾌｫｰﾑ搭載用海洋観測ｾﾝｻに関する研究を実施。自律型無人潜水機の海域・
陸上試験の実施。　15年度：先進的技術の第２期。映像技術に関する研究の
終了。同上の他に海洋機器用構造部材に関する研究に着手。自律型無人潜水
機の自律機能の向上。波力装置技術の研究開発の実施。

文部科学省/海洋科
学技術センター A-a:モニタリング

7 文科省 深海調査研究開発

地震・津波等国土保全にとって重要な海底での地殻変動メカニズムを解明する
ため、各種深海調査システム等を用いて調査、解析を行う。また、日本周辺の
地殻変動データをリアルタイムに長期観測するための深海底ネットワーク総合
観測システムの開発・整備を行う。 昭和53年度～

14年度：沖縄黒島沖におけるガスハイドレードの溶解に伴うメタンガス並び
に海嶺等の発散域から放出される火山性温室効果ガス量の定量的評価、海底
活断層の活動履歴ならびに地震・津波ハザードマップ作成・評価システム開
発を視野に入れたプレート収れん域・発生域における海底観測、試料採取並
びにメカニズムに関する基礎研究等の実施。
15年度：物質・熱輸送のダイナミクスとして、マリアナ弧、伊豆小笠原弧、
沖縄黒島海丘における調査航海および長期観測の実施等。

文部科学省/海洋科
学技術センター

A-a:モニタリング

8 文科省 海洋観測研究開発

　地球温暖化やｴﾙ･ﾆｰﾆｮ現象等の予測精度の向上のため「みらい」や海洋観測ﾌﾞ
ｲｼｽﾃﾑなど新たな観測技術を開発するとともに、これらの観測技術を活用し、熱
帯域から極域までの数年から数十年規模の海洋と大気の相互作用並びにそれに
伴う物質循環の変化の解明を含めた研究を行う。また、海洋環境変遷を解明す
るための研究を推進する。

昭和53年度～

14年度：「みらい」等を用いて北太平洋及び北極海での観測研究を行うとと
もに、海洋観測ﾌﾞｲｼｽﾃﾑを西部熱帯太平洋及びインド洋東部に、次世代型氷海
用自動観測ブイを北極海域に展開。また、黒潮続流域、ウェーク島において
集中観測を行う。さらに、太平洋での化学環境変化に係る観測研究、海洋環
境変遷の解明に関する研究を実施。　15年度：同上および「みらい」による
南半球周航航海を行う。

文部科学省/海洋科
学技術センター

A-a:モニタリング

9 文科省 深海地球ﾄﾞﾘﾘﾝｸﾞ計画推進

炭化水素（石油、天然ガス等）存在域や、不安定地層、高温地帯において大深
度掘削が可能なライザー掘削機能を有する地球深部探査船を開発し、今まで不
可能であった海底下深部の地殻を掘削することにより、過去から現在に至る地
球環境変動、地震発生帯における破壊メカニズム及び地殻内生命と生物進化の
解明等の地球科学と生命科学の研究の飛躍的進展を図る。

平成2年度～

14年度：地球深部探査船の建造、掘削孔利用システムの運用、長期掘削孔内
技術及び極限環境維持技術の開発を引き続き推進。運用システムの構築、慣
熟訓練海域の事前調査、研究用データベースの開発及び艤装員の派遣、。
「運用・技術開発センター」の設置。国内外の関係機関と協力体制の枠組み
作り、試料分析・解析センター建設のための概念調査等を実施。
15年度：地球深部探査船の建造。運用システムの構築、慣熟訓練海域の事前
調査、研究用データベースの開発及び艤装員の派遣。「地球深部探査セン
ター」の運用。国内外の関係機関と協力推進、高知大学海洋コア研究セン
ターの高知大学との連携運営を実施。

文部科学省/海洋科
学技術センター

A-a:モニタリング

10 文科省 船舶等の運用

深海調査・海洋観測に係わる船舶の運用・保守及び深海調査システムの運用・
保守等。

昭和55年度～

14年度：「なつしま」「よこすか」「かいよう」「かいれい」「みらい」の
運用・保守及び「しんかい2000」「ﾄﾞﾙﾌｨﾝ-3Ｋ」「しんかい6500」「かいこ
う」「ﾊｲﾊﾟｰﾄﾞﾙﾌｨﾝ」「うらしま」「UROV7K」の運用・保守。　15年度：「し
んかい2000」「ﾄﾞﾙﾌｨﾝ-3Ｋ」除いて同上。

文部科学省/海洋科
学技術センター

A-a:モニタリング

11 文科省 人・自然・地球共生ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

地球温暖化及び水循環変動に関する観測・モニタリング及び地球シミュレータ
（超高速並列計算機システム）による精度の高い予測を実現する。
Ⅰ。温暖化予測「日本モデル」ミッション
　大学を含む各研究機関の英知を結集し、また各種観測データを集約すること
により、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）における第４次評価報告書に
寄与できる精度の高い温暖化予測を目指した「日本モデル」を開発する。
Ⅱ。水循環変動予測ミッション
　日本を中心としたアジア・モンスーン地域における陸水循環過程の解明に向
け、大学を含む各研究機関が共同で高解像度の水循環モデルを開発することに
より、将来の水資源・水災害の予測を目指す。

平成14年度～
平成18年度

Ⅰ。温暖化予測「日本モデル」ミッション
①大気海洋結合モデルの高解像度化
②地球温暖化予測統合モデルの開発
③諸物理過程のパラメタリゼーションの高度化
④高精度・高分解能気候モデルの開発
Ⅱ。水循環変動予測ミッション
⑤広域水循環予測及び対策技術の高度化
⑥水資源予測モデルの開発
⑥－２水資源管理システムの開発
Ⅲ。共通基盤技術
⑦四次元同化システムの高度化及びデータセットの整備

文部科学省 A-a:モニタリング、
A-b:将来予測

12 文科省
地球圏・生物圏国際協同研究計
画拠出金 文部科学省

A-a:モニタリング、
A-b:将来予測、
A-c:影響評価

13 文科省 南極地域観測事業等

南極域に現れる物理的諸現象を総合的に観測し、地球規模システムの中での極
域の果たす役割を解明する。

昭和31年度～

第Ⅵ期５か年計画に基づき、「南極域からみた地球規模環境変化の総合研
究」として、過去70～80万年にわたる古環境を復元するドームふじ観測拠点
における氷床深層掘削、沿岸海洋底や湖沼底の掘削、現在及び過去数百年の
環境変動シグナルを調べる大気科学や海洋科学、生態学の諸観測、極域超高
層大気リモートセンシング観測等の研究的観測の他、電離圏、気象、海洋、
潮汐、測地等の定常的観測を実施する。

文部科学省および定
常観測（総務省、気
象庁、海上保安庁、
国土地理院）、海上
輸送（防衛庁）

A-a:モニタリング、
A-b:将来予測
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14 文科省 地球環境学研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

地球環境学の確立とその展開を志向して、問題解決型の研究ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ－研究ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄを遂行するとともに、その成果の統合及び新たな研究ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの芽となる
ｲﾝｷｭﾍﾞｰｼｮﾝ研究を推進。

平成13年～

乾燥地域の農業生産システムに及ぼす地球温暖化の影響、大気中の物質循環
に及ぼす人間活動の影響の解明、琵琶湖－淀川水系における流域管理モデル
の構築、水資源変動負荷に対するｵｱｼｽ地域の適応力評価とその歴史的変遷、
地球規模の水循環変動ならびに世界の水問題の実態と将来展望, 近年の黄河
の急激な水循環変化とその意味するもの, 持続的森林利用オプションの評価
と将来像, アジア・熱帯モンスーン地域における地域生態史の統合的研究

文部科学省/総合地
球環境学研究所

A-a:モニタリング、
A-b:将来予測

15 文科省 地球ﾌﾛﾝﾃｨｱ研究ｼｽﾃﾑ

地球環境問題への対応、自然災害の防止、資源の有効利用等の地球規模の諸問
題の解決に資するため、国内外の関係機関との連携の下、海洋科学技術セン
ターと宇宙開発事業団の共同プロジェクトとして、地球変動の解明とその正確
な予測の実現に向けた基礎的かつ学際的な研究を進める。 平成9年度～平

成29年度

地球観測衛星データをより高度に利用し、今後の衛星データの更なる利用促
進を図ることにより、大気・海洋・陸域の複雑な相互作用の解明とこれに
よって地球温暖化、異常気象等の地球規模での気候・環境変動現象を的確に
予測することを目的として、
(1)気候変動予測研究、(2)水循環予測研究、(3)地球温暖化予測研究、(4)統
合化モデル研究の推進、(5)大気組成変動予測研究、(6)生態系変動予測研究
等の地球フロンティア研究を実施する。

文部科学省/宇宙開
発事業団

A-b:将来予測、
E-b

16 文科省 地球環境総合推進計画

宇宙からの人工衛星による地球観測、地上設備によるデータの受信、記録、処
理、保存、提供、データの解析研究、応用利用、各種地球観測技術衛星に関す
る研究等を含めた「地球観測システム」を構築し、地球温暖化研究、地球規模
水循環変動研究等を通じた地球環境変動の機構解明と予測問題の解明、ならび
に気象予報の精度向上、衛星を用いた森林管理、洪水早期警報の実施などによ
る生活の向上に役立てるため、地球観測衛星による地球観測を推進する。本計
画は、持続可能な開発に関する首脳会議（ＷＳＳＤ）及びそれに対する小泉構
想における統合地球観測戦略（ＩＧＯＳ）の推進に対応するものである。

昭和48年度～

二酸化炭素の吸収源である森林分布を観測するための陸域観測技術衛星
(ALOS)、大気中の二酸化炭素等の温室効果ガスを観測するための温室効果ガ
ス観測技術衛星（GOSAT）の開発研究を実施するとともに、昨年度打ち上げた
環境観測技術衛星(ADEOS-Ⅱ)の初期機能性能確認およびデータ校正・検証を
行うとともに、ADEOS-Ⅱ、米国AQUA衛星搭載の改良型高性能マイクロ波放射
計（AMSR-E）、熱帯降雨観測衛星（TRMM）を含む地球観測衛星からのデータ
受信、処理、保存、提供並びに地球観測情報の利用促進、関連設備の整備を
行う。さらに、国際協力によるGPM（全球降水観測計画）搭載用二周波降水
レーダ（DPR）等の地球観測技術ならびに気候変動観測技術衛星等の地球観測
ミッションの研究を実施する。

文部科学省/宇宙開
発事業団

A-a:モニタリング、
E-a

17 文科省

環境科学研究
（数値環境システムの構築と高
度環境分析及び環境モニタリン
グ・保全・修復技術の開発）

環境中の放射性物質の特性を利用して、大気・陸域・海洋中での物質の動態解
明と数値シミュレーションによる予測技術を開発するとともに、原子力技術等
を利用してモニタリング技術や環境保全・修復技術を開発する。

平成11年度～
平成18年度

大気・陸域・海洋環境研究では、放射性物質等の環境中の移動の追跡結果を
利用して、大気循環・水循環変動のモデル開発を進めるとともに、それを用
いた大規模数値シミュレーションシステムの完成版構築に着手する。高度分
析・モニタリング技術等の開発では、放射性物質等の動態を高度かつ効率的
に追跡するため、レーザー等を利用した極微量分析法、微粒子特性を解明す
る技術、並びに遠隔モニタリング技術及び環境保全・修復技術の実用化を視
野に入れた開発を行う。

文部科学省/日本原
子力研究所 A-a:モニタリング

18 文科省
海洋研究船による地球温暖化に
係わる温室効果気体の海洋にお
ける収支の観測研究等

研究船白鳳丸を活用し、温室効果気体の大気－海洋間の収支、海洋内部での炭
素物質の生成・分解機構を明らかにし、さらに地球温暖化が海洋生態系に与え
る影響の実態解明、及び温暖化が引き起こす海水準変動の検証などを行う。

平成４年度～

14年度：内航２回、外航２回において以下の研究を行う。①深層循環流の変
動調査、②過去の大気中の二酸化炭素濃度変化原因の解明、③氷期の大気中
二酸化炭素濃度減少の究明、④地球温暖化に伴う高獲性小型浮魚類資源変動
の分析、⑤海洋堆積物中のメタンハイドレードの地球環境への影響の解析。
15年度：内航１回、外航１回において上記①、②、⑤の研究の継続に加え、
地球温暖化に伴う中・大型回遊浮魚類資源量変動の分析研究を実施する。

文部科学省/東京大
学海洋研究所 A-c:影響評価

19 文科省 南極地域観測

南極域に現れる物理的諸現象を総合的に観測し、地球規模システムの中での極
域の果たす役割を解明する。

昭和31年度～

第Ⅵ期５か年計画（平成１３～１７年度）に基づき、「南極域からみた地球
規模環境変化の総合研究」として、過去７０? ８０万年にわたる古環境を復
元するドームふじ観測拠点における氷床深層掘削、沿岸海洋底や湖沼底の掘
削、現在及び過去数百年の環境変動シグナルを調べる大気科学や海洋科学、
生態学の諸観測、極域超高層大気リモートセンシング観測等を実施する。

文部科学省/研究観
測（国立極地研究所
が中心となり大学等
と共同）、設営（国
立極地研究所）

A-a:モニタリング、
A-b:将来予測

20 文科省
北極圏環境モニタリング・環境
変動研究

北極圏における地球温暖化などの環境変化とその影響を解明する。
平成２年度～

国立極地研究所に北極圏環境研究センターを設置し、北極圏の大気環境変動
や陸域環境変動等に関する総合的な研究観測を実施する。

文部科学省/国立極
地研究所が中心とな
り大学等と共同

A-a:モニタリング、
A-b:将来予測

21 文科省 極域海洋観測

両極海において継続的に観測データを収集し、両極域が地球規模環境変動に果
たす役割を解明する。 平成７年度～

国立極地研究所に南極圏環境モニタリングセンターを設置し、海洋を始めと
する南極圏の環境変動の中・長期的なモニタリング研究を通じて、球規模の
環境変動との相互関係を研究する。

文部科学省/国立極
地研究所が中心とな
り大学等と共同

A-a:モニタリング、
A-b:将来予測

22 文科省

全球水文過程における災害予測
に関する研究

全球水循環モデル等を使った地球温暖化を含む気候変動に伴う水循環、異常気
象の変化を予測する手法など関連技術を開発し、水循環、異常気象の将来予
測、及び異常気象の変化等が災害に及ぼす影響を予測する。これと同時に、開
発した技術のうち現実の防災技術として活用可能なものをシステム化して運用
する。

平成１４年度
～平成１７年
度

平成14年度-平成15年度：①異常気象長期変動予測手法を開発し、台風等につ
いて長期予測結果を提示、②降水量、気温の長期変動予測結果に基づき、洪
水・渇水災害の変化を評価し、これらの災害の危険度変化を示すマップを作
成、③地球温暖化による潮位変動に伴う異常潮位や高潮による災害の危険度
変化を評価、④風水害防災情報支援システムの開発

文部科学省/独立行
政法人防災科学技術
研究所

A-b:将来予測
A-c:影響評価

23 農水省

地球温暖化についてのモニタリ
ング及び将来予測（地球温暖化
が農林水産業に与える影響の評
価及び対策技術の開発）

地球温暖化による植生変化や海洋生態系の変動等の特徴を明らかにし、モデル
化を行い、将来予測の精度の向上を図る。

５年間（14年
度～18年度）

14年度～　○温室効果ガス濃度や植生変化及び海洋生態系変動等の気候変動
のモニタリング。
○温暖化による生態系の応答モデル、樹木による吸収・固定、微生物による
分解等吸収源を主体とした炭素循環モデルの開発。

農林水産省/(独)農
業環境技術研究所、
（独）国際農林水産
業研究センター、
（独）森林総合研究
所、（独）水産総合
研究センター

A-a:モニタリング、
A-b:将来予測
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24 農水省

地球温暖化の影響及びリスクの
解明（地球温暖化が農林水産業
に与える影響の評価及び対策技
術の開発）

水稲の高CO2濃度及び高温条件での生育障害予測と収量への影響予測，高温環境
が畜肉生産，果樹生産，野菜生産へ及ぼす影響予測，森林群落動態のモデル
化，森林・林業・林産業への影響予測，さらに漁業に関しては，プランクトン
量変動への影響，藻場への影響，小型浮魚と養殖魚資源への影響等を解明す
る。また，農業分野からの温室効果ガス発生抑制技術として，水田と畑の輪
作，保全的耕耘技術の有効性の評価及び，家畜ふん尿処理技術の開発を行う。
海水面の上昇の影響に関して，地形変化や排水路等を考慮した農地海岸への影
響評価を行い，漁業への影響を推計する。

５年間（14年
度～18年度）

14年度～　○ＣＯ2濃度、温度を制御した人工環境において、農業生態系が受
ける影響、生態系が大気環境に与える影響等のリスク評価。
○地球温暖化が森林生態系及び森林資源に及ぼす影響の評価、ＣＯ2吸収・固
定促進のための森林・林業の最適化シナリオの策定。
○地球温暖化の海洋生態系や漁業への影響を評価・予測する技術の開発、海
面上昇に伴う災害評価を踏まえた漁港、漁場等の整備水準の提示。
○農業からの温室効果ガスの排出量を低減させる生産技術の開発。

農林水産省/(独)農
業環境技術研究所、
（独）農業・生物系
特定産業技術研究機
構、（独）農業工学
研究所、（独）森林
総合研究所、(独)水
産総合研究セン
ター、大学等

A-c:影響評価
A-f:抑制政策

25 国交省 気候変動観測・監視

大気・海洋に関する温室効果ガス等について、観測実施、「WMO温室効果ガス世
界資料センター業務」として観測データの一元的な収集・管理及び国内外の関
係機関への提供を行うとともに、「WMO品質保証科学センター業務」、「全球大
気監視較正センター」として、アジア南西太平洋地域におけるデータの品質評
価をもとに技術的な支援を行い、データの品質向上に寄与する。また、気候変
動に関する監視・解析・予測情報を作成し、「アジア太平洋気候センター」な
どを通じて国内外の関係機関への提供を行う。

? （～継続）

WMOの国際的な枠組みの下、気象業務として実施する。

国土交通省/気象庁
観測部、気候・海洋
気象部

A-a:モニタリング、
E-a

地球規模水循環イニシアティ
ブ：a.全球水循環観測プログ
ラム　に再掲

26 国交省 高度海洋監視システム（ARGO計
画）の構築

ミレニアム・プロジェクトとして関係省庁と連携し、国際的な枠組みの中で
「中層フロート」を全世界の海洋に展開する。また、最新の海洋観測･通信･情
報処理技術を駆使し、全世界の海洋の状況をリアルタイムで監視･把握するシス
テムを構築する。

5年間（平成12
年度～16年

度）

平成15年度：
引き続き中層フロートの投入及び全世界の中層フロートのデータをリアルタ
イムで収集して国内外の関係機関に提供するシステムの運用を行う。中層フ
ロートデータの精度の検証を行う。海水温予測モデルの高度化に着手する。

国土交通省/気象庁
気候･海洋気象部

A-a:モニタリング、
E-a

地球規模水循環研究イニシア
ティブ：a.全球水循環観測プ
ログラム　に再掲

27 国交省 地球温暖化によるわが国の気候
変化予測に関する研究

地球温暖化による気候変化が地域的にどのような影響を及ぼすのかを明らかに
するため、全球気候モデルによる温暖化実験の結果を初期･境界条件とする高分
解能の地域気候モデルを開発し、日本付近の地域気候変化予測を行う。

５年間（平成
12～16年度）

14年度 1) 高分解能領域大気･海洋結合モデル(高分解能の地域気候モデル)開
発
2）全球気候モデルの物理過程の高度化
3）大気･地表面過程に関する気候感度解析
15年度 1) 高分解能の地域気候モデルの開発とテスト実験
2) 全球気候モデルによる温室効果気体漸増アンサンブル実験
3) 地球温暖化関連長期積分データの整備と解析
16年度 1) 高分解の地域気候モデルによる温暖化実験のまとめ
2) 全球気候モデル高度化のまとめ
3) 気候モデルに基づく地球温暖化の検出と原因特定

国土交通省/気象研
究所

A-b:将来予測、
E-b

地球規模水循環研究イニシア
ティブ：b.水循環変動モデル
開発プログラム　に再掲

28 国交省 地球温暖化に対応した国土保全
支援システムに関する研究

①地球環境モニタリング技術に関する研究
　高分解能人工衛星データ等により都市部、近郊部等の緑地分布の把握とその
効果について精緻に算定を行うとともに都市緑地のCO2固定量を算定する手法を
開発する。
②交通部門における二酸化炭素排出量削減効果に関する研究
　新地球温暖化対策推進大綱で示された温室効果ガス削減量の早期目標達成と
京都議定書の第１約束期間以降の更なる削減に向けた施策の効率的な実施をす
るために、施策の効果発現期間に関する検討や、削減目標を踏まえた必要施策
量の試算、そして経済効果等を考慮した総合評価手法の開発を行うとともに、
削減施策の組合せを都市圏別に評価し、都市圏に応じたより効果的な施策パッ
ケージとして、都市圏の特性に応じた削減シナリオを提案する。
③地球温暖化に対応した災害リスクの軽減対策に関する研究
　地球温暖化に伴う異常降雨などがもたらす、水害・土砂災害等のリスクの変
化を評価するとともに、リスクに対応した効果的、経済的な対策手法の研究開
発を行い、流域全体の地域特性を考慮した被害軽減策を提案する。

３年間

14年度
　①高分解能ｾﾝｻｰ等による都市部等における緑地の植生抽出技術の検討を行
う。
　②CO2排出量削減施策の予測ﾓﾃﾞﾙの構築及び施策効果の確認。
　③地球温暖化による気象変動等のｼﾅﾘｵの想定、水害、土砂災害等のﾘｽｸを評
価するための評価ﾓﾃﾞﾙ・評価手法の検討。
15年度
　①ハイパースペクトラルセンサーを用いた樹種判別技術、衛星データを用
いたＣＯ2固定量算定技術の検討を行う。植生・樹種毎のＣＯ2固定量、吸収
量への変換手法、算定ﾓﾃﾞﾙの開発を行う。
　②目標達成のために必要なCO2排出量削減施策量の推計。将来のCO2排出量
削減ｼﾅﾘｵを提案のための予備調査。
　③地球温暖化による水害、土砂災害等のﾘｽｸ変動の評価。
16年度
　①都市緑地総量調査手法、ＣＯ2固定量算定手法の開発及び衛星画像自動補
正手法の標準化を行う。
　②社会的受容性も考慮した総合的評価手法の確立。将来のCO2排出量削減ｼﾅ
ﾘｵの作成。
　③水害、土砂災害等のﾘｽｸ変動の評価及び地域性を考慮したﾘｽｸ軽減対策の
検討。

国土交通省/国土技
術政策総合研究所が
中心となり気象研究
所、防災科学技術研
究所等関係研究機
関、大学等と共同研
究を予定

A-a:モニタリング、
A-c:影響評価、
A-f:抑制政策、
E-c、E-d

29 国交省 地球温暖化に対応した国土保全
総合指針の検討

地球温暖化に対応した国土保全を実施するための指針について検討する。

２年間 １４年度　観測・監視体制を含めた、地球温暖化に対応した国土保全対策の
検討
１５年度　地球温暖化に対応した国土保全指針の検討

国土交通省 河川局
海岸室

A-c:影響評価

30 国交省
地球環境変動が水資源に与える
影響評価及び対策技術・手法開
発

気候変動に関する「将来予測・気候変化研究」プロジェクトでの検討等をイン
プットとして、水資源賦存量（降水量－蒸発散量）の変化、ダム等の機能への
影響、水需給バランス等への影響等を予測するとともに、これらの影響を回
避・最小化するための対策手法・技術開発を行う。 3年間

平成14年度　　地球温暖化に伴う将来水資源賦存量の予測、将来水需要量の
予測、水利用の安定性評価を行った。
平成15年度　　同上に加え、水資源開発施設等への影響を回避・最小化する
ための対策手法を水系ごと（複数水系）に検討する。（水資源開発施設等へ
の影響予測についても実施）
平成16年度　　同上。（水資源開発施設等への影響予測：複数水系、対策手
法検討：複数水系）

国土交通省水資源部
が中心となり、国土
技術政策総合研究所
等と共同で実施

A-c:影響評価

31 国交省
都市域における快適性と安全性
向上に資する風系構造の解明

都市域の風性状について広域から建物周辺に至る様々なスケールで観測、数値
解析を行い、風構造を解明することにより、ヒートアイランドや都市災害の観
点から対策技術を確立する。 平成13年度か

ら15年度

１３年度　　超音波風速計を用いた野外観測により建物周辺の風特性を調査
するとともに、都市域の詳細な凹凸データベースを整備する。
１４年度　　数値解析を行い、実測値と照合させながら都市風の再現モデル
の検討を実施する。
１５年度　　環境、防災の観点から都市風の予測と対策技術をとりまとめ
る。

国土交通省/独立行
政法人建築研究所

A-c:影響評価、
A-f:抑制政策

32 国交省 ＧＩＳ地理情報整備

これまで国土地理院が整備してきた各種地理調査の成果（土地条件図、沿岸海
域土地条件図等）を数値化し、ＧＩＳを用いて海面上昇の影響等の分析、評価
を行うための基礎情報として整備する。

平成11年度～
平成17年度

各年度において情報整備地域をそれぞれ設定し、継続的かつ平準的に実施す
る。 国土交通省/国土地

理院地理調査部
A-c:影響評価

33 国交省 地球地図データ作成

アジア太平洋地域の植生、土地被覆、土地利用のデータについて、これまで整
備してきたデータに加えて、各種人工衛星データや地上踏査結果等を用いて２
００２年時点のデータを整備することにより、信頼性の高い時系列データ整備
を行う。

平成１４年度
～平成１８年

度

平成１４年度～平成１８年度の間、各年度においてデータ作成地域をそれぞ
れ設定し、継続的かつ平準的に実施する。 国土交通省/国土地

理院地理調査部

A-a:モニタリング、
A-b:将来予測、
A-c:影響評価
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平成15年度気候変動研究登録課題

 予算事業計画概要 課題名 備考プログラムとの
対応

予算計上省／
実施機関

担当省参照
No.

 課題概要 実施期間

34 国交省
開発途上国における地球地図時
系列データの整備手法の開発等

開発途上国において自国で地球地図データを更新し、時系列データを整備する
手法を開発する。 平成１４年度

～平成１５年
度

平成１４年度：データ更新、時系列データの整備手法の検討
平成１５年度：データ更新、時系列データ整備システムの構築 国土交通省/国土地

理院地理調査部

A-a:モニタリング、
A-b:将来予測、
A-c:影響評価

35 国交省
地球温暖化に対応した沿岸防災
対策に関する研究

地球温暖化による海面上昇や台風等の強大化に伴って危険度が増大する高潮・
高波の現象解明及びその予測モデルの開発、並びに地域に対応した高潮・高波
のリスク評価及びリスク回避のための対策の開発・体系化。

５年間

14年度　地域特性の影響を受ける高潮・高波の現象解明及びその高精度予測
モデルの基礎開発。
15年度　高精度予測モデルの開発。予測モデルへの気象データ等の同化手法
の導入。
16年度　地球温暖化に伴った海面上昇及び台風特性の変化に伴った我が国及
びアジア太平洋地域沿岸の高潮・高波に対するリスク及びコスト評価。
17年度　周辺環境に配慮する新形式防潮施設等のハード防災対策の開発。
18年度　ハード防災対策及び情報発信等によるソフト防災対策の体系化及び
地域に対応したベストミックス策の検討。

国土交通省/（独）
港湾空港技術研究所
が中心となり、京都
大学防災研究所、気
象研究所等との共同

A-c:影響評価

36 国交省 海水面上昇モニタリング

全国の港湾に位置する検潮所で観測されたデータを収集解析し、異常潮位現象
や平均海水面の経年変化を調べるものである。

平成10年度よ
り継続的に実

施

14年度　全国10検潮所の観測データ収集解析管理
15年度  全国15検潮所の観測データ収集解析管理
16年度　全国20検潮所の観測データ収集解析管理

国土交通省/独立行
政法人港湾空港技術
研究所を中心として
国土交通省港湾局、
各地方整備局、北海
道開発局、沖縄総合
事務局、国土地理院
等と連携して実施

A-a:モニタリング

37 国交省

気候・地球環境に関する研究の
うち
「地球環境問題解決のための研
究」

地球環境問題解決のための各種基盤的研究
国土交通省/気象研
究所

A-b:将来予測

37-1

(1)大気･海洋間及び海洋表層における炭酸系の季節・経年変動とそのメカニズ
ムの解明に関する観測的研究 ５年計画（H15

～H19）

海洋表層における炭酸系パラメーターの高精度鉛直時系列観測や、化学ト
レーサーの観測を行い、それらの季節変化や経年変化を明らかにする。海洋
炭酸系の変化と海洋の物理・生物的環境変化との関係を解析することによ
り、長期の気候変化に伴う海洋炭酸系や大気・海洋間CO2交換の変化を推定す
る。

37-2

(2)海水中の炭素循環に係わる化学成分の動態に関する研究
５年計画（H11

～H15）

大気微量気体等の人為起源の化学物質は海水中で生物地球化学的過程により
制御されていることから海洋観測を実施し、その素過程の解明を図る。

37-3

(3)地球観測における放射伝達モデルの高度化に関する研究
５年計画（H13

～H17）

衛星の放射輝度観測の解析精度向上を図るため、放射伝達モデルの高精度化
を図る。

37-4

(4)エーロゾルの放射効果の実態解明とモデル化に関する研究
５年計画（H11

～H15）

エーロゾル等の光学特性、放射効果を解明するため、つくば、南鳥島、宮古
島での観測に加え航空機観測を実施する。

37-5

(5)大気エーロゾルの混合状態に関する研究
 ５年計画

（H15～H17）

雲形成、放射過程の重要な半径0.01-1? の粒子組成に関する知見を得るた
め、つくばでエーロゾル粒子の観測、分析を行う。

37-6

(6)気候システムとその変動特性のモデルによる研究

５年計画（H15
～H19）

大気・海洋結合モデルを用いたメカニズム研究を行い、大気・海洋結合系と
しての気候の理解を深める。また、植生・陸面、雪氷・海氷、大気組成に関
係するモデルを導入して、気候モデルの高度化を図り、順次高度化した気候
モデルを用いてこれらの諸要素が気候システムの中で果たす役割について研
究する。

37-7
(7)気候変動に係わる大気化学組成の長期変動とそのアジア大陸からの影響に関
する研究

５年計画（H12
～H16）

陸上の様々な自然及び人為的発生源から放出される微量気体組成の特徴を把
握し、それらの発生源の変化が大気化学環境に与える影響を解明する。

37-8

(8)高解像度海洋大循環モデルの開発とそれによる水塊の形成、維持、及び変動
機構の解明 ５年計画（H15

～H19）

これまで開発されてきた海洋大循環モデルにさらに改良を加えながら、海洋
大循環の構造の成因を解明すると同時に、気候変動と関連した海洋大循環の
長期変動の仕組みを調べる。

37-9

(9)海洋データ同化システムの高精度化と海洋現象の季節から経年変動の解析

５年計画（H15
～H19）

長期的な気候変動を解明・予測するためには、海洋の循環を明らかにし、モ
デル化する必要があることから、過去の観測データを海洋大循環モデルに同
化し、４次元データセットを作成する。そのデータセットを用いて、種々の
気候変動に関係する海洋変動現象を解析・解明する。

38 国交省
風送ダストの大気中への供給量
評価と気候への影響に関する研
究

自然起源のエーロゾルである風送ダストはCO2等と共に温暖化に関わる気候シス
テムの重要な因子である。本研究は、風送ダストの発生・輸送の実態を解明
し、過去半世紀の変動量を評価すると共に、大気中ダストの放射強制力評価等
を通じた気候システムへの地球規模での影響を定量的に明らかにする。

５年計画（H12
～H16）

15年度
中国沙漠乾燥域のダスト発生域においてダスト発生量の観測を行い、モデル
によるタクラマカン砂漠～東アジアスケールの供給量評価を試みる。またダ
スト発生域～日本に至る地点での黄砂発現時の放射強制力評価を行う。さら
に全球ダストモデルを用いたダスト粒子による放射強制力評価実験を行う。

文部科学省／気象研
究所が中心となり、
産官学共同で実施。

A-b：将来予測

39 国交省 西太平洋海域共同調査

西太平洋大循環の長期変動の予測、これに関連する海洋生物資源の変動予測、
地質形成過程の究明等に資するため、西太平洋における組織的なモニタリング
調査として、測量船による海洋観測、漂流浮標の放流追跡、汚染モニタリング
等を行う。

昭和５８年度～

平成15年度 測量船「拓洋」により平成16年２～3月に調査実施

国土交通省/海上保
安庁海洋情報部

A-a:モニタリング
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平成15年度気候変動研究登録課題

 予算事業計画概要 課題名 備考プログラムとの
対応

予算計上省／
実施機関

担当省参照
No.

 課題概要 実施期間

40 国交省 低公害車の技術開発の促進

開発途上にある次世代低公害車について、独立行政法人交通安全環境研究所を
中核的研究機関として、産官学の連携により、現行の大型ディーゼル車に代替
する次世代低公害車の早期開発を促進する。

３年間（H14～
H16）

次世代低公害車と呼べるにふさわしい、大型DME自動車、大型ハイブリッド自
動車、スーパークリーンディーゼル自動車、ＣＮＧ自動車について研究開発
を実施する。また燃料電池バスについては実用化のための実証試験を行う。
達成目標は以下である。
（１）大型車において、ディーゼル車並みの出力・燃費を確保し、最終的に
新長期規制の1/10のＮＯxレベルとスモークレスを実現する。
（２）燃費性能、航続距離は十分に確保する。
（３）環境性能のみならず安全性、騒音にも配慮する。
（４）十分な実用性（２０１０年頃の市場導入を念頭におく）を持つ。

独立行政法人交通安
全環境研究所が中核
的研究機関となり、
産官学共同で実施。

A-f:抑制政策、
G

41 国交省 地球温暖化に伴う海面上昇監視
体制の強化

地球温暖化に伴う海面上昇の監視を強化するため、全国の１３箇所の検潮所に
精密型水位計を整備するとともに、地殻変動及び海洋変動の影響を除いた地球
温暖化に伴う海面上昇に関する監視情報を提供する。

（平成１５年
度～）

１５年度
・全国の１３箇所の検潮所に精密型水位計を整備する。
・海面水位の変化から地盤変動成分を補正する手法を開発し、当該成分の影
響を除いた地球温暖化に伴う海面上昇に関する監視情報の提供を開始する。

国土交通省/気象庁
気候･海洋気象部

A-a:モニタリング 新規

42 国交省
地球温暖化に伴う確率潮位の変
動に関する研究

地球温暖化に伴う平均海面の上昇や台風の強大化は、沿岸における潮位の出現
確率にも影響を及ぼすと危惧されている。そこで、地球温暖化による影響を考
慮して確率的に台風を発生させ、我が国およびアジア諸国の内湾における高潮
を推算する。そして、地球温暖化に伴う潮位の出現確率の変動特性を明らかに
し、護岸など沿岸防災施設の防御性能を照査するための合理的な外力も提案す
る。

平成１５年度
～１９年度

我が国の代表的な内湾を選び、まずは地球温暖化のない条件において確率的
に数百個の台風を発生させ、これらに対する高潮を推算し、現状における高
潮偏差のピーク値や高潮の継続時間の確率分布を求める。天文潮位と高潮偏
差を合成した潮位についても同様に確率分布を求める。 国土交通省 A-c:影響評価 新規

43 環境省 地球温暖化総合モニタリングシ
ステム基盤強化

　地球温暖化の早期検出や現象解明・将来予測等のためのデータ整備を系統的
に実施するため、これまで組織的な観測が行われていなかった大気下層や沿岸
域における温室効果ガスの監視・観測体制の充実を図るとともに、各省と連携
して観測データの統一的な品質管理及びその相互利用、提供ネットワークの構
築を推進する。

平成１４年度
～

平成15年度
・小型航空機搭載型二酸化炭素自動観測システムの開発・整備
・大型航空機搭載型二酸化炭素自動観測システムの開発・整備
・標準ガスの管理検定システムの開発・整備
・データ相互利用・提供ネットワークシステムの試験運用
平成16年度
・小型航空機搭載型二酸化炭素自動観測システムの運用
・大型航空機搭載型二酸化炭素自動観測システムの開発・整備
・フェリー搭載用大気―海洋二酸化炭素自動観測システムの開発・整備
・係留ブイ搭載用大気―海洋二酸化炭素自動観測システムの開発・整備
・標準ガスの管理検定システムの開発・整備
・データ相互利用・提供ネットワークシステムの運用
平成17年度以降 定常運用

環境省/国立環境研
究所等（各省・研究
機関と連携実施）

A-a:モニタリング

44 環境省 地球温暖化の影響と適応戦略に
関する統合調査

　人類や生態系に危険が生じる気候変化のレベルを把握し、その対応策を検討
するため、各省と連携して、わが国における地球温暖化の影響の現状を地域レ
ベルで総合的に把握し、我が国の地域の実状に即したシナリオを作成・利用す
ることにより地域レベルで影響の将来予測を行い、脆弱な地域、部門を特定す
るとともに、緩和策、適応策の最も効率的な組合せを検討する。

平成１４年度
～

平成15年度
・温暖化影響の現状評価と解析調査
・影響と適応戦略の統合データベースの構築
・温暖化の影響の将来予測
平成16年度
・温暖化影響の現状評価と解析調査
・影響と適応戦略の統合データベースの構築
・温暖化の影響の将来予測
・適応戦略・緩和戦略のベストミックスの検討
・評価手法のアジア太平洋地域への普及
平成17年度
・温暖化の影響の将来予測
・適応戦略・緩和戦略のベストミックスの検討
・評価手法のアジア太平洋地域への普及
平成18年度
・適応戦略・緩和戦略のベストミックスの検討
・評価手法のアジア太平洋地域への普及

環境省/国立環境研
究所等（各省・研究
機関と連携実施）

A-c:影響評価、
A-f:抑制政策

45 環境省 IPCC第４次評価報告書作成支援
調査

IPCC第４次評価報告書の作成に、我が国の持つ高度な科学的知見を十分に活用
し、同報告書の作成に積極的に参加し、国際社会の中で相応しい役割を果たす
べく、我が国の専門家をIPCCの執筆者会合等に派遣するなど、同報告書の作成
を支援する。

平成８年度よ
り継続

平成14年度～
・地球温暖化の影響予測評価の支援調査
・地球温暖化対策の社会経済的評価の支援調査
・報告書の執筆・審議、各種会議への出席等 A-f:抑制政策

46 環境省 地球環境研究総合推進費

　様々な分野における第一線の研究者の総力を結集して、地球環境研究を学際
的、省際的、国際的な観点から産官学の連携をもって総合的に推進し、地球環
境保全に係る政策へ貢献することを目的とする。特に、地球温暖化に関して
は、行政的視点から戦略的に先導して重点的に推進を図るべき研究に対して、
平成14年度からトップダウン型のファンディングシステムを創設している。

平成２年度～

本研究制度にて実施している個々の研究課題は、以下に示すとおり。
環境省/国立試験研
究機関、独立行政法
人、大学、公設試験
研究機関、民間試験
研究機関

A-a:モニタリング、
A-b:将来予測、
A-c:影響評価、
A-d:固定隔離、
A-e:対策技術、
A-f:抑制政策
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平成15年度気候変動研究登録課題

 予算事業計画概要 課題名 備考プログラムとの
対応

予算計上省／
実施機関

担当省参照
No.

 課題概要 実施期間

46-1 環境省

【地球環境研究総合推進費】21
世紀の炭素管理に向けたアジア
陸域生態系の統合的炭素収支研
究

　地球温暖化に対しては、京都議定書のような国際的な取組が成されており、
その第１約束期間（2008年～2012年）について温室効果ガスの排出削減目標等
が定められている。しかし、現時点では、第２約束期間以降を視野に入れた中
長期的な温暖化抑制に係る国際的な取組の方向性は定まっておらず、この原因
の一つとして、温室効果ガスに関する排出・吸収の実態と予測に関する科学的
知見の不足と不確実性の大きさを挙げることができる。特に、アジア地域の亜
寒帯から熱帯まで分布する広大な陸域生態系については、二酸化炭素の排出・
吸収の実態が収支という形で定量的に十分把握されておらず、その変動のメカ
ニズムに関しても科学的理解が不足しているため、これらに係る研究を重点的
に推進することが、科学的知見に基づく中長期的な炭素管理手法の確立にとっ
て急務となっている。
　このため、本研究では、アジア地域を対象に、陸域生態系の二酸化炭素の排
出・吸収の変動及び変化の把握とその予測に関し、観測・プロセス・モデルに
係る研究を一体的に進めるほか、中長期的な炭素管理政策の自然科学的・社会
科学的検討までを含めて、統合的な研究プロジェクトとして実施するもの。

平成１４年度
～平成１８年

度

・14年度：(1)亜寒帯林森林生態系、熱帯森林生態系の観測準備と開始、温帯
森林、草地生態系サイトのデータ集積と解析／土壌フラックス観測結果の収
集と予備的解析、評価手法の検討／地上観測データによるリモートセンシン
グ推定法の予備的検証、(2)観測地点の確定、高精度測定の機器開発、長期安
定性試験の実施／植生、地上バイオマス、土壌分類、気象データの収集、(3)
モデル検証に必要な実験デザインの確立／関連モデルに関する情報収集、
データベースの開発／情報基盤の概念設計とプロトタイプの開発／炭素管理
オプション評価、政策決定諸要因分析、科学的知見の調査、炭素管理方策の
エージェントモデル開発等
・15年度：(1)観測と解析の継続/炭素収支機能モデルの予備的構築、陸域生
態系モデル計算への結果の提供／環境応答の特性の解析／データセットの予
備的構築・改良、(2)地上観測ネットワークの構築／観測データの比較、(3)
アジア陸域の炭素フラックス、炭素貯留量の推定、マッピング／陸域炭素循
環パラメータ推定値比較検証／総合地理情報システム完成／炭素管理オプ
ション総合評価等
・16年度～18年度：(1)東アジア炭素収支時空間変動の総合的解析／時空間変
動機能モデル構築／データセットの構築、陸域炭素収支総合化モデルとの比
較、検証、(2)モデル検証／インバーズモデル解析・改良、(3)炭素管理手法
の具体化／陸域炭素収支総合化モデルの開発と高度化／陸域炭素収支システ
ム確立／陸域炭素管理オプションに関する将来予測等

筑波大学生物科学系
A-a:モニタリング、
A-b:将来予測

46-2 環境省

【地球環境研究総合推進費】能
動型と受動型リモートセンサー
の複合利用による大気汚染エア
ロゾルと雲の気候影響研究

　ＩＰＣＣ第３次評価報告書にもあるとおり、温暖化に関連する物質の温暖化
に対する寄与の度合いをあらわす放射強制力は、温室効果ガスに関して比較的
高い精度の把握がなされているものの、人為起源エアロゾルの有する放射強制
力については、0～-2.5W/m2と非常に幅の大きい見積りとなっている。この値
は、温室効果ガス全体の放射強制力を相殺する可能性を有するほどの大きな幅
を有していることから、エアロゾルの放射強制力推定の精度向上は世界的にも
急務であるが、従来の研究の延長ではこれをブレークスルーすることは難しい
状況にある。
　このため、本研究では、従来の受動型のセンサーに加え、新たに能動型のセ
ンサーを用い、大気環境監視手法を開発し、雲とエアロゾルの水平分布と鉛直
成層構造を把握し、これを気候モデルと組み合わせることによって、精度の高
い放射強制力の推定を行うための新たな技術開発を行う。

平成１４年度
～平成１６年

度

・14年度：　雲レーダ・ライダーの同時観測システムを整備し、データ取得
を開始する。受動型センサ衛星データについては、能動型センサデータと比
較するためのデータ収集システムを整備する。気候モデルについて雲エアロ
ゾル相互作用を取り入れるための改良を行う。
・15年度： 能動型センサの高度化とシナジー観測の解析を行うとともに、高
スペクトル分解ライダーを整備し、観測手法を開発する。受動型センサー
データと能動型センサデータ比較の手法の開発を行う。エアロゾル分布等を
仮定してモデル計算を行い、計算結果と衛星観測データの比較によるモデル
のチューニングを行う。
・16年度：　能動型センサのシナジー観測について、解析手法を完成し、能
動型・受動型センサデータの組み合わせを通じて雲・エアロゾルの微物理量
の全球データセットを構築する。これらのデータセットを補助データとし
て、気候モデルによる計算を行いエアロゾルの間接効果を評価する。

東京大学気候システ
ム研究センター

A-a:モニタリング、
A-b:将来予測

46-3 環境省

【地球環境研究総合推進費】東
アジアにおけるハロカーボン排
出実態解明のためのモニタリン
グシステム構築に関する研究

　強力な温室効果気体であるハロカーボン類の東アジアにおける排出実態を解
明するために、波照間観測ステーションにおいてHFC等ハロカーボン類の連続観
測を立ち上げる。また、、日本沿海上空における航空機観測を実施して東アジ
ア／日本におけるこれらのガス濃度のトレンドとその影響を把握し、さらに化
学輸送モデルを用いた解析によってハロカーボン排出量を推定する。

平成１４年度
～平成１６年

度

・14年度：波照間におけるハロカーボンモニタリングのための測定条件を確
立し、自動化を進める。予備的な航空機観測を実施する。大気輸送モデルを
整備・検証する。
・15年度：ハロカーボン自動測定システムの連続運転試験後、波照間に設置
する。相模湾上空における航空機観測を実施し、国内発生源の分布を推定す
る。
・16年度：波照間におけるハロカーボンモニタリングによって高精度・高頻
度の観測データを集積し、化学輸送モデルを用いて地域別発生源強度を推定
する。また、相模湾上空における観測を基に、自由対流圏におけるﾊﾛｶｰﾎﾞﾝ濃
度の経年変化を明らかにする。

国立環境研究所 A-a:モニタリング

46-4 環境省
【地球環境研究総合推進費】有
機エアロゾルの地域規模・地球
規模の気候影響に関する研究

　ＩＰＣＣ第３次評価報告書にもあるとおり、人為起源エアロゾルの有する放
射強制力は非常に幅の大きい見積りとなっていて、その放射強制力推定の精度
向上は世界的にも急務である。エアロゾルは、その種類により温暖化への作用
（増幅or緩和）も異なっており、特に、東アジア地域の広い範囲においては、
ABC（Asian Brown Clouds）と呼ばれる、主として有機エアロゾルが地域規模及
び地球規模の気候変化に大きな影響を及ぼしている可能性が近年指摘されてい
る。
　このため、本研究では、ABCにスポットを当て、主として有機エアロゾルの化
学成分とその生成、分布、輸送の実態や放射強制力の把握、並びに広域大気環
境への影響等の解明を行うため、AMS（エアロゾル質量分析計）、ライダー、そ
の他光学的な測定及び室内化学反応実験、輸送モデルの開発等を行い、ABC及び
含まれる有機エアロゾルに関し、広域大気環境及び温暖化に対する寄与の大き
さの解明を図る。

平成１４年度
～平成１６年

度

・モデルによるエアロゾル分布に対する各種の自然・人為起源排出の影響の
定量的把握、人間活動の影響の相対的把握。・海洋上の有機エアロゾルの光
学的特性のモデル化と放射強制力の算出。・衛星データ解析と観測結果比較
によるバイオマス燃焼の大気質への影響評価。・気象要素や汚染ガスとエア
ロゾルの化学組成、粒径分布などの関係の定量的把握。・広域にわたるエア
ロゾルの動態解明。・アルデヒド類を生成する反応機構の検討、液相を含む
不均一反応の寄与の検討等。 国立環境研究所 A-a:モニタリング、

A-b:将来予測

46-5 環境省
【地球環境研究総合推進費】地
球温暖化の生物圏への影響、適
応、脆弱性評価に関する研究

本研究では、これまでに得られた温暖化の生態系への影響や脆弱性評価に関す
る研究成果をもとに、①最新の気候変化予測結果（最高5.8℃の平均気温上昇
等）に基づくアジア生態系（高山植生、自然林、人工林、農業生態系）影響の
再評価（気象条件を要因とする生物地理モデルによるシミュレーション等）、
②日本及びアジア地域における影響リスクの高い生態系・地域の特定と地図
化、③新たな適応策の検討及び必要な知見の整備並びに影響リスクの低減可能
性評価を行う。

平成１４年度
～平成１６年

度

・14年度：温暖化の生態系影響を高山・森林・農業生態系を対象にモデルを
作成するとともに、モデルの検証、最新の気候シナリオ、各種データの整
備・作成を行った。
・15年度：高山生態系では、最新の気候シナリオに基づき高山生態系の分布
等への影響予測を行う。自然林・人工林生態系では、影響予測マップを作成
して、脆弱な地域等を把握するとともに、適応策の検討を行う。農業生態系
では、気象要素、積雪・融解の地域・周期性の解析、窒素無機化パターンと
土壌特性の関係解明、主要穀類の気象反応のモデル化を行う。
・16年度：各種生態系の影響を低減するための適応策について取りまとめ
る。高山生態系では、温暖化に対する高山生態系の脆弱性評価と適応策をま
とめる。自然林・人工林生態系では、脆弱性マップをもとに適応策の可能性
についてまとめる。農業生態系では、積雪変動による水資源、窒素無機化パ
ターンおよび作物生産量変動を予測する等。

国立環境研究所 A-c:影響評価
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46-6 環境省
【地球環境研究総合推進費】京
都議定書吸収源としての森林機
能評価に関する研究

　京都議定書の運用ルールの中でも、吸収源についてはその定義を含め未だ多
くの技術的な問題が残されている。特に森林の枝、葉、根、土壌等を含めたバ
イオマスの量の推計方法、更にはその中の炭素貯蔵量の換算方法（理論モデル
を基本として統計的な解析を加えた炭素吸収量評価モデルを用いる方法が有
力）等に関しては、未だ手法が確立されていない状況にある。なお、京都議定
書第５条では第１約束期間（2008年～2012年）の１年前までに国レベルの炭素
吸収量インベントリーシステムの確立を求めている。
　このため、本研究では、京都議定書に対応した、森林吸収源に関する国別イ
ンベントリーシステムの確立のために、その中核的な部分を成すであろう森林
の炭素吸収量評価モデルの開発を行う。

平成１４年度
～平成１６年

度

・14年度：３次元レーザプロファイラデータ及びデジタル画像を取得した。
森林バイオマスについてはARD・森林管理に関連する統計量の利用可能性の検
討を行った。森林土壌系の有機物の分解速度を明らかにした。木材用途先の
代替効果の区分を分類評価し、木材製品中の炭素量評価モデルの高精度化を
図った等。
・15年度：２時点間の３次元レーザープロファイラデータの差分から樹冠生
長量を算出する手法を開発。バイオマスによる炭素収支モデルの概要設計を
明らかにするとともに、第一約束期間に必要な統計情報の収集を行う。木材
代替効果の数量化のシミュレ－ションと伐採計画と伐採跡地の新吸収源との
相互関係をモデル化に必要なパラメータを取得する。モデルにより第一約束
期間の我が国の吸収源関連の炭素収支を試算する等。
・16年度：広域での森林炭素収支のモニタリング手法を開発。森林のバイオ
マス部分が吸収する炭素量推定モデル、土壌炭素評価モデルを開発。木材に
ついてもモデルにより地球温暖化軽減効果を評価。CDMによる植林の炭素収支
評価に必要なパラメータを整備するとともに、リーケージ抑制のため、計
画・実施・モニタリング手法を明らかにする。政策シナリオ別に日本の森林
の炭素吸収量を明らかにし、炭素収支の観点から望ましい政策シナリオを提
示等。

森林総合研究所
A-a:モニタリング、
A-b:将来予測
A-f:抑制政策

46-7 環境省

【地球環境研究総合推進費】市
町村における温室効果ガス排出
量推計および温暖化防止政策立
案手法に関する研究

　温暖化対策の推進のためには、市町村を含めた地方自治体の取組が重要であ
る。しかし、事実上、全ての温室効果ガスに対する排出量の推計を行っている
市町村は、わずか１６しかなく、二酸化炭素に限っても１０９の自治体しかな
い。このことは、市町村レベルの温暖化対策が進まないことの一因とも考えら
れる。
　このため、本研究では、統計データの整備状況や推計手法の未確立等の問題
から現時点において困難な「市町村レベルの排出量の推計」を行うための手法
開発を行う。

平成１４年度
～平成１６年

度

・14年度：一般家庭のエネルギー消費構造と既存統計資料の市町村別集計値
との関係を解析した。また、パーソントリップ等対象地域の運輸部門市町村
別排出量推計作業を行った。市町村の温暖化対策実施状況を規定する要因を
抽出した。
・15年度：事業所のエネルギー消費構造を把握し、民生部門の市町村別排出
量の推計を行う。また、運輸部門の積上げ排出量と全国排出量の比較による
推計手法の検証と改善を行う。排出構造からみた市町村の地域類型化を行
い、温暖化対策との関連、市町村の社会構造・土地利用などの諸要因との関
係を解析する。
・16年度：過去と将来の民生部門、運輸部門の市町村別排出量の推計および
排出増加要因の解明を行う。市町村類型別の実施可能な温暖化対策を体系的
に整理し、いくつかの政策手段についての効果の推計を行う。市町村の各種
行政計画における温暖化対策の位置づけを検討する。

特定非営利活動法人
環境自治体会議環境
政策研究所

A-f:抑制政策

46-8 環境省

【地球環境研究総合推進費】京
都議定書の目標達成に向けた各
種施策（排出権取引、炭素税、
自主協定等）の効果実証に関す
る計量経済学的研究

　温室効果ガスの排出削減目標を遵守し、又は、今後削減目標の改訂等を行っ
ていくためには、各種政策（排出権取引、炭素税、自主協定等）による排出削
減効果を推計・予測することが必要になるが、これまでは、企業等経済主体の
行動自体が施策により如何に変化するかといったミクロ経済学的な面からの予
測が可能となっていなかった。このような企業等の行動の予測は、これまでの
マクロ的なアプローチとは異なるものとして、各種施策の効果把握の上で、有
効な手段となる可能性がある。
　このため、本研究では、過去の大気汚染等において、国内外で実施された各
種政策（排出権取引、環境税、自主協定等）の効果を、計量経済学的なモデル
を構築することによって再現し、今後の温室効果ガス排出削減施策による効果
予測の際に、経済学的に実証的な知見を提供しうる手法を開発する。

平成１４年度
～平成１６年

度

・14年度：計量モデル構築のための理論的フレームワークおよび推計手法の
適用を検討し、企業レベルのミクロデータなどの基礎資料を整理、収集す
る。また、データ収集を目的として、企業サーベイを実施する。
・15年度：平成14年度に検討した理論的フレームワークおよび収集したデー
タに基づいて、計量モデルのパラメータの推計作業を実施する。
・16年度：パラメータの推計作業を完了させ、計量モデルを構築するととも
に、(1)環境税が燃料選択および汚染物質排出量及ぼす影響を定量的に分析す
る。(2)企業の意思決定のメカニズムを定量的に明らかにし、アメリカの自主
協定が企業行動に及ぼす影響については、その有効性を分析する。(3)排出権
市場の効果について定量的に分析し、排出権市場による汚染削減費用の節約
効果、また、バンキングによる費用削減効果について推計する。排出量取引
制度の有効性について検討する。

国立環境研究所 A-f:抑制政策

46-9 環境省
【地球環境研究総合推進費】太
平洋域の人為起源二酸化炭素の
海洋吸収量解明に関する研究

　海洋は、人為起源二酸化炭素の吸収源として年間約2Gtの炭素を吸収している
と推定されており、炭素循環の将来予測モデルによれば、2000年代中盤まで二
酸化炭素吸収量の増加が見込まれている。しかし、現時点の予測精度は十分な
ものではなく、現代の炭素循環の正確な解明を出発点として将来予測を再検討
すべきとの考えから、炭素循環観測研究が世界各国で重点的に進められようと
している。将来予測モデルの基礎となる現状説明型炭素循環モデルへの寄与と
して、その精度向上に必須となる海洋の二酸化炭素吸収量とその年々変動を明
らかにするためのグローバルデータセットの確立と解析が国際的に喫緊の課題
となっている。わが国では、各省庁連携体制のもとで、太平洋域の二酸化炭素
に関わる海洋観測を積極的に行ってきたことから、二酸化炭素吸収量に関連し
たデータを内包した様々な海洋・大気観測データセットが存在しているとみら
れる。
　このため、本研究では、これらのデータに対し統合的な解析を行うことによ
り、太平洋の二酸化炭素吸収量を解明することを目指し、わが国の海洋観測研
究のデータを活用することを通して地球規模の炭素循環の解明する。

平成１３年度
～平成１５年

度

・13年度：研究参加機関の観測によるCO2データセットを中心として解析し
た。栄養塩等のデータクオリティコントロールの手法の研究を開始した。国
際相互検定を準備し、次年度の実施体制を整えた。
・14年度：国内機関のデータベース化を利用し、北太平洋域のCO2吸収とその
年々変動を解明した。海洋表層CO2分圧測定装置を持ち寄る国際相互検定を
行った。
・15年度：国内機関と国際機関のデータベースを有効に活用し、太平洋広域
のCO2吸収を推定する。栄養塩等のデータベースをCO2解析に活用する。国際
相互検定の結果を解析する。

国立環境研究所　地
球温暖化研究プロ
ジェクト

A-a:モニタリング

46-10 環境省

【地球環境研究総合推進費】ア
ジア太平洋地域統合モデル
（AIM）を基礎とした気候・経済
発展統合政策の評価手法に関す
る途上国等共同研究

　地球温暖化対策は1997年の京都会議を契機に大きな進展が図られようとして
いるが、気候変動枠組条約の目標である気候安定化を達成するには、先進国の
みならず発展途上国を含めて、今後一世紀にわたって温室効果ガスの一層の削
減対策が求められている。特に、アジア地域の発展途上国は、高い経済成長の
ポテンシャルとともに公害などの深刻な国内問題を抱えており、気候政策だけ
でなく、気候政策と地域環境政策等の国内政策、あるいは気候政策と経済政策
を同時に有機的に実施していくことが不可欠である。このような政策ニーズに
対応するために、新たな政策評価の枠組みと方法論を開発し、これらを発展途
上国に移転することを目的とする。

平成１２年度
～平成１６年

度

・13年度：経済発展との連携で温暖化対策を評価するため、リサイクル・農
業適応対策に焦点を当てたモデル開発を行い、気候安定化政策や地域環境対
策の統合効果をモデルを用いて分析した。
・14年度：地域環境対策、経済発展政策、温暖化政策を統合評価するモデル
及び統合政策評価フレームを開発し、温室効果ガス削減や適応方策と経済発
展との両立の可能性について分析した。
・15年度：アジア各国別により詳細な対策シナリオを作成し、対策シナリオ
の費用対効果、地域環境に与える副次的効果などを検討する。また、国際プ
ロジェクトを通じてモデル比較を行うとともに、気候シナリオについて検討
する。

国立環境研究所 地
球温暖化研究プロ
ジェクト

A-f:抑制政策
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46-11 環境省

【地球環境研究総合推進費】海
水中微量元素である鉄濃度調節
による海洋二酸化炭素吸収機能
の強化と海洋生態系への影響に
関する研究

　亜寒帯太平洋、赤道湧昇域、南極海は、海洋中の微量元素である鉄の不足に
よって植物プランクトンの増殖が制限されている海域であり、亜寒帯太平洋を
除く2海域では、既に米国、欧州を中心とした国際共同研究による海洋への鉄濃
度調節実験が行われている。しかし、亜寒帯太平洋は上記２海域とは異なった
植物プランクトン群集を有し、その増殖に影響を与える環境要因も異なる。こ
のため、特に鉄濃度調節による二酸化炭素の海洋吸収機能強化の効果検証の必
要性が広く認知され、PICES（北太平洋の海洋科学に関する政府間機構）に鉄散
布実験に関するパネルが1997年に設立され議論されてきて本研究では、パネル
の提言を受け、亜寒帯太平洋で鉄濃度調節実験を行い、海洋の二酸化炭素吸収
機能と海洋生態系への影響を検証することを目的とする。

平成１３年度
～平成１５年

度

・13年度：西部亜寒帯太平洋において鉄濃度調節実験を行って、鉄濃度調
節、生物・化学的応答の観測に関し方法論を確立し、基本的な生態系への影
響を調査した。
・14年度：東部亜寒帯太平洋でカナダ主体で行われる鉄濃度調節にあわせた
調査航海を実施し、東部亜寒帯太平洋での鉄濃度調節に対する生物・化学的
応答を解明した。
・15年度：亜寒帯西部海域において鉄および生物化学的パラメータの季節的
空間的変動を明らかにし西部型の応答の空間的範囲の把握およびメカニズム
の解明を行うとともに、前年度までの成果を総合的に解析し、鉄濃度調節が
海洋生態系へ与える影響及び二酸化炭素吸収機能強化手法としての評価を行
なう。

水産総合研究セン
ター 北海道区水産
研究所

A-a:モニタリング、
A-b:将来予測

46-12 環境省

【地球環境研究総合推進費】地
球温暖化の総合解析を目指した
気候モデルと影響・対策評価モ
デルの統合に関する研究

　現在、地球温暖化研究において解決すべき大きな課題として、①地球温暖化
をもたらす温室効果気体と地球温暖化を基本的に抑制する対流圏エアロゾルと
いう２つの大気微量成分について、人為的排出量を定量的に評価し、その評価
に基づいて、気候の将来の見通しを得るための空間３次元気候モデル数値計算
を行い、地球温暖化の時空間分布を定量的に推定すること、②その推定結果に
基づいて、影響評価モデル数値計算を行い、地球温暖化の影響を定量的に推定
することの２つが挙げられる。
　本研究では、最終的にこの２点を遂行することを目指し、開発済みの全球気
候モデルを、影響および対策評価と結びつけるために、対策研究の成果を気候
モデルに組み込む手法を開発し、気候モデルを利用して影響研究に資する成果
を得る。このように、排出シナリオに対する気候シナリオ、その気候シナリオ
に対する影響シナリオについて一貫したモデルを作成し、それらのシナリオの
評価を実施する。また、開発したモデルを、２０世紀の過去100年間の地球温暖
化研究に適用することを試みる。

平成１３年度
～平成１５年

度

・13年度：各種温室効果気体および各種エアロゾル源の排出シナリオに関す
る検討、地域気候モデルの開発、各種の気候および地球環境のモニタリング
データの内容の検討および収集。
・14年度：各種温室効果気体・各種エアロゾルの濃度分布の年々変化をそれ
らのソース排出データから導出する方法の検討、気候モデルの系統誤差やパ
ラメータの不確実性の影響モデルへの感度実験、過去100年の再現実験による
全球気候シナリオデータの取得。
・15年度：排出シナリオのパラメータの不確実性の気候シナリオへの感度実
験、水資源・農業活動に対する影響評価に必要なパラメータの出力方法の検
討、過去100年の地域気候シナリオの排出シナリオに対する応答の評価。

環境省
A-b:将来予測、
A-c:影響評価

46-13 環境省

【地球環境研究総合推進費】大
気中の水・エネルギー循環の変
化予測を目的とした気候モデル
の精度向上に関する研究

　気候モデルを用いた将来における地球温暖化の見通しの不確定性をもたらす
主な原因は、雲、降水、放射などの諸物理過程である。これまで、モデルによ
り表現される現在の気候状態の再現性に関する定量的な評価を行ってきた。し
かし、地球温暖化時には平均的な気候状態が現在とは大きく異なるため、モデ
ルにより表現される気候変動・気候変化の再現性についても十分な知見が必要
となる。
　このため、本研究では、主にエアロゾル、オゾンおよび雲・降水過程に着目
し、これまでに開発したモデルを基礎とし、同モデルに存在する不確定性を明
らかにするとともに、その幅を狭めるためのモデルの改良、高度化を行う。ま
た、雲・降水‐エアロゾル相互作用を考慮した全球気候モデルを開発する。モ
デルの検証には、衛星観測や客観解析などのデータによる、エアロゾル分布の
長期解析や降水要因別の寄与率の解析などを有機的に活用する。また、気候変
化に伴う降水量変化のメカニズム解明には、単純化した水惑星モデルなどの簡
単なモデルを援用し、気候モデルにより予測される降水量変化について理論的
考察を加える。

平成１５年度
～平成１７年

度

・15年度：エアロゾル輸送モデルを全球気候モデルと結合する。衛星雲解析
データの収集整理、エアロゾル種別分類解析を行う。モデル相互比較に用い
る気象研エアロゾルモデルを改良する。降水の主要な要因を現実の観測デー
タを用いて分類する手法を開発する。
・16年度：エアロゾル間接効果スキームをエアロゾ結合全球気候モデルに取
り込むとともに、衛星データを用いたモデル検証を行う。エアロゾル－オゾ
ン相互作用モデルを用いて、エアロゾル場に対する影響評価を行う。現実の
降水量観測データを解析し、地球上の様々な地域・季節での要因別降水量を
推定する。単純化水惑星モデル実験に基づき、地球温暖化に伴う降水量の変
化を調べる。
・17年度：エアロゾル結合全球気候モデルを用いて、現在気候と温暖化時に
おける数値実験を行う。エアロゾルの間接効果の取り込み等による、気候場
の変化への影響を調べる。現実の観測データと気候モデルによる結果とを解
析して、モデルの降雨特性の改善を行う。

環境省 A-b:将来予測 新規

46-14 環境省

【地球環境研究総合推進費】動
物プランクトン群集組成の長期
変動データに基づく海洋生態系
の気候変動応答過程の解明

　東北区水産研究所では、米国におけるPICES関連のCalCOFIプロジェクト（東
部北太平洋）や英国におけるICES関連のCPRプロジェクト（北大西洋）の試料に
匹敵する質と量の動物プランクトン試料群を保存している。これほど広範囲か
つ長期的に採集された試料群は国内にはほかに存在せず、この試料群の解析は
気候変動に敏感に反応する海洋生態系変動の実態を解明するのに最適であり、
地球規模で知見の空白域である西部北太平洋の動物プランクトン組成の長期変
動を解析できる唯一の試料である。
　本研究ではこの試料を観察し、動物プランクトン種組成をデータベース化す
るとともに、そのデータを用いて群集構造を解析し、気象／海洋環境データを
合わせて気候の長期変動に対する海洋生態系の影響を正確に評価する。

平成１５年度
～平成１７年

度

・15年度：親潮海域で採集された試料の種組成と各種の生物量をデータベー
ス化し、気候変動の長期変動データとの対応を解析して気候変動が親潮域の
生態系の長期変動に与える影響を解析する。
・16年度：混合域に研究海域対象を広げて種組成を解析しデータベースを作
成する。このデータおよび前年度作成されたデータベースを元に、食物網構
造の長期変化に着目して気候-海洋環境-生態系変動へとつながるプロセスを
明らかにする。
・17年度：黒潮域における試料の解析を行いデータベース化するとともに黒
潮-親潮移行域の動物プランクトン群集組成の長期変動の総合的データを公表
する。本研究結果を海外のプロジェクトの成果である東部北太平洋や北大西
洋の結果と比較することにより、北半球規模のグローバルな変動プロセスを
明らかにするとともに生物による炭素固定能力の地球環境へのフィードバッ
クプロセスを評価する。

環境省
A-b:将来予測、
A-c:影響評価 新規

46-15 環境省
【地球環境研究総合推進費】環
礁州島からなる島嶼国の持続可
能な国土の維持に関する研究

　島嶼国、とくに環礁上の州島は標高が最大数メートルと低平で、利用可能な
土地と資源が限られており、環境変動に対する脆弱性がきわめて高い。環礁州
島の形成と維持には州島を作る砂の物理過程だけでなく、州島の海側に位置す
るサンゴ礁が生物遺骸片を生産して砂を供給する生物過程や、州島に居住する
人間のココヤシやタロイモ栽培などの伝統的な植生管理（農耕森林管理）が重
要な役割を果たしている。一方で、サンゴ礁の生物過程は地球温暖化の進行と
州島の開発によって、人間の植生管理は島嶼国の経済システムの変容によっ
て、いずれも崩壊の危機にある。
　このため本研究では、環礁州島の地形と資源が、物理過程に加えて生態プロ
セスと人間の地域的知恵によってどのように形成・維持されてきたか、こうし
た自然- 人間の相互作用が経済システムの変化に伴ってどのように変容してきた
かを、地形・生態学，考古・民俗学，リモートセンシング・海岸工学の学際的
共同研究によって明らかにして、島嶼国の持続可能な国土と経済基盤の維持と
環境変動に対する対応戦略策定に貢献することを目的とする。

平成１５年度
～平成１７年

度

・15年度：全球の環礁州島の分布とその分布を規定する自然・人文要因を
マッピングし、リモートセンシングデータを重ねて環礁州島データベースを
構築する。このデータベースに基づいて環礁州島の類型化を行い、代表的環
礁を選定する。選定した環礁州島において、予備的な調査を行なう。
・16年度：現地におけるトレンチ掘削調査、地形・植生・土地利用とその管
理システムに関する調査、リモートセンシングに基づいて、環礁州島の地形
－生態・自然－人間相互作用を10年～1000年の時間スケールで解析する環礁
州島モデルを構築する。
・17年度：環礁州島モデルに基づいて、州島地形の維持を規定・促進する自
然・人文要因を抽出し、地形・生態工学・人文科学的視点から州島地形と資
源の維持と環境変動に対する適応策を提案する。さらに、環礁州島の状態を
診断する手法を開発して、データベースとリモートセンシングによって州島
の診断・監視策を提案する。

環境省 A-c:影響評価 新規

46-16 環境省

【地球環境研究総合推進費】
2013年以降の地球温暖化対策促
進に向けた国際合意のための方
法に関する研究

　京都議定書では、2012年までの温暖化対策しか示されておらず、2013年以降
の国際的取組みのあり方については、非公式に議論が始まっているものの、今
後難航が予想される。本研究では、国際交渉における今後の最重要課題である
2013年以降の地球温暖化対策のあり方に焦点を合わせる。主要国間で合意可能
であり、なおかつ温暖化の抑制に効果的な2013年以降の地球温暖化対策に関
し、包括的な対策オプションの提示を図る。

平成１５年度
～平成１７年

度

・15年度：2013年以降の温暖化対策のあり方に関する論文の収集及び整理、
京都議定書に定められた国際制度の動向調査、農業・畜産業関係のデータ入
手可能性に関する調査等各種情報の収集・分析期間とする。
・16年度：オプション作成及びその評価、京都議定書関連の国際状況の変化
と主要国の動向予測、農業・畜産業関連の政策の影響分析等を行う。
・17年度：2013年以降の対策に関するオプションに関し、最終的に包括的な
対策オプションを提示する。

環境省 A-f:抑制政策 新規
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平成15年度気候変動研究登録課題
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46-17 環境省

【地球環境研究総合推進費】企
業の技術・経営革新に資する環
境政策と環境会計のあり方に関
する研究

　本研究では、「環境イノベーション」について、環境負荷低減を実現する
「技術革新」、「経営革新」、ならびに「政策革新」を含む広い概念としてと
らえ、「企業経営の意思決定」および「環境産業の育成・創出」を専門に研究
してきた担当者グループの協力の下で、２つのサブテーマを関連付けながら、
経営革新と技術革新を促進し、阻害要因を解消するような環境政策の要件に関
する共同研究を行う。排出取引制度の導入により二酸化硫黄排出防止に関する
技術革新が著しく促進された米国の例や、循環型社会構築政策の推進が鉄鋼企
業によるプラスチック再利用、クリーン燃料開発を刺激したわが国の例などを
取り上げ、これらの事例に比肩できる地球温暖化緩和のための技術革新につな
がるさまざまな環境イノベーションに資する環境政策への提言を行う。

平成１５年度
～平成１７年

度

・15年度：日本企業における環境会計実務の現状と、環境報告書における環
境会計開示内容について調査・分析する。国内の優良事例を特定し、ケース
スタディに必要な分析フレームワークを提示する。
・16年度：環境会計に関し優良事例について詳細調査を行い、環境イノベー
ションとの関連性を明確化し、特に環境配慮型原価企画のあり方を研究す
る。海外企業の事例や、海外研究機関との共同研究等も適宜実施する。類型
化を視野に入れた分析を活用し、優良事例についてより詳細なケーススタ
ディを行う。
・17年度：マテリアルフローコスト会計と環境配慮型原価企画手法の統合を
図るとともに環境会計情報開示が環境イノベーションを促進する可能性を分
析する。ケーススタディの成果を集約し、環境政策との関係について分析す
る。研究結果から環境政策の在り方に関する結論を抽出する。

環境省 A-f:抑制政策 新規

46-18 環境省

【地球環境研究総合推進費】我
が国及びアジア地域における持
続可能な交通（EST）戦略策定に
向けた予備的研究

　我が国における運輸部門からのCO2排出量は一貫して増加を続けており、特に
自動車交通はいまや温室効果ガス排出量増加の最大の要因になっている。EST
（持続可能な交通システム）の導入に向けて政策変革を行うことは、先進諸国
において必須の課題である。2001年5月のOECD環境閣僚会議においても、革新的
な交通環境政策を中長期の視点に立って導入することをねらいとしたガイドラ
インが提示されている。2003年3月には、ESTのアジアへの普及を目指した「交
通と環境に関する名古屋会議」が開催された。
　これを受け、本課題検討調査研究では、平成16年度の本格研究立ち上げに向
けて、アジア地域の研究者との共同研究体制づくりに着手しつつ、日本国内お
よびアジア地域という大きく状況の異なる対象について、ESTの導入・実践とい
う共通の課題のための調査研究の具体的内容を詳細に設計することを目的とす
る。

平成１５年度

15年度:
・アジア諸国の調査研究機関との間で、共同研究の具体的内容、実施体制に
ついての検討を行う。また、アジアにおける交通・環境問題に関する調査研
究の最新動向に関するレビューを実施する。
・ESTに関わる計画の策定・実施プロセスへの多様な主体の参加を実現するた
めの方法について、情報収集を行う。また、ESTという概念への理解度や、
EST実現に求められる社会経済システム変化の受容可能性について検討する。
・本格研究における事例研究の対象とすべき都市・地域の絞り込みを行う。
ESTの導入による環境負荷削減効果の算定のための簡易な計量モデルを設計
し、ESTを支援する分析モデルとしての実用性を高めるために必要な機能要件
を明らかにする。

環境省
A-e:対策技術、
A-f:抑制政策 新規

46-19 環境省

【地球環境研究総合推進費】ア
ジアにおける大気汚染の気候・
環境影響に関する総合的研究の
予備的検討

　今後の地球温暖化問題においては地域的気候変動が重視されつつあることか
ら、地域的気候変動に大きな影響を及ぼすエアロゾル・オゾン及びそれらの前
駆体物質など短寿命地球温暖化関連物質の研究が急務となっている。しかし、
これら短寿命化学種については、CO2等の長寿命温室効果ガスに比べて、気候変
動の視点からは研究が不十分。こうした研究を進めるためには、大気放射、大
気化学、環境生態学などの専門家が一体となって協力し合う必要があり、学際
的な議論の場が必要である。
　このため、本課題調査研究では、アジア地域、特に東アジアを対象とし、わ
が国がこの地域のアジア諸国と協力して、エアロゾル・オゾン及びそれらの前
駆体物質など短寿命地球温暖化関連物質の気候・環境影響に関する研究を、ど
のようにして進めるべきかについて具体的に検討し、今後数年間の総合的研究
計画の策定を行うことを目的とする。

平成１５年度

15年度:
・ABCオープンフォーラムの開催
・国際ワークショップの開催
・野外観測地点の海外現地調査
・国内検討委員会の開催と研究計画の策定

環境省 A-a:モニタリング
A-b:将来予測

新規

46-20 環境省

【地球環境研究総合推進費】衛
星観測データを活用した温室効
果ガス吸収・排出量の推定精度
に関する予備的研究

　環境省と宇宙開発事業団では、平成14年度に「温室効果ガス観測ミッショ
ン」計画を策定し、京都議定書における第一約束期間における観測を目標に
「温室効果ガス観測技術衛星プロジェクト」を計画。当プロジェクトの目的
は、全球の衛星観測データと地上モニタリングデータを組み合わせ、インバー
スモデル計算によって温室効果ガスのネット吸収・排出量を亜大陸レベルで把
握すること。それに適する衛星センサの仕様については、平成14年度中にその
方向付けが議論された。
　本研究では、当衛星センサの仕様に基づいて、モデル計算も含めてより詳細
な温室効果ガスのネット吸収・排出量の推定精度を検討することを目的にし
て、センサ仕様の要求要件の詳細な洗い出し、衛星データを活用したモデルの
調査及び計算、観測データの航空機等による検証手法の検討、世界における温
室効果ガス観測衛星センサの開発動向に関するサーベイランス研究を実施。

平成１５年度

15年度:
・「温室効果ガス・オゾン観測センサ」による観測データ（頻度、高度、地
域）と、その予想される誤差の情報に基づいて、温室効果ガスのネット吸
収・排出量に及ぼす誤差の影響について検討結果を定量値で提示する。
・衛星観測データをインバースモデルへの入力情報とするためには、その
データ質を検証して精度を保証する必要がある。そのためのデータ解析手法
と地上及び航空機観測等による検証手法について検討する。
・気象データを中心とするモデルに衛星観測データを適用する四次元同化モ
デルに関して、海外の手法開発状況を調査する。

環境省 A-a:モニタリング 新規

46-21 環境省

【地球環境研究総合推進費】温
暖化対策のための技術とライフ
スタイルの統合的対策の予備的
研究－IT社会のエコデザイン－

　IT（情報技術）の普及に伴う環境影響を明らかにし、さらにIT化の環境面で
のメリット、すなわち社会のエネルギー消費効率を最大化するITの活用方法を
提示することは、本格的なIT社会を迎えようとする現在、喫急の課題である。
ITによる地球温暖化防止効果（二酸化炭素排出削減）が実証されれば、ITを新
たな産業成長に利用しようという経済政策と環境対策が一致することになる。
また、これらの取組みは、わが国のITビジネスの国際競争力を環境面から強化
することになり、ODAに活用することで、経済面と環境面を両立させた国際支援
も実現できる。
　本研究では、IT化進展により誘発される社会変化を持続可能な方向に導くこ
とを目的とし、IT社会の環境調和設計技術、およびライフスタイル等を環境調
和的に変革する新ITソリューション技術を開発し、試験的導入実験により二酸
化炭素排出削減効果を実証するための予備的検討を行う。

平成１５年度

15年度:
・IT化進展の影響に関する既存の研究をライフスタイルや社会システムの面
から調査・分析し、「IT社会のエコデザイン」のコンセプトを構築する。
・ネットワーク技術の開発状況や、テレワーク実験データ等の調査分析をも
とに、人移動を最少とする高臨場感サイバー・コミュニケーション・システ
ムを骨格としたライフスタイルのフレームワークを構築し、技術開発要素を
明らかにする。
・家庭生活におけるエネルギー消費動向や、ユビキタスネットワーク技術の
開発状況の調査・分析をもとに、センサーやICタグなどの利用により生活環
境からの環境負荷情報を容易に取得できるシステムの概念設計を行う。
・エコライフスタイル誘導技術の効果を算出するモデルを作成し、環境経済
分析手法により、そのCO2削減効果を明らかにする。

環境省
A-f:抑制政策
A-e:対策技術 新規

46-22 環境省

【地球環境研究総合推進費】地
球温暖化に対するメダカの短期
的・長期的応答に関する予備的
研究

　地球温暖化による生息環境の温度上昇は，変温動物の様々な生理・代謝過程
に影響を及ぼすと考えられるが，その影響を評価・予測するには，個々の変温
動物種の短期的および長期的時間スケールでの応答を精査する必要がある．短
期的応答とは生理的反応速度の上昇に伴う行動や生活史パターンの変化を指
し，長期的応答は気候環境への適応進化による行動や生活史形質の遺伝的変化
を指す．これら両時間スケールを視野に入れた影響評価と将来予測は，生理
学，生態学，そして量的遺伝学を跨ぐ領域横断的な新たな研究テーマである。
　本研究は，上記の背景を踏まえ，温暖化に対する変温動物の短期的（生態
的）応答ならびに長期的（進化的）応答を，野生のメダカをモデルシステムと
して実証的に予測することを目的とする．

平成１５年度
～平成１６年

度

15年度:・緯度の異なる野生集団からメダカを採集し、水温に対する様々な生
活史形質の反応基準を求める。・反応基準と気候変化の予測データとを照ら
し合わせ、本種の生活史パターンの変化予測を行う。・集団間での反応基準
の形や位置の違いを量的遺伝学的に解析し、過去におけるメダカの気候適応
の実体を明らかにする。
16年度:・異なる緯度からメダカを採集し、水温に対する遊泳形質および二次
性徴形質の反応基準を求める。・反応基準と気候データとを照らし合わせ、
行動や性関連形質における短期的変化の予測ならびに適応進化に関する解析
を行う。・性決定遺伝子（DMY）をマーカーとして気候変化が各個体の性発現
に与える影響を解析する。

環境省 A-c:影響評価 新規

47 環境省 地球環境保全試験研究費

地球環境保全、特に地球温暖化に関する関係行政機関の試験研究費及び関係行
政機関の試験研究委託費を環境省において一括計上し、地球温暖化の防止に関
する試験研究の総合的な推進を図るもので、主に中長期的な視点で、関係行政
機関・国研・独法人が、計画的・着実に推進すべき研究を対象として実施。

平成１３年度
～

本研究制度にて実施している個々の研究課題は、以下に示すとおり。

環境省/国立試験研
究機関、独立行政法
人

A-a:モニタリング、
A-b:将来予測、
A-c:影響評価、
A-d:固定隔離、
A-e:対策技術、
A-f:抑制政策
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47-1 環境省

【地球環境保全試験研究費】大
気CO2増加が農業生態系に及ぼす
影響のFACE実験による解明と予
測

 地球温暖化が進行する一方で、世界人口は急増しており、食料確保に対して大
きな脅威となりつつある。このため、今後５０年間を見通して、予想される温
暖化とCO2濃度上昇に対する農業生態系の応答を的確に予測し、変化した環境下
で農業生産を維持向上させる技術を開発する必要がある。本研究では、大気Ｃ
Ｏ２増加が農業生態系に及ぼす影響を解明するために、ＦＡＣＥ（開放系大気
ＣＯ２増加）実験及びＴＧＣ（温度勾配チャンバー）実験を実施するととも
に、農業生態系プロセスモデルの検証と改良を行う。これにより、地球環境変
化の影響を予測するとともに、今後の農業技術開発に対して明確な方向性を提
示する。

平成１４年度
～平成１６年

度

(1)温暖化と大気CO2増加が農作物生産と病虫害に及ぼす影響の解明、(2)温暖
化と大気CO2増加が農業生態系に及ぼす影響のプロセスモデリングを実施。

農業環境技術研究所 A-c:影響評価

47-2 環境省
【地球環境保全試験研究費】産
業革命以降の気候の再現に関す
る研究

　産業革命(19世紀後半）以降の気候変化をもたらしている最大の原因は二酸化
炭素であるが、メタン・オゾンを始めとする温室効果ガスやエーロゾルによる
影響も無視できない大きさである。
　本研究は、産業革命以降の気候変化について、自然変動による変化と人間活
動による変化を分離・識別したうえで、それぞれの要因による影響評価を行う
ことを目的とする。そのために観測データの収集・編集・解析を行い、過去の
気候の経年変化を明らかにするとともに、これらの観測データを基に二酸化炭
素を始めとする種々の温室効果ガス・エーロゾル・太陽活動等が変化したとき
の気候変化を気候モデルにより再現し、解析結果を比較する。

平成１４年度
～平成１６年

度

（１）観測データ及び各種強制力データの整備とデータ解析、（２）歴史的
海面水温・海氷データを用いた大気大循環モデルによる気候再現に関する研
究、（３）気候モデルによる気候再現と気候変化への各種要因の影響評価に
関する研究を実施。

気象庁気象研究所 A-b:将来予測

47-3 環境省
【地球環境保全試験研究費】素
材技術転換の地球温暖化防止に
対する効果予測研究

　素材産業部門は我が国内において1/4強のCO2を発生するのみならず、自動車
など輸送機械の主たる重量を構成しており、その燃費などを通じて輸送部門、
さらには民生部門でのCO2発生と大きく係っている。しかしながら、これまでの
ＣＯ２対策では素材産業内部の削減効果しか見積もることができず、素材技術
が転換することにより他の分野に波及する影響をも見越した最適な対策になっ
ていたとは言い難い。
　そこで、個別製品の部分解ではなく、素材技術全般の転換を評価しうる総合
的な方法により、ＬＣＡ的に、製造段階だけでなく使用や廃棄の段階も含めた
材料利用での環境負荷を把握するために、従来の製造単位毎の効果予測や、製
品物の評価を超えた総合的な効果予測とそのためのデータ整備を行い、総合的
な見地からの防止対策の最適化に資する。

平成１３年度
～平成１５年

度

(1)素材転換技術の将来展望、(2)各産業・製品における素材転換の将来展
望、(3)素材技術転換のＣＯ２削減効果予測を実施。

物質・材料研究機構 A-f:抑制政策

47-4 環境省

【地球環境保全試験研究費】地
球温暖化の節足動物媒介性ウィ
ルス疾患の流行に及ぼす影響に
関する研究

　節足動物は種々の重篤なウイルス性疾患を媒介している。中でも蚊が媒介す
るデング熱・デング出血熱、黄熱、日本脳炎等、ダニが媒介するクリミア・コ
ンゴ出血熱等のウイルス感染症は、患者数が多く致死率も高い点から、世界規
模での対策が急務となっている。これら節足動物媒介性ウイルス感染症は、多
くが熱帯・亜熱帯において流行しているが、地球温暖化に伴い、流行地域の拡
大及び患者数の増加が危惧されるところである。
　本研究においては、（１）地球温暖化が節足動物数の増加と生息域拡大にど
のような影響を及ぼすのか、（２）その結果、これら節足動物が媒介するウイ
ルス性疾患の流行と流行地域拡大にどのような影響を及ぼすのかを解明し、あ
わせて（３）ウイルス性疾患の流行拡大阻止の実質的方法論のブレイクスルー
を目指し、地球温暖化により増大する節足動物媒介性ウイルス性疾患の戦略的
知見を構築し、グローバルレベルで主導的役割を担うことを目標とする。

平成１３年度
～平成１７年

度

（１）地球温暖化のウイルス感染節足動物に及ぼす影響に関する研究、
（２）地球温暖化の節足動物媒介性ウイルス疾患患者数に及ぼす影響に関す
る研究、（３）節足動物媒介性ウイルス疾患の予防、治療に関する研究を実
施。

国立感染症研究所 A-c:影響評価

47-5 環境省
【地球環境保全試験研究費】透
明かつ検証可能な手法による吸
収源の評価に関する研究

　現在、我が国の吸収源に関する数値がSBSTA事務局に提出されているが、３条
３項、３条４項に相当する吸収量は、行政目的の林業統計値から簡易的に炭素
貯留量を換算した暫定的な数値であるため、追加的活動による森林の炭素貯留
量の変動を、８条のレビューに耐えられる透明かつ検証可能な方法で計測でき
る手法を開発する必要がある。全国210カ所の固定試験地に、追加的に1990年以
降に新植された森林を試験地として設定することにより、３条３項、４項によ
り獲得される吸収量を算定するのに必要なパラメータを高い信頼性で計測し、
これを用いることにより、約束期間中に個別林分が獲得する炭素量を科学的に
評価することができる。また、試験地を用いて人為的活動により獲得できる吸
収量も定量的に評価する。

平成１３年度
～平成１５年

度

（１）森林のバイオマス生長量に関する研究、（２）森林土壌中の炭素変動
量に関する研究、（３）長期計測林分のバイオマス量の変動予測モデルに関
する研究、（４）長期計測林分での異なる施業によるバイオマス生長量の変
動評価に関する研究、（５）人工林樹種の容積密度の計測に関する研究、
（６）リモートセンシングを用いた新規植林、再植林、森林減少の計測に関
する研究を実施。 森林総合研究所 A-a:モニタリング

A-f:抑制政策

47-6 環境省
【地球環境保全試験研究費】永
久凍土地帯のメタンハイドレー
トの安定性と生成解離

　永久凍土地帯と深海底のメタンハイドレートは、環境変動による温度と上載
荷重の変化に対応して、その解離・吸収により地球温暖化ガスを放出または吸
収する。分布深度が浅い永久凍土地帯では、深海底より、環境変動に対する応
答が顕著と推定され、その安定性及び生成解離機構に関する特性の解明が急が
れている。
　本研究は、永久凍土地帯のメタンハイドレートの安定性と動特性に関する研
究を実施して、環境変動に対するメタンハイドレートの応答特性を明らかにす
るもの。

平成１３年度
～平成１７年

度

(1) 永久凍土環境下におけるメタンハイドレートの生成解離特性、(2) 多孔
質媒体中におけるメタンハイドレートの生成解離挙動を実施。

産業技術総合研究所 A-b:将来予測

47-7 環境省

【地球環境保全試験研究費】海
洋の二酸化炭素吸収量解明のた
めの海洋二酸化炭素関連物質
データベースに関する研究

　海洋による大気からの二酸化炭素の吸収・蓄積メカニズムの解明は、大気中
の二酸化炭素濃度、ひいては地球温暖化に関わる気候変動の将来予測を行う上
で大変重要な課題である。しかし、我が国の海洋及び大気に関する二酸化炭素
量データは、観測機関による観測方法及びデータ管理方法の違い、観測方法の
進歩に起因する新旧データの観測精度の不整により、総合的・統一的に有効利
用することが困難である。
　よって、研究者による二酸化炭素の海洋吸収メカニズムの解明を促進するた
め、各観測機関の保有データの調査・収集を行い、それらのデータについて、
フォーマットの統一、品質管理を実施するとともに、データベースを構築し、
研究者に対して高精度な炭酸データを提供（公開）するために必要なシステム
の研究・開発を行う。

平成１３年度
～平成１５年

度

（１）二酸化炭素関連物質データの所在情報について調査・収集、（２）二
酸化炭素関連物質データベースに関する研究、（３）本研究で得られた所在
情報及び品質管理を施した二酸化炭素関連物質データを取りまとめ、「デー
タセット」を提供。

海上保安庁海洋情報
部 A-a:モニタリング
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47-8 環境省

【地球環境保全試験研究費】大
気中の酸素濃度及び炭素同位体
比を指標にしたグローバルな海
洋・陸域CO2吸収量の変動解析に
関する研究

人為的に放出された二酸化炭素は地球規模での二酸化炭素の濃度上昇を引き起
こしているが、地球上の生物や海洋はその約半分を吸収し大気中の濃度増加を
引きとめる役割をしている。しかしながら、海洋や陸域での吸収量は年々変化
することが認められており、今後の二酸化炭素濃度増加を予測するためには、
海洋や陸域の二酸化炭素吸収量がどのようなメカニズムでまた量的にどのよう
に変化しているのかを明らかにする必要がある。そのため、大気中の酸素濃度
や二酸化炭素の炭素同位体比及び関連した温室効果ガス等を広域的に観測し、
同時に船舶、国際的な地上観測拠点などの整備や共同利用をしながら、グロー
バルな二酸化炭素収支の変動を解析する。そして、どのような気候変動や海洋
変動が二酸化炭素濃度増加を加速するのかを検討し、今後の濃度上昇予測に役
立てる。

平成１３年度
～平成１５年

度

（１）大気中酸素濃度高精度測定による二酸化炭素収支に関する研究、
（２）二酸化炭素の炭素同位体比のトレンドの検出によるCO2吸収量変動解
析、（３）データ同化のための国際的インターキャリブレーションに関する
研究の実施。

国立環境研究所 A-b:将来予測

47-9 環境省

【地球環境保全試験研究費】炭
素吸収量の認証と排出量取引に
向けた高精度リモートセンシン
グ手法の開発に関する研究

　京都議定書の第１約束期間（2008-2012）において、排出削減目標を達成する
ためには、実質的な温暖化対策を早急に実施する必要がある。このためコスト
効率的な温暖化対策の実施を目的として、世界各地に各種の排出権取引市場が
創設されつつある。また京都議定書では、植林等の吸収源活動を用いた温暖化
対策も認められたため、吸収源による温暖化対策が、排出量取引等のいわゆる
京都メカニズムを利用して、世界各地で大規模に実施される見通しとなってい
る。そこで、吸収源による炭素吸収量のモニタリング手法としてのリモートセ
ンシング技術の開発が国際的な急務となっている。
　本研究は、京都議定書の実施に向けて展開する最新の国際動向に即しつつ、
最新のセンサー・情報技術を駆使して、炭素吸収量を高精度に計測するリモー
トセンシング手法開発することによって、認証に関するシステム作りに貢献
し、国際標準手法に関する議論をリードすることを目的とする。

平成１３年度
～平成１５年

度

(1)航空機超多波長イメージャーを用いた計測手法の開発、(2)航空機三次元
観測センサを用いた計測手法の開発、(3)高次複合インフォマテック技術の開
発の実施。

国立環境研究所 A-a:モニタリング
A-f:抑制政策

47-10 環境省
【地球環境保全試験研究費】大
気境界層観測による森林から亜
大陸規模の二酸化炭素吸収推定

　京都議定書で決められた人為的な森林活動の評価は、植林や伐採の規模が
10kmのオーダーなので、フラックス法、森林統計、遠隔計測などの方法が適し
ている。しかしながら、今後の国際交渉の場では、直接の人為活動である植林
や伐採だけではなく、森林保全、営林、農牧畜などを含む全炭素の排出・蓄積
を評価する方向で検討が進められると予想される。これに対応するために森林
（１km）から亜大陸規模（1000km）の炭素収支を評価する方法を開発する事が
重要な研究課題となる。亜大陸規模の二酸化炭素収支を推定するための森林吸
収モデルは、フラック スネットの展開により精度を高めつつあるが、樹種、気
候、土壌などの多くの パラメータに未だ対応できておらず、不確実性が多く
残っている。
　本研究は、こうした従来の限界を打開するため、陸域の炭素収支を直接反映
する陸域の大気境界層内部とその直上の観測により、様々な規模の炭素収支導
出手法の評価を行うことを目的とするもの。

平成１３年度
～平成１５年

度

(1)タワーによる時系列観測、(2)航空機による高度分布観測、(3)モデル計算
との比較検討の実施。

国立環境研究所 A-a:モニタリング

47-11 環境省
【地球環境保全試験研究費】地
域規模の二酸化炭素排出・吸収
量評価方法の開発

　従来の温室効果気体の排出インベントリーは、いわゆる原単位積み上げ方式
を採っているが、この方法では、排出源が多様性に富み、かつ、薄く広く分布
するケースでは全体を推定する際の誤差が極めて大きいなど、現実と大きくず
れている可能性が否定できない。これに対し、大気中への総排出／吸収量を直
接測定することは、モデルの介在や、排出源推定を必要とせず、問題の本質を
直接に把握することになる上、原単位積み上げ方式の結果とに大きな違いが生
じた場合は、その原因を双方に求めた究明により、新たな対策などを生み出す
可能性を秘めている。
　このため、本研究では、森林や都市が100km規模にパッチ状に存在し、かつ、
南北が海であるため入出の差が測定しやすい北海道西部を対象にし、様々なス
ケールや方法を駆使した大気観測を総合的に行うことにより、地域規模のCO2排
出／吸収量の評価を試みるケーススタディーを行う。

平成１３年度
～平成１５年

度

①モデル計算による観測のデザイン、②集中観測による当該地域の大気中CO2
の動態把握、③CO2濃度プロファイルの定点連続観測、④大気輸送交換モデル
の確立とシミュレーション結果の検討の実施。

国立環境研究所 A-a:モニタリング

47-12 環境省

【地球環境保全試験研究費】サ
ンゴ年輪気候学に基づく，アジ
アモンス－ン域における海水温
上昇の解析に関する研究

　アジアモンスーン地域における各地よりサンゴ骨格を採取し、高時間解像度
で過去の環境（水温、塩分、降雨など）を推定し、温暖化傾向とモンスーン変
動の関係を解明することを目的とし、以下の研究を実施する。
　琉球列島、フィリピン、マレ－シア、オ－ストラリア、モルジブより100-200
年以上の記録を有するサンゴ柱状試料を採取し、Ｘ線でサンゴの成長を確認す
るとともに、微量試料から酸素同位体比を分析し、正確な年輪を計数する。ま
た、微量試料のSr/Ca比を分析し水温、塩分及び降雨量などを推定する。最終的
にこれらを総合し、高時間解像度（週－月単位）で、過去200-300年の水温、塩
分、降雨などの復元し、温暖化傾向とモンス－ン変動の関係を解明する。

平成１３年度
～平成１５年

度

(1)酸素同位体比およびSr/Ca比を用いた水温と塩分（降水量）の復元に関す
る研究、(2)炭素１４を用いた表層炭素リザ－バ－の二酸化炭素交換に関する
研究の実施。

産業技術総合研究所
海洋資源環境部門

A-a:モニタリング、
A-b:将来予測

47-13 環境省

【地球環境保全試験研究費】放
射性核種をマルチトレーサーと
した海洋表層での二酸化炭素循
環メカニズムに関する研究

　海洋表層における炭素循環を正確に把握するためには、循環の素過程のみに
とどまらず海洋－有機物（生物）を含めた循環システムの全体像の理解が必要
であるが、現状ではその解析は困難を極めている。
　このため、本研究では、循環システムの諸過程を定量的に評価・解明するた
め、各々の過程で行動を共にすると考えられる放射性核種の存在量、移動量を
標識（マーカー）に活用することにより、炭素循環に係わる諸過程に時間軸を
与え、定量的な移動、変質の時間変化のメカニズムの解明を行う。

平成１５年度
～平成１７年

度

(1)現場型超大容量海水濾過装置の開発及び現場資料採取、(2)放射性同位体
による海洋表層物質動態の解明の実施

放射線医学総合研究
所

A-a:モニタリング、
A-b:将来予測 新規
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47-14 環境省

【地球環境保全試験研究費】二
酸化炭素海洋隔離による海洋物
質循環過程への影響評価に関す
る研究

　わが国は、二酸化炭素の海洋隔離技術や海洋貯留技術に関して、これまで積
極的に研究開発を進めてきており、海洋環境への影響予測方法などが今後解決
すべき課題として残されている。海洋隔離技術の確立にあたっては、特に海洋
環境に与える影響の評価が今後解決すべき大きな課題であることから、①二酸
化炭素の放出によってできる高二酸化炭素、低pHの海水による生物個体や生態
系への直接的影響の評価、②表層から運ばれてきた粒子が分解・溶解して化学
成分が海水へ戻る過程を経て間接的に生態系へ及ぼす影響の評価、など海洋環
境の変化に対する科学的評価を行うことが重要になる。このうち①に関する研
究は、技術開発に直接的に関わる問題として技術的な開発研究の中で実施され
始めている。
　このため、本研究では②を対象として集中的な研究を実施する。

平成１５年度
～平成１９年

度

(1)海洋中・深層域の粒子状物質についての現状の把握、(2)粒子の分解・溶
解過程に与えるpH, pCO2の影響評価、(3)海洋隔離による海洋物質循環変化の
推定と取りまとめの実施

産業技術総合研究所
A-a:モニタリング、
A-d:固定隔離 新規

48 環境省
地球温暖化の影響評価と対策プ
ロジェクト

（１）森林規模からグローバルな規模まで様々なスケールを捉えた炭素循環の
総合的な理解に向け、森林や海洋による二酸化炭素吸収量の評価や変動要因の
解析を目的とした観測研究を行う。
（２）京都議定書及びその後の世界規模の経済発展や環境対策が、地球規模の
気候変動及びその社会的・環境的影響をどの程度軽減するか、さらにはアジア
地域の経済発展と環境問題を踏まえてどのような総合的対策を図るべきかを明
らかにするため、統合評価モデルを用いた地球温暖化のシナリオ分析とアジア
を中心とした総合的対策研究を行う。

平成１３年度
～１７年度

中期計画期間において、中期目標の達成に向けて毎年度の年度計画に沿って
実施

独立行政法人国立環
境研究所

A-a:モニタリング、
A-b:将来予測、
A-c:影響評価、
A-f:抑制政策

49 環境省 衛星搭載用観測研究機器製作費

二酸化炭素などの温室効果ガスの観測の継続的実施と、その排出状況及び森林
などの吸収源の活動を適時・的確に監視・評価することを目指し、温室効果ガ
スの観測を行うセンサの開発・運用を行う。

平成１１年度
～

平成15年度
・オゾン及びオゾン層破壊関連物質観測センサ（ILAS-Ⅱ）の運用
・温室効果ガス観測センサの開発研究
平成16年度
・オゾン及びオゾン層破壊関連物質観測センサ（ILAS-Ⅱ）の運用
・温室効果ガス観測センサの開発
平成17年度
・オゾン及びオゾン層破壊関連物質観測センサ（ILAS-Ⅱ）の運用
・温室効果ガス観測センサの開発
平成18年度
・オゾン及びオゾン層破壊関連物質観測センサ（ILAS-Ⅱ）の運用
・温室効果ガス観測センサの開発
平成19年度
・オゾン及びオゾン層破壊関連物質観測センサ（ILAS-Ⅱ）の運用
・温室効果ガス観測センサの開発・打ち上げ

環境省/国立環境研
究所、宇宙開発事業
団

A-a:モニタリング 新規
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平成１５年度対策技術分野登録課題＜民生＞

1 経産省
高効率エネルギー利用型住宅システム技
術開発

(1)要求を行う施策・事業の概要
実際の集合住宅での活用を想定しつつ、設備等の単体だけで省
エネルギー効果を考えるのではなく、外断熱工法、新エネル
ギー、蓄熱システム等を組み合わせ、住宅のシステム全体とし
ての省エネルギーを達成する技術を確立することによって、快
適な室内空間と省エネルギーが同時に実現可能な住宅像の確立
を図る。
(2)従来施策・事業との違い
設備等の単体だけで省エネルギー効果を考えるのではなく、外
断熱工法、新工ネルギー、蓄熱システム等を組み合わせ、住宅
のシステム全体としての省エネルギーを達成する技術を確立す
る点。

～平成１６年度
補助金

直接交付先：生活価値創造住宅
開発技術研究組合
間接交付先：なし

交付先件数(一件当たり単価)：
1件(1件当たり200百万円)

補助率：定額
終期:平成16年度

住宅において快適な室内環境を維持しつつ、エネルギー消費の抑制を図って
いくためには、熱エネルギーを有効に制御し、活用していく必要がある。そ
のため、本研究開発では、高断熱・高気密のための部材等の開発、蓄熱シス
テムの開発、効率の高い省エネルギー換気システムの開発、新エネルギー活
用・制御手法の開発、それらのシステム化を行い、住宅における省エネル
ギーと快適な室内環境の維持が同時に実現可能なモデルシステムの確立を行
う。

経済省／生活価値
創造住宅開発技術
研究組合

A-e:対策技術

2 経産省 省エネルギー型廃水処理技術開発

(1)要求を行う施策・事業の概要
高濃度オゾンを活用することによって、廃水処理に要するエネ
ルギー使用量の大幅削減を図ると共に、近年問題となっている
廃水中の環境ホルモン等の難分解性有害化学物質の分解・除去
が可能な廃水処理技術(別紙)を開発し、健全な水循環系の確立
と水資源の有効利用の促進を図ろうとするもの。
(2)従来施策・事業との違い
高濃度オゾンを利用し、汚泥の減容化を図るとともに難分解性
有害化学物質を除去し、かつ溶出する富栄養化の原因となるリ
ン、窒素の除去を備えた全体システムでの省エネルギーを確立
すること。

平成１３年度～平成１７年度

平成１５年度は、実廃水を用いて、以下の研究開発を行う。
①高濃度オゾン利用技術の研究開発
パイロットプラントを用いて、高濃度オゾン反応装置、促進酸化装置、生物
機能促進処理システムの検討を行い、難分解性有害化学物質分解除去、汚泥
減容化、消毒、リン回収等に係る基礎データの収集、効果の検証及びメカニ
ズムを解明するための研究を行う。
②安全な高濃度オゾン利用技術システムの研究開発
各種オゾン反応条件下で生成される副生成物について、安全性の評価、生成
機構の解明及び抑制技術の確立のための基礎的研究を行う。
③高濃度オゾン利用基準の研究・策定
高濃度オゾンの異常分解特性等、利用における危険要因、高濃度オゾン利用
に関する装置上及び運転管理上等のリスク評価等について研究を行い、併せ
て利用基準策定のための検討を行う。
④総合実証試験事前検討
平成16、17年度に予定されている総合実証試験のためのシステム検討及び装
置設計検討を行う。

経済省／ＮＥＤ
Ｏ、石川島播磨重
工業（株）、
（株）荏原製作
所、（株）富士電
機総合研究所、三
菱電機（株）、
（財）造水促進セ
ンター

A-e:対策技術

3 経産省 光触媒利用高機能住宅用部材プロジェク
ト

我が国で発見された光触媒の超親水性機能を活用して、住宅用
の放熱部材を利用した冷房空調の負荷低減システムを開発し、
建築物の省エネルギーを一層促進すること及び可視光応答型光
触媒を室内部材に適用することにより、ホルムアルデヒド等の
有害化学物質を効果的に分解・除去し、生活環境の安全性を向
上させつつ気密性の高い省エネルギー型住宅の普及に貢献す
る。

平成１５年度～平成１７年度

我が国で発見された光触媒技術を活用した高機能住宅用部材の開発を行う。
＜住宅用放熱部材の開発＞
表面を光触媒コーティングした放熱機能を有する住宅用放熱部材を開発するととも
に、散水装置を組み合わせ室内の熱を外部に効率よく放熱する冷房空調負荷低減
システムを開発する。
＜室内環境浄化部材の開発＞
可視光でも反応する光触媒を活用し、シックハウス原因物質であるホルムアルデヒ
ドや院内感染を引き起こす病原菌等の室内環境汚染物質を効率よく分解すること
ができる室内環境浄化部材を開発する。

新エネルギー・産
業技術総合開発機
構（NEDO）

A-e:対策技術

4 経産省
カーボンナノチューブＦＥＤプロジェク
ト

カーボンナノチューブ（ＣＮＴ）をフィールドエミッション
ディスプレイ（ＦＥＤ）用電子源として用いる際の電子放出機
能のバラツキを抑制する技術的なブレークスルーを達成し、高
精細・低消費電力等の高機能なＦＥＤを実現するため、均質電
子源の開発、パネル化及びディスプレイ性能評価技術の開発を
行う。

平成１５年度～平成１７年度

ＣＮＴの最大の課題である電子放出特性のバラツキを抑制し均質化
を実現するため、均質電子源の開発として、ＣＮＴの均質成膜技術及
び微細エミッタ作製技術等の開発を行う。また、ＣＮＴを用いたＦＥＤ
パネルを実現するため、パネル化及びディスプレイ性能評価技術の
開発として、真空容器技術等のパネル作成技術の開発及び画像表
示技術、画質評価などディスプレイとしての性能を的確に評価できる
技術の開発を行う。

経済産業省／新エ
ネルギー・産業技
術総合開発機構
（NEDO）、ファイ
ンセラミックス技
術研究組合、三菱
電機株式会社、株
式会社ノリタケカ
ンパニーリミテ
ド、株式会社日立
ディスプレイズ、
旭硝子株式会社、
三井化学株式会
社、大阪大学、大
阪府立大学、京都
大学、三重大学、
名古屋大学

新規

5 経産省 ディスプレイ用高強度ナノガラスプロ
ジェクト

超短パルスレーザー等を用いてガラスの強化のため必要な位置
に異質相を形成させることにより、種々のディスプレイ用基板
ガラスの軽量化を図るための薄板化を可能とする超高強度薄板
ガラスを開発する。ガラスの薄板化により、光透過率の上昇に
よる消費電力の節減及びガラス製造にかかるエネルギー消費量
の抑制が図られる。

平成１５年度～平成１７年度

１５年度は、クラック進展阻止に有効な異質相の最適化として、超短パルス
レーザーによる異質相形成技術の開発を行うとともに、端面加工技術の開発
に着手する。１６年度は、大面積に対応する異質相形成技術として、レー
ザー照射光学システムの開発及び端面加工装置の開発を行うとともに、ディ
スプレイ用ガラス基板試作評価技術の開発を行う。１７年度は、製造コスト
低減化のための量産化技術の開発を行う。

経済省／新エネル
ギー・産業技術総
合開発機構
（NEDO）、セント
ラル硝子株式会社

新規

6 経産省 省エネ型次世代ＰＤＰプロジェクト

現在のプラズマディスプレイのエネルギー消費を低減するため
の高効率放電技術や、パネル製造時に必要なエネルギー使用量
を現在の１／３程度にするための革新的プロセス技術の開発等
を行う。

平成１５年度～平成１７年度

本年度の研究計画
高効率発光機構の検討を行うと共に、発光効率を高めるための蛍光体材料の開発
を行う。また、省エネ型製造プロセスを開発するために、焼成工程の簡素化技術の
開発、生産プロセスの複合化技術の開発に着手する。

新エネルギー・産
業技術総合開発機
構（NEDO）

新規

7 経産省 高分子有機ＥＬ発光材料プロジェクト

　我が国の強みであるディスプレイ産業をさらに強化するた
め、ブロードバンド時代の動画配信に対応した省エネ型次世代
平面ディスプレイの一つとして期待されている軽量・薄型有機
ＥＬディスプレイ（携帯電話、ＰＤＡ、テレビ等）を実現する
ため、長寿命・高効率な高分子有機ＥＬ発光材料の開発を行
う。具体的には、高効率でＲＧＢの３原色を発光する高分子発
光材料、酸素バリア性、耐水性に優れた基板封止用材料を開発
する。

平成１５年度～平成１７年度

　発光効率と寿命性に優れた高性能高分子有機ＥＬ発光材料の開発のため新規共
役系高性能高分子有機ＥＬ発光材料の合成技術、精製技術、量産化技術を開発す
る。また有機ＥＬディスプレイ製造の各種成形加工プロセスとそのシステム化により
最適成形加工技術を構築し、有機ＥＬディスプレイの早期実用化を目指す。

経済省／新エネル
ギー・産業技術総
合開発機構
（NEDO）

A-e:対策技術 新規

担当省No.  課題名  課題概要  実施期間  予算事業計画概要 備考プログラムと
の対応

予算計上省／実施
機関
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平成１５年度対策技術分野登録課題＜民生＞

担当省No.  課題名  課題概要  実施期間  予算事業計画概要 備考プログラムと
の対応

予算計上省／実施
機関

8 経産省 エネルギー使用合理化技術戦略的開発

(1)要求を行う施策・事業の概要
   平成１４年６月にとりまとめた「省エネルギー技術戦略」に
沿って、シーズ技術の発掘から実証研究に至るまで、民間団体
等から広く公募を行い、需要側の課題を克服しうる省エネル
ギー技術開発を戦略的に実施する。
 (2)従来施策・事業との違い
   京都議定書が批准され、２００８年から２０１２年の第１約
束期間に１９９０年比６％の温室効果ガスの排出量削減を実施
しなければならないことから、更なる省エネルギーを推進する
ための技術開発が必要である。

平成１５年度～平成２２年度

補助金
直接交付先:新ｴﾈﾙｷﾞｰ・産業技

術総合開発機構（NEDO）
間接交付先:民間団体等
補助率:10/10、2/3、1/2

終期:平成22年度

　エネルギー技術開発の実効性を上げる観点から、各部門、とりわけ民生・運輸部
門におけるエネルギー需要が増加傾向にある状況を踏まえ、需要側すなわちエネ
ルギー消費側から見た課題を抽出し、その課題を克服するための技術シーズに重
点化を図ることが重要であることから、平成１４年６月、「省エネルギー技術戦略報
告書」のとりまとめを行った。
　今後の省エネルギー分野の技術開発に当たっては、本技術戦略に沿って、その
実効性を高めるためにシーズ技術の発掘から実証研究に至るまで、民間団体等か
ら幅広く公募を行い、需要側の課題を克服する技術開発を戦略的に行う。

経済省／新エネル
ギー・産業技術総
合開発機構

新規
「産業」「運
輸」に再掲

9 国交省
循環型社会及び安全な環境の形成のため
の建築・都市基盤整備技術の開発

建築・都市を循環型で持続可能なものへと再構成してゆくた
め、建築・都市整備の分野において、住宅・建築物の建設・運
用時の消費エネルギー低減技術の開発、再生可能な木材資源の
活用や解体等に伴う廃棄物の抑制を可能とする木質建築技術の
開発等の開発を行う。

平成１４年度～平成１６年度

15年度
自立循環のための住宅・都市システム最適化技術の検討、ＩＴ技術の活用に
よる普及システムの検討、建築環境性能評価・表示システムの検討、木材活
用型低環境負荷建築構造の構造・防火性能評価法のとりまとめを行う
16年度
エネルギー自立循環型建築・都市システム技術

国土交通省/大臣官
房技術調査課（国
土技術政策総合研
究所）

A-d:固定隔
離、
A-e:対策技
術、
B-b、B-c

10 国交省 エネルギーと資源の自立循環型住宅に係
わる普及支援システムの開発

居住時のエネルギー消費量を５０％削減可能な住宅・設備シス
テムの最適解を選択し、それらについて居住行動を模擬再現し
た実験住宅における検証実験によって効果を明らかにする。さ
らに、システムの設計・施工方法の整備、モデル事業による検
証、行政誘導施策に関する検討を行う。

平成１３年度～平成１６年度

１３年度　５０％省エネ住宅に関する普及型プロトタイプの検討及び家庭エ
ネルギー消費構造に関する詳細測定など
１４、１５年度　燃料電池等コジェネ設備、太陽電池、給湯器、暖冷房設備
等の実験住宅の整備及び検証実験実施など。住宅躯体の高耐久断熱工法の開
発及び通風日射遮蔽による防暑技術の開発整備など。昼光利用、雨水利用及
び排水処理による水循環技術の開発及び効果検証実験の実施、モデル事業を
対象とした効果検証実験など
１６年度　実用的な設計手法の整備、普及型省エネ住宅技術支援のための政
策手法の検討など

国土交通省/独立行
政法人建築研究
所、国土交通省国
土技術政策総合研
究所

A-e:対策技
術、
B-c

11 国交省 自動制御・マネジメントによる建築・設
備の環境負荷低減技術に関する研究

地球規模の一層の環境負荷低減のために不可欠な建築物の使用
時のエネルギー等の削減のため、 使用者の意識に過度に依存し
ない自動的な建築・設備の制御・維持管理システムについて、
その実現に必要な設備機器等の開発を誘導し、社会の共通プ
ラットフォームとなるべき仕様を明確化するとともに、システ
ムの総体的な環境負荷の評価技術に関する研究を行う。

平成１４年度～平成１６年度

１４年度　自動構築型制御・マネジメントシステムの開発のための基盤技術
及びビルグループコントロールシステムのためのプロトコルに関する実態把
握を踏まえた開発目標の具体化と、これに対応した研究体制の構築
１５年度　自動構築型制御・マネジメントシステム及びビルディンググルー
プコントロールシステムに関する研究開発の実施（インターフェイスプロト
コルの構築等）
１６年度　自動構築型制御・マネジメントシステム及びビルディンググルー
プコントロールシステムのプロトタイプ運用による有効性評価を踏まえたシ
ステムの構築

国土交通省国土技
術政策総合研究所
が中心となり、独
立行政法人、大
学、民間企業と共
同研究を実施

A-e:対策技術

12 環境省 地球環境研究総合推進費

　様々な分野における第一線の研究者の総力を結集して、地球
環境研究を学際的、省際的、国際的な観点から産官学の連携を
もって総合的に推進し、地球環境保全に係る政策へ貢献するこ
とを目的とする。特に、地球温暖化に関しては、行政的視点か
ら戦略的に先導して重点的に推進を図るべき研究に対して、平
成14年度からトップダウン型のファンディングシステムを創設
している。

平成２年度～

本研究制度にて実施している個々の研究課題は、以下に示すとおり。
環境省/国立試験研
究機関、独立行政
法人、大学、公設
試験研究機関、民
間試験研究機関

A-a:モニタリ
ング、
A-b:将来予
測、
A-c:影響評
価、
A-d:固定隔

12-1 環境省
【地球環境研究総合推進費】環境低負荷
型オフィスビルにおける地球・地域環境
負荷低減効果の検証

国立環境研究所敷地内に建設された地球温暖化研究棟の各部位
における放射と熱の挙動に関する通年モニタリングを通じた個
別技術毎の環境負荷低減性の比較検討及び建物全体のLCA評価を
行う。また、アメニティーを含めたオフィス（研究棟）内外空
間の快適性向上の検討や日本の気象条件、建物使用実態に即し
た環境負荷低減手法の効果の確認を行う。更に、エネルギー消
費行為から大気への放熱に至るまでの躯体内部の詳細な熱挙動
の把握とモデル開発を通じて、大規模に環境低負荷技術が普及
した場合のヒートアイランド低減効果などによる副次的環境負
荷低減効果を明らかにする。以上を通じ、それら手法の効果的
な設置法や現実的な活用法を提示することを目的とする。

平成１３年度～平成１５年度

・13年度：窓面における熱と光の制御に関する検討並びにセンサーの設計・
組み立て。大面積太陽光発電パネル敷設効果の検証。屋上スラブ下空間通風
効果の検証。海外における先進的事例の情報収集。
・14年度：アメニティーのモニタリング。白濁ガラス（複層）と通常複層ガ
ラスの比較実験。大規模太陽光発電パネルと屋上緑化の比較。風圧、自然換
気量の実測。屋外熱負荷低減効果の数値シミュレーションモデルの開発。LCA
評価手法の開発。
・15年度：照明及び室内熱負荷低減効果の数値シミュレーションモデルによ
る検証、屋外熱負荷低減効果の数値シミュレーションモデルによる検証。各
種ライフスタイルシナリオの実施。研究棟運用段階における二酸化炭素排出
量・コストパフォーマンスの評価。

国立環境研究所 地
球環境研究セン
ター

A-e:対策技術

12-2 環境省
【地球環境研究総合推進費】家庭用エネ
ルギー消費削減技術の開発および普及促
進に関する研究

　京都議定書の定める目標の実現には、「ライフスタイル」の
変革、生活者の協力が重要でる。
　このため、本研究では、ほぼ同一条件の一対の実験住宅にお
いて、冷暖房換気、給湯、調理等の家庭内エネルギー消費形態
を機械的（ロボット的）に再現する実験的手法を確立し、建
物・設備・機器の特性、気象条件、生活様式等が住宅のエネル
ギー消費構造に与える影響・効果を実証的に計測することに
よって、二酸化炭素排出量へのライフスタイルの係わりを系統
的、定量的に明らかにすることを目的とする。

平成１５年度～平成１７年度

・15年度：エネルギー消費行動理論モデルを作成。エネルギー消費行動ロ
ボットの設計を行い製作を開始。実証実験に使用する既存建物２区画の設
備・内装・計測システムの設計製作を行い予備実験を開始。
・16年度：エネルギー消費行動モデルを完成。エネルギー消費行動ロボット
の製作。エネルギー消費行動及び建物設備側条件を変化させて実証実験を進
める
・17年度：詳細な再現を必要とするエネルギー消費行動に関するロボット部
分を補完的に製作。年度の前半を中心に実証実験を継続して実施するととも
に結果を分析とりまとめ。年度前半では設備機器特性に関する実験を継続し
完了させ、主として年度後半では、３年間を通じた結果を総括。エネルギー
の消費シミュレーションプログラムの製作及び知識普及用出版物の製作等。

環境省 A-e:対策技術 新規

12-3 環境省

【地球環境研究総合推進費】温暖化対策
のための技術とライフスタイルの統合的
対策の予備的研究－IT社会のエコデザイ
ン－

　IT（情報技術）の普及に伴う環境影響を明らかにし、さらに
IT化の環境面でのメリット、すなわち社会のエネルギー消費効
率を最大化するITの活用方法を提示することは、本格的なIT社
会を迎えようとする現在、喫急の課題である。ITによる地球温
暖化防止効果（二酸化炭素排出削減）が実証されれば、ITを新
たな産業成長に利用しようという経済政策と環境対策が一致す
ることになる。また、これらの取組みは、わが国のITビジネス
の国際競争力を環境面から強化することになり、ODAに活用する
ことで、経済面と環境面を両立させた国際支援も実現できる。
　本研究では、IT化進展により誘発される社会変化を持続可能
な方向に導くことを目的とし、IT社会の環境調和設計技術、お
よびライフスタイル等を環境調和的に変革する新ITソリュー
ション技術を開発し、試験的導入実験により二酸化炭素排出削
減効果を実証するための予備的検討を行う。

平成１５年度

15年度:
・IT化進展の影響に関する既存の研究をライフスタイルや社会システムの面
から調査・分析し、「IT社会のエコデザイン」のコンセプトを構築する。
・ネットワーク技術の開発状況や、テレワーク実験データ等の調査分析をも
とに、人移動を最少とする高臨場感サイバー・コミュニケーション・システ
ムを骨格としたライフスタイルのフレームワークを構築し、技術開発要素を
明らかにする。
・家庭生活におけるエネルギー消費動向や、ユビキタスネットワーク技術の
開発状況の調査・分析をもとに、センサーやICタグなどの利用により生活環
境からの環境負荷情報を容易に取得できるシステムの概念設計を行う。
・エコライフスタイル誘導技術の効果を算出するモデルを作成し、環境経済
分析手法により、そのCO2削減効果を明らかにする。

東京大学他
A-e:対策技
術、
A-f:抑制政策

新規
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平成１５年度対策技術分野登録課題＜運輸＞

1 経産省
自動車軽量化のためのアルミニウム合金
高度加工・形成技術

自動車の軽量化による燃費向上を図るため、自動車材料に要求
される高信頼性、高強度、軽量性等の性能をもつ高度に安全性
等に配慮したアルミニウム材料を開発する。具体的には、超微
細結晶化による高強度・高成形性アルミニウム板材の成形・加
工技術の開発、鉄鋼系材料等とアルミニウム材料との接合技
術、高強度で衝突吸収性の良い構造（セル構造）をもつアルミ
ニウム材料の創製・形成・加工技術を開発する。

平成１４年度～平成１８年度

平成１５年度は下記項目について研究を継続する。
  研究開発項目①「高成形性自動車用板材料の開発」では、中間目標である
ランクフォード（ｒ）値０．９以上を目指し、圧延条件や最適加工条件の検
討を行うとともに、最適ｒ値測定法の確立を目指して塑性変形に伴うｒ値の
変化挙動を把握する。
  研究開発項目②「アルミニウム／鋼ハイブリッド構造の開発」では、適正
な接合プロセスを検討するとともに、接合部の機械的特性の把握、予測解析
をおこなう。また、ハイブリッド構造体の一次選定を行ない、実ハイブリッ
ド部材の試作と性能確認を行なう。
  研究開発③「高信頼性ポーラスアルミニウム材料の開発」では、ポーラス
金属の機械的諸特性への影響因子の解明とデータベース化、及び発泡体の連
続供給方法の探索を行うとともに、ポーラスと形材を一体化して一体化条件
の違いによる機械的特性の変化を調べる。

経済省／NEDO、金
属系材料研究開発
センター、産業技
術総合研究所、名
古屋大学、京都工
芸繊維大学

A-e:対策技
術

2 経産省
環境適合型次世代超音速機用エンジン研
究開発

  21世紀に向けて、ガスタービン等の内燃機関への環境規制が
強化されることは必至であり、発電用ガスタービンや、今後の
大幅な需要増が予想される超音速機用エンジンにおいてもC02抑
制、NOx削減、騒音低減等の環境適合型の付与が不可欠となって
いる。その一方で、エネルギー効率向上も同時に要求される。
　本研究開発では、次世代超音速機用のエンジンの開発とし
て、新材料の適用技使や制御システムの研究を行い、高性能・
高効率と同時に環境に優しい航空機用エンジンに必要な技術を
確立し、エネルギーの使用の効率化を図る。また、この技術
は、発電用ガスタービンや低公害ボイラにも適用され、幅広い
分野でエネルギーの使用の効率化の波及効果が期待されてい
る。

平成１１年度～平成１５年度

本事業は、運輸部門のエネルギーの使用の合理化を目的として平成11年度よ
り開始、発電用ガスタービンや低公害ボイラにも適用可能な、次世代超音速
機用のエンジンの新材料の適用技術や制御システムの研究開発を行ってい
る。
平成14年度は、本プロジェクトの要であるエンジン実証試験が開始し、最終
年度に実施予定の3回のエンジン実証塾験に向けた設計・製作を本格化し・
HTCE(HighTemPerature Core Engine:超高温コアエンジン)を利用した高温部
要素の高温実証試験の実施、また平成15年度に予定されているHTCE第2回目試
験並びにターボエンジンを利用した要素組込実証試験およびエンジン騒音実
証試験に向けた製作・設計作業を行う。

経済省／新エネル
ギー・産業技術総
合開発機構、超音
速輸送機用推進シ
ステム技術研究組
合、石川島播磨重
工業株式会社、川
崎重工業株式会
社、三菱重工業株
式会社、GE
Aircraft Engines
(米)、United
Technologies
Corporation
(米)、Rolls-Royce
plc (英)、SNECMA
(仏)

A-e:対策技
術

3 経産省 革新的軽量構造設計製造基盤技術開発

他部門に比しても需要増加の激しい運輸部門のエネルギー使用
合理化のためには、輸送機器の軽量化が有効である。一方、航
空機、高速車両等の輸送機器は、強度面・機能面での十分な信
頼性確保が要求される結果、現在でも先進各国においてさえ数
十年前の構造設計方式が適用されているのが現状である。
　このため、精密加工組立技術等の分野で最先端の技術を有す
る我が国の技術力を最大限活用し、航空機、高速車両等の輸送
機器の部品点数及び接合部を現行の３０％以下に激減させ、飛
躍的な軽量化を実現しつつ、他方で構造全体の強度信頼性を全
く低下させない、世界にも未だ例のない革新的な軽量構造設計
製造技術を開発する。

平成１１年度～平成１５年度

　本事業は運輸部門のエネルギーの使用の合理化を目的として平成１１年度
より開始、①アルミニウム合金超塑性成形法、②砂型法によるアルミニウム
合金薄肉大型鋳造技術、③アルミニウム合金摩擦攪拌溶接技術等について技
術開発を行っている。
　平成１５年度は以下の内容について実施する。
(1)一体成形ボックス結合型構造方式の開発
　複雑な構造の各部位を大括りの箱形単位で分割して捉え、先端技術材料を
用いた一体成形により継ぎ目の全くない（シームレス）のボックス構造の組
合せで全体構造を構成する、全く新しい概念の構造方式を開発する。
(2)大型一体鋳造・ＦＲＰ（強化プラスチック）複合技術
　各一体成形ボックス構造間の結合、組立を可能とするための高精度一体成
形技術を開発する。
(3)革新的軽量構造高効率設計技術
　コンピュータによる数値解析手法を用いて部品点数削減一体構造の全体強
度評価技術を確立することにより、強度面の信頼性を低減させずに最も効率
的な構造を設計する技術を開発する。

経済産業省／ＮＥ
ＤＯ、(財)日本航
空機開発協会

A-e:対策技
術

4 経産省 次世代構造部材創製・加工技術開発

他部門に比して需要増加の著しい運輸部門のエネルギー使用合
理化を推進するため、航空機、高速車両等輸送機器の軽量化を
図ることが必要であることから、軽量・高強度な先進部材の構
造体への大幅な導入を早期かつ効率的に実現することが期待さ
れている。このため、先進材料に係る諸問題を解決すべく次世
代の構造部材の創製及び加工技術を確立することにより、航空
機、高速車両等輸送機器への先進材料の本格的導入を加速さ
せ、更なる運輸部門のエネルギー使用合理化を実現する。

平成１５年度～平成１９年度

近年運輸部門のエネルギー需要の増加が著しいことを踏まえ、航空機、高速車両
等の輸送機器や衛星等宇宙機器の軽量化を可能とするため、その構造に高強度
な先進複合材料及び先進金属材料を早期に効率的に大幅導入することが期待され
ている。
  その早期導入を進めるためには、現在、課題となっている成形物の残留熱応力の
影響を極力排除することが重要であり、形成過程に加熱工程を経ない成型方法の
確立を図る必要がある。
  また、複合材料は耐久性等が明確に解明されていないため、信頼性が十分に得
られず、複合材料の適用範囲を阻害しており、内部歪みのモニタリングを詳細に行
い破壊及びその進展等を予見することで補うことが必要である。
  一方、金属材料については、比重が小さく比強度が高いマグネシウム合金が非常
に有望であるが、耐食性が悪く部分的採用にとどまっているため、この耐食性を改
善可能とする急冷凝固製造方法等の確立が必要である。
　したがって、(1)複合材料については、①非加熱成形・部材加工プロセス技術開
発、②非加熱成形用樹脂等の開発、③非加熱成形部材の物性・耐久性評価技術
開発、④非加熱成形構造部材の設計試作・評価実証、⑤複合材料の構造健全性
診断実用化技術開発、⑥熱特性及び製造プロセスを含めた複合材料構造設計技
術開発、(2)金属材料については、①マグネシウム合金急冷凝固材料製造技術開
発、②マグネシウム合金鋳造・粉末製造技術開発及び成形加工技術開発、③部材
耐食性等評価及び部材の設計試作・評価実証、を実施する。

経済産業省／ＮＥ
ＤＯ／（財）次世
代金属・複合材料
研究開発協会、三
菱重工業、石川島
播磨重工業、川崎
重工業、富士重工
業、三菱電機、日
立電線、福田金属
箔粉工業、コベル
コ科研、横浜ゴ
ム、三菱レーヨ
ン、ジャムコ、東
邦テナックス、原
子燃料工業、
（独）航空宇宙技
術研究所、東京大
学、東北大学、山
形大学、金沢工業
大学、大阪府立大
学、長岡技科大
学、熊本大学

A-e:対策技
術 新規

5 経産省 環境適応型高性能小型航空機研究開発
機体の軽量化に必要な革新的な材料技術や、操縦を容易とするため
に有用な先   端的な情報技術を用いつつ、環境負荷が小さく運航コ
ストが低い小型航空機の開    発に必要な技術の実証、試験を行う。

平成１５年度～平成１９年度

   以下の技術項目を盛り込んだ開発実証を行うこととし、小型航空   機（サイズとし
ては、３０～５０席クラスジェット旅客機と同規模）を試作し、飛行を含めて所要の試
験を行う。
    ・軽量化・低コスト化に資する先進材料／加工成形技術
    ・低抵抗化を実現する先進空力設計技術
    ・電子制御技術を活用した軽量・低コスト操縦システム技術
    ・大規模機械システムの設計製造の短時間化、低コスト化のための最新のＣＡＤ
／ＣＡＭ技術の航空機設計・製造への適用  等

経済産業省／ＮＥ
ＤＯ／三菱重工業
（とりまとめ）、
富士重工業、
（財）日本航空機
開発協会／（共同
研究）航空宇宙技
術研究所、東北大
学

A-e:対策技
術 新規

プログラム
との対応

備考 実施期間  予算事業計画概要 予算計上省／実施
機関

No. 担当省  課題名  課題概要
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平成１５年度対策技術分野登録課題＜運輸＞

プログラム
との対応

備考 実施期間  予算事業計画概要 予算計上省／実施
機関

No. 担当省  課題名  課題概要

6 経産省 環境適応型小型航空機用エンジン研究開
発

エネルギー使用効率を大幅に向上し、環境対策にも優れた次世
代の航空機用エンジン開発を効率的に推進するため、さまざま
な要素技術を取り入れた小型航空機用エンジンの全機インテグ
レーションを目指す。

平成１５年度～平成２１年度

　主要な研究開発項目は、以下のとおり。
    ①エネルギー使用効率を大幅に向上する構造設計技術（シンプル化技術）
    ②騒音、NOx等の環境対応に優れた環境対策技術
    ③予知予防制御等のインテリジェント化技術
    ①高バイパス比化等の高性能化技術

経済産業省／ＮＥ
ＤＯ／石川島播磨
重工業（とりまと
め）、三菱重工
業、川崎重工業、
（財）日本航空機
エンジン協会、超
音速輸送機用推進
システム技術研究
組合、（独）航空
宇宙技術研究所

A-e:対策技
術 新規

7 経産省 環境調和型超微細粒鋼創製基盤技術開発

単純成分ながら従来鋼の２倍の高強度を有する超微細粒鋼につ
いて、自動車材料等として広く使用されている鋼材への適用を
目指し、成形・加工技術、利用技術の開発を行う。
　具体的には、超微細粒化を可能とする高度大歪み加工技術や
革新的なロール・潤滑技術の開発、及び超微細粒鋼の特質を失
わないより低温での接合を可能とする接合技術の開発に取り組
む。

平成１４年度～平成１８年度

平成１５年度は下記項目について研究を継続する。
　研究開発項目①「高度大歪加工技術」においては、平成16年度実施予定の
熱間加工薄板製造プロセス（統合プロセス）開発の基盤作りとして、オース
テナイト領域での大歪付与による結晶粒微細化（静水圧高速大歪加工技
術）、高速多パス最終仕上圧延による歪蓄積法の創出（超高速多段仕上げ圧
延技術）、及び製品形状変形を起こさずに歪付与を可能とする複合歪付与技
術開発の３要素プロセスの基盤技術開発を行う。
研究開発課題②「革新的ロール・潤滑技術」の中のロール技術においては、
耐面圧性を有するスーパーサーメットロールの開発と、耐摩耗性を有する超
微細炭化物分散型ロールの開発のそれぞれで、目標特性実現のための各要因
の影響度を明らかとし、第１次設計を行う。潤滑技術においては、耐焼き付
き性に優れるグリースベース潤滑剤と、摩擦係数制御が容易な液状コロイド
潤滑剤のそれぞれをベースとした各種潤滑剤の基礎データの蓄積を行う。
研究開発課題③「革新的接合技術」においては、溶接部及び熱影響部を極小
化するレーザー接合、接合温度を極低温化する低温拡散接合及びその中間的
な手法である摩擦拡散接合のそれぞれで、超微細粒鋼に対する有効性を確認
した上で、最適接合条件の検討を行う。
　　研究開発課題④「計算科学を応用した大歪加工モデル」においては、マ
クロプロセスモデル、ミクロスケールモデル、ナノスケールモデルの個別要
素技術で、基礎データの採取を行う。

経済省／NEDO
(財)金属系材料研
究開発センター等

A-e:対策技
術

8 経産省 自動車軽量化炭素繊維強化複合材料の研
究開発

高張力鋼より高強度で大幅な軽量化効果が期待できる炭素繊維
強化複合材料について、複合材料の設計、成形からリサイクル
に係わる要素技術を実用化し、確立する。具体的には、自動車
用軟鋼板の車体に対して重量を50％軽量化でき、かつ安全設計
（エネルギー吸収量：スチール比1.5倍）を備えた車両の構造部
材を開発し、しかも経済性、実用化に耐え得る量産可能な製造
技術の開発を目指す。なお、成形サイクル時間（樹脂の注入か
ら硬化完成時間＝基材配置＋樹脂含浸（注入）＋樹脂硬化＋脱
型）は10分以内とする。

平成１５年度～平成１９年度

１．ハイサイクル成形技術の開発
　　高速硬化樹脂の開発、立体成型賦形技術の開発
　　高速樹脂含浸成形技術の開発
２．安全設計技術開発
　　エネルギー吸収技術
３．異種材料との接合技術の開発
４．リサイクル技術の開発

新エネルギー・産
業技術総合開発機
構（NEDO）

9 経産省 カーボンナノファイバー複合材料プロ
ジェクト

自動車の軽量化による燃費向上を目的として、アルミニウム合
金及びマグネシウム合金（以下「軽金属合金」という。）と
カーボンナノファイバーとの複合化技術とその成形加工技術を
開発する。

平成１５年度～平成１７年度

平成１５年度は下記項目について研究を開始する。
　　研究開発項目①「軽金属合金とカーボンナノファイバーによる高機能複
合材料の開発」
　　　カーボンナノファイバーを選定し、軽金属合金にカーボンナノファイ
バーを均一に分散させる技術と密着力を向上させる技術及び特性評価等の技
術を開発する。
　　研究開発項目②「高機能複合材料による成形加工システム開発」
　　　軽金属合金とカーボンナノファイバーによる高機能複合材料を作製
し、部品等に加工するシステムを開発する。
　　研究開発項目③「高機能複合材料による軽量化自動車部品開発」
　　　軽金属合金とカーボンナノファイバーによる高機能複合材料からなる
ブレー
　　　キ部品、足回り部品及びその他部品の軽量化自動車部品製造の開発を
行う。

新エネルギー・産
業技術総合開発機
構（NEDO）

新規

10 経産省 エネルギー使用合理化技術戦略的開発

(1)要求を行う施策・事業の概要
   平成１４年６月にとりまとめた「省エネルギー技術戦略」に
沿って、シーズ技術の発掘から実証研究に至るまで、民間団体
等から広く公募を行い、需要側の課題を克服しうる省エネル
ギー技術開発を戦略的に実施する。
 (2)従来施策・事業との違い
   京都議定書が批准され、２００８年から２０１２年の第１約
束期間に１９９０年比６％の温室効果ガスの排出量削減を実施
しなければならないことから、更なる省エネルギーを推進する
ための技術開発が必要である。

平成１５年度～平成２２年度

補助金
直接交付先:新ｴﾈﾙｷﾞｰ・産業技

術総合開発機構（NEDO）
間接交付先:民間団体等
補助率:10/10、2/3、1/2

終期:平成22年度

　エネルギー技術開発の実効性を上げる観点から、各部門、とりわけ民生・運輸部
門におけるエネルギー需要が増加傾向にある状況を踏まえ、需要側すなわちエネ
ルギー消費側から見た課題を抽出し、その課題を克服するための技術シーズに重
点化を図ることが重要であることから、平成１４年６月、「省エネルギー技術戦略報
告書」のとりまとめを行った。
　今後の省エネルギー分野の技術開発に当たっては、本技術戦略に沿って、その
実効性を高めるためにシーズ技術の発掘から実証研究に至るまで、民間団体等か
ら幅広く公募を行い、需要側の課題を克服する技術開発を戦略的に行う。

経済省／新エネル
ギー・産業技術総
合開発機構

新規
「民生」「産
業」に再掲

11 国交省 次世代内航船（スーパーエコシップ）の
研究開発

内航物流における大幅なコスト削減と快適な労働環境を実現し
て内航海運を活性化し、モーダルシフトの促進及び物流による
環境負荷の低減を図るため、高効率舶用ガスタービンエンジ
ン、ガスタービン対応型新船型、電気推進式二重反転ポッドプ
ロペラ等の革新的技術を採り入れた次世代内航船（スーパーエ
コシップ）を開発する

平成１３年度～１７年度

ガスタービン対応型新船型の開発　１３～１５年度
電気推進式二重反転ポッドプロペラの開発　１３～１５年度
次世代内航船の基本設計・建造　１５～１６年度
実証試験　１６～１７年度

国土交通省／独立
行政法人　海上技
術安全研究所

A-e:対策技
術
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平成１５年度対策技術分野登録課題＜運輸＞

プログラム
との対応

備考 実施期間  予算事業計画概要 予算計上省／実施
機関

No. 担当省  課題名  課題概要

12 環境省
地球環境研究総合推進費（うち、我が国
及びアジア地域における持続可能な交通
（EST）戦略策定に向けた予備的研究）

　我が国における運輸部門からのCO2排出量は一貫して増加を続
けており、特に自動車交通はいまや温室効果ガス排出量増加の
最大の要因になっている。EST（持続可能な交通システム）の導
入に向けて政策変革を行うことは、先進諸国において必須の課
題である。2001年5月のOECD環境閣僚会議においても、革新的な
交通環境政策を中長期の視点に立って導入することをねらいと
したガイドラインが提示されている。2003年3月には、ESTのア
ジアへの普及を目指した「交通と環境に関する名古屋会議」が
開催された。
　これを受け、本課題検討調査研究では、平成16年度の本格研
究立ち上げに向けて、アジア地域の研究者との共同研究体制づ
くりに着手しつつ、日本国内およびアジア地域という大きく状
況の異なる対象について、ESTの導入・実践という共通の課題の
ための調査研究の具体的内容を詳細に設計することを目的とす
る。

平成１５年度

15年度:
・アジア諸国の調査研究機関との間で、共同研究の具体的内容、実施体制に
ついての検討を行う。また、アジアにおける交通・環境問題に関する調査研
究の最新動向に関するレビューを実施する。
・ESTに関わる計画の策定・実施プロセスへの多様な主体の参加を実現するた
めの方法について、情報収集を行う。また、ESTという概念への理解度や、
EST実現に求められる社会経済システム変化の受容可能性について検討する。
・本格研究における事例研究の対象とすべき都市・地域の絞り込みを行う。
ESTの導入による環境負荷削減効果の算定のための簡易な計量モデルを設計
し、ESTを支援する分析モデルとしての実用性を高めるために必要な機能要件
を明らかにする。

環境省/名古屋大学
他

A-e:対策技
術、
A-f:抑制政
策

新規
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平成１５年度対策技術分野登録課題＜産業＞

1 文科省
超鉄鋼プロジェクト（安全で安心な社
会・都市新基盤実現のための超鉄鋼研
究）

(1) 要求を行う施策・事業の概要
　新世紀構造材料（超鉄鋼）を活用し、安全、地球環境に優し
く（省資源かつリサイクル容易）、しかもライフサイクルコス
トも低減できるインフラ構築物、高効率火力発電プラントの実
現を目指す。
(2)従来施策・事業との違い
 平成９年度から平成１３年度における「新世紀構造材料（超鉄
鋼）研究」においては、画期的なシーズ技術を開発したが、本
事業では、温暖化ガス排出抑制に資する公共インフラ実現のた
めに、それらシーズを絞り込み、かつ組み合わせた技術開発を
狙う。

平成１４年度～平成１８年度

14年度：高強度の耐候性鋼及びボルト鋼の開発とこれらを構造体化し、強度
２倍かつ寿命２倍の性能を実現するため、また、耐熱鋼溶接パイプを実現す
るために不可欠な要素技術の検討を行う。

15年度：耐候性鋼の構造体化に不可欠な溶接性、溶接継手の健全性等を評価
検討するとともに、高強度ボルト化の成形指針を検討する。また、耐熱鋼溶
接パイプの長時間クリープ強度、溶接性等を評価検討する。

物質・材料研究機
構 A-e：対策技術

2 経産省
低摩擦損失高効率駆動機器のための材料
表面制御技術の開発

自動車の動力伝達部品、ポンプ設備、発電所で用いられる発電
用タービン軸受等の摺動部を対象とした省エネルギー化を達成
するための共通基盤技術として、摩擦摩耗に係る環境・圧力等
諸条件に最適な潤滑膜を材料表面に形成することで、これらの
摩擦損失を大幅に低減する材料表面制御技術を確立することを
目的とする。
  さらに、これらの知識・技術を体系化・普遍化することに
よって、材料表面制御技術をコアとして機械システム技術も一
体となった摩擦摩耗制御技術を確立し、動力伝達機構を有する
あらゆる設備機器の効率向上、省資源・省エネルギー化の実現
ならびに地球環境問題の解決に資する。

平成１４年度～平成１８年度

平成１５年度は下記項目について研究を継続する。
　①潤滑膜の構造・特性及び生成機構の解明のための評価・解析技術に関す
る研究
　②ＣＶＴ動力伝達システムの最適効率化に関する研究
　③高効率高耐久性水圧機器システムに関する研究
　 ④耐高面圧複合軸受システムに関する研究

経済省／NEDO、金
属系材料研究開発
センター

A-e:対策技術

3 経産省 内部熱交換による省エネ蒸留技術開発

石油化学工業における大幅な省エネルギー効果を実現するた
め、エネルギー消費のうち約４０％を占める蒸留プロセスにつ
いて、蒸留塔を濃縮部と回収部に分割し、濃縮部における廃熱
を回収部において活用する技術の実用化を図る。

平成１４年度～平成１７年度

平成１５年度は下記項目について研究を継続する。
　研究開発項目①「内部熱交換による省エネ蒸留塔（ＨＩＤｉＣ）の研究開
発」
Ａ．内部熱交換による省エネ蒸留塔（ＨＩＤｉＣ）の運転操作性の研究開発
Ｂ．棚段塔型もしくはトレイ型ＨＩＤｉＣの研究開発
Ｃ．Ｓｈｅｌｌ＆ｔｕｂｅ縦型のＨＩＤｉＣの研究開発
研究開発項目②「プレートフィン流路を用いた内部熱交換型蒸留器による深
冷空気分離装置の研究開発」
Ａ．内部熱交換型蒸留器の構造の開発
　　Ｂ．熱と物質の移動現象の解明
　　Ｃ．シミュレータの開発
　　Ｄ．設計方法の検証実験
研究開発項目③「３成分以上の分離系に対する操作・制御手法の開発」
Ａ．多成分・大規模なシステムに対応したシミュレーション技術の開発
Ｂ．安定運転・制御技術の開発
　　Ｃ．３成分以上の多成分に対するプロセス構成技術の開発

経済省／NEDO、産
業技術総合研究
所、日本酸素
（株）、（株）神
戸製鋼所、丸善石
油化学（株）、木
村加工機（株）、
関西化学機械製作
（株）

A-e:対策技術

4 経産省
製造工程省略による省エネ型プラスチッ
ク製品製造技術開発

プラスチック製品製造において１／４以上のエネルギー消費を
占める樹脂のペレット化（造粒）工程を省略するため、重合工
程で生成される樹脂パウダーから直接フィルム製品等の加工製
品の成形を可能とする、樹脂製造及び樹脂加工を一体化した、
一貫省エネプロセス技術を開発する。

平成１４年度～平成１６年度

平成１５年度は下記項目について研究を継続する。
研究開発項目①「フィルム用途PPのSPM」
(1) ペレットと同等に扱える重合パウダーを生成するチーグラー触媒及び重
合技術の開発
(2) 重合パウダーをペレット化せずに安定剤を添加する手法及び新規安定剤
の開発
(3) 重合パウダーから直接フィルムを成形する技術の確立(空気巻込防止等)
研究開発項目②「インジェクション（射出成形）用途PPのSPM」
(1) ペレットと同等に扱える形状の重合パウダーを生成するメタロセン触媒
及び重合技術の開発
(2)  重合パウダーをペレット化せずに安定剤を添加する手法及び新規安定剤
の開発
(3)  重合パウダー及び用途に応じた配合剤を成形加工段階で混合し、直接製
品を射出成形する成形技術の開発

経済省／NEDO、三
井化学（株）、日
本ポリケム
（株）、東芝機械
（株）

A-e:対策技術

5 経産省
マイクロ波励起高密度プラズマ技術を用
いた省エネ型半導体製造装置の技術開発

大口径高密度プラズマ技術により、半導体・ディスプレイのト
ランジスタ製造工程の省エネ化を図るとともに、あらゆる面方
位のシリコンにLSIの製造を可能にし、半導体デバイスの3次元
構造化・高集積化を実現する半導体製造装置の研究開発を行
う。

平成１４年度～平成１８年度

本年度の研究計画
　シリコン表面を窒化することにより、高性能なゲート絶縁膜を形成する装
置の開発や、マイクロ波励起プラズマによるゲートや層間絶縁膜の積層構造
を形成する装置の開発、さらに高密度化したマイクロ波励起プラズマを活用
し、絶縁膜をエッチングする装置の開発を行う。

経済省／NEDO、東
北大学、東京エレ
クトロン㈱

A-e:対策技術

6 経産省 窒化物半導体を用いた低消費電力型高周
波デバイスの開発

超高速・大容量・多機能の情報処理を担うワイヤレス通信技術
に資するため、高周波領域で特徴を発揮する窒化物半導体を用
い、新たに材料ウェハ作製技術からデバイス作製プロセス技
術、デバイスモジュール作製技術までの開発を行う。

平成１４年度～平成１８年度

本年度の研究計画
　高周波デバイス用ウェハの均一化、高品質化等の技術開発や窒化物半導体
における高精度エッチング技術、電極形成技術などのプロセス要素技術、さ
らに高出力高周波デバイスチップの設計技術やモジュールへ向けた実装技術
の開発を行う。

経済省／NEDO、
（財）新機能素子
研究開発協会、産
業技術総合研究所

A-e:対策技術

7 経産省
低消費電力型超電導ネットワークデバイ
スの開発

シリコンデバイスの性能限界や消費電力増大といった問題をブ
レークスルーする技術として、半導体素子と異なる原理で動作
する超電導回路の高集積化技術、プロセス・設計技術等、超電
導技術を用いた高性能・低消費電力デバイスの基盤となる技術
の開発を行う。

平成１４年度～平成１８年度

ニオブ等を超電導材料として用いたＬＳＩの微細化、積層化、高信頼化、プ
ロセス等の開発とともに、従来の半導体とは異なる超伝導回路において、大
規模な超電導回路の設計を可能とするセルベースの設計手法など、回路設計
技術の開発を行う。

経済省／NEDO、
（財）国際超電導
産業技術研究セン
ター、名古屋大
学、北海道大学、
通信総合研究所、
横浜国立大学

A-e:対策技術

8 経産省 高効率有機デバイスの開発

シリコンデバイスでは不可能な、紙のように薄く柔らかいディ
スプレイや印刷可能な半導体などに利用でき、かつシリコンデ
バイスに比べて低消費電力という特質を有する有機デバイスの
研究開発を行う。

平成１４年度～平成１８年度

「大画面ディスプレイの開発」については、マルチフォトン技術の確立と有
機白色発光素子の発光効率５０lm/wの達成を目指して開発を進める。「フレ
キシブルディスプレイの開発」については、最適な材料とその構造に目処を
付け、その材料に最も適合したトランジスタ構造、製膜法を検討する。

経済省／（財）光
産業技術振興協
会、独立行政法人
産業技術総合研究
所、山形大学、千
葉大学、大阪大
学、九州大学

A-e:対策技術

プログラムと
の対応
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平成１５年度対策技術分野登録課題＜産業＞

プログラムと
の対応

備考 実施期間  予算事業計画概要 予算計上省／実施
機関

No. 担当省  課題名  課題概要

9 経産省 CO2 排出抑制型新焼結プロセスの開発

製鉄所の製銑工程において、既存の焼結プロセスをベースに鉄
鉱石の塊成化と部分還元を同時に達成する新しい焼結プロセス
を開発するとともに、このプロセスで製造された部分還元焼結
鉱を高炉で使用する技術を確立して、通常の高炉法より炭材消
費量を大きく削減する。具体的には、還元率７０％の部分還元
焼結鉱の製造プロセスを確立することを目的とし、製銑工程に
おけるＣＯ２排出量の削減とともに、製鉄所下工程における省
エネルギーの一層の推進と並行して、製鉄所全体のＣＯ２排出
量の抑制を図り、もって省資源・省エネルギー化の実現ならび
に地球環境問題の解決に資する。

平成１４年度～平成１６年度

平成１５年度は下記項目について研究を継続する。
  研究開発項目①「効率的部分還元のための事前造粒最適化技術」
　　　既存焼結機の塊成化機能に新たに還元機能を付加したプロセスを開発
するため、鉄鉱石からなる擬似粒子造粒物表面に凝結用の炭材を外装し、還
元用の炭材を内装するプロセスおよび鉄鉱石と炭材を混合・造粒し、造粒物
表面に石灰石と炭材を外装するプロセスを開発する。
  研究開発項目②「再酸化防止を考慮した部分還元技術」
　　　焼結機における鉄鉱石の部分還元技術を開発するとともに部分還元後
の塊成鉱の再酸化を防止する技術を開発する。
  研究開発項目③「部分還元塊成鉱の高炉内評価技術」
　　　部分還元焼結鉱の高炉内での特性を評価するため、高炉内を模擬した
高温反応試験を行なう。

経済省／NEDO、Ｊ
ＦＥスチール
（株）

A-e:対策技術

10 経産省 高効率熱電変換システムの開発

熱電変換システムは、半導体素子を利用して熱エネルギーを直
接電気エネルギーに変換できる長寿命、小型・軽量、保守容易
なシステムであり、小規模・分散型排熱のエネルギー有効利用
に資するものである。本研究開発は、エネルギー有効利用等の
観点から、民生及び産業の分野から発生する未利用熱エネル
ギーを熱電変換素子によって電気エネルギーとして利用するこ
とのできる熱電変換モジュール及びシステム技術の実用化を目
的とする。

平成１４年度～平成１８年度

平成１５年度は下記項目について研究を継続する。
　研究開発項目①「熱電変換モジュールの開発」
平成１６年度中間評価までに熱電変換モジュール効率12％（温度差550℃）の
目標達成に向けた熱電素子材料の選定、素子化焼結技術開発、素子効率向
上、モジュール化技術開発、モジュール効率向上、カスケード技術開発およ
び耐久性等の検討を行い、それらを踏まえて熱電モジュールの設計・試作を
行う。また、熱電変換モジュールの開発において必要不可欠なモジュール性
能評価技術の開発を行う。
　研究開発項目②「熱電変換システムの開発」
熱電変換モジュールのシステム適用に関する詳細仕様の検討、課題の抽出、
経済性等の評価を行い、それらを踏まえてシステム設計・試作を行う。ま
た、熱電変換システムの評価技術を構築するとともに、熱電変換システム普
及加速のため諸活動を進める。

経済省／NEDO
（財）エンジニア
リング振興協会、
石川島播磨重工業
（株）、宇部興産
（株）、（株）エ
コ・トゥエン
ティーワン、
（株）小松製作
所、（株）東芝、
ヤマハ（株）

A-e:対策技術

11 経産省 エネルギー使用合理化デジタルマイス
ター技術開発

(1)要求を行う施策・事業の概要
デジタルマイスタープロジェクトの一環として、高精度・高能
率な生産機械の開発等を行うことにより、金型加工工程におけ
る時間短縮等を図ることにより、製造工程全体で消費するエネ
ルギーを削減する。
(2)施策・事業の効果(目標とする成果)
生産機械の高精度・高速化等により、金型加工に要する時間の
大幅な短縮（約３０％）を実現し、金型製作における省エネル
ギー化を図る。

平成１３年度～平成１５年度
補助金

直接交付先:民間企業等
交付先件数(一件当たり単価)：
10件(程度)(一件当たり36,000

千円)
補助率：2/3

デジタルマイスタープロジェクトの一環として、高精度・高能率な加工機械
を開発することにより、各加工工程における時間短縮等を図るとともに、製
造工程で消費するエネルギーを削減する。具体的には、
　１）加工機械の高精度化
　２）主軸回転の高速化・送り機構の高速化
　３）加工シミュレーターによる工程の最適化
等の技術開発を行う。これにより、加工時の消費エネルギーの低減、システ
ムウォームアップ時間、工作物のハンドリング回数や工具交換回数の削減に
よる加工時間の短縮等を実現し、製造工程に要するエネルギー消費の低減を
図る。

経済省／㈱ソ
ディック、ファ
ナック㈱、オーク
マ㈱、㈱不二越、
キタムラ機械㈱、
㈱牧野フライス製
作所、三菱電機メ
カトロニクスソフ
トウエア㈱、豊田
工機㈱、㈱豊田中
央研究所、日立金
属㈱、デジタルプ
ロセス㈱、岡田鋼
機㈱

A-e:対策技術

12 経産省 未来型CO2低消費材料・材料製造技術研究
開発

（１）要求を行う施策・事業の概要
革新的な省エネルギー化を可能とする技術基盤となる材料創成
等の技術開発
（２）従来施策・事業との違い
　国の機関であった工業技術院試験研究所の独立法人化に伴
い、平成１３年度から委託事業として実施。

委託費
直接交付先：独立行政法人産業

技術総合研究所
交付先件数(一件当たり単

価）：１件
終期：平成１８年度

１．概要

化石資源由来ではない金属、セラミックス、バイオマス系材料について、製
造・加工プロセスの省エネルギー化技術、省エネルギーリサイクル材料技術
等の材料ライフサイクル全体から考えて最も省エネルギー化・CO2排出量削減
ができる製造－加工－使用－リサイクルシステムを開発する。具体的には、
軽量金属材料の固相リサイクル技術、海洋バイオマス、木質などを原料とす
る代替ポリマー製造のための基盤技術、機能性セラミックスの低温合成技術
等の研究開発を行う。

経済省／産業技術
総合研究所

A-e:対策技術

13 経産省 ミニマム・エナジー・ケミストリー技術
研究開発

（１）要求を行う施策・事業の概要
・エネルギー多消費産業のおける抜本的省エネルギー化を可能
とする基礎的、基盤的技術の研究開発
（２）従来施策・事業との違い
　国の機関であった工業技術院試験研究所の独立法人化に伴
い、平成１３年度から委託事業として実施。

委託費
直接交付先：独立行政法人産業

技術総合研究所
間接交付先：

交付先件数(一件当たり単
価）：１件

終期：平成１８年度

１．事業の概要
　化学産業では既にエネルギー効率の改善に努めており、民間企業独自で実
施可能な技術開発による省エネルギーの推進は困難な状況となっている。本
事業では、我が国最大の公的研究機関である産総研のポテンシャルを活用
し、技術的ブレークスルーによる省エネルギー効果は大きいものの、開発に
長期間を要しリスクが大きいために民間企業が取り組むことが困難な化学プ
ロセスの省エネルギー化に取り組む。具体的には、触媒機能を賦与した膜型
反応器に関する基盤技術等の研究開発を行う。本技術開発により、従来多段
のプロセスを必要とする上、高い選択性が得られなかった化学品の合成工程
が著しく簡略化され、省エネルギー化に加えて有害化学物質排出量の低減が
可能となる。

経済省／産業技術
総合研究所

A-e:対策技術

14 経産省 新規産業創造技術開発費
エネルギー使用の合理化に資するリスクの高い実用化技術開発
を支援することにより、省エネルギーに直結する新産業・新事
業を創出し、我が国全体のエネルギー効率の高度化を図る。

平成９年度～平成１８年度

エネルギー使用の合理化に資するリスクの高い実用化技術開発を支援するこ
とにより、省エネルギーに直結する新産業・新事業を創出し、我が国全体の
エネルギー効率の高度化を図る。
補助率：原則１／２以内。但し、次の要件を満たす場合は２／３以内。(ｱ)大
学等からの技術シーズの提供、(ｲ)大学等からの研究人材の提供、(ｳ)大学等
からの研究施設・設備の提供、(ｴ)大学等からの技術指導の提供、のいずれか
を受けること。(ｵ)平成13年度以前の採択テーマ。

経済省／民間企業
等 A-e:対策技術

15 経産省
地域新生コンソーシアムエネルギー研究
開発

地域において、エネルギー使用の合理化に資する新産業・新事
業の創出を図るため、大学等の技術シーズや知見を活用した地
域における産学官の強固な共同研究体制（地域新生コンソーシ
アム）の下で、実用化に向けた高度な研究開発を実施する。

平成１３年度～平成１８年度

地域において、エネルギー使用の合理化に資する新産業・新事業の創出を図
るため、大学等の技術シーズや知見を活用した地域における産学官の強固な
共同研究体制（地域新生コンソーシアム）の下で、実用化に向けた高度な研
究開発を実施する。

経済省／民間企業
等 A-e:対策技術
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16 経産省 高温空気燃焼対応高度燃焼制御技術開発

(1)要求を行う施策・事業の概要
燃焼の高効率化と低NOx化を同時に実現する高温空気燃焼技術を
各種燃焼加熱設備に適用して省エネ化・高性能化するための燃
焼制御技術の確立を図る。

平成１１年度～平成１５年度

　本研究開発は、温度条件、燃料物質とその噴射方式、空気噴射方式、空気
加熱手法など広範囲にわたるテーマを有し、燃焼現象の解明という基礎研究
から具体的な実用化を視野に入れた燃焼装置の改良開発までの、以下のよう
な幅広い研究開発を行っている。
(1)高温空気燃焼基盤技術
高温空気燃焼技術を各種燃焼加熱設備で活用する際の燃焼に係る基礎現象の
解明等を行い、高温空気燃焼基盤技術を確立する。
(2)微粉炭焚ボイラーにおける高温空気燃焼制御技術の開発
電カ事業用、各種産業用の微粉炭焚ボイラーについて、発電効率の向上、ダ
ウンサイジング、運転のフレキシビリティ向上及び適用炭種拡大等を図り、
省エネルギー型の微粉炭焚ボイラーの基盤技術を開発する。
(3)廃棄物焼却プロセスにおける高温空気燃焼制御技術の開発
ストー力型及び流動層型廃棄物焼却炉について、高温空気燃焼技術の適用に
より、廃棄物の焼却から灰の処理まで一貫した省エネルギー型(余剰電力増加
率:30%向上)、環境負荷物質低減型(NO低減:30%以上)の廃棄物焼却プロセスの
基盤技
術を開発する。
(4)高温化学反応プロセスにおける高温空気燃焼制御技術の開発
化学産業で用いられるスチームリフォーマー等の高温化学反応プラントにつ
いて、エネルギー使用効率の向上、システムの簡素化、ダウンサイジング等
を図り、省エネルギー・省資源・低NOxの高温化学反応プロセスの基盤技術を
開発する。
(5)環境負荷物質低減対策調査
高温空気燃焼におけるダイオキシン、亜酸化窒素等の環境負荷物質につい
て、発生機構の調査及び排出抑制方策の検討を行う。

経済省／石川島播
磨重工業（株）、
日本鋼管（株）、
（株）神戸製鋼所
等

A-e:対策技術

17 経産省 シナジーセラミックスの技術開発

(1)要求を行う施策・事業の概要
　第１期で確立した『シナジー(相乗)セラミックス』の創製の
ための要素技術について、高温エネルギー材料技術、超精密材
料技術、高機能能動材料技術、先端評価・設計技術を開発する
ため、要素技術の厳選・統合化を行い実用部材化を実現する。
強度、摩擦抵抗、靭性、熱伝導性等に優れたセラミックス材料
の内燃機関への適用を実現し、燃焼効率効果による省エネ化を
可能とするための技術開発を行う。

平成６年度～平成１５年度

・強度、摩擦抵抗、靭性、熱伝導性等に優れたセラミックス材料の内燃機関
への適用を実現し、燃焼効率向上による省エネ化を可能とするための技術開
発を行う。
・14年度は、基本的に前年度までに購入したプロセス装置を活用し、13年度
試作したモデル材料・部材の性能評価を実施した。
・１５年度は、目に見える成果として、シナジーセラミックス材料の使われ
方を想定したモデル・部材を実際に作製し、有用性を検証する。

経済省／
国→新エネル
ギー・産業技術総
合開発機構→ファ
インセラミックス
技術研究組合

A-e:対策技術

18 経産省 高機能超電導材料技術研究開発

ビスマス系超電導線材の高強度長尺化、電流特性向上等の研究
開発等を行い、産業用超電導機器全般に適用できる高温超電導
線材の開発を行う。
２００３年度を目途に、ビスマス系超電導線材料の作製技術及
びこれを用いたマグネットの組立、試作、評価の技術を確立す
る。

平成１３年度～平成１５度

超電導機器全般に適応可能なビスマス系高温超電導線材の研究開発、異形コ
イルマグネットの作製技術及び周辺技術等の研究開発を行う。
平成１５年度においては、次の事業を行う。
(1)ビスマス系長尺線材の高性能化
特殊熱処理技術等を適用して、超電導特性等の高機能化を行い、５００ｍ級
の長尺線材の特性向上開発を実施する。
(2)高温超電導マグネット開発
ビスマス系高温超電導線材を用いてレーストラック型超電導コイルを試作す
るとともに、周辺機器と組み合わせて超電導マグネットを作製し、評価を実
施する。
(3)周辺技術開発
高温超電導マグネットに適応可能な電流リード用材料や永久電流スイッチ用
材料を開発し、超電導特性等の評価を実施する。

ＮＥＤＯ／（財）
国際超電導産業技
術研究センター

A-e:対策技術

19 経産省 超短パルス光エレクトロニクス技術開発

情報化社会の進展による情報伝送量の増加とともに増大してい
るエネルギー消費量を軽減するため、既存の通信手段と比して
エネルギー消費量が少なく、かつ、膨大な情報量高速伝送が可
能な通信システムに必要となる超高速光デバイス技術の開発を
行う。

平成７年度～平成１６年度

膨大な情報量高速伝送が可能な通信システムに必要なデバイス機能の実現の
ため、光信号の時分割多重伝送と光の波長多重伝送とを組み合わせたシステ
ムを想定してテラビット光信号を発生させる信号発生源や伝送のための分散
補償技術、また光ノードに必要となる超高速光スイッチングデバイスの基本
設計と超高速・高非線形性実現のための超薄膜、ナノ構造作製技術及び評価
技術の研究開発を行う。

技術研究組合フェ
ムト秒テクノロ
ジー研究機構、産
業技術総合研究所

A-e:対策技術

20 経産省 次世代強誘電体メモリの研究開発
本事業は、情報化の進展とともに増大するパソコン等に搭載さ
れるＤＲＡＭ等の消費電力を低減するため、ＤＲＡＭ等に代替
可能な省エネ型の次世代強誘電体メモリ技術の開発を行う。

平成１１年度～平成１５年度

本年度の研究計画
　強誘電体となる新材料の探索や新しい成膜法などによる高品質な強誘電体
薄膜等の開発とともに、相互干渉のないメモリセルの集積方法や回路におけ
る読み出し機能と記録保持機能の分離など、回路構成の最適化を行う。

（財）新機能素子
研究開発協会、産
業技術総合研究所

A-e:対策技術

21 経産省 超高密度電子SI技術の研究開発

従来の電子デバイスをプリント配線板上の２次元的集積から、
半導体ＩＣ等の電子デバイス、配線等を３次元的に集積させ、
かつ、電子技術に光技術を複合する電子光情報機器システムに
必要な技術の開発を行う。

平成１１年度～平成１５年度
電子光情報機器システムに必要なデバイス機能の実現のため、積層間の配線
を行う貫通孔形成技術や高精密度接合技術等の開発とともに、回路の配線を
電気から光に置換可能とする光電気デバイスに必要な技術の開発等を行う。

技術研究組合超先
端電子技術開発機
構、産業技術総合
研究所

A-e:対策技術

22 経産省 産業用コージェネレーション実用技術開
発

従来の産業用中型コージェネレーションシステムより総合熱効
率を高めることを目的とし、ガスタービンの高温静止部に金属
部品及びセラミック部品の双方を用いたハイブリッドガスター
ビンを開発する。

平成１１年度～平成１５年度

８，０００ｋＷ級のハイブリッドガスタービンの研究開発を行い、その信頼
性及び健全性を確認し、産業用コージェネレーションのための高効率ハイブ
リッドガスタービンの早期実用化を促進する。平成１５年度には、ガスター
ビンの実証運転試験を行うとともに、セラミックス部材の評価試験及びシス
テムの総合調査研究を行う。

経済省／川崎重工
業（株）、（株）
京セラ等

A-e:対策技術

23 経産省 次世代化学プロセス技術開発

化学産業における大幅な省エネルギー、環境負荷の低減を図る
ために必要な製造工程の短縮及び有害化学物質を使用・経由し
ない化学プロセスを実現するための新規触媒反応等を利用した
新規化学反応プロセス技術を開発する。具体的には、以下の技
術開発を行う。
①多相系触媒反応プロセス技術の開発
②新固体酸触媒プロセス技術の開発

平成７年度～平成１５年度

分離・合成連続化プロセス技術開発
・ 多相系触媒反応プロセス技術の開発
　有機相／水相間で反応分子を輸送する相間移動触媒の利用等により、触媒
相の循環使用が可能な多相系触媒反応プロセス技術を開発する。
・ 新固体酸触媒プロセス技術の開発
　可溶性強酸触媒を代替できる固体酸触媒の利用等により均一系触媒の固相
化を目標としたグリーンな新規固体酸触媒技術を開発する。

経済省／ＮＥＤＯ
／（財）化学技術
戦略推進機構

A-e:対策技
術、
D-b
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24 経産省 植物利用エネルギー使用合理化工業原料
生産技術開発

現在の化学工業プロセスに代わる、植物の有する有用物質生産
能を活用した省エネルギー・低環境負荷型の工業原料生産プロ
セスへの変換を促進するため、以下の研究開発を行う。
ａ）多重遺伝子導入技術開発（平成１１年度～平成１４年度）
　有用物質の生産能力の向上及び環境ストレス耐性の向上に関
する遺伝子レベルの研究を行うとともに、これら複数の遺伝子
を組み合わせて同時に植物に導入する多重遺伝子導入技術を開
発する。
ｂ）生産プロセス制御等技術開発（平成１４年度～平成２１年
度）
　工業原料の生産に関わる重要な物質生産プロセスに関する代
謝系をゲノム情報に基づき解析するとともに、有用物質生産制
御に必要な一連の代謝遺伝子群の発現を統一的に制御する技術
の開発を行う。

平成１１年度～２１年度

モデル植物及び、実用植物の選定を継続する。有用物質生産系が機能発現し
ている組織・器官を中心に、cDNAの取得・解析、有用物質生産系の経路と機
能解析、有用物質生産系における調節遺伝子等の機能解析を進める。また、
物質生産プロセスの制御に異種生物の遺伝子を用いる場合は、当該生物種の
目的物質生産に関する遺伝子等の解析及び取得を行う。

経済省／NEDO/バイ
オテクノロジー開
発技術研究組合

A-e:対策技術

25 経産省
産業システム全体の環境調和型への革新
技術開発

近年急速に蓄積されているゲノム情報を有効に活用することに
よって、これまでの経験に基づく不確実性の多いプロセス開発
から、ゲノム情報に基づき生産プロセスをデザインすることを
可能とする技術開発を行い、もって、化学工業を中心とした生
産プロセスのバイオ化を進め、循環型産業システムへの変革を
促す。このため、物質生産での利用実績があり、かつ既にゲノ
ム解析が進展している微生物を対象として、実用に耐えうる汎
用宿主細胞の開発を行うとともに、プロセスデザインを可能と
するシミュレーションモデルの構築、プロセス開発に必要な遺
伝子資源の取得・整備を行う。

平成１２年度～２２年度

大腸菌、枯草菌、酵母（出芽酵母、分裂酵母）、コリネ菌の５菌を対象とし
て、物質生産に特化した宿主細胞創製技術を開発すべく、機能未知遺伝子の
機能解析を進めるとともに、染色体加工技術の開発を行う。また、主要エネ
ルギー代謝系のモデル構築に必要な代謝物の濃度測定を進めるとともに、物
質生産に有用な遺伝資源の取得と次世代宿主の探索等を継続する。

経済省／ＮＥＤＯ
／
（財）バイオイン
ダストリー協会、
独立行政法人製品
評価技術基盤機構

A-e:対策技術

26 経産省 エネルギー使用合理化生物触媒等技術開
発

環境問題の深刻化にともない、これまでのエネルギー多消費型
の産業システムから、環境調和型システムへの変革が急務と
なっている。生物機能を活用したバイオプロセスは、反応選択
性が高いことから原料の使用効率が高く、副産物の発生も少な
いこと、また常温常圧下で反応が進むことからエネルギー消費
が少ないなどの利点をもっており、有望な循環型生産プロセス
の１つである。このため、我が国が伝統的に強みを持つ酵素技
術、プロセス技術等を活用し、環境調和型の産業構造への転換
を可能とするための技術開発を行う。

平成１２年度～１６年度
　長鎖ジカルボン酸の生産性、回収及び精製に関して要素技術研究を行う。
また、メタン発酵等のスケールアップを行い、その有効性、経済性などにつ
いて実証研究を行う。

経済省／
王子製紙、ジャパ
ンエナジー、清水
建設、三井鉱山

A-e:対策技術

27 経産省 エネルギー使用合理化工作機械等技術開
発

工作機械の省エネルギー化や環境負荷の低減を図るため、工作
機械で使われている切削油（クーラント）を可能な限り使用し
ない技術の開発等を行う。（平成１１年度～平成１５年度）

平成１１年度～平成１５年度
補助金

直接交付先:新エネルギー・産
業技術総合開発機構

間接交付先:民間企業(1/2委託)
交付先件数(一件当たり単価):2
件(1件当たり平均50,000千円)

補助率：50%
終期:平成15年度

本年度は、①環境対応形研削加工システムの研究開発、②ドライ切削用耐摩
耗・潤滑性被覆工具の開発の２テーマについて引き続き研究開発を行う。前
者については、クーラントの供給条件、研削条件等のシミュレーションによ
る解析及び潤滑砥石による研削評価実験を、後者については、ＣＷ（カーボ
ン・タングステン）膜の最適化と切削工具被膜としての総合評価を行う。

経済省／三菱マテ
リアル㈱、豊田工
機㈱

A-e:対策技術

28 経産省
エネルギー使用合理化知的生産システム
開発

(1)要求を行う施策・事業の概要
　世界の製造業が共通して抱える環境問題や製造現場の省エネ
ルギー推進などの課題について、国際的な共同研究により効率
的解決を目指すＩＭＳプログラム(Intelligent Manufacturing
System)の一環として、製造工程におけるエネルギー使用の合理
化を推進する。
(2)施策・事業の効果(目標とする成果)
　ＩＴ等を活用する次世代の生産システムを開発すること等に
より、製造工程におけるエネルギーの使用量を削減する。

補助金
直接交付先:民間企業等

交付先件数(一件当たり単
価):14件(程度)(1件当たり約52

百万円)
補助率:1/2

終期:平成16年度

 省資源化を考慮した設計システムの開発、成形加工工程における省エネル
ギー化の推進、柔軟・自律的で高度に自動化された加工システムの開発及び
効率的な生産管理システムの開発等に関する研究開発を行う。

経済省／川崎重
工、富士通、松下
電器産業、シャー
プ、東芝、オーク
マ、ファナック、
安川電機、日立製
作所、トヨタ自動
車、日産自動車、
三菱化学、デン
ソー、豊田中央研
究所、ソニー、住
友電気工業等

A-e:対策技術

29 経産省 発電施設用部材次世代高度加エシステム
開発

世界の製造業が共通して抱える諸課題について、国際的な共同
研究により効率的解決を目指すＩＭＳプログラム(Intelligent
Manufacturing System)の一環として、耐腐食性･耐摩耗性･耐熱
性等に優れているものの加工が難しい材料の発電施設用部材へ
の適用を可能とする高度加工システムの開発を行う。（平成３
年度～平成１５年度）

補助金
直接交付先:民間企業等

交付先件数(一件当たり単価):1
件(程度)(1件当たり約70百万

円)
補助率:1/2

終期:平成15年度

耐腐食性･耐摩耗性･耐熱性等に優れているものの加工が難しい材料の発電施
設用部材への適用を可能とする高度加工システムの開発を行う。

経済省／東芝機
械、不二精機製作
所等

A-e:対策技術
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平成１５年度対策技術分野登録課題＜産業＞

プログラムと
の対応

備考 実施期間  予算事業計画概要 予算計上省／実施
機関

No. 担当省  課題名  課題概要

30 経産省 電子デバイス製造プロセス使用エッチン
グガス代替ガスシスプロセス研究開発

電子デバイス（半導体集積回路、液晶デバイス等）の製造に不
可欠な半導体エッチングプロセスにおける温室効果ガスの排出
削減を目的に、現在のＰＦＣガスを利用したプロセスに代替す
る、地球温暖化効果が少ない代替ガスを開発し、またその代替
ガスを用いた、省エネ効果の高いエッチングプロセスの研究開
発を実施する。

平成１１年度～平成１５年度

平成１５年度は、本事業の実証時期と位置づけており、以下の研究開発を実
施する。
・ＰＦＣ使用量削減に向けた、イオンエネルギー制御技術・装置化要素技術
の開発
・ＰＦＣ代替ガスの特性評価と固体ソースのエッチングシステムの実証
・省ＰＦＣ、省エネ効果を実証するための、有機膜エッチングの非ＰＦＣガ
ス機構の解明及び装置化要素技術の開発
・ラインピラープロセスの改善

経済省／ＮＥＤＯ
技術研究組合超先
端電子技術開発機
構（ＡＳＥＴ）を
中心に実施し、東
京大学、名古屋大
学、東北大学及び
広島大学と共同研
究

A-e:対策技術

31 経産省

省エネルギーフロン代替物質合成技術開
発

(1)要求を行う施策・事業の概要
　フロン類の新規代替物質についてエネルギー効率の高い合成
技術の開発等に関する研究開発を行い、実用化を図る。
(2)従来施策・事業との違い
　従来の新規代替物質の選定・開発に係る事業によって得られ
た知見を踏まえ、更に課題となっていたエネルギー効率上の問
題に対応し、新規代替物質の実用化を進めていく上で必要な合
成技術の開発を行うもの。
(3)施策・事業の効果
　本事業の実施により、オゾン層を破壊せず、かつ温暖化効果
の低い新規代替物質の具体的導入が可能となる。

 
平成１４年度～平成１８年度

　ＣＦＣ等のオゾン層破壊物質はオゾン層の保護の観点からモントリオール
議定書により生産等の段階的削減が義務づけられている。このような中でオ
ゾン層破壊物質に代わる代替フロン等３ガス（ＨＦＣ、ＰＦＣ、ＳＦ６）が
開発され、現在代替が進みつつある。しかし、代替フロン等３ガスは温室効
果ガスとして京都議定書の削減対象となり、排出抑制が求められることと
なったため、オゾン層を破壊せず、かつ、温暖化効果の小さい新たな代替物
質が求められているところ。現在、候補物質の選定まで進んでいるが、これ
らの代替物質の実用化を図るためには、エネルギー効率の高い合成技術を開
発する必要がある。
　よって、各種のフロン代替物質について、総合的に地球温暖化効果を低減
すべくエネルギー効率の高い合成技術を確立するための研究開発を行う。

経済省／ＮＥＤＯ A-e:対策技術

32 経産省 エネルギー使用合理化坑廃水処理技術開
発

(1)要求を行う施策・事業の概要
・坑廃水処理事業は・半永久的に継続することから、未来永劫
多大なエネルギーが消費されていくという特徴がある。
・省エネルギー型坑廃水処理技術に係わる技術開発を行い総合
実証試験にて効果を確認し・永続的に消費されるエネルギーの
削減を図る。
(2)従来施策・事業との違い
・平成6～10年度は個別要素研究であったが、平成11～15年度は
総合実証試験により実用化を目指している。
(3)施策・事業の効果(目標とする成果)
・総コスト(平成13年度実績額)の27%削減を図る。
・人件費の削減率56%
・電カ費の削減率22%
・その他費用の削減率5%

平成６年度～平成１５年度

委託費
直接交付先:金属鉱業事業団、
独立行政法人石油天然ガス・金

属鉱物資源機構
間接交付先:(財)資源環境セン

ター
終期:平成15年度

平成6年度より開始し、平成10年度までは個別要素研究、平成11～15年度は総
合実証プラントを建設し、総合実証試験を行う。本年度は昨年度に引き続き
総合実証プラントの一部建設を行うとともに、省エネルギー総合実証試験を
実施する。

経済省／ A-e:対策技術

33 経産省 超臨界流体利用環境負荷低減技術研究開
発

省エネルギー・省資源及び環境負荷の低減を図るため、エネル
ギー及び有機溶媒多消費型の既存化学プロセスから超臨界流体
を利用した化学反応プロセスに転換する技術を開発する。具体
的には以下の技術開発を行う。
(1) 有機合成プロセス技術の研究
(2) 材料プロセッシング技術の研究
(3) エネルギー・物質変換技術の研究
(4) 基礎基盤技術の開発

平成１２年度～平成１６年度

(1)超臨界流体を用い、無溶媒で高速・高選択的な合成を可能とする有機合成
プロセス技術の開発を行う。
(2)超臨界流体を用い、材料のミクロ構造の制御を可能とする材料プロセッシ
ング技術を開発する。
(3)超臨界流体を用い、低品位燃料の資源化、リサイクル・無害化を可能とす
るエネルギー・物質変換技術を開発する。
(4)超臨界流体の溶媒物性、反応特性等の共通基礎・基盤技術体系を構築する
研究を行う。

(財)化学技術戦略
推進機構が中心と
なり、東北大学、
（独）産業技術総
合研究所と共同研
究、近畿大学、九
州大学と再委託

A-e:対策技術

34 経産省
超高温耐熱材料ＭＧＣの創製・加工技術
研究開発

近年開発されたＭＧＣ（Melt-Growth Composites：液融成長複
合材料）は、１７００℃まで高強度を維持でき、かつ耐酸化性
に優れ、従来の先進材料にはなかった革新的な特性を有し、世
界的な注目を集めている。
　本事業は、超高温耐熱材料であるＭＧＣの創製・加工技術開
発を行うことを目的とし、創製技術としては、耐久性、機械的
強度特性、化学反応特性等についての健全性を確立するととも
に、加工技術としては、複雑な形状の部品を鋳造できるニア
ネット鋳造技術開発を実施し、超高温耐熱部材を試作すること
によってその技術確認を行う。

平成１３年度～平成１７年度

本事業では、超高温耐熱材料であるＭＧＣの部材創製・加工技術開発を行う
ことを目的とし、創製技術として、部材の耐久性・信頼性の向上を図るとと
もに、加工技術として複雑な形状の部品を鋳造できる技術を開発し、超高温
耐熱部材を試作することによって、その技術確認を行う。
平成１５年度は、新規ブリッジマン装置によりタービン静翼部材及び燃焼器
パネルの試作を行い、実環境評価試験を行うとともに、試験片での1700℃に
おける熱的特性評価を行う。

経済省／ＮＥＤ
Ｏ、ガスタービン
実用性能向上技術
研究組合

A-e:対策技術

35 経産省 次世代半導体材料・プロセス基盤プロ
ジェクト（MIRAI）

国際半導体技術ロードマップ（ＩＴＲＳ）で示されているテク
ノロジーノード４５ｎｍ以細の極微細なデバイスに必要な高誘
電率ゲート絶縁膜材料・計測・解析技術、及び低誘電率層間絶
縁膜材料・計測・解析技術を中心として、将来のデバイスプロ
セス技術に必要となるリソグラフィ・マスク関連計測技術、デ
バイス回路構成技術及びトランジスタ形成に必要な技術等の開
発を行う。

平成１３年度～平成１９年度

１ビットあたりの消費エネルギーを約１／１０００以下に低減し、かつ処理
スピードを数十倍に向上する超低消費電力・多機能ＬＳＩに関する世界標準
基盤技術の研究開発として、極微細プロセス・材料・計測技術の先駆的な研
究開発を行う。

経済省／ＮＥＤ
Ｏ、超先端電子技
術開発機構、産業
技術総合研究所

A-e:対策技術

36 経産省 エネルギー使用合理化技術戦略的開発

(1)要求を行う施策・事業の概要
   平成１４年６月にとりまとめた「省エネルギー技術戦略」に
沿って、シーズ技術の発掘から実証研究に至るまで、民間団体
等から広く公募を行い、需要側の課題を克服しうる省エネル
ギー技術開発を戦略的に実施する。
 (2)従来施策・事業との違い
   京都議定書が批准され、２００８年から２０１２年の第１約
束期間に１９９０年比６％の温室効果ガスの排出量削減を実施
しなければならないことから、更なる省エネルギーを推進する
ための技術開発が必要である。

平成１５年度～平成２２年度

補助金
直接交付先:新ｴﾈﾙｷﾞｰ・産業技

術総合開発機構（NEDO）
間接交付先:民間団体等
補助率:10/10、2/3、1/2

終期:平成22年度

　エネルギー技術開発の実効性を上げる観点から、各部門、とりわけ民生・運輸部
門におけるエネルギー需要が増加傾向にある状況を踏まえ、需要側すなわちエネ
ルギー消費側から見た課題を抽出し、その課題を克服するための技術シーズに重
点化を図ることが重要であることから、平成１４年６月、「省エネルギー技術戦略報
告書」のとりまとめを行った。
　今後の省エネルギー分野の技術開発に当たっては、本技術戦略に沿って、その
実効性を高めるためにシーズ技術の発掘から実証研究に至るまで、民間団体等か
ら幅広く公募を行い、需要側の課題を克服する技術開発を戦略的に行う。

経済省／新エネル
ギー・産業技術総
合開発機構

新規
「民生」「運
輸」に再掲
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備考 実施期間  予算事業計画概要 予算計上省／実施
機関

No. 担当省  課題名  課題概要

37 経産省 植物機能改変技術実用化開発

気中の二酸化炭素を光合成により固定化し、各種の有用物質に
変換して蓄積する植物の物質生産能を工業的に利用した、省エ
ネルギー・低環境負荷型の工業原料生産プロセスを構築するた
め、有用物質生産や成長促進、環境耐性の向上などに関わる
様々な遺伝子を連結し、植物に一度に導入し、安定した機能発
現を可能とする多重遺伝子導入技術を実用化するとともに、当
該技術を用いて有用物質生産植物を創製し、技術の実用性を確
認する。

平成１５年度～平成１７年度

工業原料生産のための植物の代謝利用技術を開発するため、組織特異的な遺伝
子発現制御システムの構築に向け遺伝子発現解析などを行う。
　また、環境ストレスに対する耐性に関する遺伝子を取得し、実用植物に導入して
環境ストレス抵抗性や成長性の評価を行い、効率的に発現させる技術の開発を進
めるとともに、実用植物での連結遺伝子の導入の検討、確認を行う。さらに、有用
遺伝子の特定や細胞内器官への導入を試み、その評価を行う。

経済省／バイオテ
クノロジー開発技
術研究組合

A-e:対策技術 新規

38 経産省
エネルギー使用合理化知的生産システム
国際共同研究委託費

(1)要求を行う施策・事業の概要
　多品種少量生産化等の進展による製造工程のエネルギー消費
効率の低下や環境問題への対応など、世界の製造業が共通して
抱える諸課題について、国際的な共同研究により効率的解決を
目指すＩＭＳプログラム（Intelligent Manufacturing System)
の円滑な推進のために必要な事業を行う。
(2)施策・事業の効果(目標とする成果)
　 競争関係にある世界の製造企業が、それぞれ得意とする技術
を持ち寄って協力することで、製造業共通の諸課題の解決を効
率的に図ることが可能となり、結果として、日本企業の競争力
が強化される。

平成１５年度～平成１６年度

委託費
直接交付先:民間団体等

交付先件数(一件当たり単価):1
件(程度)(1件当たり約81百万

円)
終期:平成16年度

　参加地域の産学官の代表により構成されるＩＭＳ国際運営委員会（最高意志決定
機関）等の委員会に我が国の代表を派遣し、ＩＭＳプログラムの実施体制、技術内
容等について検討を行う。国内においては、ＩＭＳ推進委員会を中心に、国際的な議
論への対応方法、国内でのＩＭＳプログラムの実施方法等の検討、成果の普及等の
事業を行う。並行して、次世代高度生産技術にかかる海外の動向を調査するととも
に、ＩＭＳプログラムにおける国際共同研究の実施状況等について分析、検討を行
う。

経済省／（財）製
造科学技術セン
ター

A-e:対策技術 新規

39 経産省 省エネルギー型鋼構造接合技術の開発

　鋼構造物の溶接施工においては、溶接金属の熱収縮により鋼
構造物に変形が生じ、それを矯正するためにガス加熱を始めと
した多くのエネルギーが消費されている。
　そこで本研究開発では、鋼構造物の接合における溶接技術に
ついて、従来よりも溶接変形が少ない溶接材料を開発するとと
もに、その溶接材料の溶接施工方法を開発することにより、溶
接後の加熱矯正が不要な溶接技術を確立し、もって溶接精度の
向上と溶接施工時におけるエネルギー使用量の低減に寄与す
る。

平成１５年度～平成１７年度

平成１５年度は下記項目について研究を開始する。
　　研究開発項目：溶接変形量を低減する溶接材料の開発
　　　溶接金属の変態膨張特性を制御することにより、溶接部に発生する歪と応力
を制御し、溶接変形を低減するための溶接材料の開発を行う。

新エネルギー・産
業技術総合開発機
構（NEDO）

新規

40 経産省 インクジェット法による回路基板製造プ
ロジェクト

インクジェット技術を応用し、回路基板について、製造工程を
簡素化し、製造工程の省エネルギーを図るとともに、薄型・高
機能化を図り、多品種少量生産や試作開発に適した回路基板技
術を開発する。
なお、技術開発の目標値は、製造時のエネルギー使用量は現行
法の５０％以下、薄型・高機能のための回路線幅は３０μｍ以
下である。

平成１５年度～平成１７年度
インクジェットヘッド、インク材料の検討を行い、インクの吐出制御技術等
を含め、回路基板描画機の開発に着手するとともに、インクジェット法に適
した回路基板形成プロセスの基本検討、要素技術開発に着手する。

新エネルギー・産
業技術総合開発機
構（NEDO）

新規

41 経産省
エネルギー使用合理化総合鉱害防止技術
開発委託費

・施策の概要
① 坑廃水発生源対策の技術開発
　鉱山における鉱害防止対策として、鉱害防止工事による発生
源対策（坑道閉そく技術、たい積場緑化技術等）や坑廃水の水
質改善のための坑廃水処理対策（殿物繰り返し技術、高速反応
薬剤による技術）が行われてきた。発生源対策については、こ
れまで積極的な対応がなされてきたが、抜本的な解決策には
至っていない。また、坑廃水処理対策は、半永久的に継続する
ことから、多大なエネルギーが消費されていくという問題があ
る。本事業は、坑道内への高吸水性ポリマーを充てんさせるこ
とによる坑廃水流出抑制技術を発展させるとともに、たい積場
における漏水防止のための技術開発も併せて実施する。
② 新規規制物質の坑廃水処理技術開発
　鉱山における坑廃水処理対策は半永久的に継続する一方、近
年、従来型の消石灰投入方式では十分に処理できない物質、技
術的には可能でも莫大なコスト、エネルギーを要する物質の規
制がされつつある。このような物質として近年、ほう素、ふっ
素の排水基準が設定され、また、今後、近い将来、規制される
ことが見込まれ、現在 ｢要監視項目｣ とされているアンチモ
ン、モリブデン、ニッケルを含む坑廃水処理に係る低コスト、
省エネルギー技術の開発を実施する。
・施策の最終目標
　①坑廃水発生源対策の技術開発
　発生源対策に重点化した新たな鉱害防止技術を開発し、その
成果が全国の鉱山に普及することで坑廃水の止水・減水が図ら
れ、坑廃水処理のエネルギー使用量（消費電力等）が削減され
る。具体的には坑廃水処理の総コストの80%削減を図る｡
 ②新規規制物質の坑廃水処理技術開発
　本技術により新吸着剤が開発されれば、従来の中和剤の消石
灰を製造する際の加熱エネルギーが不要になる。新吸着剤が利
用された場合、エネルギーコストに換算して１箇所の中和処理
場（処理水量1m3/分想定）当たり、平均で1,650千円/年の削減
効果が期待できる。

平成１５年度～平成１８年度

委託費
直接交付先:金属鉱業事業団、
独立行政法人石油天然ガス・金

属鉱物資源機構
間接交付先:民間企業等

終期:平成18年度

　高吸水性ポリマーを用いた新たな鉱害防止技術を開発するため、充填材料の充
填性能確認試験、ストッパー材の充填性能確認試験、施工方法の開発を行う。ま
た、たい積場導入技術として、ポリマー充填材の漏水防止対策への適用性を評価
するため、基礎的データの整備を図る。更に、新規規制物質の坑廃水処理技術開
発として、要素技術の抽出、基礎技術研究を行う。

経済省／ A-e 新規
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平成１５年度対策技術分野登録課題＜産業＞

プログラムと
の対応

備考 実施期間  予算事業計画概要 予算計上省／実施
機関

No. 担当省  課題名  課題概要

42 環境省 地球環境保全試験研究費うちフッ素系地
球温暖化物質の回収・分解に関する研究

モントリオール議定書に従い、代替フロン HCFC からオゾン破
壊係数ゼロの HFC や PFC への転換が急がれている。このた
め、たとえば HFC の排出量は平成 9 年度実績で前年比18.4%
と急増している。しかし、一方で、HFC、PFC、SF6 は温暖化係
数が CO2 に比べて格段に大きく、大気寿命も長い。地球温暖化
を防止する上で上記フッ素系地球温暖化物質の削減が世界的に
求められているが、発泡剤、半導体エッチングガス、電気絶縁
用ガスなど、用途によりその化学構造が多岐にわたるため、経
済的な回収・分解システムが構築されていないのが実状であ
る。
　本研究では、高性能分離膜やハイドレートを利用した回収技
術と、低温プラズマを中心とした分解技術を開発するととも
に、各要素技術の相補的なシステム化を図ることにより、化学
構造や排出源を異にするフッ素系地球温暖化物質の工場等の排
出源からの大気環境中への放出を抑止し、地球温暖化防止に資
することを目的とする。

平成１４年度～平成１６年度

(1)膜によるフッ素系地球温暖化物質の回収プロセスの開発、(2)ハイドレー
トによるフッ素系地球温暖化物質の回収再生プロセスの開発、(3)低温プラズ
マによるフッ素系地球温暖化物質分解技術の開発、(4)フッ素系地球温暖化物
質回収・分解技術のシステム化と評価

産業技術総合研究所A-e:対策技術
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平成１５年度対策技術分野登録課題＜新エネルギー＞

1 文科省 波力装置技術の研究開発

海洋の自然エネルギーである波エネルギーを効率よく吸収し、
電力等に変換するとともに背後に静穏海域を創出する機能をも
つ沖合浮体式波力装置「マイティーホエール」プロトタイプを
利用し、波力装置応用技術の研究開発を行う。

平成元年度～平成１５年度

14年度：沖合浮体式波力装置「マイテイーホエール」から得たデータを用い
て波力装置応用技術の研究開発を実施するとともに、「マイテイーホエー
ル」実験システムの撤去工事を行った。　15年度：これまでの研究成果を基
に、波力装置実用化のための波力装置最適設計システムを構築する。

文部科学省/海洋科
学技術センター A-e:対策技術

2 文科省 次世代型燃料電池プロジェクト

エネルギー・環境問題解決への貢献が期待されている燃料電池
の将来の普及に向け、高性能（電池効率20％アップ以上）、低
コスト（膜材料と白金触媒価格1/10以下）の高温運転型次世代
燃料電池を実現する革新的材料の開発を行う。

平成１５～平成１９年度

ａ．高性能・低コスト高温運転型燃料電池用材料の開発
　耐熱、高電導率、リサイクル可能な電解質、高分散・高活性合金電極触媒
の開発とこれを用いた新構造の膜／電極接合体(MEA)の開発を行う。また、燃
料精製用ゼオライト担持合金触媒の開発を行う。
ｂ．ダイレクトメタノール型燃料電池（ＤＭＦＣ）用材料の開発
高電導率・低燃料透過電解質、高性能合金電極触媒の開発およびこれらを用
いた新構造の膜／電極接合体(MEA)の開発を行う。

文部科学省/山梨大
学他

A-e:対策技術

3 農水省
地球温暖化対策技術の開発（地球温暖化
が農林水産業に与える影響の評価及び対
策技術の開発）

農林業分野における廃棄物に由来するバイオマス（生物系資
源）のエネルギー変換・利用について，革新的技術開発及びこ
れらを用いた地域システム構築のための実証研究を推進する。

平成１３度～平成１７年度
13年度～バイオマスの前処理技術の開発、生物機能を活用したエタノール変
換技術の開発、バイオマスを利用したコジェネレーションシステム（実証施
設：農林バイオマス２号機）の開発等。

農林水産省/(独)食
品総合研究所が中
心となり、（独）
農業技術研究機
構、（独）農業環
境技術研究所、
（独）森林総合研
究所、大学、民間
等と共同

A-e:対策技術、
A-f:抑制政策

4 農水省

空気膜構造による太陽エネルギー利用ハ
ウスの開発と栽培実証（地球温暖化が農
林水産業に与える影響の評価及び対策技
術の開発）

花きや野菜の施設栽培では，冬季においては投入エネルギーの
80％が暖房用である。暖房のための化石燃料使用量節減は，二
酸化炭素発生削減のために，さらに，ランニングコスト低減の
経営的な面からも重要な課題である。そこで化石エネルギーに
依存した現在の施設園芸を見直し，太陽エネルギー等の自然エ
ネルギーを利用するために，ハウスの構造，太陽熱の集熱，蓄
熱，放熱，環境制御，建設コストのそれぞれの技術を再構築し
てシステム化を図る。実用化のためにはコストや性能が重要で
あることから，メーカと連携して普及に供するハウス及びシス
テムを完成させる。

平成１５～平成１８年度
15年度～太陽エネルギーを有効利用する空気膜構造の施設栽培ハウスの開発
と同ハウスにおける実証栽培の実施。

農林水産省/(独)農
業技術研究機構花
き研究所が中心と
なり、（独）農業
工学研究所、民間
等と共同

A-e:対策技術、
A-f:抑制政策 新規

5 経産省 高効率高温水素分離膜の開発

（１）要求を行う施策・事業の概要
高い耐熱性を有し、サブナノメートルで細孔径を高度に制御す
ることにより、高い水素選択透過性を併せ持つ高効率高温水素
分離膜の開発と膜モジュール化要素技術開発を一体的に行う。 平成１４年度～平成１８年度

以下の技術開発要素につき、平成１４年度から５年間の研究開発を行う。
(a）分離膜の細孔構造、膜厚制御技術
細孔径をナノスケール以下で制御し、所望の細孔による高度な分子ふるい効
果が発現して、従来にない水素高選択透過機能の確立を図る。また、透過率
を高めるために膜厚をナノスケールで制御する技術を開発する。
(b）無機膜の化学組成制御技術
無機膜材料の化学組成を厳密に制御することにより、実用環境に適した無機
膜の耐熱・耐環境性を得る。さらに、無機膜細孔表面近傍における原子配列
制御により、ガス親和性・触媒機能の制御技術を確立する。
(c）膜モジュール化の要素技術
燃料改質反応では、水素の生成によって反応器内の圧力が上昇する。この自
発的に発生する圧力を積極的に利用して、反応器内から高純度な水素ガスを
直接分離することで、反応器内の平衡を水素生成側に大きくずらし、更なる
水素生成を誘発する。即ち、水素分離膜を適用した改質器では、現状技術の
数段の工程と比較して、簡略化した高純度な水素が得られ、しかも反応促進
効果によって改質効率が格段に向上すると期待される。そこで、このような
効果発現を可能とするとともに、改質器の省スペース化を可能とする膜モ
ジュール化技術開発を行う。

経済省／NEDO、
（財）ファインセ
ラミックスセン
ター、産業技術総
合研究所

A-e:対策技術

6 経産省 世代型分散エネルギーシステム基盤技術
研究開発

以下の技術分野について支援技術開発を行う。
①　燃料電池用クリーン燃料製造のための支援技術開発：
ガソリンの脱芳香族炭化水素等を石油精製プラントにおいて高
効率で行う燃料クリーン化反応の機構解明など、燃料電池用ク
リーン燃料製造技術の支援技術開発を行う。
② 分散型電源システムの高性能化のための支援技術開発：
各種の燃料電池について、劣化メカニズムの解明、新電解質や
新電極触媒による大幅な効率や信頼性の向上など、性能を飛躍
的に向上させるための支援技術開発を行う。
③　新規水素貯蔵材料開発のための支援技術開発：
新規な水素貯蔵材料の開発・長寿命化に不可欠な水素吸収・放
出特性と材料微細構造の相関関係の解明など、高性能水素貯蔵
材料開発のための支援技術開発を行う。

委託費
直接交付先：独立行政法人産業

技術総合研究所
終期：平成１８年度

①　触媒の硫黄被毒機構について検討し、モデルガソリンを用いて触媒性能
等を評価する。また、硫黄化合物の吸着除去材料について検討する。
②　固体高分子形燃料電池(PEFC)：従来よりも高温で使用できる電解質膜候
補材料の適合性、白金合金系電極、有機系錯体触媒、および触媒担持体の性
能評価手法、２成分系触媒材料ライブラリーの作成等を開始する。溶融炭酸
塩形燃料電池(MCFC)：高圧化による材料劣化挙動、電解質の蒸発挙動等を明
らかにし、耐久性材料設計指針を検討する。固体酸化物形燃料電池(SOFC)：
炭化水素直接導入等による材料特性劣化の評価手法、金属材料の水蒸気劣化
機構、スタック性能の高精度解析システム試作、高精度流量標準確立高効率
発電方法の検討、SOFCのハイブリッドシステム設計等に関する検討を開始す
る。
③　新規水素貯蔵材料開発のための支援技術開発：水素貯蔵材料の組織解
析・新規貯蔵物質の評価手法、構造材料の水素による劣化の評価、水素ガ
ス、および水素貯蔵材料の安全性、および水素のオンサイト製造・貯蔵に必
要な水素貯蔵技術等の検討を開始する。

経済省／産業技術
総合研究所

A-e:対策技術

7 経産省 製鉄プロセスガス利用水素製造技術開発

・製鉄所が有するコークス炉から発生する副生ガスであるコー
クス炉ガスを改質し、水素に転換する技術を開発することによ
り、製鉄プロセスにおけるエネルギー利用の高度化を図るとと
もに、燃料電池用の水素を大量かつ効率的に供給できるプロセ
スを構築する。

平成１３年度～平成１７年度

○本技術開発では、現在未回収なコークス炉ガス(COG:Coke Oven Gas)に含有
されるメタン、タール等の化学物質を、水蒸気等によって改質し、クリーン
燃料である水素を主体とするガスに転換する技術開発を行う。また、水素を
大量に製造するためには、酸素導入による部分酸化反応と水蒸気改質反応を
同時進行させる必要があることから、酸素を効率的に供給するために必要な
技術として、高効率酸素分離技術を並行して開発する。

経済省／ (財)金属
系材料研究開発セ
ンター

A-e:対策技術

プログラムと
の対応

備考 実施期間  予算事業計画概要 予算計上省／実施
機関

No. 担当省  課題名  課題概要

1/5



平成１５年度対策技術分野登録課題＜新エネルギー＞

プログラムと
の対応

備考 実施期間  予算事業計画概要 予算計上省／実施
機関

No. 担当省  課題名  課題概要

8 経産省 固体高分子形燃料電池システム実証等研
究

燃料電池実用化戦略研究会（資源エネルギー庁長官の私的研究
会　座長　茅陽一　慶應義塾大学教授）において示された燃料
電池の導入目標達成に資する。（２０１０年：自動車用約５万
台、定置用約２．１百万ｋｗ。２０２０年：自動車用約５百万
台、定置用約１０百万ｋｗ）

平成１４年～平成１６年

　固体高分子形燃料電池の普及に資するため以下の実証試験及び広報活動を
行う。
①燃料電池自動車実証試験
　燃料電池自動車の行動試験を実施し、燃料電池自動車に関する環境・エネ
ルギー特性等の評価、実用化に向けた課題抽出等に資するデータを取得す
る。平成15年度は対象車両、対象期間等を増やしより多くのデータを取得
し、効果的な評価を行う。
②燃料電池自動車水素供給設備実証試験
　燃料電池自動車の普及に向け、その燃料となる水素の供給方法について実
証試験を行い、水素供給に係るｴﾈﾙｷﾞｰ効率、水素供給に係る温度・流量等の
各種ﾃﾞｰﾀ、実用化に資するﾃﾞｰﾀを取得する。平成15年度はｼｽﾃﾑの本格的運用
を進めると共に、燃料供給方法の多様化を図る。
③定置用燃料電池実証試験
　家庭等における定置用燃料電池ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑの運転を行い、運転環境の
影響、総合ｴﾈﾙｷﾞｰ効率、普及段階での課題抽出等に資するﾃﾞｰﾀの取得を行
う。平成15年度は運転環境の拡充を図るほか、実証研究の実施地点を増や
し、より効果的な評価を行う。

経済省／(財)日本
電動車両協会､(財)
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ振興協
会､(財)新ｴﾈﾙｷﾞｰ財
団

A-e:対策技術

9 経産省
燃料電池自動車等用リチウム電池技術開
発

燃料電池自動車等では、制動エネルギーの回生・加速エネル
ギー放出を効率よく行う蓄電システムの搭載により、燃料利用
効率及び利便性が格段に向上する。２００７年市場導入を目指
し、２０１０年に燃料電池自動車の約半数に搭載される。

平成１４年～平成１９年

①車載用リチウム電池技術開発（共同研究１／２）
　車載に必要な能力を有するリチウム電池の実用化に向け、出入力密度の向
上（現状の2倍）・長寿命化（現状3年→15年）を目的とした材料の薄膜化、
新構造の開発等により、軽量・コンパクトかつ低コストな高出力・長寿命リ
チウム電池の開発を行う。
②高性能リチウム電池要素技術開発（委託（定額））
　リチウム電池の更なる性能向上に向け、入出力特性解析、劣化機構解析な
どに基づく電池総合特性評価技術並びに加速的耐用年数評価技術（15年の耐
用年数を短期間で評価する技術）の開発を行うとともに、広範な状況下で十
分な安全性を保持しうる不燃リチウム電池の開発を目的として、新規電極材
料や固体高分子電解質などの要素技術の開発を行う。
③ 次世代型高密度エネルギーﾘﾁｳﾑ電池技術開発（委託（定額））
　電気自動車、通信基地局、航空・宇宙等広範な用途の利用に向けて、重
量・体積エネルギー密度が高く、高信頼性・大容量のﾘﾁｳﾑ電池の技術開発を
行う。

経済省／ A-e:対策技術

10
(1) 経産省

燃料電池発電技術開発（溶融炭酸塩形燃
料電池）

発電部門における省エネルギー及び石油代替を促進するため、
天然ガス、メタノール、石炭ガス化ガス等を燃料とし、小規模
分散型から大規模システムまでの幅広い適用性を持ち、発電効
率の高い溶融炭酸塩形燃料電池（ＭＣＦＣ）の技術開発を実施
する。

平成１２年度～平成１６年度
ＭＣＦＣについては、実用化を目指した高性能・高圧スタックの開発、
ショートスタックによる信頼性評価、加圧小型発電システム及び高性能モ
ジュール開発等を行う。

経済省／新エネル
ギー・産業技術総
合開発機構
（NEDO） 溶融炭酸
塩形燃料電池発電
システム技術研究
組合 石川島播磨重
工業（株）（財）
電力中央研究所
（財）ファインセ
ラミックスセン
ター

10
(2)

経産省 燃料電池発電技術開発（固体酸化物形燃
料電池）

発電部門における省エネルギー及び石油代替を促進するため、
天然ガス、メタノール、石炭ガス化ガス等を燃料とし、小規模
分散型から大規模システムまでの幅広い適用性を持ち、発電効
率の高い固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦＣ）の技術開発を実施
する。

平成１３年度～平成１６年度 ＳＯＦＣについては、１０ｋＷ級モジュールの開発、信頼性の実証等を行
い、実用化システム開発への移行に必要な技術を確立する。

新エネルギー・産
業技術総合開発機
構（NEDO） 東陶機
器（株）、三菱重
工業（株）、中部
電力（株）、東京
ガス（株）

11 経産省 太陽光発電システム等国際共同実証開発

太陽光発電システム等の各種利用形態に応じた電力供給安定性
や経済性・信頼性向上等を効率的に進めるために海外において
相手国の自然条件や社会条件等を利用しつつ実証研究を行い、
多様な利用形態等に適応する太陽光発電、風力発電等新エネル
ギーを利用したシステムの実用化を推進する。

補助金
直接交付先:新エネルギー・産

業技術総合開発機構
交付先件数:1件
補助率:100%

終期:平成16年度

①太陽光発電系統連系システム実証研究
　　（タ イ）実証運転を開始し、データ収集・解析等の研究を実施する。
（ﾐｬﾝﾏｰ）機器・設備の制作及びシステム全体の設置を完了させる。
　②太陽光発電等多目的利用システム実証研究
　委託先を選定し、実証サイトにおける詳細調査及び実証研究に必要な設備
の一部を設置する。

経済省／㈱ニュー
ジェック、㈱日立
エンジニアリング
サービス、昭和
シェル石油㈱、富
士電機㈱

A-e:対策技術

12 経産省 産業等用太陽光発電フイールドテスト

新技術を活用した太陽光発電システムを試験的に導入し、実証
運転研究を実施することにより、産業・公共分野における太陽
光発電の普及の基盤が形成され、２０１０年度における導入目
標（４８２万ｋＷ）の達成に資すること。

平成１０年～平成１８年
ユニット化技術や薄膜技術等の新技術を用いた太陽光発電システムを産業・
公共分野へ試験的に導入することにより、同分野等における太陽光発電シス
テムの導入の有効性を実証。

経済省／新エネル
ギー・産業技術総
合開発機構
（NEDO）

A-e:対策技術

13 経産省 集中連系型太陽光発電システム実証研究

総合資源エネ調答申の太陽光発電導入目標（２０１０年「４８
２万ｋＷ」）の達成に向け、普及の最大の障害となっている経
済性の向上につき、低コスト化に主眼をおき技術開発を推進す
る。

平成１４年～平成１８年

今後の太陽光発電システムの急速な普及拡大の過程においては、太陽光発電
システムが配電系統に局所集中的に導入されること（集中連系）が予想さ
れ、この場合には、電圧上昇による出力抑制や系統への影響などの顕在化に
より、さらなる普及拡大の制約となる可能性がある。このため、本事業で
は、これらの問題を解決する汎用的な対策技術を開発し、その有効性を一般
的な実配電線に太陽光発電システムを集中連系させた地区において実証する
とともに、その結果をもとに太陽光発電システムの集中連系時に関する応用
シミュレーション手法を開発する。

経済省／新エネル
ギー・産業技術総
合開発機構
（NEDO）

A-e:対策技術
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平成１５年度対策技術分野登録課題＜新エネルギー＞

プログラムと
の対応

備考 実施期間  予算事業計画概要 予算計上省／実施
機関

No. 担当省  課題名  課題概要

14 経産省 太陽光発電技術研究開発

総合資源エネ調答申の太陽光発電導入目標（２０１０年「４８
２万ｋＷ」）の達成に向け、普及の最大の障害となっている経
済性の向上につき、低コスト化に主眼をおき技術開発を推進す
る。

平成１３年～平成１７年

技術の熟度に応じた技術研究開発を実施し、太陽電池の低コスト化を進め、
開発技術の太陽電池への適用を促し、低コスト太陽電池の市場投入加速化を
図る。
①革新的次世代太陽光発電システム技術研究開発（超低コスト太陽電池の技
術開発：シーズ段階）
　従来の太陽電池と異なる新たな材料・構造・製造方法等を持つ革新的な太
陽電池の研究開発等を行う。目標発電コスト１０～１５円／ｋＷｈ程度（シ
ステム設置価格２０万円／ｋＷ程度）を実現すべく、２０１０年以降に向け
たの要素技術の確立
、２０２０年頃の商用化を目指す。
②先進太陽電池技術研究開発（低コスト太陽電池の技術開発：要素技術の確
立段階）
　既存の太陽電池と比較して更に低コストの太陽電池の実現を可能とする要
素技術の研究開発等を行う。目標発電コスト２５円／ｋＷｈ程度（システム
設置価格３０万円／ｋＷ程度）を実現すべく、２００５年度までに要素技術
の確立を行い、２０１０年頃の商用化を目指す。
③国際協力事業
　国際エネルギー機関（ＩＥＡ）における国際共同研究開発プログラム等を
通じ、国際協力事業を行う。

経済省／新エネル
ギー・産業技術総
合開発機構
（NEDO）

A-e:対策技術

15 経産省 固体高分子形燃料電池システム技術開発

①個体高分子形燃料電池要素技術開発等
固体高分子形燃料電池の長寿命化、低コスト化及び信頼性の向
上を目標とした革新的な基本技術の開発等を行う。
②個体高分子形燃料電池システム化技術開発
固体高分子形燃料電池のシステム化に向けた試作品の技術開発
を行う。

平成１３年～平成１６年

燃料電池実用化戦略研究会（資源エネルギー庁長官の私的研究会　座長　茅
陽一　慶應義塾大学教授）において示された燃料電池の導入目標達成に資す
る。（２０１０年：自動車用約５万台、定置用約２．１百万ｋｗ。２０２０
年：自動車用約５百万台、定置用約１０百万ｋｗ）

経済省／新エネル
ギー・産業技術総
合開発機構
（NEDO）

A-e:対策技術

16 経産省 バイオマス等未活用エネルギー実証試
験・同事業調査

バイオマスなどのエネルギー利用製造・利用設備の導入に際し
ては、原料となるバイオマスの種類、特性を十分配慮したエネ
ルギー転換技術の選定が必要であり、実証試験を通じた利用ノ
ウハウなどの蓄積により、本格的な導入に寄与する。

平成１０年～平成１７年
新たな環境に対する負荷が生じないエネルギーとして、地域に賦存するバイ
オマス及び雪氷のエネルギー利用に関する実証試験及びＦＳ調査に係る事業
費を補助する。

経済省／新エネル
ギー・産業技術総
合開発機構
（NEDO）

A-e:対策技術

17 経産省
バイオマスエネルキー高効率転換技術開
発

経済性の制約を克服し、バイオマスエネルギーの実用化・導入
を図るため、高効率に燃料転換を行う技術開発を実施する。 平成１３年～平成１７年

国産可能なエネルギー源として、また、環境保全に寄与するエネルギー資源
として有用なバイオマス資源を高効率で気体、液体燃料等の有用なエネル
ギーに転換するための技術開発を行う。
新エネルギー・産業技術総合開発機構において、バイオマスの賦存量、現在
のエネルギー変換効率などの観点から、将来導入が期待されるバイオマスの
エネルギー製造技術に関し、開発技術毎の目標を定め、大学などの研究機関
や民間企業を対象とした公募を行い、委託事業者の選定を行う。

経済省／新エネル
ギー・産業技術総
合開発機構
（NEDO）

A-e:対策技術

18 経産省 燃料電池用燃料ガス高度精製技術開発

石炭を利用することにより安価かつ大量に燃料電池用燃料ガス
の製造が可能となり、燃料電池の実用化が促進されるととも
に、本技術により、燃料ガスの原料として石炭を用いた場合、
最新の微粉炭焚き石炭火力発電所の送電端効率約４１％が、石
炭ガス化燃料電池複合発電システムにより約５５％程度まで上
昇することが期待される。

補助金
直接交付先：電源開発株式会社

間接交付先：なし
交付先件数(一件当たり単価)：
１件(程度)(1件当たり1,099百

万円)
補助率：2/3

終期:平成18年度

（１）ガス洗浄技術の確立
（２）ガス精製技術の確立（脱硫化水素、有害ガス除去、液劣化特性）
（３）燃料電池用ガス精製プロセスの確立
（４）高濃度硫黄分処理技術の確立
（５）材料選定指針他装置化技術の確立

経済省／電源開発
株式会社 A-e:対策技術

19 経産省
固体高分子形燃料電池システム普及基盤
整備

燃料電池実用化戦略研究会（資源エネルギー庁長官の私的研究
会　座長　茅陽一　慶應義塾大学教授）において示された燃料
電池の普及に資する。（２０１０年：自動車用約５万台、定置
用約２．１百万ｋＷ。２０２０年：自動車用約５百万台、定置
用約１０百万ｋＷ）

平成１４年～平成１６年

地球規模での環境対策は、国民経済の持続的成長にとって重要であり、これ
を達成するためには、高効率で環境特性に優れたエネルギー機器の開発が必
要となる。燃料電池は、自動車用、小型コジェネレーションシステム用等そ
の利用範囲が広く、高効率で環境特性に優れており、環境保全に対する効果
は極めて高い。さらに、こうした燃料電池に係る技術は、将来的には、産業
基盤技術として成長することが期待できる分野である。本事業では、自動車
用および定置用等の固体高分子形燃料電池システムの実用化・普及のための
基盤を整備するため、安全性・信頼性等の評価試験を通したデータ収集・評
価手法の確立、そのために必要な評価供試体・試験装置の製作を行うと共
に、国内外の基準・標準の作成・提案を行うことを目的とする。

経済省／財団法人
日本自動車研究
所、社団法人日本
ガス協会

A-e:対策技術

20 経産省 高効率廃棄物発電技術開発

廃棄物発電は、発電のための追加的な環境負荷がなく、地球環
境対策上からも今後、更なる導入が期待されているところ。し
かしながら、比較的小規模の一般廃棄物処理施設については、
導入が遅れているのが現状であり、経済性及びダイオキシン対
策の観点から有効な廃棄物ガス変換発電の高効率化技術開発を
実施する。

補助金
直接交付先:新エネルギー・産

業技術総合開発機構
補助率:定額

終期:平成15年度

廃棄物ガス化ガスの性状分析を行うとともに、当該ガスで駆動する高効率ガ
スエンジンの実証試験を行う。

経済省／新エネル
ギー・産業技術総
合開発機構
（NEDO）

A-e:対策技術
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平成１５年度対策技術分野登録課題＜新エネルギー＞
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No. 担当省  課題名  課題概要

21 経産省 風カ発電フィールドテスト

風力発電の一般普及の素地を形成するため、風況データの収
集・解析を実施するとともに、これまでこの事業で設置してき
た風力発電システムを用いて実際の負荷条件下で運転データ等
の収集を継続し、これらのデータの解析・評価を反映させるこ
とで、本格的な風力発電の導入普及に資する。

補助金
直接交付先:新エネルギー・産

業技術総合開発機構
運転研究２６件（一件当たり４

百万円～６百万円）
補助率：定額・定額（１/２相
当、ただし離島であって特に系
統が脆弱であると認められるも
のについては２/３相当の特例

措置）
開始：平成７年　終期:平成１7

年度

風力発電の有望地域において、風況の精査（６０地域／年）を実施するとと
もに、風力発電設備に係る運転データの解析・評価（２５地域／年）を行
う。

経済省／新エネル
ギー・産業技術総
合開発機構
（NEDO）

A-e:対策技術

22 経産省
先進型廃棄物発電フィールドテスト

ガス変換方式廃棄物発電等の先進型廃棄物発電システムの導入
促進を図るため、国と事業者の共同研究により、実証運転を行
い、技術的課題の解決を行う。

補助金
直接交付先:新エネルギー・産

業技術総合開発機構
補助率:定額・定額(1/2)

開始:平成１１年度
終期:平成18年度

製作したプラントにより実証試験を行い、耐久性、耐腐食性等技術的課題の
解決を行うことにより、廃棄物発電の導入促進に資する。

経済省／新エネル
ギー・産業技術総
合開発機構
（NEDO）

A-e:対策技術

23 経産省 携帯用燃料電池技術開発

ノートPC、携帯電話又はPDAなどの携帯用情報端末機器用の電源
として、本事業の成果を活用した燃料電池を実用化すると同時
に、係る成果を基に携帯機器用燃料電池分野における国際標準
の確立を図る。

平成１５年度～平成１７年度

補助金
直接交付先：新エネルギー・産

業技術総合開発機構
間接交付先：民間企業等

交付先件数（一件当たり単
価）：２件
補助率：1/2

終期:平成17年度

携帯機器用燃料電池の実用化を促進するために必要となる、電解質膜や触媒など
に係る材料及び技術の開発や、燃料の供給機構や密封などに係る技術の開発を
行う。

経済省／新エネル
ギー・産業技術総
合開発機構
（NEDO）

A-e:対策技術 新規

24 経産省 水素安全利用等基盤技術開発

水素安全技術、水素インフラ等に係る技術を支援することによ
り、燃料電池に係る燃料電池実用化戦略研究会（資源エネル
ギー庁長官の私的研究会　座長　茅陽一　慶應義塾大学教授）
において示された燃料電池の導入目標達成に資する。（2010
年：自動車用約5万台、定置用約2.1百万kW。2020年：自動車用
約５百万台、定置用約100百万kW）水素及びその主要な用途であ
る燃料電池の導入・普及を推進する。これによって環境及びエ
ネルギー問題への貢献、新規産業育成に資することができる。
目標とする成果は、燃料電池自動車を2010年に５万台、2020年
に５百万台普及に資することである。

平成１５年～平成１９年

燃料電池の初期段階の普及を睨み、安全かつ低コストな水素の製
造・利用に係る技術を確立するため、水素の安全性の検証に必要な
データの取得等安全技術の確立及び水素燃料インフラに必要な圧
縮機等の関連機器の開発を行う。

経済省／新エネル
ギー・産業技術総
合開発機構
（NEDO）

A-e:対策技術

25 経産省 新エネルギー等地域集中実証研究

エネルギー供給側の連携制御による出力安定化技術、需要家側
との負荷連動技術等を確立することにより、当該地域における
新エネルギー利用効率を向上させ、もって新エネルギーの導入
促進に資する。

平成１５年～平成１９年

地域内に存する太陽光発電、燃料電池発電等の新エネルギー等に
よる分散電源と電力需要家を情報通信網で連絡し連携制御を行うこ
とによって地域におけるエネルギー利用効率の向上を図る実証研究
を行う。

経済省／新エネル
ギー・産業技術総
合開発機構
（NEDO）

A-e:対策技術

26 経産省 太陽光発電新技術等フィールドテスト

新技術を活用した太陽光発電システムを試験的に導入し、実証
運転研究を実施することにより、産業・公共分野における太陽
光発電の普及の基盤が形成され、２０１０年度における導入目
標（４８２万ｋＷ）の達成に資すること。

平成１５年～平成２２年

地域内に存する太陽光発電、燃料電池発電等の新エネルギー等に
よる分散電源と電力需要家を情報通信網で連絡し連携制御を行うこ
とによって地域におけるエネルギー利用効率の向上を図る実証研究
を行う。

経済省／新エネル
ギー・産業技術総
合開発機構
（NEDO）

A-e:対策技術

27 経産省
太陽光発電システム共通基盤技術研究開
発

太陽電池の品質や長期信頼性に関する適性評価技術、太陽光発
電システムの設計および性能診断技術、太陽光発電システム構
成機器のリサイクル・リユース処理技術、精細な日射量データ
ベースなどを開発することにより総合資源エネルギー調査会答
申の平成２２年度太陽光発電システム導入目標（４８２万ｋ
Ｗ）の確実な達成とそれ以降の円滑かつ健全な普及拡大に資す
る。さらに、これらの成果を国内および国際的な太陽光発電技
術の標準化や技術ガイドライン作成に反映させる。

平成１５年～平成１７年

地域内に存する太陽光発電、燃料電池発電等の新エネルギー等に
よる分散電源と電力需要家を情報通信網で連絡し連携制御を行うこ
とによって地域におけるエネルギー利用効率の向上を図る実証研究
を行う。

経済省／新エネル
ギー・産業技術総
合開発機構
（NEDO）

A-e:対策技術

28 経産省 太陽光発電システム普及加速型技術開発

総合資源エネルギー調査会答申の太陽光発電導入目標（２０１
０年「４８２万ｋＷ」）の達成に向け、太陽光発電システムの
加速的な普及拡大に資することを目的として、太陽光発電シス
テムに関する新規技術を生産現場に円滑に導入する際に必要な
量産化及び高性能化技術等の開発を実施し、太陽光発電システ
ムのコストダウンを実現させる。

平成１５年～平成１６年
太陽光発電システムの加速的な普及拡大に資すことを目的として、
太陽光発電システムに関する新規技術を生産現場に円滑に導入す
る際に必要な量産化及び高性能化技術の開発を実施する。

経済省／新エネル
ギー・産業技術総
合開発機構
（NEDO）

A-e:対策技術
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平成１５年度対策技術分野登録課題＜新エネルギー＞

プログラムと
の対応

備考 実施期間  予算事業計画概要 予算計上省／実施
機関

No. 担当省  課題名  課題概要

29 経産省 風力発電電力系統安定化等技術開発

風力発電等の新エネルギーを利用した発電は出力が不安定なも
のが少なくなく、今後導入拡大を図る上で、新エネルギー発電
における電力系統対策として出力安定化が急務であることか
ら、本事業を実施し、出力安定化技術を確立することで風力発
電他の新エネルギー発電の大規模・集中導入を可能とし、２０
１０年度の導入目標の達成に資する。

平成１５年～平成１９年

大規模風力発電所等の普及拡大時において懸念される周波数変動
等系統上の問題対策として、大規模風力発電所サイドの出力安定
化技術を開発し、実態に応じたシステム稼動データの抽出や当該シ
ステムの有効性を検証する。

経済省／新エネル
ギー・産業技術総
合開発機構
（NEDO）

A-e:対策技術

30 国交省 洋上風力発電

陸上よりも安定した風力エネルギーを得やすい洋上における風
力発電の実用化をはかるため、我が国沿岸域洋上の風出現特性
を検討するとともに、洋上風力発電施設の計画設計法の標準化
をめざす。

平成12年度より継続的に実施
14年度　沿岸域洋上における風出現特性の整理
15年度  送電海底ケーブル等関連施設の構造の検討
16年度　洋上風力発電施設の計画設計法の標準化

国土交通省/独立行
政法人港湾空港技
術研究所を中心と
する学識経験者を
構成員とする研究
会を核にして、開
発研究を実施

A-e:対策技術

31 国交省 地球温暖化対策に資するエネルギー地域
自立型実証研究

　家畜ふん尿の嫌気性発酵によりバイオガスを発生する別海(べ
つかい)資源循環試験施設を活用して、バイオガスから水素を生
成するための改質及び生成した水素の貯蔵を行うために必要な
プラントを整備し、改質・貯蔵などの要素技術や一連のプラン
トとしての長期安定運転を実証すると共に、通年のエネルギー
効率及びＣＯ２の排出量削減効果に関する調査研究を行う。

平成１５年度～平成１７年度

平成15年度
メタン改質、水素を貯蔵・脱水素する有機ハイドライドのシステム設計と施
設建設。
農村地域内と地域間のエネルギー運搬の将来像の検討。
燃料電池の水素エネルギー源となるメタンガスの性状調査。
最終目標
水素を貯蔵したり、必要なときに脱水素により水素エネルギーを取り出すシ
ステムの評価、普及技術として具備すべき条件等の提案。CO2排出削減を期待
するものであり、水素エネルギーと燃料電池活用によるゼロエミッション型
社会への技術提案。

国土交通省/独立行
政法人北海道開発
土木研究所

A-e:対策技術
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平成１５年度対策技術分野登録課題＜電力＞

1 文科省 新世紀耐熱材料プロジェクト

(1) 要求を行う施策・事業の概要
　ＣＯ２削減を目的として、発電ガスタービンやジェットエン
ジンの高効率化に必要な超耐熱材料（耐用温度1100℃のNi基超
合金、耐用温度1500℃のセラミック材料、耐用温度1800℃の高
融点超合金）を開発し、タービンシミュレーションや既存ター
ビンによる実機試験を行い、有用性を実証する。
(2)従来施策・事業との違い
　原子力発電に依存しているエネルギー起源ＣＯ２削減の現実
的施策を可能にする材料技術。開発Ni基超合金を用いて、天然
ガス燃焼高効率ガスタービン（熱効率６０％）を開発、実用化
することにより、原子力に依存しているＣＯ２削減の遅れを補
完することが可能。

平成１１年度～平成１５年度

14年度：Ni基超合金は、鋳造性、耐酸化性などの評価とこれらの特性向上を
図る。セラミック材料は、試験片でのクリープ特性目標１５００℃を達成す
る。また、高融点超合金は、無冷却タービン翼模擬形状の部材成形を行う。
さらに、仮想タービンや実機での材料評価を行う。

15年度：Ni超合金は長時間特性向上を図り、セラミック材料及び高融点超合
金は模擬実態翼でのクリープ特性目標を達成する。また、材料設計法の確
立、クリープ予測法の確立、仮想タービンでの熱効率推定を行う。

物質・材料研究機
構

A-e:対策技術

2 経産省
変圧器の電力損失削減のための革新的磁
性材料の開発

大電力変電所や配電変圧器等の電力変換効率を格段に高める送
配電システムを構築するため、PVD又はCVD技術を応用して、変
圧器の磁芯に使われる磁性材料（電磁鋼板）の表面に無機シリ
コン系化合物等の薄層膜をコーティングし、電力損失を画期的
に低減する材料を開発する。

平成１４年度～平成１６年度

平成１５年度は下記項目について研究を継続する。
　研究開発項目①「鉄損低減に最も効果的な薄膜物質の探索とその高速成膜
技術」においては、以下の研究開発を実施する。
　PVD又はCVD技術への絞り込みを行うため、ラボ装置によりさらなる高速成
膜の可能性を追求するとともに，経済性を含めた最適膜物質の調査を行う。
絞り込みの結果を受け、ラボ装置により高速・連続成膜技術の適正条件の究
明を実施し、パイロット規模の電磁鋼板処理ラインでの実験に反映させるこ
とにより、処理材の磁気的特性の最終目標である0.60W/kg以下を安定製造し
得る最適条件を確認し，平成１６年度事業につなげる。
　研究開発項目②「小型試験コイルを用いた高速・連続成膜技術」において
は、以下の研究開発を実施する。
研究項目①で開発された高速成膜技術を反映させたパイロット規模のPVD又は
CVD成膜方式電磁鋼板処理ラインにより小型試験コイルを用いた高速・連続成
膜実験を行い，処理材が0.65W/kg以下の磁気的特性を満たすと同時に経済性
のある技術であることを確認する。

経済省／NEDO、
（財）金属系材料
研究開発セン
ター、JFEスチール
（株）

A-e:対策技術

3 経産省 超低損失･省エネルギー型デバイスシステ
ム技術研究開発

本事業では、電力ネットワーク、電力機器の省エネ化を目指
し、インテリジェントビル等のローカルエリア電力ネットワー
ク内の無停電電源設備、電力消費機器などを超低損失電力変換
器で結合し、エネルギー利用効率の高いシステムを形成するた
めのネットワーク設計技術、各種制御技術等の基礎基盤研究を
行う。また、SiC素子などを利用した小型・超低損失電力変換器
のための高密度実装・モジュール化技術等の基盤技術を開発す
る。
さらに情報通信機器の省エネ化を可能とする基礎・基盤技術と
して画像表示部や演算回路等をワンチップにシステム化し、情
報処理内容に応じて最適なパワーマネージメントを行うことに
より、情報通信機器の抜本的省エネルギー化を可能とするイン
テリジェントシステムチップの研究開発、ならびに視認性に優
れ、省エネルギー効果の大きいディスプレイの研究開発を行
う。

委託費
直接交付先：独立行政法人産業

技術総合研究所
終期：平成１８年度

(1)超低損失モジュール技術開発についてSiCの低損失・高周波/高温動作の特
長を生かしたパワーモジュールの基盤技術を開発するため、高密度三次元回
路設計・実装および回路構成要素の検討を開始するとともに、SiCの物性値限
界を超える低エネが可能な素子構造設計・プロセス基盤技術開発を開始す
る。
(2)超低損失素子利用ネットワーク技術開発について電力ネットワークへの接
続が想定される分散電源、電力貯蔵設備、および超低損失電力素子を用いた
電力変換器等をモデル化し、これらを結合させた多層ネットワーククラス
ターの設計を行う。
(3)省エネルギーLSIシステム技術開発についてSi電界放出電子エミッタとSi
論理回路を同一基板上に混載した多機能電子源を開発し，フィールドエミッ
ションディスプレイ用電子源としての性能評価を行う．また，省エネルギー
MOSデバイスとして期待されるXMOS（ダブルゲートMOS）素子に関して，セル
フアラインダブルゲートを持つ素子を試作し、ゲート機能を実証する．さら
に，オンチップ光発電素子への応用を目指した鉄シリサイド薄膜の成長条件
の最適化を行い，膜の高品質化を図る．
(4)省エネルギー発光素子の技術開発について高効率の光電変換層材料および
発光材料を得るための分子設計を行う。赤外→赤、赤→緑または青、緑→青
の波長変換を行う外部光活用型有機電界発光素子の高効率化する。

経済省／産業技術
総合研究所

A-e:対策技術

4 経産省 超電導発電機基盤技術研究開発

電力系統の高効率化、高安定化に資することを目的に、電力系
統の安定化性能が高く、高効率、コンパクト等の優れた特徴を
有し、電力輸送設備の大幅な軽減も可能な超電導発電機の実用
化を目指して、基盤技術の研究開発を行う。
２００３年度までに、２０万ｋＷを目標とした高密度化技術、
６０万ｋＷを目標とした大容量化技術及び設計技術等の超電導
発電機の実用化に必要な基盤技術を確立する。

平成１２年度～平成１６年度

超電導発電機の開発に必要な基盤技術として、低コスト化を目指した高密度
化基盤技術、高いニーズに対応した大容量化基盤技術等について研究開発を
行う。
平成１５年度においては、次の事業を行う。
(1)高密度化基盤技術開発
２０万ｋＷ級発電機について、電機子巻線部分モデル試験及び要素モデル試
験による界磁巻線コイルの評価・検討を実施し、基本構造設計を行う。
(2)大容量化基盤技術開発
６０万ｋＷ級発電機について、要素モデル試験による電機子巻線の評価・検
討、要素モデル試験並びに界磁巻線部分モデル試験による界磁巻線の冷却、
支持特性の評価・検討を実施し、基本構造設計を行う。

超電導発電関連機
器・材料技術研究
組合

A-e:対策技術

5 経産省 フライホイール電力貯蔵用超電導軸受技
術研究開発

超電導状態で発生するマイスナー効果を利用してフライホイー
ルの軸受摩擦のロスを低減することにより、電力を運動エネル
ギーに転換して貯蔵する技術の開発を行う。
２００４年度までに100kWh級フライホイールの技術的見通しを
検証する。

平成１２年度～平成１６年度

フライホイール電力貯蔵用の超電導磁気軸受の要素技術として、回転体の重
量を支える力（載荷力）の向上、時間と共に載荷力が落ちる現象（磁束ク
リープ）の抑制等の研究、及び特性評価試験、軸受応用技術開発を行う。平
成１５年度においては、次の事業を行う。
①超電導軸受要素技術の開発
載荷力・剛性（支持のかたさ）の向上技術、磁束クリープ防止技術、回転損
失低減技術、特性評価技術の研究を行う。
②超電導軸受応用技術の開発
10kWh級長期運転試験装置開発のための研究及び同装置の製作を行う。
③技術調査
フライホイール電力貯蔵技術及びその他関連技術の動向調査を行う。

（財）国際超電導
産業技術研究セン
ター

A-e:対策技術

プログラムと
の対応

備考 実施期間  予算事業計画概要 予算計上省／実施
機関

No. 担当省  課題名  課題概要
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平成１５年度対策技術分野登録課題＜電力＞

プログラムと
の対応

備考 実施期間  予算事業計画概要 予算計上省／実施
機関

No. 担当省  課題名  課題概要

6 経産省 交流超電導電カ機器基盤技術研究開発

電力機器の高効率化、電力系統の安定度向上を図るため、超電
導技術を利用した革新的交流電力機器（超電導ケーブル、超電
導限流器、超電導変圧器）の開発を行う。
２００４年度までに超電導技術を電力機器として利用するため
の基盤技術の確立を図る。

平成１２年度～平成１６年度

超電導技術を利用した革新的な交流電力機器（超電導ケーブル、超電導限流
器等）の開発に必要な基盤技術として、交流損失の低減技術、極低温下環境
における高耐圧絶縁技術、長尺冷却技術、高電磁力対策技術等について交流
電力機器の要求性能に合わせた研究開発を行う。
平成１５年度においては、次の事業を行う。
(1)超電導送電ケーブル基盤技術の研究開発
交流損失低減技術の研究および５００ｍ超電導ケーブルの建設、フィールド
試験を行う。
　　　(2)超電導限流器基盤技術の研究開発
高性能・均一薄膜生成技術、限流素子大電流・高電圧化技術の研究および模
擬系統での限流試験を行う。
(3)電力用超電導マグネットの研究開発
部分モデルを製作し、ＪＥＣ規格準拠の工場試験を実施する。
(4)トータルシステム等の研究開発
導入に必要なシナリオや機器試験法の研究等を行う。

超電導発電関連機
器・材料技術研究
組合

A-e:対策技術
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平成１５年度対策技術分野登録課題＜石油＆ガス＞

1 経産省 石油燃料次世代環境対策技術開発

（１）要求を行う施策・事業の概要
・将来のゼロエミッションを目指した自動車技術に対応する燃
料品質及びそれらに対応する基盤技術等に関する研究開発を行
うとともに、当該燃料品質を有する石油燃料の製造技術の開発
を行う。

補助金
直接交付先：財団法人石油産業

活性化センター
交付先件数(一件当たり単

価）：１件(程度)
補助率：２/３

終期：平成１８年度

　都市部を中心に自動車等からの排出ガスによる大気汚染は依然として厳し
い状況にあり、特に窒素酸化物、粒子状物質の更なる排出低減をいかに図る
かが重要な課題。
　また、排出ガス中に含まれる二酸化炭素等は、世界的に問題となっている
地球温暖化の主要因と考えられており、その排出抑制を同時に図ることが不
可欠。
　このような課題を解決するため、本事業では、将来のゼロエミッションを
目指した自動車技術に対応する燃料品質及びそれに対応する基盤技術等に関
する研究を行い,さらに、その燃料品質を有する石油燃料製造のための技術開
発を通じて、将来の低環境負荷型石油燃料の低廉かつ安定的な供給技術の確
立を行う。

経済省／財団法人
石油産業活性化セ
ンター

A-e:対策技術

2 経産省 天然ガスパイプライン安全基準整備調査
委託費

(1)要求を行う施策・事業の概要
・超高圧天然ガスパイプライン用高強度大径鋼管の特性を各方
面から評価し、我が国への適用の検討に資する技術基準策定の
ための調査を行う。 これを基に策定される技術基準によるパイ
プラインの実際の敷設に当たっての審査体制の確立等に資する
調査を行う。
　併せてパイプラインに係る規制基準の性能規定化に当たっ
て、鉱山に特有な検討項目、技術的課題等について調査、整理
し、鉱山保安規則のパイプラインに係る保安規制条項の性能規
定化の検討に資する。
(2)従来施策・事業との違い
・我が国における天然ガスの需要拡大を考える上で、高強度大
径鋼管の導入は必要不可欠。導入に先駆けて必要性の増す事業
である。
(3)施策・事業の効果(目標とする成果)
・我が国のパイプラインの安全性、経済性の向上を図り、エネ
ルギーの安定供給確保に貢献。
・安全性の実証がなされることにより、保安規制の確立に寄
与。
・政府の規制改革推進計画に従い、パイプラインに係る鉱山保
安法規の性能規定化を推進。

平成１４年度～平成１５年度

委託費
直接交付先：（財）エンジニア

リング振興協会
間接交付先：

終期：平成15年度

始期は平成14年度。
（財）エンジニアリング振興協会への委託事業。協会内に学識経験者等から
なる調査委員会を設置し、調査の詳細な仕様等について検討。委員会の検討
に基づき、協会自ら調査を実施。

経済省／ A-e:対策技術

プログラムとの
対応

備考 実施期間  予算事業計画概要 予算計上省／実施
機関

No. 担当省  課題名  課題概要
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平成１５年度対策技術分野登録課題＜石炭＞

1 経産省 石炭利用技術開発

(1)要求を行う施策・事業の概要
「クリーン・コール・テクノロジー（ＣＣＴ）の研究開発」
　石炭は埋蔵量が豊富で、世界の広範な地域に賦存しており、
価格も安定していることから、今後とも石油代替エネルギーの
重要な柱の一つ。
　しかしながら、近年の地球環境問題への高まりから、地球温
暖化、酸性雨など石炭利用に伴う地球環境問題への積極的な対
応が求められており、石炭利用に伴う環境負荷を低減させるこ
とを目的としたＣＣＴの開発は、環境及ぴエネルギー対策
上、非常に重要な技術開発である。
　このため、当事業においては民間ニーズの動向を踏まえ、技
術開発の推進状況に応じ、実用化技術、次世代技術、基盤技術
の各段階に分け、ＣＣＴ開発の推進を図る。

昭和５７年度～平成１９年度

補助金
直接交付先：新エネルギー・産
業技術総合開発機構、民間団体

等
間接交付先：民間企業等

交付先件数(一件当たり単価)：
９件(程度)(1件当たり277百万

円)
補助率：2/3、定額(2/3相当)、

定額
終期：平成19年度

補助率：2/3、定額(2/3相当)、定額
【始期】昭和57年度
【14年度事業予定】
(1)実用化技術開発1,681,907千円(▲1,203,793千円)
　石炭を高効率燃焼させる技術、石炭を多目的に利用する技術、石炭灰を有
効に利用する技術につき継続的に実施する。
(2)次世代技術開発307,145千円(▲69,758千円)
　微量元素の測定及ぴ測定技術の開発、石炭熱分解技術の大型試験を継続的
に実施する。
(3)石炭利用基盤技術開発384,970千円(▲21,975千円)
　高性能ガス化シュミレーターの開発を継続的に実施する。

経済省／民間団体
等

A-e:対策技術

2 経産省 噴流床石炭ガス化発電プラント実証

石炭ガス化複合発電(IGCC: Integrated coal Gasification
Combined Cycle)は、石炭をガス化し、ガスタービン及び蒸気
タービンの２つのタービンを駆動させることにより発電効率を
飛躍的高め、最終的にはＣＯ２排出量を石油火力並みまで低減
できる技術。エネルギーセキュリティの確保と地球環境問題へ
の対応の双方に資する本技術開発について、現在実用化に向け
ての最終実証試験を実施しているところ。

補助金
直接交付先：株式会社クリーン

コールパワー研究所
補助率：3/10

開始：平成11年度　終期：平成
21年度

　実証機建設地点における環境影響評価の手続きと並行して、実証機の詳細
設計及び実証プラントの材料手配を実施する。

経済省/株式会社ク
リーンコールパ
ワー研究所

A-e:対策技術

プログラムと
の対応

備考 実施期間  予算事業計画概要 予算計上省／実施
機関

No. 担当省  課題名  課題概要
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平成１５年度対策技術分野登録課題＜原子力＞

1 文科省 軽水炉再処理技術開発（追加） 文科省／東海事業
所再処理センター

2 文科省 高レベル放射性廃棄物処分研究開発（追
加）

文科省／経営企画
本部

3 文科省
環境科学研究（数値環境システムの構築
と高度環境分析及び環境モニタリング・
保全・修復技術の開発）

環境中の放射性物質等の特性を利用して、大気・陸域・海洋中
での放射性物質等の動態解明と数値シミュレーションによる予
測技術を開発するとともに、原子力技術等を利用して、高度環
境分析技術及び環境モニタリング技術、並びに環境保全・修復
技術を開発する。

平成１１年度～平成１８年度

大気・陸域・海洋環境研究では、放射性物質等の環境中の移動の追跡結果を
利用して、大気循環・水循環変動のモデル開発を進めるとともに、それを用
いた大規模数値シミュレーションシステムの完成版の構築に着手する。高度
分析・モニタリング技術等の開発では、放射性物質等の動態を高度かつ効率
的に追跡するため、レーザー等を利用した極微量分析法、微粒子特性を解明
する技術、並びに遠隔モニタリング技術及び環境保全・修復技術の開発を行
う。

文部科学省/日本原
子力研究所

A-a:モニタリ
ング

4 文科省 核融合研究

燃料である重水素が豊富かつ偏りなく存在し、炭酸ガスの発生
量が少なく、核的暴走がない安全性の高い核融合エネルギーを
実用化するための研究開発を行う。国際協力で進めている国際
熱核融合実験炉（ITER）計画を推進するとともに、核融合エネ
ルギーの実用化に必要な炉心プラズマ技術及び核融合工学技術
の開発を総合的に進める。

昭和44年度～

ITER事業体の発足までの移行期間における我が国の実施機関として、円滑に
ITER建設に着手できるように建設準備活動を実施する。JT-60による研究で創
出した先進定常運転を更に発展させ、ITER計画推進の基盤を構築するととも
に、コンパクトで経済的な核融合発電プラントの実現に向けた研究開発を進
める。長期の開発期間が必要な、燃料増殖と発電用に熱を取り出すことを目
的とする核融合炉ブランケット及び低放射化構造材料等の研究開発を進め
る。

文部科学省/日本原
子力研究所

A-e:対策技術

5 文科省 軽水炉発電を支える安全性研究

温暖化防止のための代替エネルギー源としては軽水炉による発
電が第１のオプションであるが、その推進のためには安全性の
確保が前提となる。このため、原子炉燃料、構造機器、冷却系
統システム等軽水炉を構成する主要機器等の性能や健全性評価
手法、軽水炉発電システムの総合的リスク評価手法、核燃料施
設の安全性、放射性廃棄物の処分に係る安全性、放射線安全性
等に関する研究を、原子力安全委員会が定める安全研究年次計
画に基づいて総合的かつ系統的に実施し、我が国における軽水
炉発電の計画的な発展の安全かつ円滑な実現を目指す。

平成１３年度～平成１７年度

原子炉燃料に関しては、ウラン燃料の更なる高燃焼度化やMOX燃料の本格利用
等に関する安全評価に必要な研究を進める。構造機器に関しては、高経年化
した機器の安全評価に必要な研究を進める。冷却系統システムに関しては、
核特性と熱特性が結合して生じる現象の解明研究や静的安全系の性能評価に
関する研究を進める。軽水炉発電システムについては、確率論的な手法に基
づきリスクを定量化し、安全規制への適用研究を進める。核燃料施設につい
ては、臨界事故時安全性に関する研究を進める。放射性廃棄物については、
処分に係る安全評価に必要な研究を進める。放射線安全性については、線量
評価、放射線リスク評価等に関する研究を進める。

文部科学省/日本原
子力研究所

A-e:対策技術

6 文科省 革新的原子炉システムの研究開発（エネ
ルギーシステム研究）

原子力エネルギーの利用拡大に向けて、原子炉，燃料サイク
ル，環境等を含めた総合的観点から、高い安全性及び経済性を
有する革新的原子炉システムの実現を目指した研究開発を実施
する。また、その実用化に向けた燃料及び材料の研究開発を実
施するとともに、基盤的な技術となる炉物理，核データ，熱流
動等の研究を進める。

平成１０年度～平成２２年度

プルトニウムの多重リサイクル利用を可能とし、ウラン資源の格段の有効利
用を実現する革新的原子炉である低減速軽水炉に関して、これまでに実施し
た炉心概念の設計結果をベースとして、さらに詳細な炉設計を進めるととも
に、本炉において新たに導入する稠密格子炉心における除熱性能に関する確
認試験、臨界実験による核設計計算精度の確認試験、ＭＯＸ燃料の健全性の
評価検討、燃料被覆管候補材料の特性データ取得と評価等を進める。

文部科学省/日本原
子力研究所

A-e:対策技術

7 文科省 ＦＢＲサイクル技術の研究開発（追加）
文科省／経営企画
本部ＦＢＲサイク
ル開発推進部

8 文科省 高温工学試験研究

我が国初の高温ガス炉である高温工学試験研究炉(HTTR)を建設
し、高温ガス炉研究開発における世界のトップランナーとし
て、高温ガス炉の高い安全性・信頼性を実証し、その実用化を
図る。高温ガス炉の実用化は、原子力エネルギー利用の多様化
及び資源の有効利用による環境負荷低減に大きく貢献する。
　本研究開発によって得られた成果は、高温ガス炉から得られ
る熱を利用した水素の製造などの実証を行う核熱利用研究に加
えて、経済性･安全性･環境負荷低減効果等に優れた革新的な第
Ⅳ世代原子炉システムとしての超高温ガス炉システムの開発に
活かされる。

昭和５２年度～平成２０年度

HTTRは、前年度に引き続き運転・保守技術の蓄積や施設定期検査を通して高温
ガス炉技術の確立を図るとともに、ほとんどの化学プロセスにおける熱利用のニー
ズをカバーすることができる原子炉出口ヘリウム温度950℃を目指した高温試験運
転を実施する。さらに、国からの受託事業として高温ガス炉の安全性を実証する試
験を行う。

文部科学省/日本原
子力研究所 A-e:対策技術

9 文科省 革新的原子力システム技術開発（公募
型）（追加）

文科省／未定

10 文科省 核熱利用研究

クリーンエネルギー媒体である水素を、温室効果ガス(CO2)を排
出せずに、安価で、大量かつ安定に製造することができる高温
ガス炉を用いた水素製造システムの技術開発を行うとともに、
軽水炉よりもはるかに高い発電効率が達成可能な高温ガス炉を
用いた発電システムの技術開発を行い、地球環境保全に貢献す
る。

平成８年度～平成１９年度

水素製造システムについては、高温ガス炉と水素製造システムとを安全に接
続する技術の開発を目的として、高温工学試験研究炉(HTTR)に接続する水素
製造システムの設計検討、炉外技術開発試験等を行う。また、水から水素を
製造する熱化学法ISプロセスについては、連続水素製造試験等を行う。高効
率発電システムについては、実証プラントの経済性評価及びシステムを構成
する主要機器の開発試験等を行う。

文部科学省/日本原
子力研究所

A-e:対策技術

11 経産省 原子カ利用安全対策等委託費

・国内外における放射性廃棄物の確認手法の調査:①
・核燃料施設、廃棄物埋設施設及び廃棄物管理施設並ぴに発電
の用に供する研究開発段階炉の安全審査時等における計算解
析:②③④
・核燃料輸送物に係る国内法令の整備に必要な基礎データの収
集、技術資料の作成等:⑤

平成１３年度(科学技術庁から
の移管)～平成１８年度

①国内外における放射性廃棄物確認手法の調査；
今後埋設処分が処分されている放射性廃棄物の廃棄確認手法の策定のための
調査を行う
②核燃料施設の臨界安全性解析等；
核燃料施設の安全審査時等における各施設の安全設計、被ばく評価に対する
計算解析を行う
③廃棄事業許可等における計算解析；
廃棄物埋設施設及び廃棄物管理施設の安全審査時における各施設の安全設
計、被ばく評価に対する計算解析を行う
④新型炉の安全性解析等；
発電の用に供する研究開発段階炉の安全審査時等における各施設の安全設
計、被ばく評価に対する計算解析を行う
⑤核燃料輸送物の技術基準等整備
ＩＡＥＡ放射性物質安全輸送規則の国内法令への適切な取り入れのための情
報収集、課題の検討等を行う

経済省／民間団体
等 A-e:対策技術

12 経産省 放射性廃棄物処理処分対策調査研究委託
費

・原子力施設より発生する放射性廃棄物処理処分に係る安全評
価指針及び各種基準作成のための調査研究
・安全評価手法に関する調査研究

平成１３年度(科学技術庁から
の移管)～平成１５年度

廃棄の事業に係る安全規制を適切に行うため、安全評価指針作成、各種
基準作成及ぴ安全評価手法に関する調査研究を行う。

経済省／(財)原子
力安全研究協会

A-e:対策技術

プログラムと
の対応

備考 実施期間  予算事業計画概要 予算計上省／実施
機関

No. 担当省  課題名  課題概要
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13 経産省 放射性廃棄物処分安全技術調査等

A.放射性廃棄物処分の長期的評価手法の調査
B.核燃料サイクル施設の廃止措置に係る調査
C.地層処分に係る地質情報データの整備
D.安全規制及ぴ安全基準に係る内外の動向調査
E.放射性廃棄物確認技術に係る調査

平成１３年度～

　放射性廃棄物の処分のに係る安全性を適切に評価するため、以下の調査等
を行う。
A.長寿命核種を含む放射性廃棄物の地層処分に関し、地中における核種移行
等に係るデータ収集、処分場への人間侵入に伴う影響評価及びこれらに確率
論的発生頻度を加味した検討を行う。
B.今後の核燃料サイクル施設の廃止措置に備え、安全規制並びに安全基準に
係る調査を行う。
C.高レベル放射性廃棄物の処分に向け、地層処分に係る地質情報データの整
備を行う。
D.高レベル放射性廃棄物の処分に向け、安全規制の枠組み、規制内容及び安
全基準に係る内外の規制情報の収集を行う。
E.今後埋設処分が処分されている放射性廃棄物の廃棄確認手法の策定のため
の調査を行う

経済省／日本原子
カ研究所、産業技
術総合研究所、
(財)原子力環境整
備・資金管理セン
ター、民間団体等

A-e:対策技術

14 経産省
放射性廃棄物処分安全解析コード改良整
備

　放射性廃棄物処分の安全審査において、埋設事業者が事業許
可申請書において行っている評価を、行政庁としてクロス
チェックするための安全解析コードの整備を行う。

平成１３年度～平成１５年度
　今後、想定される原子炉解体廃棄物、海外返還再処理廃棄物の処分に備
え、これらの処分に適応したコードの整備を進める

経済省／(財)原子
力発電技術機構 A-e:対策技術

15 経産省
発電用原子炉廃止措置工事環境影響評価
技術調査

　我が国における商業用原子力発電所の廃止措置については、
最終的には解体撤去することを基本方針としている、商業用を
含め発電用原子炉施設を解体撤去するに当たっては、大量の放
射性物質がその内部に存在している設備を撤去することから、
周辺の環境に影響を及ぼさないよう、安全性・信頼性を確保す
ることが必須となる。

平成９年度～平成１８年度

　このため、発電用原子炉の廃止措置に伴って発生する放射性物質の挙動試
験、拡散防止設備の性能試験等を実施し、放射性物質の環境に与える影響を
評価する上で必要となるデータを整備する。また、研究開発段階発電用原子
炉施設の廃止措置を実施する上で留意する事項の調査を行う

経済省／(財)電カ
中央研究所、(財)
原子力発電技術機
構、民間団体等

A-e:対策技術

16 経産省 発電用原子炉廃止措置基準化調査

　原子力の開発利用を進める上でバックエンド対策は避けて通
れない課題。特に我が国の原子力発電所の廃止措置について
は、安全性・信頼性の確保が必須であり、廃止措置に係る基準
等の整備が必要不可欠。

平成１３年度～平成２２年度

　廃止措置に係る基準の整備に資する海外の廃止措置基準等の調査、廃止措
置基準との適合性を確認するツールとして安全性の評価コードの整備及ぴ解
体廃棄物の分別が適切に行われていることを確認する検認手法の調査・検討
を行う。

経済省／日本原子
カ研究所

A-e:対策技術

17 経産省 原子力発電施設等緊急時対策技術等委託
費

(1)要求を行う施策・事業の概要
・原子力災害時に使用する緊急事態応急対策拠点施設内設備の
整備・維持管理を行う。
・緊急時対策支援システムの拡充、維持管理を行う。
・緊急事態応急対策拠点施設を中心とした原子力防災対策の実
効性向上のための研修
・机上訓練及び防災関連の情報の共有化を図るためのシステム
整備を行う。
・原子カ防災專門官等に対するスキルアップ研修を行う。
・核燃料輸送時の災害対応の技術的支援システムの整備を行
う。

昭和６２年度～

委託費
直接交付先:(財)原子力発電技
術機構、(財)原子力安全技術セ
ンター、核燃料サイクル開発機

構
交付先件数(一件当たり単価):

３件

　平成11年9月に発生した㈱ジェー・シー・オーのウラン加工施設における臨
界事故は、初めて住民の避難や屋内退避が要請された極めて重大な事故であ
り、我が国の原子カ防災対策への課題が露呈した事故であった。
　これを受けて、平成12年6月に施行された原子カ災害対策特別措置法を踏ま
えて整備された緊急事態応急対策拠点施設を中心とした防災体制の実効性の
向上を目指し、国、自治体、事業者、防災関係機関が連携した防災対策を実
施するための事業を行う。
・対前年度増額理由
東北電力㈱東通原子力発電所を対象事業所とするオフサイトセンター内の設
備整備を行う。

経済省／(財)原子
力発電技術機構

A-e:対策技術

18 経産省 原子炉施設アクシデントマネージメント
知識ベース整備委託費

(1)要求を行う施策・事業の概要
 原子炉施設のシビアアクシデント（ＳＡ）の発生防止、拡大防
止及び環境影響緩和の各段階における、アクシデントマネジメ
ント（ＡＭ）について、既存の研究成果の集約・体系化を行う
とともに、未検証分野の実証試験を実施し、事業者が行うＡＭ
に係る手順の確認・検証等のための知識ベースを作成し、防災
対策に資する。

平成１４年度～平成２０年度

委託費
直接交付先:財団法人原子力発

電技術機構
交付先件数(一件当たり単価):1

件(1件当たり163百万円)
終期:平成20年度

　平成１５年度は、各国原子力機関でＳＡ現象の重要課題とされている、
①早期に放射性物質の大量放出を招く可能性があり防災対策上重要な蒸気発
生器伝熱管破断事故時の放射性物質の挙動、
②冷却材喪失時の炉心溶融物の冷却挙動等に対応するための国際協力試験に
参加し、知識ベースを整備する。
・創設年度:平成14年度

経済省／財団法人
原子力発電技術機
構

A-e:対策技術

19 経産省 発電用原子炉安全解析コ一ド改良整備委
託費（実用発電用原子炉）

・原子カ発電所の安全審査において、最新の知見を反映した
コード改良等の整備を行い、原子カ発電所の設置許可等に係る
安全審査機能の充実を図る。
・原子カ発電所の安全性の一層の向上をはかるため、確率論的
安全評価手法の整備等を行い、安全評価の充実を図る。

昭和５５年度～

　過渡・事故事象解析コード、構造強度解析コード、耐震解桁コード及ぴ確
率諭的安全評価コードの改良整備を行う。
　具体的には、冷却材喪失事故解析コードの不確かさ評価、予め震源を特定
しにくい地震動の評価手法整備、内的・外的事象に係る確率論的安全評価の
手法整備等を引き続き実施する。

経済省／財団法人
原子力発電技術機
構

A-e:対策技術

20 経産省 耐震安全解析コード改良試験委託費

　原子カ発電所の安全審査において使用する耐震安全解析コー
ドの改良のために地震時における原子炉建屋等の挙動につい
て、詳細なデータを取得し、既存の耐震安全解析コードの改良
整備を図る。

昭和５５年度～平成１５年度

・原子炉建屋の多方向同時入カ試験
　平成15年度は、平成14年度に製作した円筒壁試験体の動的試験を実施す
る。次に、これまで実施してきた静的加力試験及び動的加振試験を総合的に
評価し、多方向入力に対する耐震壁の耐力評価法をまとめるとともに、関連
する耐震安全解析コードの改良のための定式化を行う。

経済省／財団法人
原子力発電技術機
構

A-e:対策技術

21 経産省 原子力発電施設管理技術調査

原子力発電所の運転年数の累積に伴って発生の予想される事象
に対する対応策として、中性子照射を受けた炉内構造物等の補
修溶接技術、原子力プラント機器の劣化防止に係る予防保全技
術及び原子力プラント経年劣化に対応した容器等の脆化評価技
術の確証・確立を行うとともにこれらの技術に関する基準整備
等を行う。

昭和６０年～平成１７年

本年度は、補修溶接技術について前年度に引き続き照射材の補修溶接試験及
び評価試験、予防保全技術について前年度に引き続き照射材に対する評価試
験、脆化評価技術について前年度に引き続き試験及び技術調査等を実施す
る。

経済省／財団法人
発電設備技術検査
協会、日本原子力
研究所

A-e:対策技術

22 経産省 高経年化対策関連技術調査
原子力発電施設の高経年化対策に係る関連技術（照射誘起応力
腐食割れ、ニッケル基合金応力腐食割れ及びケーブル経年劣化
に関する対策関連技術等）の調査及び確証を行う。

平成１１年～平成２０年

本年度は、前年度に引き続き高経年化対策関連技術（照射誘起応力腐食割
れ、ニッケル基合金応力腐食割れ及びケーブル経年劣化に関する対策関連技
術等）の確証試験を行うとともに、高経年化技術基盤・情報についての調査
及びデータベースの構築を進める。

経済省／財団法人
発電設備技術検査
協会

A-e:対策技術
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23 経産省 原子カ安全基盤調査研究

　原子力のエ学領域だけでは解決できない新たな安全上の課題
に取り組むため、大学等からの公募により、自然科学、人文科
学、社会科学等の学術領域について原子力安全に関する知識基
盤の創生につながる調査研究を実施する。

平成１４年～平成２３年

　原子カは、原子カのみならず、機械、電気、科学、建築、土木、材料等の
総合技術の上に成り立っている。また、近年、原子カ発電所の耐震性に対す
る国民の不安感が高まっているほか、MOX燃料データ改ざんやJCO事故等によ
り、品質保証や安全管理のマネジメント問題や国民とのリスクコミュニケー
ションの必要性等が指摘されており、原子カの安全基盤の維持・向上・高度
化に当たって、こうした自然科学、人文科学、社会科学等の学術領域の調査
研究の充実が不可欠となっている。

経済省／民間団体
等

A-e:対策技術

24 経産省 高度化軽水炉燃料安全技術調査

近い将来の実用化が予想される高度化軽水炉燃料（高燃焼度ウ
ラン及びＭＯＸ燃料）の安全審査時の判断材料とするため、技
術的知見（事故条件下における燃料挙動、反応度事故時の過渡
沸騰挙動等）を収集する。

平成１４年～平成１９年

①欧州の発電炉で照射された大幅高燃焼度燃料をスタズビックに集荷する。
また、同燃料をスタズビックから日本へ輸送するための準備などを行う。
②NSRR燃料取扱設備に中性子遮蔽増強等の改造を施す。高温高圧カプセルの
強度確認試験等を実施すると共に、実験用機器の製作を行う。また、追加照
射試験のための設計を行う。
③各試験燃料について、NSRR試験条件下での燃料挙動に関する事前解析を行
い試験計画の具体化を図る。
④低圧試験装置を用いた反応度事故時の過渡ボイド挙動調査試験を実施す
る。また、長尺試験体での試験を実施するため装置の設計、改造を行う。

経済省／日本原子
力研究所 A-e:対策技術

25 経産省 燃料集合体信頼性実証等委託費

　MOX燃料及ぴ高燃焼度9×9型燃料の燃焼前及ぴ燃焼後の調査・
分析を実施し、その信頼性を実証するとともに、燃料燃焼挙動
に関する技術テータを収集・整理する。また、MOX燃料を全炉心
に装荷する沸騰水型原子炉の炉心設計手法の信頼性を確認す
る。

昭和５１年度～平成２８年度

①1/3炉心混合酸化物燃料信頼性実証
　1/3炉心混合酸化物燃料について、燃焼前後の調査・分析及び混合酸化物燃
料に関する技術調査を実施する。
②高燃焼度9×9型燃料信頼性実証
　高燃焼度9×9型燃料について、燃焼前後の調査・分析を実施する。
③全炉心混合酸化物燃料信頼性実証
　全炉心混合酸化物燃料について、燃焼前後の調査・分析及ぴ混合酸化物燃
料の炉物理試験を実施し、全炉心混合酸化物燃料装荷炉心の安全性評価のた
めに、これらの試験並びに1/3炉心混合酸化物燃料の燃焼前後の調査・分析に
より得られる炉物理データを解析し、核設計手法の評価を実施する。

経済省／財団法人
原子力発電技術機
構

A-e:対策技術

26 経産省 実用原子カ発電設備環境中材料等疲労信
頼性実証

軽水炉機器・配管材料を対象に、実機環境条件及び実機力学条
件等を考慮した環境疲労試験を行い、軽水炉環境中疲労評価手
法を確立する。

平成６年～平成１８年 本年度は、前年度に引き続き環境効果基礎試験、実機強度評価試験及び信頼
性評価試験等を実施し、評価を行う。

経済省／財団法人
発電設備技術検査
協会

A-e:対策技術

27 経産省
重要構造物安全評価等委託費（流動励起
振動評価手法実証事業）

　原子カ発電所の安全上重要な部位である蒸気発生器伝熱管
の、蒸気発生器2次側水蒸気の流れの乱れによる微小な振動等流
動励起振動による劣化等に対する健全性評価手法を実証する。 平成１２年度～平成１５年度

　蒸気発生器電熱管の流動励起振動に関する海外研究機関等の研究情報の調
査と情報交換を基に、評価手法の検討に必要な技術情報を整備し、蒸気発生
器２次側水蒸気の流れの乱れによる微小な震動等励起振動による伝熱管の劣
化等について、伝熱管の健全性に対する評価手法を実証する。
　本年度は、前年度までに得られた技術知見を基に流動励起振動評価手法実
証を行うとともに、規格素案とその課題についてまとめる。

経済省／財団法人
原子力発電技術機
構

A-e:対策技術

28 経産省 原子力発電施設耐震信頼性実証等委託費

　財団法人原子カ発電技術機構が所有する大型高性能振動台設
備等を使用し、原子力発電所の安全上重要な大型設備について
実物大ないし実物に近い大きさの試験体による振動試験を行
い、原子力発電所の耐震信頼性を実証するものである。

昭和５５年度～平成１７年度

　①配管系終局強度：解析・評価の実施。
　②機器耐力その１（横形ポンプ、電気品）：詳細設計、製作（要素試験の
実施を含む。）、試験及び解析・評価の実施。
　③機器耐力その２（制御棒挿入性）：基本設計、詳細設計及び製作（要素
試験の実施を含む。）の実施。
　④機器耐力その３（大型立形ポンプ）：基本設計、詳細設計及び製作の実
施。

経済省／財団法人
原子力発電技術機
構

A-e:対策技術

29 経産省
原子力発電施設等安全性実証解析等委託
費（安全性実証解析等委託費）

・原子カ発電所の安全対策に資するため、各種事故、地震等に
対する安全性等の問題について、国が独自の安全解析コードを
用いて安全解析等を行う。
・事故時に原子力発電所内で発生する事象をできる限り正確に
模擬できる解析手法について調査を行う。

昭和５９年度～

　原子力発電所の安全性に係る実証解析、コード保守、プラント情報の収
集・整理、一般国民向けパンフレット等の作成等を行う。
　具体的には原子力発電所の安全性等の問題に係る安全解析、改良整備済み
のコードの保守作業、安全解析条件の設定等に活用するための国内外のプラ
ント情報の収集・整理、設置許可等の安全審査関連データのデータベース
化、規制行政庁として説明責任を果たすべく作成する一般国民向けパンフ
レット等の作成等を行う。

経済省／財団法人
原子力発電技術機
構

A-e:対策技術

30 経産省 原子力発電施設等安全性実証解析等委託
費（構造強度等実証解析等委託費）

・原子力発電所のトラプル対策等に資するため、構造強度に対
する安全性等の問題について、国が独自の安全解析コ一ドを用
いて安全解析等を行う。
・解析条件の設定、結果の評価等に活用するために国内外のプ
ラント情報の収集・整理等を行う。

平成１０年度～

　原子力発電所の構造強度等に係る実証解析、コード保守及びプラント情報
の収集・整理等を行う。
　原子力発電所の構造強度に係る安全解析、構造強度に対する安全性に係る
改良整備済みのコードの保守作業、構造強度に係る安全解析条件の設定等に
活用するための国内外のプラント情報の収集・整理及び工事計画認可に係る
審査関連データのデータベース化等を実施する。

経済省／財団法人
原子力発電技術機
構

A-e:対策技術

31 経産省 人間・組織等安全解析調査等委託費

原子力発電施設におけるヒューマンファクター（人的・組織的
な面）に係る安全性の確保、事故・トラブル未然防止対策等の
課題について国内外の情報を収集・整理・分析し、我が国の国
情に適した判断指針等の整備を行う。

平成１３年度～平成１７年度
本年度は、ヒューマンファクター面からの判断指針の作成等、ヒューマン
ファクター面からの事象分析とその結果のデータベース化を行う。

経済省／財団法人
原子力発電技術機
構

A-e:対策技術

32 経産省
環境審査等調査委託費（原子力発電立地
調査等委託費）

　原子力発電所の耐震性に関する安全対策に資することを目的
に、地震波伝ぱ特性に着目して調査・検討を行い、耐震設計の
基となる基準地震動についてより信頼性の高い評価法を確立す
る。

昭和５７年度～平成１６年度

　他機関(KiK-net等)の観測記録を活用し、本事業で得られた観測記録と合わ
せて地震波伝ぱ特性評価法の検討を行う。また、関東地域において地震観測
等を継続実施する。

経済省／財団法人
原子力発電技術機
構

A-e:対策技術
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プログラムと
の対応

備考 実施期間  予算事業計画概要 予算計上省／実施
機関

No. 担当省  課題名  課題概要

33 経産省 研究開発段階炉

要求のポイント
(1) 要求を行う施策・事業の概要
・クロスチェック解析に必要な安全解析コードの改良整備を行
い、研究開発段階原　子炉施設の設置許可等に係る安全審査機
能の充実を図るとともに、最新知見等に　ついて調査を行う。
・原子炉等規制法に基づく研究開発段階発電用原子炉施設に係
る技術基準等の整備　に必要な基礎データの収集、技術資料の
作成等を行う。
(2) 施策・事業の効果（目標とする成果）
　本事業によって、最新の知見等を反映したコードの改良整備
を行い、安全審査等に万全を期すことにより、研究開発段階発
電用原子炉施設の安全性が確保され、我が国の原子力安全水準
の向上に貢献することができる。また、当該施設の技術基準等
整備により、国内法令への適切な取り入れを可能とする。

委託費
直接交付先:財団法人原子力発

電技術機構等
交付先件数(一件当たり単価):2
件(程度)(1件当たり70百万円)

・クロスチェック解析に必要な安全解析コードの改良整備を行い、研究開発
段階発電用原子炉施設の設置許可等に係る安全審査機能の充実を図るととも
に、最新知見等について調査を行う。
・原子炉等規制法に基づく研究開発段階発電用原子炉施設に係る技術基準等
の整備に必要な基礎データの収集、技術資料の作成等を行う。

経済省／財団法人
原子力発電技術機
構及び財団法人原
子力安全技術協会

A-e:対策技術

34 経産省 核燃料施設安全解析コード改良整備

(1) 要求を行う施策・事業の概要
核燃料施設の設置に際し、行政庁が申講者の実施した安全評価
をクロスチエックするため等に必要な安全解析コード及びデー
タベースを整備し、行政庁が行う安全審査の補完を図るととも
に同施設の安全設計の妥当性に対する客観的な確認を実現す
る。
(2) 施策・事業の効果（目標とする成果）
　本事業によって、最新の知見を反映したコードの改良整備を
行い、安全審査機能の高度化を図り、安全審査等に万全を期す
ることにより、同施設の安全性が確保され、我が国の原子力安
全水準の向上に貢献することができる

委託費
直接交付先:財団法人原子カ発

電技術機構
終期:未定

交付先件数(一件当たり単価):1
件(程度)(1件当たり475百万円)

平成15年度の事業計画
引き続き核燃料施設に係る各種コードの改良整備を行うとともに、関連デー
タを収集してデータベースを構築する。さらに、ＭＯＸ燃料加工施設に係る
コードの改良整備、コード改良を効率的に進めるための国内外の規制動向調
査、リスク情報を考慮した検査の核燃料施設への適用性検討を行う。

経済省／財団法人
原子カ発電技術機
構

A-e:対策技術

35 経産省 リサイクル燃料資源貯蔵施設安全解析
コード改良試験

(1) 要求を行う施策・事業の概要
リサイクル燃料資源貯蔵施設に係る国内外の調査、耐震安全性
及び燃料の長期安全性に関する試験等を行い、必要な知見及ぴ
試験データ等を収集・取得し、同施設の安全審査におけるクロ
スチェック解析に使用する安全解析コードの改良整備を実施し
て安全審査機能の充実を図る。また、平成15年度より、従来の
金属キャスクに加え、コンクリート系（主にコンクリートキャ
スク）の中間貯蔵施設を対象とした安全評価手法の調査及び安
全解析コードの改良整備も実施し、安全審査機能の充実を図
る。
(2) 施策・事業の効果（目標とする成果）
　同施設の安全審査におけるクロスチェック解析を円滑に進め
ることができる。

委託費
直接交付先:財団法人原子カ発

電技術機構
終期:平成17年度

平成12年度から計画・着手している各試験(耐震安全性に関する試験等及ぴ燃
料の長期安全性に関する試験)を引き続き実施する。また、関連コードの調
査・検討及ぴデータ収集を行い、これらの調査結果及び試験データ等に基づ
き、安全解析コード改良整備を行う。さらに、平成15年度より、従来の金属
キャスクに加え、コンクリート系の中間貯蔵施設を対象とした安全評価手法
の調査及び安全解析コードの改良整備も行う。

経済省／財団法人
原子カ発電技術機
構

A-e:対策技術

36 経産省 金属キャスク貯蔵技術確証試験

(1)要求を行う施策・事業の概要
  中間貯蔵施設の実現に向け、使用済燃料貯蔵技術について所
要の金属キャスク貯蔵技術の安全性について確証、評価する。
(2)施策・事業の効果(目標とする成果)
  本事業にて得られた成果は安全審査の判断基準等に資するこ
とができる。また、技術的知見の蓄積により中間貯蔵施設の安
全性について確証することができる。

委託費
直接交付先：財団法人原子カ発

電技術機構
終期:平成15年度

キャスク構成部材の加速条件下劣化特性データの取得を継続するとともに、
健全性確証試験として耐火試験条件下のキャスク健全性データを取得する。
また、実規模キャスクモデル試験体の製作を継続、完了し、落下試験等によ
り貯蔵後輸送時の安全性を確証、評価する。さらに、貯蔵中の異常事象によ
る輸送時の安全性等への影響を評価するとともに、安全対策（溶接蓋等）の
有用性を評価する。
以上の取得データ等を総合的に評価し、金属キャスク貯蔵技術の安全性につ
いて確証、評価する。

経済省／財団法人
原子カ発電技術機
構

A-e:対策技術

37 経産省 コンクリートモジュール貯蔵技術確証試
験

(1)要求を行う施策・事業の概要
  2010年までに操業開始されるリサイクル燃料コンクリートモ
ジュール貯蔵の安全確保のため、確証試験を実施する。
 ①コンクリート容器・構造材健全性評価(実物大コンクリート
キャスク確証試験を含む)
 ②金属容器・構造材健全性評価(キャニスタ材溶接部の健全
性、耐食性等)
 ③燃料健全性評価(燃料のモニタリングを含む)
 ④貯蔵施設の検討(安全評価・技術要件等)
(2)施策・事業の効果(目標とする成果)
 ・貯蔵期間中の健全確認、安全性を確証すべきデータ・手法の
整備
 ・敷地外リサイクル燃料コンクリートモジュール貯蔵の安全評
価・技術要件案作成
 ・使用済燃料発生量と再処理量とのギャップに対応、原子力発
電の円滑運転に貢献

委託費
直接交付先：(財)電力中央研究

所
終期：平成15年度

①コンクリート容器・構造材健全性評価について、実物大コンクリートキャ
スクによる除熱性能およびキャニスタの落下事故時の健全性を確証する。
②金属容器・構造材健全性評価について、キャニスタ溶接部の健全性を破壊
力学的手法により明らかにする。また、キャニスタ溶接部の応力腐食割れ評
価を行う。
③燃料健全性評価（燃料のモニタリングを含む）について、20年間貯蔵した
使用済燃料棒軸方向の水素移動量の試験評価を行い、20年間貯蔵燃料の健全
性を評価する。また、キャニスタの内部の燃料モニタリング方法について、
総合評価する。
④貯蔵施設の検討（安全評価・技術要件等）、安全確保に係る動向調査等を
行う。

経済省／財団法人
電力中央研究所

A-e:対策技術

38 経産省
再処理施設安全性技術調査等
  耐食材料機器保守管理技術等調査

(1)要求を行う施策・事業の概要
  六ヶ所再処理施設の酸回収蒸発缶、溶解槽等の機器につい
て、局部腐食や環境割れ抑制の観点から保守管理技術の基盤構
築に必要な寿命評価技術、防食材料技術　　及ぴ腐食監視技術
等のデータを収集して、安全規制の基準値策定に資する。
(2)施策・事業の効果(目標とする成果)
  長期耐久性に係わる局部腐食や環境割れ抑制を視野に入れ
た、寿命評価、防食材料、腐食監視の総合的な技術基盤を構築
して、六ヶ所再処理施設の安全規制に反映させる。

委託費
直接交付先：日本原子カ研究所

終期：平成17年度

・寿命評価技術では、酸回収蒸発缶、溶解槽の小型試験体のモックアップ装
置の通年運転を行い・開放検査により減肉状況や割れの発生の有無を精査す
る。併せて表面皮膜の保護性や硝酸溶液側の腐食性と、局部腐食や環境割れ
の発生・進展条件との相関性をコールド/ホット実験室規模の比較試験により
定量的に評価して、得られた結果の数値解析と実機条件の熱流動解析等を行
い、寿命評価用のデータベースシステムを整備する。
・防食材料技術では、現用ステンレス鋼酸回収蒸発缶の課題である伝熱管の
粒界腐食を抑制する補修技箭として、無粒界腐食型ステ

経済省／日本原子
力研究所 A-e:対策技術
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平成１５年度対策技術分野登録課題＜原子力＞

プログラムと
の対応

備考 実施期間  予算事業計画概要 予算計上省／実施
機関

No. 担当省  課題名  課題概要

39 経産省 MOX燃料加工施設安全性技術調査等(確率
論的安全評価等調査)

(1)要求を行う施策・事業の概要
　MOX燃料加工施設に対する安全評価を行うための確率論的安全
評価手法を確立するため、重要な事故のシナリオ、機器故障、
人的過誤、その他安全管理上重要な事項に関する知見を取得、
分析し、具体的な手法について検討する。
(2)施策・事業の効果(目標とする成果)
　本事業によって、MOX燃料加工施設の技術的なデータ・を蓄積
し、技術基準への反映を図り、当該施設の詳細設計、工事計画
における安全性を判断する際の技術基準を整備することによ
り、当該施設の安全審査に向けて

委託費
直接交付先：日本原子力研究所
交付先件数(一件当たり単価)：
1件(程度)(1件当たり20百万円)

終期：平成１７年度

平成14年度においては、確率論的安全評価(PSA)等に係る調査として、ウラン
燃料加工施設、再処理施設などの類似の施設に対するPSAの実施事例を調査す
るとともに核燃料サイクル施設に関する事故・故障記録や機器の信頼性デー
タ等の関連情報
を収集整理し、MOX燃料加工施設のPSAへの利用可能性を検討する。
PSA実施手順に係る検討としては、13年度に実施したMOX加工施設に関する調
査結果に基づいて、PSA手法検討のためのモデルプラントを設定し、調査した
事故故障記録等を参照しつつ発生し得る事故シナリオを検討する。同

経済省／日本原子
力研究所

A-e:対策技術

40 経産省
MOX燃料加工施設安全性技術調査等
　　閉じ込め性能等調査

(1)要求を行う施策・事挙の概要
今後、ＭＯＸ燃料加工施設の安全審査が実施されると見込まれ
ており、当該施設において取り扱われるプルトニウム等の核燃
料物質を、限定された区域に閉じ込めるために設置するグロー
ブボックス等の設備について、当該設備の閉じ込め性能が維持
されていることを安全審査および検査において確認する必要が
ある。そのため保守管理に係る技術の知見及び安全評価のため
の技術評価に係わるデータを蓄積し、安全評価を行うための評
価手法を整備する。
(2)施策・事業の効果(目標とする成果)
本事業によって、ＭＯＸ燃料加工施設の閉じ込め性能に関する
技術的な知見・データを蓄積して技術基準への反映を図る。こ
れにより、施設の詳細設計、工事計画における安全審査の際の
安全評価を行うための基盤整備に資することができる。

委託費
直接交付先：財団法人原子力発

電技術機構
交付先件数(一件当たり単価)：
1件(程度)(1件当たり38百万円)

終期：未定

平成15年度の事業計画
火災、爆発等の事故時のＭＯＸ粉末の挙動として、浮遊性の粉塵となり、グ
ローブボックス内等を浮遊し、床等に沈着・付着する現象に関する技術的知
見・データについて調査・検討を行う。また、挙動解析コードを調査・検討
して解析コードの改良を行い、主要なパラメータがＭＯＸ粉末の挙動に及ぼ
す影響について解析する。これらによって事故時のＭＯＸ粉末の挙動に係る
技術的知見・データを蓄積し、安全審査に反映する。

経済省／財団法人
原子カ発電技術機
構

A-e:対策技術

41 経産省 MOX燃料加工施設安全性技術調査等
  　　臨界事故安全評価等調査

(1)要求を行う施策・事業の概要
  MOX燃料加工施設施設での臨界事故を総合的に評価する臨界事
故評価システムを構築し、MOX燃料加工施設での臨界事故時の安
全評価手法を確立する。
(2)従来施策・事業との違い
　従来、核燃料施設における臨界事故の安全評価は、再処理工
程等における低濃縮ウラン溶液又は燃料粉体の静的な安全評価
が主であった。本事業では新たにMOX燃料粉体等の加エエ程を対
象として、臨界事故時の安全評価手法の確立を行う。
(3)施策・事業の効果(目標とする成果)
　MOX燃料粉体

委託費
直接交付先：目本原子カ研究所
交付先件数(一件当たり単価)：
1件(程度)(1件当たり80百万円)

終期：平成17年度

　MOX燃料加工施設施設での臨界事故時の安全評価手法を確立するために、
MOX燃料粉体に関する必要な情報の調査・収集、臨界事故評価手法の検討、評
価用データベースの整備を行い、臨界事故を総合的に評価する臨界事故評価
システムを整備す
る。
　平成14年度より開始し、日本原子カ研究所東海研究所にて実施する。

経済省／日本原子
力研究所

A-e:対策技術

42 経産省 再処理施設等安全性実証解析等委託費(再
処理施設等安全性実証解析等)

(1)要求を行う施策・事業の概要
  再処理・加工施設等の核燃料施設等で実際に発生し、又は発
生する可能性のある事故・事象等について安全解析コードを用
いた安全解析を行うことにより、当該施設の安全性を実証す
る。
(2)施策・事業の効果(目標とする成果)
  改良整備した解析コードを用いて核燃料施設等の安全性に係
る安全解析を行うことによって核燃料施設等の安全性を実証
し、立地地域住民等の不安を解消することができる。また、安
全解析の結果は安全審査等の審査の際の技術データとなる。

委託費
直接交付先：財団法人原子力発

電技術機構等
交付先件数(一件当たり単価)：
1件(程度)(1件当たり95百万円)

終期：未定

(1)予算概要
核燃料施設等の核燃料施設等で実際に発生し、又は発生する可能性のある事
故・事象等について安全解析コードを用いた安全解析を行うことにより、当
該施設の安全性を実証する。
(2)平成15年度の事業計画
再処理施設等に係る放射性物質の大気及ぴ海洋放出に伴う平常時被ぱく評
価、火災・爆発・臨界・漏えい等の異常事象評価、航空機衝突・地震等によ
る建屋・設備の健全性を解析する外部事象評価等の安全解析を実施する。ま
た、内外動向調査として海外の核燃料施設に関する事故・トラブル情報を調
査・分析し、その原因、対策等から実証解析のモデル化及び解析条件等に反
映する。

経済省／財団法人
原子力発電技術機
構等

A-e:対策技術

43 経産省
再処理施設等安全性実証解析等委託費
   　核燃料物質等輸送容器安全性実証解
析等

(1)要求を行う施策・事業の概要
  核燃料物質等の輸送容器で実際に発生し、又は発生する可能
性のある事故・事象について、安全解析コードを用いた安全解
析を行うことにより、当該輸送容器の安全性を実証する。
(2)施策・事業の効果(目標とする成果)
  核燃料物質等の輸送容器の安全性を実証することにより、住
民等の不安を解消することができる。

委託費
直接交付先：日本原子カ研究所

終期：平成16年度

解析に必要な国内外における核燃料物質等の輸送に係る事故事象等の情報を
収集し，新燃料（ＰＷＲ用）の輸送容器について仮想事故条件における構造
解析及び熱解析を実施するとともに、新燃料（ＰＷＲ用）の輸送容器および
二酸化ウラン粉末輸送容器の臨界解析等を実施する。

経済省／日本原子
力研究所 A-e:対策技術

44 経産省 研究開発段階発電用原子炉施設安全性実
証解析等

要求のポイント
(1) 要求を行う施策・事業の概要
　平成７年のもんじゅにおけるナトリウム漏えい事故以降、地
元住民等の間では研究開発段階発電用原子炉施設の安全性につ
いて不安感が高まっている。このため研究開発段階発電用原子
炉施設において安全解析コードを用いた安全解析を行うことに
より、当該施設の安全性を実証し、地元住民等の不安の解消に
寄与する。
(2) 施策・事業の効果（目標とする成果）
　「もんじゅ」の運転再開に当たっての設置許可等の申請にお
いて、国が独自の安全解析コードを用いた安全解析を実施する
ことにより、その安全性を実証し、地元住民等の不安の解消に

平成１３年度～

委託費
直接交付先:財団法人原子カ発

電技術機構等
間接交付先:コンピュータソフ

ト会社等のシンクタンク

研究開発段階発電用原子炉施設において安全解析コードを用いた安全解析を
行うことにより、当該施設の安全性を実証し、地元住民等の不安の解消に寄
与する。

経済省／財団法人
原子力発電技術機
構及び民間団体

A-e:対策技術
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平成１５年度対策技術分野登録課題＜原子力＞

プログラムと
の対応

備考 実施期間  予算事業計画概要 予算計上省／実施
機関

No. 担当省  課題名  課題概要

45 経産省 高燃焼度燃料安全裕度確認試験

　国内の軽水炉で比較的高い燃焼度まで使用された燃料被覆管
の燃焼後の調査・分析等により、燃料被覆管の照射脆化・水素
脆化に関する巨視的なメカニズムの解明を行うとともに、計算
科学的手法を用いた燃料被覆管の照射脆化・水素脆化の微視的
なプロセスの解明等を行う。
　これらの成果より、照射脆化・水素脆化した燃料被覆管の安
全裕度を明らかにし、通常運転時及び過渡時における高燃焼度
燃料の安全評価手法の高度化を図る。

平成１５年度～平成１８年度
高燃焼度燃料被覆管の水素脆化の影響因子に係る分析手法を調査し、巨視的
なメカニズムの解明の手順を明確にするとともに、計算科学を用い燃料被覆
管の照射脆化・水素脆化のプロセス解明に適用する手法を調査し、試験計画
を策定する。

財団法人原子力発
電技術機構

新規

46 経産省 発電用原子炉の技術基準に関する調査及
び評価

発電用原子炉施設に係る規制基準の性能規定化に貢献するた
め、設備の健全性評価手法の整備、最新の技術的知見を盛り込
んだ国内外の規格に関する調査及び解析を実施する。
また、シュラウド等の炉内構造物や配管等にひび割れ等が存在
する状態で原子炉を運転する場合について、確率論的安全評価
により、ひび割れ等が存在する場合においても、原子力発電所
の総合的な安全性への影響は問題とならないものであり、原子
力発電所の安全水準が低下するものではないことを実証する。
さらに、改造・修理等がなされた炉心シュラウドの構造健全性
を確認する。

平成１５年度～平成１９年度
日本機械学会が順次実施している維持規格等の改定に合わせて、それを技術
基準に取り込む際の技術的評価を行う。また、欧米の原子力主要国の許認可
制度などの調査を行う。また、炉内構造物や配管に亀裂などの欠陥がある場
合の炉心損傷頻度評価手法を作成する。

財団法人原子力発
電技術機構

新規

47 経産省
保安院

(項)電源立地対策費
(目)原子力施設等防災対策等委託費
(目細)重要構造物安全評価等委託費
(積算内訳)原子力用ステンレス鋼の耐応
力腐食割れ実証事業

健全性評価にあたり使用する応力腐食割れ（SCC）き裂伝播速度
は、SCC感受性をもつSUS304及び316のデータからまとめられて
いるが、SCCの発生がおこりにくいとされていたSUS304L、
SUS316L等のき裂伝播速度はまとめられていない。従って、本事
業ではSUS304L、SUS316L等に対するSCCき裂発生特性、SCCき裂
伝播速度等を求め、これら材料に即した健全性評価のための材
料データを整備し、原子力発電所の安全対策に資する。

平成１５年度～平成１９年度

・事業者が実施した構造健全性評価に対する保安院としての妥当性判断の根
拠を確立することにより、原子力プラントの信頼性を実証することで原子力
発電所の安全対策に資する。
・事業者が実施した構造健全性評価に対する保安院としての妥当性判断の根
拠が確立できる。

経済省／財団法人
発電設備技術検査
協会

新規
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平成１５年度対策技術分野登録課題＜固定隔離＞

1 農水省
地球温暖化対策技術の開発（地球温暖化
が農林水産業に与える影響の評価及び対
策技術の開発）

農業における温室効果ガスの排出削減技術、林業における温室
効果ガスの吸収、固定化技術を開発する。

平成１４度～平成１８年度

14年度～　○栽培管理技術の温室効果ガス収支の解明と抑制技術の開発。
○育林方法のＣＯ2固定能評価とＣＯ2吸収能を向上させる林業施業システム
の開発等。

農林水産省/（独）
森林総合研究所、
（独）農業・生物
系特定産業技術研
究機構、（独）農
業環境技術研究
所、大学等

A-d:固定隔離、
A-e:対策技術、

2 農水省
地球温暖化の影響及びリスクの解明（地
球温暖化が農林水産業に与える影響の評
価及び対策技術の開発）

農業分野からの温室効果ガス発生抑制に関し，水田と畑の輪
作，保全的耕耘技術の有効性の評価及び発生抑制技術の開発を
行う。（気候変動NO.23の一部、重複して登録）

平成１４度～平成１８年度

14年度～　○ＣＯ2濃度、温度を制御した人工環境において、農業生態系が受
ける影響、生態系が大気環境に与える影響等のリスク評価。
○地球温暖化が森林生態系及び森林資源に及ぼす影響の評価、ＣＯ2吸収・固
定促進のための森林・林業の最適化シナリオの策定。
○地球温暖化の海洋生態系や漁業への影響を評価・予測する技術の開発、海
面上昇に伴う災害評価を踏まえた漁港、漁場等の整備水準の提示。
○農業からの温室効果ガスの排出量を低減させる生産技術の開発。

農林水産省/(独)農
業環境技術研究
所、（独）農業・
生物系特定産業技
術研究機構、
（独）農業工学研
究所、（独）森林
総合研究所、(独)
水産総合研究セン
ター、大学等

A-c:影響評価
A-f:抑制政策

5.6億円の
うち1.5億
円

3 経産省

エネルギー環境二酸化炭素固定化・有効
利用プログラムのうちプログラム方式二
酸化炭素固定化・有効利用技術開発

　二酸化炭素炭素固定化・有効利用技術開発は、基礎的分野に
関する研究が多く、中長期観点からの取り組みが必要不可欠で
ある。このため、多数ある技術シーズの中から、特に将来にお
いて実現可能性の高いと思われるものについて、２～３年を目
途に実験室規模の研究による可能性の確認（基盤技術研究）を
行う。この結果、高い評価が得られたものについては、プロ
ジェクト研究に移行させる。

平成１１年度～平成１８年度

　本年度は、前年度からの継続１０テーマに新規３テーマを加え、以下の１
３テーマの基盤技術研究を実施する。また、研究第２年度に当たる下記の③
～⑩の８テーマについては、中間評価を実施し、研究の継続・変更・中止を
決定する。
①マングローブ等熱帯沿岸生態系の修復・保全による地球温暖化ガス回収・
放出抑制評価技術の開発（実施予定期間：平成12年～15年）
②非光合成菌による二酸化炭素固定能の評価と利用技術の開発（実施予定期
間：平成13年～15年）
③高分子膜によるCO2分離技術の開発（実施予定期間：平成14年～16年）
④太陽光を利用した光半導体光触媒・金属錯体光触媒によるCO2光還元のため
の基盤技術の開発（実施予定期間：平成14年～16年）
⑤地中メタン生成菌によるCO2からのメタン再生のための基盤技術の開発（実
施予定期間：平成14年～16年）
⑥ゼオライトの有する交換性Caｲｵﾝを利用したCO2固定化・有効利用技術の開
発（実施予定期間：平成14年～16年）
⑦深地下･海底環境利用によるCO2地殻化学固定･ハイドレート固定のための基
盤技術の開発（実施予定期間：平成14年～16年）
⑧森林再生に向けた施肥・薬剤による環境ストレス耐性樹木の開発（実施予
定期間：平成14年～16年）
⑨植物葉緑体の異種蛋白質大量発現系利用による大気中CO2固定能増強のため
の基盤技術の開発（実施予定期間：平成14年～16年）
⑩微生物機能を利用したバイオマス資源からのCO2固定グリーンプロセスのた
めの基盤技術の開発 （実施予定期間：平成14年～16年）
⑪人工湧昇流海域におけるCO2吸収量の評価技術の開発（実施予定期間：平成
15年～平成17年）
⑫微生物集団系システム創成による革新的バイオ変換プロセスのための基盤
技術の開発（実施予定期間：平成15年～17年）
⑬CO2分離回収・排出削減プロセスのための配向性ゼオライト膜製造技術の開
発（実施予定期間：平成15年～17年）

経済省／（財）地
球環境産業技術研
究機構

A-e：対策技術、

4 経産省

エネルギー環境二酸化炭素固定化・有効
利用プログラムのうち二酸化炭素の海洋
隔離に伴う環境影響予測技術開発

　大気中の二酸化炭素濃度の急激な上昇を抑制するために火力
発電所等の大規模発生源から分離回収されたCO2を1,000～
2,500mの海洋中層に放出拡散させる海洋隔離技術を適用した場
合の周辺海域における環境影響評価技術の確立と、海洋隔離に
関する国内の社会的合意形成および気候変動枠組み条約等の国
際的枠組みにおける明確な認知の獲得等のための技術開発を行
なう。

平成９年度～平成１３年度（５
年間）：第１フェーズ

平成１４年度～平成１８年度
（５年間）：第２フェーズ

①CO2海洋隔離能力の技術評価
　これまで蓄積された科学的知見や開発されたモデルをもとに隔離能力や隔
離効果などについて検討し、地球温暖化対策としての有効性を明らかにし、
その成果をもとに気候変動枠組み条約及びロンドン条約等への積極的な対応
を図る。
②環境影響評価技術の開発
　CO2放出後の海洋の物理化学量変化、生物種や生物量の変化等を予測可能と
すること、更にCO2曝露による長期的な生態系への影響について研究調査し、
その影響が許容可能となる条件について検討する。
③CO2希釈技術の開発
　現状の技術水準で海洋への環境影響を可能な限り低く押さえることができ
る希釈技術についての要素開発を行い、上記②の環境影響評価技術への適用
を図る。また、環境影響評価技術開発による成果を逐次取り入れながら、希
釈技術の最適化を図る。

経済省／（財）地
球環境産業技術研
究機構

A-e：対策技術、

5 経産省

エネルギー環境二酸化炭素固定化・有効
利用プログラムのうち二酸化炭素地中貯
留技術研究開発

　大気中の二酸化炭素濃度の急激な上昇を抑制させるため、火
力発電所等の大規模発生源から分離回収された二酸化炭素を地
中帯水層に圧入し、長期に安定的に貯留する技術を確立する｡

平成１２年度～平成１６年度
（５年間）

基礎研究等（岩石中のCO2挙動測定、CO2との鉱物反応速度データの取得、長
期挙動シミュレータの詳細設計）を行うと共に、実証試験においては新潟県
長岡市において圧入設備を完成させ、二酸化炭素の帯水層への圧入を開始
し、３本の観測井を用いた物理検層、坑井間トモグラフィ測定等のモニタリ
ング観測により二酸化炭素の挙動観測を行う。また、CO2貯留候補地点選定の
ための地質調査等も実施する。

経済省／（財）地
球環境産業技術研
究機構

A-e：対策技術、

6 経産省

　エネルギー環境二酸化炭素固定化・有
効利用プログラムのうち二酸化炭素炭層
固定化技術研究開発

　石炭の二酸化炭素を吸着しやすい特性（石炭の二酸化炭素の
吸着量はメタンガスの約２倍を有し、二酸化炭素は石炭中に含
まれるメタンと置換）を利用して、火力発電所等から排出され
る二酸化炭素を石炭層に安定して固定化させる技術を開発す
る。
　本年度も引き続き石炭層の二酸化炭素とメタンの置換メカニ
ズムの解明等基礎的な研究・調査を中心に事業を実施する。

平成１４年度～平成１８年度
（５年間）

１４年度～　①二酸化炭素とメタンの置換メカニズムの解明、②炭層への二
酸化炭素最適固定化条件の検討、③二酸化炭素の炭層内挙動に関するシュミ
レーション開発、④炭層における固定可能な二酸化炭素量の調査、⑤二酸化
炭素圧入予備実験、⑥モニタリング技術の検討　等 経済省／民間企業

等

プログラムとの対応 備考 実施期間  予算事業計画概要 予算計上省／実施
機関

No. 担当省  課題名  課題概要
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7 経産省

エネルギー環境二酸化炭素固定化・有効
利用プログラムのうち石炭・天然ガス活
用型二酸化炭素回収・利用技術の開発

自然再生エネルギーを用いて、石炭・天然ガスからメタノール
などの液体燃料を合成するものであり、メタノールへの転換工
程で発生する二酸化炭素と天然ガスに随伴される若干の二酸化
炭素をメタノールとして固定し、転換工程における二酸化炭素
の大気中への放出を防止するプロセスを開発する。
パイロットプラント設計に必要なエンジニアリングデータを取
得し、また、フィージビリティースタディーにより経済性を確
認することを目標とする。

平成１２年度～平成１６年度
（５年間）

１４年度までに、主要な要素技術の開発を通し、二酸化炭素を排出すること
なく、液体燃料を製造するプロセスの基本技術に目途が立った。１５年度
は、次のように、各要素技術の確立と全体システムの構築を行う。
①CWM予熱式石炭ガス化炉の開発については、水蒸気と微粉炭の状態で石炭ガ
ス化炉に噴霧供給するＣＷＭ含有水蒸発器の運転を行い、パイロット規模の
ガス化システムへの最適予熱炉設計のための研究を、１４年度に引き続き行
う。特に、炭種及び長時間運転の影響を研究する。
②天然ガス内熱式水蒸気改質法の開発については、１４年度に引き続き、酸
化触媒と改質触媒を組み合わせ、従来より若干大きな透明型反応器を用い
て、二酸化炭素及び水蒸気によるメタンガスの改質反応に適した内熱式天然
ガス改質炉の検討を行うとともに、低温活性及び耐久性を向上した酸化触媒
と既存改質触媒を用いてシステム設計のための実験を行い、炭酸ガスを含む
メタンの内熱式水蒸気改質反応炉の最適化検討を実施する。
③太陽集光システムの開発については、１４年度に完成した実用規模の機械
式太陽追尾装置付ヘリオスタットの耐久性及び動作性能についての確認を行
うと共に、鏡の面積を増やし、且つ実証設備により近く風速感知システムを
持ち、太陽電池と蓄電池を備えて完全に独立したヘリオスッタトを製作し動
作性能の確認を行う。
④溶融塩太陽炉の開発については、熱流動解析シミュレーターおよび太陽集
光光学シミュレーターを用いて、集光系と太陽炉の統合最適化の検討を行
う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑤天然ガス改質
触媒の開発については、14年度の開発結果に基づき、低温活性と安定性を両
立した酸化触媒の成形品の調製を目指す。調製した成形品の性能評価を実施
し、性能が向上していることを確認する。
⑥全体システムの構築及び最適化検討については、ＣＷＭ予熱噴霧装置、内
熱式天然ガス改質反応装置の構成ユニットを検討し、全体システムの構築を
行う。

経済省／（財）エ
ネルギー総合工学
研究所

A-e：対策技術、

8 経産省

エネルギー環境二酸化炭素固定化・有効
利用プログラムのうちエネルギー使用合
理化古紙等有効利用二酸化炭素固定化技
術開発

　微生物等の機能を活用し、バイオマス資源である古紙等を糖
化し、得られた糖類を有機酸に変換する過程でバイオコンバー
ジョンにより二酸化炭素を固定し有機酸に変換するとともに、
得られた有機酸を有用物質製造原料として利用する技術開発の
検討を行う。

平成１２年度～平成１６年度
（５年間）

　実用化を目指し、低コストの古紙の糖化技術と生成した糖類の分離技術な
ど古紙から糖類を製造する連続的ベンチスケールの検討を行い、問題点の摘
出と検証を行う。
　すでに基礎的技術の検討を終えたバイオコンバージョン技術を用い、糖か
ら有機酸（コハク酸）生成の実用化を推進する。このため遺伝子レベルでの
改良コリネ型細菌の創製技術、それを大量培養するための高密度培養試験及
び有機酸分離精製試験を実施し、実用化に近づける研究開発を行う。

経済省／（財）地
球環境産業技術研
究機構

A-e：対策技術、

9 経産省

エネルギー環境二酸化炭素固定化・有効
利用プログラムのうち二酸化炭素固定
化・有効利用技術開発実用化開発

　我が国の温室効果ガス削減に向けての更なる取り組みを図る
ため、民間団体等において取り組みが進められている二酸化炭
素固定化・有効利用技術等の中から、特に実用化可能性の高い
事業について支援するもの。

平成１３年度～平成１６年度

次の７事業を実施（１４年度）　①間接加熱式石灰焼成炉の実用化開発、②
地球環境工場の開発、③分岐方ポリエーテル／無機ナノハイブリット分離膜
による二酸化炭素分離回収システムの開発、④衛星搭載合成開口レーダー
データを利用した森林バイオマスの定量計測事業の実用化、⑤化学吸着法に
よるＣＯ２分離回収技術の開発、⑥高濃度二酸化炭素発生源適用型分離回収
実用化技術の開発、⑦海洋隔離された二酸化炭素の挙動推定のための研究開
発

経済省／新エネル
ギー産業技術総合
開発機構　環境調
和型技術開発室
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11 経産省

二酸化炭素削減等地球環境産業技術研究
開発事業

(項）産業技術振興費
(大事項）新エネルギー・産業技術総合開
発機構出資および助成に必要な経費
(目）新エネルギー・産業技術総合開発機
構補助金
 二酸化炭素削減等地球環境産業技術研究
開発事業費

地球温暖化を始めとする地球環境問題の解決に向けて、地球環
境産業技術にかかる技術シーズの抽出、実用可能性等の基礎的
事項に関し、研究開発の効率的推進の観点から、本格的な研究
開発に着手する前段階として、当該技術に係る研究動向、研究
開発課題等に関する基礎研究を行うもの。

平成１３年度～平成１７年度

次の８事業を実施（１４年度）　①熱硬化性樹脂などの液層分解法によるモ
ルマー・化学原料へのケミカルリサイクル技術、②樹木等の炭化による温暖
化防止等複合環境対策技術、③セラミック吸収材によるＣＯ２の分離回収プ
ロセス技術、④温室効果ガスの破壊・固定化・再資源化技術、⑤超省エネル
ギー型ＧＨＳ二酸化炭素分離・回収システム、⑥省エネルギー型二酸化炭素
分離・回収技術、⑦地中高温環境利用の二酸化炭素固定化、⑧二酸化炭素の
地中固定化に資するための最適モニタリング設計技術

経済省／新エネル
ギー産業技術総合
開発機構　環境調
和型技術開発室

10

１５年度事業においては、主に先進国との共同研究を想定しているが、将来
のＣＤＭ事業等への展開も想定して、途上国との共同研究事業枠も検討。本
年度は、以下の９テーマに加え新たに１～２テーマついて採択を行う。
①国際産業経済の方向を含めた地球温暖化影響・対策技術の総合評価
　概要：「環境・エネルギー産業経済統合モデル」の開発、温暖化の影響と
対策の総合評価の方式の開発を行い、21世紀半ば頃までの世界と日本の望ま
しい地球温暖化対策の総合戦略を提示する。
②持続可能な消費に向けた指標開発とその活用に関する研究
概要：持続可能な消費に関する事例を調査し、その効果を評価するためにＣ
Ｏ２排出削減に寄与しかつ消費者の受容性が高いことを示す環境効率の改善
度を表す指標を開発する。
③多様生物ゲノム高度利用による植生（ＣＯ２吸収源）拡大基盤技術開発
概要：複合的な過酷環境ストレス下で生育する野生生物に遺伝資源を求め、
その多様なゲノムの高度利用を目的とした研究開発を行う。
④二酸化炭素の国別排出インベントリ算出における隔離技術の適用ルールに
関する研究
概要：隔離量分析モデル等を開発し実質的隔離効果の評価を行い、算定ガイ
ドライン及びその活用メカニズムを国際的に提唱する。
⑤蛋白バイオマス資源の有価化学品への高効率変換研究開発
　概要：蛋白系含水有機廃棄物を嫌気性微生物を用いる新規な高効率バイオ
プロセスにより高選択的に有価化学品へ変換する技術開発を行う。本研究に
より、化学品製造原料転換、焼却助燃重油不使用等により化石原油資源使用
量削減効果が期待される。
⑥高温超伝導利用における交流損失の評価・削減に関する研究開発
　概要：高温超伝導線材の交流損失評価技術を確立し、シミュレーションを
開発して交流損失低減指針を導出する。本研究によりＳＭＥＳ等の超伝導機
器導入が加速し、風力発電等の再生エネルギー導入が促進されることにより
ＣＯ２削減効果が期待される。
⑦高効率反応器を利用したバイオディーゼル燃料の新規製造方法の開発及び
製品評価
　概要：生産効率が極めて高いパーム油を原料としたバイオディーゼル燃料
を製造する高効率プロセスの開発で、軽油代替燃料として普及させることに
より炭酸ガスを大幅に低減することを目指す。
⑧高効率ガスタービンのための耐水蒸気腐食性・耐熱衝撃性セラミックス材
料の研究
　概要：耐腐食層の表面皮膜と基材の微構造制御により、耐水蒸気耐食性・
耐熱衝撃性に優れ1300℃以上で使用可能なセラミックス部材を開発し、信頼
性を実証する。本研究開発により、タービン熱効率の向上とＣＯ２の排出削減が期待される。
⑨バイオマスからのクリーンガス生産技術の開発
　概要：再生可能資源であるバイオマスからクリーンな燃料として将来期待される水
素を生産する技術につき、従来法ではガス化、クリーニング、シフト反応、ＣＯ２
除去などの多段プロセスにわたり非効率だったものをＣＯ２吸収物質を使用する
ことで効率的にクリーンガスを生産するプロセスを開発。

経済省／民間団体
等

経産省
エネルギー環境二酸化炭素固定化・有効
利用プログラムのうち地球環境国際研究
推進事業

地球環境問題の解決に向け、諸外国等と共同で革新的な温暖化
防止技術の研究開発を実施。ＣＴＩ（気候変動技術イニシア
ティブ）等の国際的な枠組みを活用し、諸外国との研究協力を
進めることにより、世界的な温暖化問題への取り組みを強化。

平成１４年度～平成１８年度
（５年間）
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平成１５年度対策技術分野登録課題＜固定隔離＞

プログラムとの対応 備考 実施期間  予算事業計画概要 予算計上省／実施
機関

No. 担当省  課題名  課題概要

12 経産省
エネルギー環境二酸化炭素固定化・有効
利用プログラムのうち京都議定書目標達
成産業技術開発促進費補助金

民間企業が取り組む地球環境への負荷の抑制・低減、エネル
ギー効率の高い生産プロセス等の技術開発等のうち、実用化レ
ベルにあるものについて、事業費の１／２を補助し地球環境保
全に資する産業技術の一層の推進を図る。

平成１５年度～平成１９年度

地球環境への負荷を軽減するため、平成１５年度は以下の３２テーマについて技術開発
を実施する。
１：揮発性有機化合物汚染水を安全処理する技術の開発
２：木質系バイオマスの石炭火力発電所への混焼技術の開発
３：紫外線／オゾン併用法によるダイオキシン分解処理技術の開発
４：固体水素供与体を用いた石油製油所排水における脱窒技術の開発
５：生体反応を利用した簡易な環境ホルモン定量法の開発
６：温室効果ガス削減のための高効率ガス機関の開発
７：地球温暖化物質（フロン・ハロン類）分解処理装置の技術開発
８：多糖類を用いた生分解性吸水材の開発
９：排水中の硝酸性窒素の湿式還元分解法の確立
10：エネルギー利用効率化のための溶融塩処理によるＬｉ二次電池の電極材（Ｌｉ，Ｃ
ｏ）再資源化技術の開発
11：リチウムイオン電池用鉄系正極の開発
12：ステンレス酸洗剤の完全リサイクル技術の開発
13：古紙とリサイクル石膏を用いた計量新素材の開発
14：最適な燃焼状態を予測する技術を用いた高度燃焼制御システムの開発
15：廃アルミからアルミ化合物を効果的に生成する技術の開発
16：機能性セラミックス処理による環境負荷低減型塗料化技術の開発
17：海洋におけるプランクトン現存量自動計測技術の開発
18：Ｌｉ２次電池用薄膜負極製造技術の開発
19：低温廃熱回収発電装置の実用化開発
20：二相循環式無希釈メタン発酵法による生ごみ処理の省エネルギー化技術の開発
21：高度環境浄化機能を有する光触媒の長期安定固定化技術の開発
22：繰り返し地震探査による圧入ＣＯ２のモニタリング手法の開発
23：オンサイト型RPF化の技術開発
24：セメント焼成用高効率低NOｘバーナの開発
25：廃熱エネルギー回生用環境調和型熱電材料の技術開発
26：化成スラッジリサイクルの実用化開発
27：微生物製剤を用いたダイオキシンの生物処理システムの技術開発
28：ポリオレフィン系複合樹脂規格外品の原料化に係わる実用化技術開発
29：定置形直接メタノール燃料電池システムの技術開発
30：生分解性プラスチックのブレンド・コンパウンド化による実用化開発
31：温室効果ガス削減の為の空気冷媒式超低温（-60℃以下）急速冷凍装置の開発
32：自動販売機のリユース・リサイクルシステムの開発

経済省／（財）地
球環境産業技術研
究機構・（財）国
際環境技術移転研
究センター

A-e:対策技術 新規

13 環境省 地球環境研究総合推進費

　様々な分野における第一線の研究者の総力を結集して、地球
環境研究を学際的、省際的、国際的な観点から産官学の連携を
もって総合的に推進し、地球環境保全に係る政策へ貢献するこ
とを目的とする。特に、地球温暖化に関しては、行政的視点か
ら戦略的に先導して重点的に推進を図るべき研究に対して、平
成14年度からトップダウン型のファンディングシステムを創設
している。

平成２年度～

本研究制度にて実施している個々の研究課題は、以下に示すとおり。
環境省/国立試験研
究機関、独立行政
法人、大学、公設
試験研究機関、民
間試験研究機関

A-a:モニタリング、
A-b:将来予測、
A-c:影響評価、
A-d:固定隔離、
A-e:対策技術、
A-f:抑制政策

14-1 環境省

【地球環境研究総合推進費】海水中微量
元素である鉄濃度調節による海洋二酸化
炭素吸収機能の強化と海洋生態系への影
響に関する研究

　亜寒帯太平洋、赤道湧昇域、南極海は、海洋中の微量元素で
ある鉄の不足によって植物プランクトンの増殖が制限されてい
る海域であり、亜寒帯太平洋を除く2海域では、既に米国、欧州
を中心とした国際共同研究による海洋への鉄濃度調節実験が行
われている。しかし、亜寒帯太平洋は上記２海域とは異なった
植物プランクトン群集を有し、その増殖に影響を与える環境要
因も異なる。このため、特に鉄濃度調節による二酸化炭素の海
洋吸収機能強化の効果検証の必要性が広く認知され、PICES（北
太平洋の海洋科学に関する政府間機構）に鉄散布実験に関する
パネルが1997年に設立され議論されてきて本研究では、パネル
の提言を受け、亜寒帯太平洋で鉄濃度調節実験を行い、海洋の
二酸化炭素吸収機能と海洋生態系への影響を検証することを目
的とする。

平成１３年度～平成１５年度

・13年度：西部亜寒帯太平洋において鉄濃度調節実験を行って、鉄濃度調
節、生物・化学的応答の観測に関し方法論を確立し、基本的な生態系への影
響を調査した。
・14年度：東部亜寒帯太平洋でカナダ主体で行われる鉄濃度調節にあわせた
調査航海を実施し、東部亜寒帯太平洋での鉄濃度調節に対する生物・化学的
応答を解明した。
・15年度：亜寒帯西部海域において鉄および生物化学的パラメータの季節的
空間的変動を明らかにし西部型の応答の空間的範囲の把握およびメカニズム
の解明を行うとともに、前年度までの成果を総合的に解析し、鉄濃度調節が
海洋生態系へ与える影響及び二酸化炭素吸収機能強化手法としての評価を行
なう。

東京大学他
A-a:モニタリング、
A-b:将来予測、
A-d:固定隔離

14-2 環境省

【地球環境研究総合推進費】陸域生態系
の活用・保全による温室効果ガスシン
ク・ソース制御技術の開発
　－大気中温室効果ガス濃度の安定化に
向けた中長期的方策－

　陸域生態系の活用・保全を通じて温室効果ガスのシンクを増
強し、ソースへの転換を防止あるいは排出抑制する技術は、中
長期的視点からもポテンシャルが大きく、低コストかつ信頼性
が高い温暖化抑制技術として期待される。CDM等も視野にいれた
技術開発、環境影響把握等、広範な科学的知見の蓄積が喫緊の
課題である。
　本プロジェクトでは、陸域生態系の中でも特に技術開発後の
温暖化抑制ポテンシャルが大きいと期待される、森林生態系、
熱帯低湿地生態系、農林業生態系のそれぞれについて、シン
ク・ソース技術を開発するとともに、それぞれの研究成果情報
を共有化・統合化し、多面的評価を可能とするためのプラット
フォームを開発する。

平成１５年度～平成１９年度

15年度:荒漠地での水源、現地樹種特性調査、熱帯林での高成長速度樹種識
別、熱帯低湿地生態系でのGHG挙動調査、国内外農林畜産業でのGHG発生制御
法の検討、および荒漠地を中心としたプラットフォーム構築のための基礎検
討を行う。
16年度:荒漠地での植林による環境影響予測、熱帯林での初期成長モデル開
発、熱帯低湿地での土地利用変化によるGHG放出予測と造林試験、農耕地での
GHGソース削減効果評価と移動耕作での動態解明、およびプラットフォーム対
象の拡張を行う。
平成17～19年度:森林生態系モデルの汎用性拡大、他地域への適用、優良木選
出手法の確立、熱帯低湿地生態系での炭素吸収排出制御技術と地域社会活性
化との統合化、農林業生態系でのCH4, N2O発生制御技術の拡張、およびプ
ラットフォームの広範な環境条件等への適用性拡大・公開による総合的生態
系管理技術の提案を行う。

東京大学他 A-d:固定隔離、
A-e:対策技術

新規
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平成１５年度対策技術分野登録課題＜固定隔離＞

プログラムとの対応 備考 実施期間  予算事業計画概要 予算計上省／実施
機関

No. 担当省  課題名  課題概要

14-3 環境省
【地球環境研究総合推進費】荒廃熱帯林
のランドスケールレベルでのリハビリ
テーションに関する研究

荒廃した熱帯林や断片化している森林域を修復するには、生態
系のランドスケープレベルでの修復技術の開発が必要。このた
め、タイ、マレーシア、インドネシアにある
JICA,JIFPRO,CIFOR,FAOなどによる既存のリハビリテーションサ
イトと新たな試験地を設定し、（１）択伐跡地、二次林、荒廃
潅木林など荒廃林地の修復技術の開発と種多様性の評価、
（２）プランテーションや荒廃草地などのナチュラルフォレス
トコリドー（天然林の回廊）導入に関する立地管理方法の開
発、（３）森林修復管理オプションの社会経済的適応可能性の
評価と地域住民参加によるランドスケープレベルでの土地資源
管理計画策定に関する研究を行うとともに、（４）現存する
ネットワーク情報の交換やプロジェクトの総合化を行うため
に、データベースと国際ネットワーク構築を行い、地域の環境
保全のための修復技術を統合し、荒廃した熱帯林や断片化して
いる森林域の修復に貢献する。

平成１４年度～平成１６年度

14年度:・マレーシア、タイ、インドネシアで、既存のリハビリテーションサ
イトの情報を収集。・修復技術の適用前の生物多様性と森林環境保全機能を
評価。・熱帯樹種の裸地植栽スクリーニングを行い、既存の熱帯林の土壌肥
沃度を解析。・開発された修復技術の適用が地域社会へもたらす社会経済的
な効果を評価。・住民参加による地域社会環境と自然景観との関わりについ
て調査。・既存のデータ収集と伐採跡地や荒廃地再生に関するデータベース
を整備。
15年度:・修復技術の適用後の生物多様性と森林環境保全機能（水土保全炭素
固定）回復評価・熱帯樹種スクリーニングと数種の造林技術を適用・土壌の
肥沃度の向上の評価・住民参加による環境資源管理システムの開発・修復技
術・炭素固定、地力回復、生物多様性のデータベースの構築とネットワーク
化
16年度:・修復技術の導入後の生物多様性と森林環境保全機能の評価と国際機
関発表・森林機能および土壌肥沃度を高めるための立地管理技術の確立・熱
帯樹種の環境適応戦略に関するモデルを構築・社会経済的な効果の評価と住
民参加を促す修復技術の適用性・東南アジア熱帯の諸地域の情報収集・整
理、利便性の高いデータベースの整備と公開

京都大学他
A-d:固定隔離、
A-e:対策技術

15 環境省
地球環境保全試験研究費（うち、二酸化
炭素海洋隔離による海洋物質循環過程へ
の影響評価に関する研究）

　わが国は、二酸化炭素の海洋隔離技術や海洋貯留技術に関し
て、これまで積極的に研究開発を進めてきており、海洋環境へ
の影響予測方法などが今後解決すべき課題として残されてい
る。海洋隔離技術の確立にあたっては、特に海洋環境に与える
影響の評価が今後解決すべき大きな課題であることから、①二
酸化炭素の放出によってできる高二酸化炭素、低pHの海水によ
る生物個体や生態系への直接的影響の評価、②表層から運ばれ
てきた粒子が分解・溶解して化学成分が海水へ戻る過程を経て
間接的に生態系へ及ぼす影響の評価、など海洋環境の変化に対
する科学的評価を行うことが重要になる。このうち①に関する
研究は、技術開発に直接的に関わる問題として技術的な開発研
究の中で実施され始めている。
　このため、本研究では②を対象として集中的な研究を実施す
る。

平成１５年度～平成１９年度

(1)海洋中・深層域の粒子状物質についての現状の把握、(2)粒子の分解・溶
解過程に与えるpH, pCO2の影響評価、(3)海洋隔離による海洋物質循環変化の
推定と取りまとめの実施

産業技術総合研究
所

A-a:モニタリング、
A-d:固定隔離 新規
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平成15年度 ゴミゼロ型・資源循環型技術研究イニシャティブ登録課題

1 文科省
一般・産業廃棄物・バイオマスの複
合処理・ 再資源化プロジェクト

「持続型経済社会」の実現に向けて，都市・地域から排出さ
れる一般・産業廃棄物やバイオマス等を無害化処理するだ
けでなく，原料化・燃料化するための複合処理・再資源化
に関する技術開発を行うとともに，その実用化と普及を目
指して，影響・安全性評価や経済・社会システムの一環とし
て成立させるための社会システム設計に関する研究開発
を産学官の連携で行う。

平成１５年度
～１９年度

(1) 廃棄物やバイオマス等から高効率にエネルギー資源を
回収し燃料化･原料化するためのガス化高効率変換技術
やガスエンジン等による高効率発電技術等のプロセス技術
の開発。
(2)廃棄物･バイオマスの低温ガス化処理等に伴う副生成物
(灰、排ガス、浸出水等)の試験･分析、安全性評価、環境リ
スク管理に関する研究開発。
(3)低温ガス化炉を一例として、地域により他の処理方法も
検証して、望ましい廃棄物処理システムを提案する社会シ
ステム設計に関する研究開発。
(4)実用化レベルでの物流システムに関する研究開発。

文部科学省/東
京工業大学，東
京大学，東京農
工大学，岡山大
学，理化学研究
所植物科学研究
センター，(株)荏
原製作所，清水
建設(株)，（株）関
西総合環境セン
ター，東日本電信
電話(株)

B-a：循環型社
会創造
B-b：リサイク
ル技術
B-d：適正処理
処分

新規

2 農水省
農林水産バイオリサイクル研究（うち
食品廃棄物等の革新的な減量化・循
環利用技術の開発）

生ゴミ等の食品廃棄物、農林水産施設廃棄物等のリサイク
ル技術を開発する。

平成１４年度
～１８年度

14年度　　生ゴミ等の食品廃棄物、農林水産施設廃棄物等
のリサイクル技術に係る情報の収集・解析を行う。
15年度～　　生ゴミ等の食品廃棄物、農林水産施設廃棄物
等のリサイクル技術の開発を行う。

農林水産省/(独)
食品総合研究所
が中心となり、
(独)農業技術研
究機構、(独)農業
工学研究所、(独)
水産総合研究セ
ンター、(独)北海
道開発土木研究
所、
都道府県、大学
及び民間等と共
同

B-b：リサイク
ル技術

2-1 農水省
水産加工廃棄物等のリサイクル技術
の開発

・水産加工廃棄物や投棄魚等から有用物質であるｾﾗﾐﾄﾞ及
び生理活性ﾍﾟﾌﾟﾁﾄﾞの探索と抽出を行う
・紫外線吸収物質等有用成分の抽出技術の開発を行うとと
もに、魚介類残滓を高品質ﾐｰﾙへと転換し、これらの有用
物質を単離・回収するとともに廃棄物減量化ｼｽﾃﾑを構築
する
・畜産廃棄物を有機性窒素・リンとして利用できる有用微細
藻類を作出し、初期餌料を開発する

平成１４年度
～１８年度

B-b：リサイク
ル技術
B-d：適正処理
処分

2-2 農水省
食品廃棄物のリサイクル技術及び循
環利用システムの開発

・効率的脱水による有用物質の生産技術の開発
・地域食品廃棄物からの生分解性資材の開発
・乳酸の効率的な発酵技術の開発
・微生物によるバイオ燃料電池交換技術の開発
・高活性麹菌を利用した醤油絞り粕低減化ｼｽﾃﾑの開発
・九州地域における焼酎廃液の効率的利用ｼｽﾃﾑの開発
・食品残さの発酵リキッド飼料化システムの開発
・サツマイモ澱粉及び廃液の有効利用技術の開発
・食品廃物の膜分離型メタン発酵プロセスの開発

平成１４年度
～１８年度

B-b：リサイク
ル技術

2-3 農水省
農林水産業施設廃棄物等のリサイク
ルの開発

・ため池底泥土(ﾍﾄﾞﾛ)や漁港等のﾍﾄﾞﾛを対象とした固化技
術を開発し魚礁における海草等の藻場造成に関する実証
技術の開発と具体的な実施ﾆｭｱﾙの策定を目標とする
・ﾍﾄﾞﾛや施設廃棄物(ｺﾝｸﾘｰﾄ)などを固化処理や高分子材
料(ｼﾞｵﾃｷｽﾀｲﾙなどのﾈｯﾄ)を用いた品質改善技術を検討
し、ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝや水路等の農業用施設に再利用するための
革新的な利用技術の開発を実施する

平成１４年度
～１８年度

B-b：リサイク
ル技術

予算計上省／
実施機関

プログラムとの
対応

備考課題概要 実施期間 予算事業計画概要No. 担当省 課題名

B.ゴミゼロ型・資源循環型技術研究イニシャテイブ：
a.　循環型社会創造支援システム開発プログラム
b.　リサイクル技術・システムプログラム
c.　循環型設計・生産プログラム
d.　適正処理処分技術・システムプログラム

B.ゴミゼロ型・資源循環型技術研究イニシャテイブ：
a.　循環型社会創造支援システム開発プログラム
b.　リサイクル技術・システムプログラム
c.　循環型設計・生産プログラム
d.　適正処理処分技術・システムプログラム
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予算計上省／
実施機関

プログラムとの
対応

備考課題概要 実施期間 予算事業計画概要No. 担当省 課題名

3 農水省
農林水産バイオリサイクル研究（うち
農山漁村におけるエコシステム創出
に関する技術開発）

農山漁村で発生する家畜排せつ物等有機性廃棄物の適
正処理技術及び循環利用技術を開発する。

平成１２年度
～１６年度

14年度～
○家畜排せつ物等有機性廃棄物の適正処理技術及び循
環利用技術サイクル技術に係る実証施設の建設、運転調
査等を行う。
○家畜排せつ物等有機性廃棄物の適正処理技術及び循
環利用技術に係る実証施設の運転データ等を基に技術普
及の基礎となる設計・維持管理方針を検討し確立する。

農林水産省/(独)
農業技術研究機
構が中心となり、
(独)農業環境技
術研究所、(独)農
業工学研究所、
(独)食品総合研
究所、(独)森林総
合研究所、(独)水
産総合研究セ
ター、北海道立根
釧農業試験場等
の都道府県、
長崎総合科学大
学等の大学及び
民間等と共同

B-b：リサイク
ル技術
B-d：適正処理
処分

3-1 農水省
家畜排せつ物等の有機性廃棄物の
リサイクル技術の開発

・ｱﾝﾓﾆｱ等発生臭気を回収・利用可能な吸引通気方式の
堆肥化技術の実証試験、増設・移動が容易な密閉ｺﾝﾃﾅｰ
型堆肥化装置の開発を行うとともに、堆肥の流通化促進の
ための成型加工技術、品質評価技術及び流通計画ｼｽﾃﾑ
開発等を行う
・UASB法ﾒﾀﾝ発酵の実証ﾌﾟﾗﾝﾄによる設計・維持管理指針
の策定、産生するﾒﾀﾝを利用した脱色技術を開発するととも
に、浄化処理の前段で畜舎汚水のﾘﾝ等資源を回収する技
術を開発する
・エネルギー自立型の乾式メタン発酵技術の実証プラント
による家畜排せつ物と低水分有機性廃棄物である古紙・生
ゴミの合併処理試験を行い、さらに残渣の炭化物の利用技
術を開発する

平成１２年度
～１６年度

B-b：リサイク
ル技術
B-d：適正処理
処分

3-2 農水省
林産業に係わる有機性廃棄物のリ
サイクル技術の開発

・物理的および化学・微生物処理により木材廃棄物の再
生・利用等のための技術を開発する木質系廃棄物の削減・
再利用ｼｽﾃﾑの提案を行う

平成１２年度
～１６年度

B-b：リサイク
ル技術

4 農水省
農業由来の有機質資源の循環利用
に係る政策の評価手法の開発に関
する研究

・「食料・農業・農村基本法」では、基本理念として農業の持
つ自然循環機能の維持増進を掲げているが、本研究は、
その考え方を基本に、農業由来の有機資源の循環利用の
促進を図る政策、およびその評価について検討することを
目的とする。

平成１３年度
～１５年度

１３年度～
農業由来の有機質資源の循環利用の促進にかかる政策
の評価
１４年度～
有機質資源のリサイクル政策とその政策効果に関する研
究

農林水産省農林
水産政策研究所

B-a：循環型社
会創造

5 農水省

農林水産バイオリサイクル研究（うち
バイオマスの地域循環利用システム
化技術の構築及び評価手法の開
発）

農林水産系バイオマスの循環利用を支援するシステムの
構築を目的に、利用対象となるバイオマス資源の賦存量、
発生量、移動可能量の推定や地域特性に応じた資源の搬
送技術、再資源化技術の選定及びプラントの適正規模の
設定など、循環利用システム構築及び運営・管理のための
シナリオを作成するとともに、想定される循環システムの経
済面、環境面、エネルギー面からの評価手法を確立する。

平成１５年度
～１８年度

15年度：バイオマス資源循環利用診断モデルの基本設計
及び再資源化施設の性能、コスト評価を行うとともに、発生
源、再資源化施設、還元利用地の空間分布把握を行う。
16年度：モデル本体への農林水産分野のからのサブモデ
ル統合するとともに、開発予定の再資源化施設の性能、コ
スト評価やシステム評価法の事例地域への適用、対象地
域の地域特性を把握するためのGISデータ整備等を行う。
17年度：診断モデルのユーザーへの普及とデータベースの
整備等による資源循環モデルの精度の向上を行う。

農林水産省/(独)
農業工学研究所
が中心となり、
（独）農業技術研
究機構、（独）森
林総合研究所、
（独）水産総合研
究センター、(独)
農業環境技術研
究所、(独)食品総
合研究所、茨城
大学等の大学及
び三菱総研等の
民間等と共同

B-a：循環型社
会創造 新規
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6 経産省
廃棄物の少ない循環型プラスチック
の設計・製造技術開発

 ○ペットボトルは需要が急増しており、効率的なリサイクル
システムの構築が課題となっている。生産量及び回収率
は、以下の通りである(1996年→2001年見込み)。
  生産量:173千トン→389千トン回収率:2.9%→44.5%
   また、そのリサイクル技術については、フレーク化による
繊維への実用化やモノマー化による原料への実用化計画
が検討されている等複数のリサイクル技術が研究されてい
ることから、ペットボトルを代表としてプラスチックについて
のライフサイクル全体を俯瞰したリサイクルシステムを評
価・解析するシステムを開発する。
○具体的には、
①樹脂製造、ボトル成形、ボトリング、消費(市場二一ズ)、
回収、再生の各段階において複数の関係者から各段階に
おける製品仕様、要素技術、コスト、エネルギ一消費量、環
境排出量(廃棄物、排水等)等リサイクルに関する技術情
報・データを入手し、各段階における各要素の相関関係を
明らかにし、原料調達から再利用までの各段階における仕
様変更等がどのように影響を及ぼすかを評価・解析するシ
ステムを構築する。
②各段階における物流に関するデータ(物流拠点、配送単
価、エネルギーコスト等)を入手し、物流面からリサイクルシ
ステムを評価・解析するシステムを構築する。
③これらを統合することにより、製造・リサイクル技術面、物
流面からリサイクルシステム全体を効率化するための評
価・解析手法を確立する。

平成１２年度
～１５年度

14年度は、詳細設計に基づきソフトウェアを作成するととも
に、データベースを構築し、輸送距離等の全国平均の値を
用いた、季節変動がない評価・解析システムとして稼働で
きる状態に仕上げた。15年度は、輸送経路や工場立地な
どを取り扱う地域物流シミュレーターとデータベースを利用
したプログラムを作成し、14年度に作成したシステムに統
合し、特定のシナリオにおける評価を行う。

経済省／（財）化
学技術戦略推進
機構

B-a：循環型社
会創造

7 経産省 ３Ｒ技術実用化開発

(1)事業の概要
　地域において新産業・新事業を創出し、地域経済の活性
化を図るため、３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）技術
の実用化により、循環型社会の構築の促進に資する優れ
た技術開発に対して費用の一部を補助する。
(2)事業の効果(目標とする成果)
　循環型社会の構築が民間事業者による市場べ一スに
のって進展する効果のみならず、３R産業の創出や育成を
通じた、我が国の産業経済の多角的な発展が推進されると
いう効果も期待される。

２年以内

・現在の大量生産、大量消費、大量廃棄を前提とした経済
社会においては、環境制約・資源制約が、将来の安全で質
の高い生活の維持と健全かつ持続的な経済・産業活動の
進展にとって、大きな制約となる可能性が高く、従来のライ
フスタイルや価値観を根本的に転換し、環境と経済が統合
された「循環型経済システム」を構築していくことが急務で
ある。
・このような状況において、３Ｒ（廃棄物の発生抑制
(Reduce)、製品・部品の再使用(Reuse)、原材料としての再
利用(Recycle)）技術については、企業等により個別の製
品・廃棄物に着目した取り組みが実施されてきており、技
術シーズについてはかなり開発されているものと考えられ
る一方、上記の社会ニーズに迅速に対応していくために
は、これを早急に実用化することが重要な課題となってい
る。このような技術実用化については、３Ｒ技術の実用化・
導入に係る初期コストが多額であるために短期的には費
用・便益がバランスしないことから、市場原理に基づく企業
の自主的な取り組みが期待できないという問題が生じてい
る。
・このような技術実用化を政府が支援することは、循環型
社会の構築が民間事業者による市場ベースによって促進
する効果のみならず、３Ｒ産業の創出や育成を通じた、我
が国の産業経済の多角的な発展が推進されるという効果
も期待される。

経済省／民間企
業等

B-a：循環型社
会創造
B-b：リサイク
ル技術
B-c：循環型設
計

提案公募型事
業

7-1 経産省
焼酎粕から食品原料向けバクテリオ
シン生産技術の開発

焼酎粕を原料にして、安全な食品保存用の抗菌物質として
注目されているバクテリオシンを乳酸菌で効率よく生産す
るプロセスを開発する

平成１３年度
～１５年度

B-a：循環型社
会創造
B-b：リサイク
ル技術

7-2 経産省 超臨界メタノールによるＰＥＴモノマー
化プラント実用化開発

使用済みＰＥＴボトルを超臨界メタノールによるメタノリシス
法によりＰＴＡ（高純度テレフタル酸）およびＥＧ（エチレング
リコール）を製造するＰＥＴモノマー化プラントを開発すること
で、既存の製造・流通システムと共存するボトルからボトル
への理想的な循環型リサイクルを構築し、資源消費とごみ
発生量を最小化する。

平成１４年度
～１５年度

B-a：循環型社
会創造
B-b：リサイク
ル技術
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7-3 経産省
廃プラスチックの再生、組み合わせ
による防音、吸音材、断熱材としての
実用化

内面は、容器リサイクル法により回収されたＰＥＴボトルで
三次元構造体を作り、家電リサイクル法で回収されたポリ
プロピレン、ポリスチレンでパネルを成形する。外面は、自
動車リサイクル法により回収されたシュレッダ－ダスト内に
ある発泡ウレタンを用い、各々を組み合わせて住宅工場断
熱材、住宅用床材、自動車内装材、道路等の防音壁内材
等を製品化する。

平成１４年度
～１５年度

B-a：循環型社
会創造
B-b：リサイク
ル技術

7-4 経産省
不飽和ポリエステル樹脂を主成分と
するFRPのFRP等へのリサイクル

FRPを解重合技術によって樹脂溶液、ガラス繊維、フィラー
に分離回収するケミカルリサイクル法の研究開発を実施
し、実験室レベルでの見通しを得た。この技術の特徴は、
粉砕処理が不要で、常圧下、比較的低温（200℃以下）処
理のため、装置が簡素で設備費用が安くできる。またガラ
ス繊維、樹脂成分、フィラーの各材料が分離されるので、
各々リサイクル用途開発が可能になり汎用性が増し、リサ
イクル率を飛躍的に高めることが可能になる。そこで、パイ
ロットプラントの設置、稼働を行い、回収材を確保して樹脂
成分、ガラス繊維、フィラーを再びFRPにリサイクルする用
途検討を行う。

平成１４年度
～１６年度

B-a：循環型社
会創造
B-b：リサイク
ル技術

7-5 経産省 廃液晶材料の再生技術

廃液晶パネルに封入されている廃液晶材料は、微量の不
純物混入や成分の一部損失により特性が劣化するために
リサイクルできず、廃液晶パネルと共に焼却・埋め立て処
理されている。再生を行うために混入した不純物を取り除
き、液晶材料を実用レベルまで精製する技術を確立する。
また、回収した液晶材料を新品と同様になるよう特性の調
整を行う際に、液晶の特性把握におけるコストダウンを図
るため物性評価作業システムの構築及び、物性予測シス
テムの利用を図り、作業の効率化を図る。

平成１５年度
～１６年度

高津　晴義　大日
本インキ化学工
業㈱液晶材料技
術本部長

B-a：循環型社
会創造
B-b：リサイク
ル技術

新規

7-6 経産省
廃石膏ボードを主原料とする完全リ
サイクル型新規石膏パネル製造実
用化技術開発

建設業界より、健康面、安全面に優れ、かつ機能的な資源
循環型建材の開発が強く望まれている。一方、建築現場か
ら今後、新築、解体系を合わせ、全国年間１６０万トン以上
廃石膏ボードが発生見込みで、石膏ボード原料としては技
術的、経済的問題からリサイクル消化が不十分なため、用
途開発が急務となっている。そこで、廃石膏ボードを主原料
とし、製品性能としては、昨今の社会的要求事項であるリ
サイクルが可能、安全面では不燃でかつシックハウス問題
がない、流通・施工面では軽量でハンドリングが容易など
の機能性を持つ新規無機系建材を開発する。

平成１５年度
～１６年度

藤田功
チョダウーテ㈱研
究開発部研究開
発部長

B-a：循環型社
会創造
B-b：リサイク
ル技術

新規

7-7 経産省
シルクスクリーン印刷に替わるプリン
ト回路基盤用印刷装置の開発

従来、シルクスクリーン印刷によって行われてきたプリント
回路基板へのシンボルマーク等の印刷工程のプロセスを
改革する印刷装置を開発する。これによりシルクスクリーン
印刷で発生する洗浄液廃液が削減され、地球環境と資源
の保護に寄与する。

平成１５年度

尾崎　耕治
マークファイン株
式会社　事業企
画担当部長

B-a：循環型社
会創造
B-b：リサイク
ル技術

新規

7-8 経産省
鋼製貯蔵貯留散水施設を用いた都
市ごみ焼却灰の広域流通資源化シ
ステムの開発

ここでは大量の都市ごみ焼却灰を鋼製貯留散水施設で脱
塩処理し、これを普通セメント原料にリサイクルするシステ
ムの開発を目的としている。技術開発の内容としては、これ
までラボレベルでの検証を拡大した鋼製貯留散水施設で
の実証実験を一年間通じて行い、脱塩等の定量的効果を
認識すると共に、散水に関する最適な方法を確立する。

平成１５年度
～１６年度

小櫻義隆
株式会社横河ブ
リッジ　建設環境
本部環境部部長

B-a：循環型社
会創造
B-b：リサイク
ル技術

新規
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7-9 経産省 廃電線の銅線と被覆の分離装置

現在、廃電線処理は小さな処理能力の処理機又は、人手
により銅線・被覆に分別されており経費・手間が掛かり、電
力会社、電気工事会社、電線メーカー等から大量に排出さ
れる廃電線処理に追いつかず大量に保存されている。そ
の廃電線を大量に処理し低価格で維持費も掛からずリサイ
クルできる装置を開発する。

平成１５年度
～１６年度

　平川　　和雄
テクニカル機工㈱

B-a：循環型社
会創造
B-b：リサイク
ル技術

新規

7-10 経産省 ３Ｒ対応型ＨＤ腐食活性汚泥排水処
理システムの開発

(1)技術開発の概要
　本研究開発は、既存の公共下水道や農業集落排水、畜
産排水等の排水プロセスに、複雑で大掛かりな改造を一切
行うことなく、適時処理状況を把握しながら腐植物質と腐植
抽出菌を適量制御投入できる「ＨＤ腐植制御装置」のみを
新規に付加する事で、廃棄汚染を減らし、悪臭を発生させ
なくし、環境ホルモン活性をも減少させ、結果として処理コ
ストも削減できる施設への転換させるシステムの開発(ﾒｶﾆ
ｽﾞﾑの解明、装置の開発)を目的とする。
(2)事業の効果
　下水処理施設の無臭化や環境ホルモンの削減による地
域の環境保全が図れることは、もとより、処理施設における
発生汚泥の減容化によりコスト軽減に寄与する。加えて、
処理水や余剰汚泥等は、燐分、微量ミネラル分の多い完
全無臭化液肥として、農・林業において利用でき、消臭剤
や発酵促進剤として利用可能である。

平成１５年度 眞﨑　建次
㈱ﾏｻｷ･ｴﾝｳﾞｪｯｸ

B-a：循環型社
会創造
B-b：リサイク
ル技術

新規

8 経産省

循環型社会構築産業技術実用化開
発補助事業

(1)要求を行う施策・事業の概要
   従来の大量生産・大量消費・大量廃棄という経済社会の
在り方を根本的に見直し、循環型経済社会の構築を加速
的に進めることが求められているが、その促進を図るため
に、その対応策として特に社会的二一ズが高い喫緊の課
題を情勢を踏まえながら適宜抽出し、その中でも技術開発
の観点から解決が図られるべき課題に関して具体的テー
マを提示し民間企業等が行う即効的な実用化技術開発を
支援する。
(2)従来施策・事業との違い
　 社会的二一ズに鑑み特定課題を設定していくことから、
喫緊の課題に対する即効'的な対応が期待される。
(3)施策・事業の効果(目標とする成果)
   喫緊の課題に対する即効的な対応が期待されることと併
せてその着実な実施により、環境負荷低減と経済性の向
上の両立に寄与するものと期待されるため、国として積極
的に支援していく必要がある。

平成１４年度
～１６年度

従来の大量生産・大量消費・大量廃棄という経済社会の在
り方を見直し、循環型経済社会の構築を加速的に進めるた
めに、その解決に資する対策のうち、特に喫緊課題として、
現在、法制化の検討が進められており、リサイクルの高度
化が必要な自動車及ぴ個別リサイクル法が整備され緊急
の対応が講じられている以下のテーマに対して支援を行
う。

①電炉技術を用いた鉄及びプラスチックの複合リサイクル
技術開発
②高塩素含有リサイクル資源対応のセメント製造技術開発
③断熱材ウレタンのリサイクルエ程に係る安全技術開発
（１４年度終了）

経済省／ＮＥＤＯ B-b：リサイク
ル技術

8-1 経産省 電炉技術を用いた鉄及びプラスチッ
クの複合リサイクル技術開発

シュレッダーダスト等の廃棄物をプラスチック類と金属類と
に分離することなく電気炉で処理し、廃棄物中の有機系成
分を還元剤として利用するとともに、金属屑を再資源化す
る技術を開発する。

平成１４年度
～１６年度

B-b：リサイク
ル技術

8-2 経産省
高塩素含有リサイクル資源対応のセ
メント製造技術開発

廃棄物最終処分場の逼追等の解消のため、今後、セメント
産業において廃棄物受け入れ量の増大、種類の多様化を
図っていく上で、阻害要因となっている塩素、重金属等の
回収・利用に係る技術開発を実施する。

平成１４年度
～１６年度

B-b：リサイク
ル技術
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9 経産省 有害廃棄物等汚染土壌修復技術実
用化補助金

(1)要求を行う施策・事業の概要
   近年、重金属等を含む廃棄物の不適切処理や不法投棄
等により廃棄物処分場隣接地等における土壌汚染、事業
所内において廃棄物等が適正に管理されなかったことによ
る土壌汚染が顕在化してきている。
  このため、効果的・経済的な重金属等による土壌汚染修
復技術の実用化開発を行う。
(2)従来施策・事業との違い
   従来、重金属等による土壌汚染が発覚した場合の処理
方法として、汚染土壌を一般環境から隔離する「封じ込
め」、廃棄物として埋立処分する等「掘削除去(現場外処
理)」が一般的に行われてきたものの、この場合、封じ込め
が行われた土地の利用に一定の制限がかかるため土地の
有効利用が図れないこと、掘削した土壌を処理施設に輸送
するためのコストが高いこと、汚泥として廃棄物最終処分
場に搬入される土壌量の増加による処分場容量のひっ迫
等諸問題が未解決のままである。
  そこで、このような根本的な問題を回避しうる重金属等汚
染土壌修復技術の実用化開発を行う。
(3)施策・事業の効果
   重金属等による汚染土壌の存在が発覚したサイト内に
おいて、土壌から重金属等を分離し、浄化された土壌を再
び埋め戻す等土壌の再利用が可能となる。

平成１４年度
～１６年度

補助率：2/3
経済産業省   →　　民間企業等

経済省／民間企
業等

B-d：適正処理
処分

化学物質リス
ク総合管理技
術研究イニシ
アティブ

10 経産省
建築廃材等リサイクル技術開発

(1)要求を行う施策・事業の概要
   建設リサイクル法の施行により建設発生木材を再び資
源としてリサイクルするスキームが整えられつつあるが、こ
れらの廃棄物のリサイクルは現在、技術的に困難であった
り、リサイクル製品が経済的に既存製品と競合できるレベ
ルにない又はリサイクル製品の需要が限定されている等
完全な市場メカニズムにより資源の循環が行われる状態
にないため、これらのブレークスルーを図るべく革新的な技
術開発を実施。
 (2)従来施策・事業との違い
   小渕元総理が提唱したミレニアムプロジェクトの一環であ
り、府省の横断的取り組みと官民の十分な連携を図ること
はもとより、明確な実現目標の設定や産学の有識者で構
成される「リサイクル・リユース等推進評価・助言会議」によ
り毎年度、事業の評価、進捗状況の確認等を行いながら事
業を実施。平成15年4月に開催された平成14年度の事業
評価は、「提案された目標に向かって、順調に推移してい
る。」というもの。
(3)施策・事業の効果(目標とする成果)
　　建設発生木材のリサイクル率90%(現状40%程度)を実現
するための技術の確立。
目標:以下のような性能等を有する製品を開発する。
1)建設発生木材を用いて、現在使用されている合板等と同
等以上の機能と性能(曲げ強度:50N/㎜2以上、曲げヤング
率:6.9KN/㎜2以上、吸水後の厚さ増加率:6%以下)を有する
ボード製品
2)接着剤等の木材液化物製品(粘着強度:室温で25MPa以
上)、炭化製品(比表面積:1000m2/g以上)

平成１２年度
～１６年度

建設発生木材のリサイクルを促進するため、リサイクル用
途及びリサイクル量の拡大が期待できる以下のテーマにつ
いて技術開発を行う。
①建築解体木材の品位に対応したリサイクル技術の研究
開発
　建設発生木材をチップ化したものの品位に応じて、高品
位なものは高耐水性ボードの開発(合板の代替ボード等)、
中品位なものは木材液化技術の開発(接着剤等)、低品位
なものは炭化する技術(調湿剤等)の開発を行う。
②建築解体木材を用いた木質ボード製造技術の研究開発
　建設発生木材をチップ化したもの及び廃家電製品から発
生する廃プラスチックを利用し、合板と同等以上の性能を
有する木質ボードを製造する技術の開発を行う。

経済省／ＮＥＤＯ
テーマ毎に次の
ように実施してい
る。
①永大産業
（株）、住友林業
（株）、富山県林
業試験センターを
中心に実施、産
業技術総合研究
所中部センターに
研究の一部を再
委託
②積水ハウス
（株）を中心に実
施、ニチハ（株）
及びシャープ
（株）に研究の一
部を再委託

B-b：リサイク
ル技術
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11 経産省
資源循環型住宅技術開発の推進

(1)要求を行う施策・事業の概要
   各要素技術の連携を重視し、3R(Remove(取りはずし技
術)、Reduce(発生抑制・長寿命化技術)、Recycle(再生技
術))に対応した住宅システム及び住宅の評価・管理技術等
の技術開発を実施。
(2)従来施策・事業との違い
   建設から維持、管理、廃棄処分までのライフサイクル全
般を視野に入れた長寿命かつリサイクルしやすい総合的な
住宅システムの確立に向けた技術開発を実施。
(3)施策・事業の効果(目標とする成果)
   3R(Remove(取りはずし技術)、Reduce(発生抑制・長寿命
化技術)、Recycｌe (再生技術))に対応した住宅システム及
び住宅の評価・管理技術の確立。
  上記目標の達成を具体的に図る指標として現状を基準に
「耐久性」１００年
「資材投入量の削減量」５０％
「建設廃棄物最終処分量の削減量」８０％
「エネルギー消費の削減量」４０％を設定

平成１２年度
～１６年度

循環型経済社会に対応し、投入又は廃棄する資源・エネル
ギーの最小化を目指した住宅の技術開発を推進。
本研究開発終了後、民間企業による商品化研究期間を経
て、資源循環に対応した戸建住宅、集合住宅が市場に供
給されることを目指す。
①3R(Remove(取りはずし技術)、Redu㏄(発生抑制・長寿命
化技術)、Recycｌe(再生技術))に対応した住宅システムの開
発
・Remove(取りはずし技術)の技術開発
　　資源循環を行うために、効率よく、かつ再利用可能(リサ
イクルやリユースが可能)な形態で住宅の構成要素を取り
出すための技術。
・Reduce(発生抑制・長寿命化技術)の技術開発
　　住宅構成要素(部材等)の耐久性等の向上により部材等
の物理的・機能的寿命を延ばし、廃棄物の発生を抑制する
技術の開発を行う。
・Recycle(再生技術)の技術開発
　　取り外された住宅構成要素が、各部材としての機能・性
能を維持することが不可能である場合、形態を変えて他の
住宅構成要素で再利用する技術の開発を行う。
②住宅の評価・管理技術
　　適切な時期にリフォームや建替えを行うことで省資源に
繋げるとともに、廃棄される住宅構成要素のリサイクルが
容易になるよう、住宅に使用されている材料の量及び質の
把握、使用後の住宅材料の経年変化に対する評価手法の
開発を行う。具体的には、屋根材、外装材、内壁等住宅主
要部材の耐久性評価方法等の開発を行う。

経済省／生活価
値創造住宅開発
技術研究組合

B-b：リサイク
ル技術
B-c：循環型設
計

12 経産省 鉱害防止技術調査研究事業

(1)要求を行う施策・事業の概要
　金属鉱業事業団技術開発部鉱害技術開発課は、鉱害防
止事業の円滑化・効率化を目的として、鉱害防止に必要な
技術開発として高効率廃水処理技術および高効率殿物造
粒システム技術に関する調査研究を実施している。
(2)施策・事業の効果(目標とする成果)
　1)高効率廃水処理技術：石炭灰を利用した新中和剤の効
果及び適用性を検討し、これを利用した最適な廃水処理シ
ステムを構築した上で、汎用的な利用可能性を評価する。
　2)高効率殿物造粒システム技術：処理の効率化が急務と
なっている硫黄・硫化鉄鉱山坑廃水処理場を対象に、従来
の坑廃水処理システム（プロセス及び薬剤）の改善により
中和殿物の減容化・処理コスト削減を図る。
(3)前年度の実績及び目標までの達成状況(継続事業の場
合)
　1)高効率廃水処理技術：ビーカー試験および実証試験に
より新中和剤の優れた処理性能、および薬剤使用量の１
割削減を確認した。さらに、新中和剤を改良し、マンガンを
逆中和無しで処理可能なことを確認した。
　2)高効率殿物造粒システム技術：ビーカー試験により、硫
黄・硫化鉄鉱山坑廃水に対して「有効な中和剤の選定」、
「二段中和・殿物繰り返し条件の設定」について検討した結
果、これらの項目に関して最適な処理条件を確認した。

・高効率廃水処
理技術の調査研
究（平成１１年度
～１５年度）

・高効率殿物造
粒ｼｽﾃﾑ技術の
調査研究（平成１
３年度～１６年
度）

金属鉱業事業団が実施する鉱害防止技術開発のための
調査研究に必要な経費について、定額補助を行う。

経済省／金属鉱
業事業団

B-d：適正処理
処分 先導的研究

13 国交省
循環型社会及び安全な環境の形成
のための建築・都市基盤整備技術の
開発

建築・都市を循環型で持続可能なものへと再構成してゆく
ため、建築・都市整備の分野において、住宅・建築物の建
設・運用時の消費エネルギー低減技術の開発、再生可能
な木材資源の活用や解体等に伴う廃棄物の抑制を可能と
する木質建築技術の開発等の開発を行う。

平成１４年度
～１６年度

15年度
自立循環のための住宅・都市システム最適化技術の検
討、ＩＴ技術の活用による普及システムの検討、建築環境性
能評価・表示システムの検討、木材活用型低環境負荷建
築構造の構造・防火性能評価法のとりまとめを行う
16年度
エネルギー自立循環型建築・都市システム技術

国土交通省/大
臣官房技術調査
課（国土技術政
策総合研究所）

A-d：
A-e：
B-b：リサイク
ル技術
B-c：循環型設
計

7/23



予算計上省／
実施機関

プログラムとの
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備考課題概要 実施期間 予算事業計画概要No. 担当省 課題名

14 国交省 エネルギー自立循環型建築・都市シ
ステム技術の開発

・負荷低減住宅技術、太陽光発電や燃料電池等の住宅に
おける最適化技術、雨水利用・排水処理技術、気候・地形
などに応じた環境共生型計画技術、都市気候緩和技術、IT
を活用した住宅の最適維持管理技術及びこれらを総合的
に組み合わせた評価手法の開発を行うとともに、評価のた
めのﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽを整備し、ﾕｰｻﾞｰや中小工務店にも利用可
能な設計ｼｽﾃﾑとして設計計画支援ｿﾌﾄを開発する
・自立循環型住宅ｼｽﾃﾑや設計ｼｽﾃﾑを合理的に普及させ
るために必要な規制目標・事業手法の検討も行う

平成１３年度
～１６年度

B-c：循環型設
計

15 国交省
エネルギーと資源の自立循環型住
宅に係わる普及支援システムの開
発

居住時のエネルギー消費量を５０％削減可能な住宅・設備
システムの最適解を選択し、それらについて居住行動を模
擬再現した実験住宅における検証実験によって効果を明ら
かにする。さらに、システムの設計・施工方法の整備、モデ
ル事業による検証、行政誘導施策に関する検討を行う。本
研究課題は、地球環境研究総合推進費研究課題「家庭用
エネルギー消費削減技術の開発及び普及促進に関する研
究」（建築研究所等、平成15年～17年予定）と連携して進め
る。

平成１３年度
～１６年度

１３年度　５０％省エネ住宅に関する普及型プロトタイプの
検討及び家庭エネルギー消費構造に関する詳細測定など
１４、１５年度　燃料電池等コジェネ設備、太陽電池、給湯
器、暖冷房設備等の実験住宅の整備及び検証実験実施な
ど。住宅躯体の高耐久断熱工法の開発及び通風日射遮蔽
による防暑技術の開発整備など。昼光利用、雨水利用及
び排水処理による水循環技術の開発及び効果検証実験の
実施、モデル事業を対象とした効果検証実験など
１６年度　実用的な設計手法の整備、普及型省エネ住宅技
術支援のための政策手法の検討など

国土交通省/独
立行政法人建築
研究所、国土交
通省国土技術政
策総合研究所

A-e：
B-c：循環型設
計

16-1 国交省
自立循環型住宅のための要素技術
開発

・断熱外皮のための新技術の評価と開発
・高効率暖冷房・換気・通風・給湯ｼｽﾃﾑの評価手法の開発
・昼光利用・証明ｼｽﾃﾑに関する研究
・開口部日射遮蔽計画に関する研究
・水・廃棄物の循環ｼｽﾃﾑに関する実験的研究

平成１３年度
～１６年度

自立循環型住宅の基幹要素技術に関して設計施工方法の
最適化を促進するため、省エネルギー性能等に関する定
量的評価方法を開発する。開発成果は、実務者向けの設
計ガイドラインとして公表する。

B-c：循環型設
計

18のサブテー
マ

16-2 国交省 自然通風を活用した建築環境技術
の開発

・風圧力の予測方法とそのための風洞実験によるデータの
蓄積(乱流境界層風洞実験)及び壁面等の風圧を基に通風
量を計算する手法の精度向上(通風実験棟での継続実験)
・建物形状を考慮した風圧係数分布の予測方法の開発(乱
流境界層風洞実験)
・自然通風・換気の阻害要因に関する対策技術の開発

平成１３年度
～１６年度

通風は、中間期及び夏期において重要な室内環境調整技
術であり、冷房換気技術が普及した現在においても住宅等
において重要視されている。ピーク電力消費や電力消費総
量を抑制するためにも、また室内の快適性を維持するため
にも、定量的な通風設計を可能とする風圧データ及び通風
効果の予測手法の整備が必要であり、本研究では関連す
る手法の開発を行う。

B-c：循環型設
計

18のサブテー
マ

16-3 国交省
省エネルギー性能に関する実証実
験

・自立循環型住宅ｼｽﾃﾑの計画及び実証実験手法の開発
と実施
・ｴﾈﾙｷﾞｰ・資源消費に関する実態調査

平成１３年度
～１６年度

一対の実験住戸を用いて、基本住宅システムに対する自
立循環型住宅システムのエネルギー消費削減効果を検証
する。

B-c：循環型設
計

18のサブテー
マ

16-4 国交省 自立循環型住宅の設計建設支援シ
ステム開発

・設計支援ｼｽﾃﾑの構築
・ＬＣＡ評価手法の開発
・自立循環型住宅普及のための教育・情報提供ｼｽﾃﾑの開
発

平成１３年度
～１６年度

2010年頃という温暖化効果ガス削減の目標時期を考慮し
て、研究成果の建築設計実務への活用を促進するため
に、実務者のための各種の設計資料を作成する。

B-a：循環型社
会創造
B-c：循環型設
計

18のサブテー
マ

（交流研究員）

16-5 国交省 自立循環型住宅の普及推進

・住宅ｽﾄｯｸを含めた自立循環型住宅の普及戦略の立案
・地域との連携によるﾓﾃﾞﾙ住宅建設
・自立循環型住宅技術に関する基準・規格・制度体系の検
討

平成１３年度
～１６年度

民間及び公的機関による住宅に研究成果であるところの
自立循環型住宅技術を適用してもらい、効果の検証を行
う。また、住宅設計建設の実務者と緊密に連絡協力し、研
究成果の実用性の向上に努める。

B-a：循環型社
会創造
B-c：循環型設
計

18のサブテー
マ

（交流研究員）

17 国交省
東京圏における建設工事ゼロエミッ
ション具体化方策検討

都市再生本部において決定された都市再生プロジェクト
「大都市圏におけるゴミゼロ型都市への再構築」に沿った
研究として、循環資源の「環」を形成するため、建設分野に
おける最終処分量ゼロ（ゼロエミッション）を実現化するた
めの具体化構想を策定する。

平成１４年度
～１５年度

建設廃棄物の完全再資源化と再生資源の完全再利用の
実証実験および建設廃棄物の発生状況、発生量の需要予
測や再資源化施設立地状況を踏まえた環境整備を実施
し、ゼロエミッション実現のための具体化構想を策定

国土交通省/総
合政策局事業総
括調整官室、独
立行政法人土木
研究所

B-a：循環型社
会創造
B-b：リサイク
ル技術
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18 国交省 社会資本ストックの管理運営技術の
開発

社会資本ストックの大量更新や循環型社会形成に対応し
た新たなストックメンテナンス技術を確立するため、
・社会資本ストックをより早く、安価に、かつ高い精度で診
断、評価する技術
・構造物の延命、転用、更新技術
・施設群について適切なマネジメント単位を設定し、メンテ
ナンス方法の戦略的選択を行うための評価・計画・管理技
術
等の開発を行う。

３年間

14年度　社会資本の現状性能・機能を評価する技術、社会
資本の維持管理、転用技術による効果をグレーディングす
る技術の開発を行う。
15年度　上記技術開発を継続すると共に、上記技術を応用
して、社会資本の活用期間を最適化するために、その期間
をコントロールするためのマネジメント技術の開発を行い、
同時に適切な社会資本を管理運営するために必要な人材
活用手法、民間資金活用手法、物流マネジメント技術の開
発を行う。
16年度　14～15年度の成果に基づき、社会資本を群として
とらえ、環境、財政等の制約条件下で、戦略的に社会資本
を管理運営する計画を立案するためのマネジメントシステ
ムの開発を行う。

国土交通省/大
臣官房技術調査
課（国土技術政
策総合研究所）

B-a：循環型社
会創造
B-c：循環型設
計

18-1 国交省
戦略的ストックマネジメント実行のた
めの技術基盤の開発

平成１４年度
～１６年度

18-1-1 国交省
個々の施設の構造・機能等の評価
技術の開発

・社会資本ｽﾄｯｸにおける既往の点検・診断技術について、
対象施設・部位、計測項目、計測精度等を調査・体系化す
る
・社会資本ｽﾄｯｸの構造劣化・機能陳腐化について、施設ご
とに評価指標となり得る計測項目を抽出するとともに、評価
指標としての適用性を検証する
・社会資本ｽﾄｯｸの総合的な構造劣化・機能陳腐化を定量
評価する技術を開発する

平成１４年度
～１５年度

18-1-2 国交省 個々の施設の構造・機能等の予測
技術の開発

・社会資本ｽﾄｯｸの将来の構造劣化の程度を予測する技術
を開発する
・将来の機能陳腐化の程度を予測する技術を開発する
・簡便かつ客観的に構造劣化を計測できる非接触型ﾓﾆﾀﾘ
ﾝｸﾞ技術を開発する

平成１４年度
～１５年度

18-1-3 国交省
維持・補修・改修技術及び転用技術
の評価技術の開発

・社会資本ｽﾄｯｸにおける既往の維持・補修・改修・転用技
術について、対象施設・部位、コスト、適用効果等を調査・
体系化する。
・社会資本ｽﾄｯｸの維持・補修・改修・転用技術について、適
用効果の評価指標となり得る事項を抽出するとともに、評
価指標としての適用性を検証する
・複数の維持・補修・改修・転用技術を組合せた場合の適
用効果の評価技術を開発する
・維持・補修・改修・転用技術の適用に伴う環境負荷を定量
評価する技術を開発する
・維持・補修・改修・転用技術を複数組合せた場合における
適用効果を定量評価する技術を開発

平成１４年度
～１５年度

18-1-4 国交省 維持・補修・改修及び転用技術の開
発

・既往の維持・補修・改修・転用技術において、現在不足し
ている技術又は適用効果が小さく普及していない技術分野
などを抽出する
・新たな維持・補修・改修・転用技術について、開発目標と
なる性能を決定し、これを満足でき得る要素技術を開発す
る

平成１４年度
～１５年度

18-1-5 国交省
個々の施設の使用期間をコントロー
ルするためのマネジメント技術の開
発

・効率的かつ効果的に維持・補修・改修・転用・更新するた
めの管理運営計画立案を支援するマネジメント技術を開発
する
・管理運営計画ﾓﾃﾞﾙ(ﾌﾟﾛﾄﾀｲﾌﾟ)を開発するとともに、ｹｰｽｽﾀ
ﾃﾞｨによって改良を行う

平成１５年度
～１６年度

18-2 国交省 戦略的ストックマネジメント技術の開
発

平成１５年度
～１６年度

9/23



予算計上省／
実施機関

プログラムとの
対応
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18-2-1 国交省 社会的影響評価技術の開発

・現状と将来の劣化等(将来発生し得るｻｰﾋﾞｽ水準の低下
等)の相関を分析することとともに、発生頻度・影響度等の
リスク評価を可能とすることで、維持・補修・改修・転用等の
実施の判断を支援する技術を開発する
・維持・補修・改修・転用等の実施の判断を支援する技術を
開発する

平成１５年度
～１６年度

18-2-2 国交省
戦略的ストックマネジメント技術の開
発

・財政状況や環境負荷等の制約条件下において、ﾆｰｽﾞに
合わせたｻｰﾋﾞｽ水準を設定する技術の開発を行う
・設定したｻｰﾋﾞｽ水準に対し、社会資本ｽﾄｯｸの使用期間を
ふまえた管理運営ｺｽﾄ・環境負荷を全体として最小化するﾏ
ﾈｼﾞﾒﾝﾄ技術(ﾌﾟﾛﾄﾀｲﾌﾟ)を開発する

平成１５年度
～１６年度

19 国交省
生ごみ等有機系廃棄物の最適処理
による環境負荷低減技術に関する
研究

都市における生ごみ等の有機系廃棄物を、台所に設置し
たディスポーザーで粉砕して下水道管渠に排出し、下水処
理場でメタンガスや有機肥料として回収することにより、ご
み収集時の臭気・害虫の発生やカラスによる被害、廃棄物
処分場の逼迫等の深刻な都市問題を抜本的に改善するも
のである。
ディスポーザーの導入については、下水道施設が能力的
に対応可能性や、合流式下水道からの生ごみの排出の水
環境への影響の度合いが懸念されるため、環境負荷の低
減、循環型社会システムの構築や高齢者福祉に資する最
適な有機系廃棄物処理・循環システムを確立を踏まえ、効
率的な管渠の堆積物除去技術、下水処理場における増大
負荷の対処技術及び合流式下水道からの負荷排出抑制
技術等の開発を行う。

平成１４年度
～１６年度

平成１４年度　ディスポーザー導入による増加負荷量の推
定と影響レベルの推定
平成１５年度　下水道におけるディスポーザー対応技術の
開発、個別地区におけるディスポーザー対応技術の開発
平成１６年度　ディスポーザー対応技術の開発、ディスポー
ザー導入による環境影響評価と導入マニュアルの策定

・藤生　和也
国土技術政策総
合研究所下水道
研究部下水道研
究室
・山海　敏弘
国土技術政策総
合研究所環境・
設備基準研究室

B-a：循環型社
会創造

20-1 国交省 下水道による有機系廃棄物収集・処
理技術に関する研究

平成１４年度
～１６年度

藤生　和也
国土技術政策総
合研究所

B-a：循環型社
会創造
B-d：適正処理
処分

20-1-1 国交省 効率的な管渠の堆積物除去技術に
関する研究

・ﾃﾞｨｽﾎﾟｰｻﾞｰ排水を下水道で受入れた場合の下水道管渠
への影響とそれに対する効率的な管渠の維持管理(特に、
堆積物除去)技術について、既にﾃﾞｨｽﾎﾟｰｻﾞｰ普及率の高い
米国の都市を対象として調査を行う
・これを元に、最適な維持管理手法を検討する

平成１４年度
～１５年度

藤生　和也
国土技術政策総
合研究所

20-1-2 国交省
下水処理場における増大負荷の対
処技術に関する研究

・米国の都市を対象に調査を行い、ﾃﾞｨｽﾎﾟｰｻﾞｰ排水を下水
道で受入れた場合の下水処理場への影響とそれに対する
効率的な施設整備及び維持管理手法を取りまとめる
・米国の事例と比較により日本で導入する場合、最適な施
設整備・維持管理手法を検討する

平成１４年度
～１５年度

藤生　和也
国土技術政策総
合研究所

20-1-3 国交省 合流式下水道越流水による負荷排
出抑制技術に関する研究

・米国の合流式下水道区域を対象に調査を行い、ﾃﾞｨｽﾎﾟｰ
ｻﾞｰ排水を合流式下水道で受入れた場合の雨水時越流水
が河川等の水環境に対して与える汚濁負荷の実態及びそ
れに対する効率的な対処技術を取りまとめる
・米国の事例と比較により、予想される様々な環境影響
や、その防止対策に要するｺｽﾄについて調査する

平成１４年度
～１６年度

藤生　和也
国土技術政策総
合研究所

20-2 国交省
分散型静脈系システムの総合的計
画手法に関する研究

平成１４年度
～１６年度

B-a：循環型社
会創造
B-b：リサイク
ル技術

20-2-1 国交省 分散型静脈系システムを構成する要
素技術に関する研究

・生ごみの高温好気発酵技術、ﾒﾀﾝ発酵技術、ｺﾝﾎﾟｽﾄ化技
術等、分散型静脈系ｼｽﾃﾑを構成する要素技術に関して調
査を実施する
・生ごみの生分解性ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ化技術、生ごみに石油製品化
技術等の技術水準等について調査を実施する

平成１４年度
～１５年度
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20-2-2 国交省
分散型静脈系システムの構成と要求
性能に関する研究

・現在実用ﾚﾍﾞﾙにある要素技術を用いた分散型静脈系ｼｽ
ﾃﾑとして設定可能なｼｽﾃﾑの構成等に関して検討する

平成１４年度
～１５年度

20-2-3 国交省 分散型静脈系システムの計画技術
に関する研究

・分散型静脈系ｼｽﾃﾑにおけるｴﾈﾙｷﾞｰ、生ごみ、水等の物
質収支等、分散型静脈系ｼｽﾃﾑの計画に必要なﾊﾟﾗﾒｰﾀを、
文献調査及び実態調査によって把握する

平成１４年度
～１６年度

20-3 国交省
ディスポーザー導入による環境影響
等の総合評価に関する研究

・ﾃﾞｨｽﾎﾟｰｻﾞｰを利用した生ごみ収集ｼｽﾃﾑによる環境負荷
やｺｽﾄを総合評価する手法及び基準を開発する

平成１４年度
～１６年度

藤生　和也
国土技術政策総
合研究所

21 国交省
建設廃棄物の合理的な再資源化技
術に関する研究

市場原則のもとでの再資源化（高付加価値化等）は既に限
界に近づいており、市場原則を補完するなんらかの施策の
適用又は社会システムの構築が必要である。混合廃棄物
に含まれる再資源化可能資材の再生・利用に関する技術
の開発・普及を促進することを目的として、混合廃棄物につ
いての社会的に受容可能な再資源化シナリオを開発する
とともに、実現のために必要な技術政策、社会システム 及
び 技術システムの組合せを開発・検証し、提案する。

平成15年度
～17年度

15年度・建設廃棄物の再資源化シナリオの研究
　　　・技術システムの環境負荷評価技術の研究
16年度・建設廃棄物の再資源化シナリオの開発
　　　・技術システムの環境負荷評価技術の開発
　　　・技術開発促進のための施策メニュー、技術基準の検
討
17年度・再資源化シナリオによる技術・施策の実現性評価
　　　・技術普及のための社会システム、技術政策の提案
　　　・解体・分別から再生・再使用に係る技術システム開
発
　　　　ガイドラインの整備

鹿毛　忠継
国土技術政策総
合研究所

B-a：循環型社
会創造
B-b：リサイク
ル技術
B-c.　循環型
設計・生産

新規

22 国交省 ＦＲＰ廃船の高度リサイクルシステム
の構築

目的：ＦＲＰ廃船の不法投棄、放置艇の沈廃船化等社会的
問題に対処するため、ＦＲＰ廃船の適正な処理体制を確立
し、もって、循環型社会の構築や資源の有効活用等の社会
的要請に応える。
内容：①リサイクル実証プラントによる実証試験に着手する
ため、FRP廃材をセメント原燃料として再利用するために必
要な要素技術の開発を実施するとともに、リサイクルシステ
ムを事業化するための検討を行う。②船体の劣化・損傷個
所のみを取替え可能とするリユース技術の研究開発を実
施する。

４年間

平成１２年度：リサイクル技術：リサイクルの可能性検証（課
題の抽出）
リユース技術：リユース船の基本的設計、コンセプトの策定
平成１３年度：リサイクル技術：リサイクル技術の確立（課題
の克服）
リユース技術：詳細設計策定等
平成１４年度：リサイクル技術：事業化のための要素技術
開発
（破砕機構の開発、セメント受入基準適合技術の開発等）
リユース技術：実証実験船による安全性評価等
平成１５年度：リサイクル技術：事業化のための要素技術
開発（環境技術の開発等）及び総合実証試験
リユース技術：安全基準策定のための試験等

国土交通省/独
立行政法人海上
技術安全研究所

B-b：リサイク
ル技術

22-1 国交省 リサイクル技術の研究開発 ・FRP廃材をｾﾒﾝﾄ原材料として再利用する要素技術を確立
する

平成１２年度
～１５年度

22-2 国交省 リユース技術の研究開発 ・船体の劣化・損傷箇所のみを取り替え可能とするﾘﾕｰｽ技
術の研究開発を実施する

平成１２年度
～１５年度

23 国交省
沿岸域における高規格廃棄物最終
処分場の建設・改良・管理技術に関
する研究

管理型廃棄物海面処分場は，周辺海域への汚染物質流
出防止に対する高い信頼性が求められている．このため，
本研究では，海面処分場における護岸及び底部の止水機
能の高規格化技術、埋立護岸の遮水性能の評価手法の
確立と信頼性の高い遮水工の開発、漏水モニタリングなど
高度な建設、管理技術の開発を行う．

４年間

14年度：変形に追随でき波浪や海水に強い高性能止水材
料を開発し，これを活用した高規格の止水護岸構造及び底
部止水構造を開発する．また，海域に隣接した廃棄物処分
場における漏水検知・監視システムを開発する。廃棄物埋
立護岸からの汚染物質流出予測手法を検討する。
15年度：廃棄物処分場内において，地盤・地下水情報を取
得し，有害物質の浄化過程の評価ならびに浄化方法の検
討を行うための効率的なモニタリング手法の開発を行う．
各種護岸構造の遮水性能や遮水工の損傷等を考慮した遮
水性能の評価手法を検討する。廃棄物埋立地盤の浄化促
進のため地下水の揚・排水管理と浄化壁による強制地盤
浄化技術を開発する。
16年度：信頼性の高い止水機能を有する護岸構造と底部
止水構造を提案する。既往の廃棄物処分場の性能評価手
法・改良方法の提案。廃棄物地盤の地下水環境把握と浄
化技術を開発する。

国土交通省国土
技術政策総合研
究所と独立行政
法人港湾空港技
術研究所が中心
となり、民間企業
と共同で実施す
る。

B-d：適正処理
処分

23-1 国交省
変形追随性を備え波浪に強い高性
能止水性地盤材料の開発

・海面における管理型廃棄物最終処分場の遮水工に用い
る新しい土質系遮水材料と遮水構造およびその施工方法
の研究開発を行う

平成１３年度
～１５年度
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23-2 国交省 海域の廃棄物最終処分場の漏水検
知・監視システムの開発

・海面処分場を対象とした新たな漏水検知・環視ｼｽﾃﾑを開
発する

平成１４年度
～１６年度

23-3 国交省
沿岸域の廃棄物埋立地盤における
環境情報収集技術および浄化促進
技術の開発

・複雑な地盤構成を有する廃棄物処分場内において、地盤
情報や地下水情報を取得し、有害物質の浄化過程の評価
ならびに浄化方法の検討を行うための効率的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ手
法の開発を行う
・廃棄物埋立地盤の浄化促進のため地下水の揚排水管理
と反応性浄化壁による強制地盤浄化技術を開発する

平成１４年度
～１６年度

23-4 国交省
管理型海面処分場における高規格
護岸構造の提案と既設護岸の性能
評価手法・改良技術の開発

・7-1から7-3の成果を総合的にとりまとめ、高度な止水機
能を有する護岸構造と底部止水構造を提案する

平成１４年度
～１６年度

24 国交省
極大地震動を考慮した管理型廃棄
物護岸の性能設計に関する研究

管理型廃棄物護岸の現在の耐震設計法は、極大地震動
（阪神大震災クラス）に対応していない。
このため、極大地震動作用に対応した遮水構造および護
岸設計法を開発する。

４年間

１４年度　管理型廃棄物護岸の振動実験および数値解析
環境の整備
１５年度　遮水工の静的載荷試験と数値解析環境の整備
１６年度　遮水工の動的載荷試験と遮水機能の地震時健
全性の評価手法の開発
１７年度　遮水工の追加載荷試験および、極大地震対応型
の遮水構造、及び護岸・遮水構造の設計法の構築

小田　勝也
沿岸海洋研究部
沿岸防災研究室
長

B-d：適正処理
処分

24-1 国交省
廃棄物護岸の極大地震時における
大変形メカニズムと、それに伴う遮水
構造の局所的な変形特性の解明

・廃棄物護岸の構造について全国的に実態を把握する
・遮水工の力学特性について、解析的手法及び実験を通じ
て把握・とりまとめを行う

平成１４年度
～１７年度

小田　勝也
沿岸海洋研究部
沿岸防災研究室
長

24-2 国交省
管理型廃棄物護岸の遮水構造の地
震時健全性の評価・検討手法の開
発

・遮水機能の地震時健全性の評価手法の構築
平成１４年度
～１７年度

小田　勝也
沿岸海洋研究部
沿岸防災研究室
長

24-3 国交省
性能規定型の管理型廃棄物護岸の
設計法の構築

・管理型廃棄物護岸の耐震設計法や関連規制等を調査
し、廃棄物護岸の耐震要求性能を設定・提案する
・極大地震動に対応した管理型廃棄物護岸の遮水構造を
検討し、これらの性能設計法を構築する

平成１４年度
～１７年度

小田　勝也
沿岸海洋研究部
沿岸防災研究室
長

25 国交省 静脈物流ネットワークおよび臨海部
拠点形成の推進

環境および効率性を考慮した静脈物流の構築，環境およ
び安全性に配慮した臨海部拠点の形成に関する研究

３年間

平成１４年度
廃棄物種類に対応した海運による低公害・高効率のネット
ワーク構築手法に関する検討
廃棄物種類に対応した必要施設選択及び必要量算定手法
に関する検討
平成１５年度
個別ネットワークの統合化手法に関する検討
廃棄物種類に対応した搬出入システム，保管エリアの計画
手法に関する検討
平成１６年度
臨海部での静脈物流拠点形成の特性，条件に関する検討
廃棄物の統合的処理，再資源化システム及び最終処分場
に関する検討

国土交通省/国
土技術政策総合
研究所を中心とし
て、港湾管理者
他機関と連携して
実施

B-b：リサイク
ル技術

26 国交省
積雪寒冷地における環境・資源循環
プロジェクト

酪農等から発生する家畜排泄物は、自然の肥料・エネル
ギー資源であり、この有効利用は環境保全にも通ずるもの
である。
家畜糞尿に含まれるエネルギー資源と肥料資源を有効利
用するメタン発酵施設等を用いて①酪農地帯を中心とした
家畜糞尿の効率的処理、②肥料成分の農地還元による土
つくり、③ﾊﾞｲｵｶﾞｽの利活用(発電及び温熱水)及び④総合
的な経済性の検討を、実証的に行い、資源を循環し、環境
に負担をかけない社会システムづくりに向けた研究を行う。

平成１２年度
～１６年度

12年度　施設の実施設計、建設工事
13～14年度
バイオガスプラントの技術的可能性の実証と課題の整理
15～16年度
効率的な搬入・搬出・散布手法及び運営体制、効率的な施
設の運転管理法、副資材の処理技術、消化液の施用技術
の確立
環境に与える影響、総合的な経済性の検証
技術普及のためのマニュアル化

国土交通省/独
立行政法人北海
道開発土木研究
所

B-a：循環型社
会創造
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27 国交省
建設廃棄物の合理的な再資源化技
術に関する研究

建築物解体時に排出される混合廃棄物の約９割が再資源
化されずに廃棄されている状況に鑑み、混合廃棄物の再
資源化を早急に推進するために排出側と利用側の橋渡し
に必要な「廃棄物の回収・分別・加工・処理等」を円滑に行
うための技術開発や技術基準策定等の研究を行う。

平成１５年度
～１７年度

平成１５年度
　解体材の品質評価技術、解体・分別技術、分別回収技術
の開発に着手するとともに、再資源化シナリオの検討、環
境負荷評価ツールの開発、資源循環分析モデルの開発、
リサイクル基準・表示技術の開発に着手する。
平成１６年度以降
　１５年度に着手した課題を進めるとともに、再生材の性能
評価技術、加工・処理技術の開発、再資源化技術適用の
実証実験に着手する。
　再資源化シナリオのための再資源化技術体系の構築、
建設資材の適正管理技術の開発を行う。

国土交通省国土
技術政策総合研
究所

B-b：リサイク
ル技術
B-c：循環型設
計

新規

28 国交省 エマルジョン化油の被洗浄特性の把
握

油流出事故は甚大な環境汚染となるとともに，その回収作
業の過程で使用した船舶，機器，施設，海浜等の事後の洗
浄においても洗剤を使用することで二次的な環境負荷を与
えるものである。しかしながら海上で重油がどんな過程を
経てエマルジョン化し、どのような性状を持つに至るかは重
油の成分などで変わる。このため,重油がエマルジョン化す
る推移特性とその接着特性を被洗浄性に着目して把握す
る。本研究によりエマルジョン化していく過程の種々の要因
により変化する洗浄されにくさについての性質が明らかと
なり，これに対して洗浄時の運動エネルギーの与え方(水
流，振動その他)の差異によって有効な洗浄手法が推定さ
れ，洗剤の使用や温度の条件を控えた効率的･経済的か
つ環境にやさしい洗浄方法の提案に資する。

平成１５年度
～１７年度

高粘度油に浸した砂，石，鉄板を対象に洗浄作用に対して
どのような挙動を示すか基礎的な実験及び解析を行う．ま
た,海上で波によりエマルジョン化する過程についてどのよ
うな因子が左右するか水槽実験により解明する. これによ
りエマルジョン化過程の種種の要因から性質が異なった接
着特性を被洗浄性に着目して基本的な付着・洗浄実験を
行い，その特性を把握する．

国土交通省/(独)
港湾空港技術研
究所

B-d：適正処理
処分

新規

29 環境省
次世代廃棄物処理技術基盤整備事
業

企業等が行う廃棄物処理技術の開発に対し支援を行うこと
により、民間活力を活用した廃棄物処理技術の基盤整備を
行うものである。（実験施設設置による実証実験、データ収
集、報告書の作成等。）

毎年度実施
廃棄物処理技術の開発を計画的かつ着実に実施するた
め、毎年度実施する。

環境省/民間企
業等

B-b：リサイク
ル技術
B-d：適正処理
処分

29-1 環境省 「焼却灰高充填（８０％以上）成形体
用コンパウンド」技術の開発

焼却灰高充填（充填率８０％以上）成形体コンパウンドの開
発。

平成１５年度 ヤマハリビング
テック株式会社

B-b：リサイク
ル技術

29-2 環境省
連続式マイクロ波減圧照射・滅菌に
よる食品産業廃液の再利用化技術
の開発

食品産業廃液を連続的に減圧下マイクロ波加熱処理をす
ることにより、短時間に均一で高温加熱に起因する電触を
抑制しつつ、急速な無泡下濃縮をを実現し、添加物を加え
ず主要成分を保持しつつ滅菌した化学的にも安全な食品
素材として再利用する製造技術を開発する。

平成１５年度 株式会社サンア
クティス

B-b：リサイク
ル技術

29-3 環境省 一体型複合遮水シートによる海面処
分場鉛直遮水工法の開発

一体型複合遮水シートを適用した最終処分場の鉛直遮水
壁の開発。

平成１５年度 東洋建設株式会
社

B-d：適正処理
処分

29-4 環境省
含塩化ビニル廃材のガス化溶融塩
素回収基盤技術の開発

ガス化溶融プロセスを用いて含塩化ビニル廃材をマテリア
ルケミカルリサイクル利用する技術を開発・確立する。 平成１５年度

住友金属工業株
式会社

B-b：リサイク
ル技術

29-5 環境省
焼却灰を原料とした建設用石材の製
造技術の開発

一般廃棄物の焼却灰を、水熱反応によって固化し建設用
石材として土木・建築・海洋資材用に有効利用できるよう技
術開発を進める。

平成１５年度
株式会社高知水
熱科学技術研究
所

B-b：リサイク
ル技術

29-6 環境省
生ゴミの加圧加温分解による養鶏利
用化技術の開発

生ゴミの飼料化のための成分のばらつきを安定させるため
の副資材の種類と添加率の把握、異物の除去方法の確
立、殺菌処理による衛生管理を行い安全なリサイクル飼料
に処理する技術の開発。

平成１５年度
清本鉄工株式会
社

B-b：リサイク
ル技術

29-7 環境省 石炭灰の資源回収を伴う洗浄無害
化・有効利用技術の開発

石炭灰の酸洗浄によるほう素等の除去無害化技術の実
証、コスト低減化等。

平成１５年度 株式会社大林組 B-d：適正処理
処分
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29-8 環境省
内部循環流動床ガス化炉を用いた
廃棄物処理におけるタールおよび塩
素の除去技術開発

一般廃棄物等の塩素含有低発熱熱量原料をガス化してエ
ネルギー回収を行う際に課題となるタール及び塩素を、安
価かつ簡易に除去する技術の開発。

平成１５年度
株式会社荏原製
作所

B-d：適正処理
処分

29-9 環境省
汚染土壌に含まれる有害物質の固
化・不溶化に関する実用化研究

重金属を多量に含む汚染細粒子を対象にして特殊固化剤
を添加、攪拌、造粒し、さらに、造粒物の表面を無機系材料
でコーティングすることで、有害物質の不溶化をより信頼性
の高いものとする工法を開発する。

平成１５年度
株式会社竹中工
務店

B-d：適正処理
処分

29-10 環境省 造粒焼成技術を用いた焼却灰再資
源化システムの開発

焼却灰から金属物や未燃物等を選別除去し、粉砕し、造粒
したものを焼成することにより、砂礫の代替材としてのリサ
イクル材をローコストで製造する技術の開発。

平成１５年度 五洋建設株式会
社

B-b：リサイク
ル技術

29-11 環境省
一般廃棄物と産業廃棄物を融合した
高度利用技術の開発

焼却灰等の粉体系廃棄物を、溶融球状化パウダー処理す
るフレーム溶融炉を試作し、粉体廃棄物のリサイクル技術
を開発する。

平成１５年度 株式会社間組
B-b：リサイク
ル技術

29-12 環境省
加圧・加熱型スラリー反応法を用い
た人工ゼオライト製造システムの開
発

焼却灰から高品質な人工ゼオライトをローコストで製造す
るシステムの確立を目指す。 平成１５年度

五洋建設株式会
社

B-b：リサイク
ル技術

29-13 環境省 焼却灰を焼成・造粒した人工砂の道
路構築実験による用途開発

焼却灰を焼成、粉砕、造粒により省エネ、安全に人工砂を
製造する技術の開発等。

平成１５年度 東京鋪装工業株
式会社

B-b：リサイク
ル技術

29-14 環境省
プラズマディスプレイパネルのリサイ
クル技術開発

廃棄プラズマディスプレイパネル基盤のマテリアルリサイク
ル技術の開発。 平成１５年度

旭平硝子加工株
式会社

B-b：リサイク
ル技術

29-15 環境省 廃棄プラスチックを分別なしで再商
品化するリサイクルシステムの開発

廃プラスチックをプラスチックの種類別に分別することなくリ
サイクルプラスチックとして再商品化するシステムの開発を
行う。

平成１５年度 富士通オートメー
ション株式会社

B-b：リサイク
ル技術

29-16 環境省 木質アスファルト加熱混合機及び配
合割合の技術開発

木質廃材を有効利用し、安価で従来の樹脂舗装のような
木質の風合いを損なうことのない感触を残しうる舗装材を
開発する。

平成１５年度 田中建材株式会
社

B-b：リサイク
ル技術

29-17 環境省
ＡＳＲの有価物回収と燃料化のリサ
イクル技術の開発

シュレッダーダストを破砕・選別の処理を行うことで、有価
物・燃料化物・廃棄物に区分する技術の開発。 平成１５年度 株式会社モリタ

B-b：リサイク
ル技術

29-18 環境省
プラスチック系廃棄物のリサイクル品
用途拡大を目指した品種分離技術
の開発

廃プラスチック系の廃棄物の減容化と固形化を行う段階に
おいて塩素系プラスチックの分離を行う装置の開発。 平成１５年度 株式会社カワタ

B-b：リサイク
ル技術
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30 環境省 廃棄物処理対策研究費

（あ）循環型社会構築技術研究分野
　循環型社会構築のため、物質の循環に関する評価を通じ
た循環度（仮称）概念の導入、廃棄物の３Rに係る技術・シ
ステムの研究、既存処分場の再生利用・修復技術の研究
を行う。
（い）廃棄物処理に伴う有害化学物質対策研究分野
ダイオキシン類をはじめとするPOPs物質については、廃棄
物処理に係るその対策は極めて緊急性の高いものである
ことから、廃棄物処理に伴い発生するPOPs物質等の排出
削減技術、分解処理技術等に関する研究を行う。
（う）廃棄物適正処理研究分野
　様々な廃棄物の適正で安全な処理方式の確立、廃棄物
の不法投棄対策、廃棄物処理の各段階についての研究を
行う。

毎年度実施
廃棄物処理技術の開発を計画的かつ着実に実施するた
め、毎年度実施。

環境省/大学、研
究所等に属する
研究者

B-a：循環型社
会創造
B-b：リサイク
ル技術
B-d：適正処理
処分

30-1 環境省 拡大生産者責任（EPR）に関する費
用便益・リスク便益分析

・ＥＰＲの経済分析 平成１３年度
～１５年度

１３年度　なぜＥＰＲかということの理論的整理。環境影響を
貨幣額で定量化するための係数の計測。
１４年度　理論的根拠を表現する数理的モデルの作成。家
電リサイクルでの実証。
１５年度　環境影響の面を取り込んだ効率性評価を行う。こ
れは特にプラスチックのリサイクルを含んだ政策の評価の
ために必要になる。家電リサイクルでのプラスチックのリサ
イクルの進展や容器包装リサイクルの効率性評価を行う。
１年目に計測した係数を利用する。

慶應義塾大学 B-a：循環型社
会創造

30-2 環境省

生活排水処理システム浄化槽の窒
素除去の律速因子となる硝化細菌
の迅速測定・高度処理・維持管理技
術の開発

・従来ブラックボックスとして扱われてきた生物処理反応槽
の維持管理の適正化に資する分子生物学的手法を用いた
硝化細菌の迅速検出法の技術開発を開発途上国を視野
に入れて行う

平成１４年度
～１６年度

１４年度　分散型個別生活排水処理施設の高度合併処理
浄化槽のシステム化において分子生物学的硝化細菌解析
手法としての、システムの高度化及び維持管理技術の開
発のための硝化細菌個体数及び活性測定の迅速化・高度
化を図る。即ち、実生活廃水を処理する浄化槽を対象とし
て生物処理反応槽内における硝化細菌等の有用微生物の
個体群動態解析のための迅速測定手法を開発し、さらに
処理性能や運転操作条件、環境条件等との関係解明のた
めの硝化細菌活性モニタリング技術の開発を行う。
１５年度　窒素除去の高度化に資する硝化細菌の迅速測
定技術を活用した個体群解析と流入水量・水質の負荷変
動、水温等の季節変動との関係の評価・解析により、高度
合併処理浄化槽のシステム化及び高負荷運転に対応可能
な既存型単独・合併処理浄化槽の改善・高度化も考慮した
高度合併処理浄化槽の維持管理手法の確立および硝化
細菌の簡易・迅速測定技術の開発に基づく浄化槽の処理
性能の新規な構造評価に対応可能な技術の確立化を目的
として研究を推進する。
１６年度　生活排水は公共用水域の汚濁負荷のきわめて
大きな割合を占めていることを踏まえ、富栄養化の制限因
子としての窒素除去の律速因子としての硝化反応を支配
する硝化細菌の迅速測定手法を活用した現場レベルでの
高度処理浄化槽のシステム化、既存浄化槽の改善・高度
化のための微生物機能からの高度処理・維持管理技術の
汎用化技術および現場実証解析を基としたマニュアル化を
含めた日処理システムへの汎用化技術の構築を目的とし
て研究を推進する。

独立行政法人国
立環境研究所

B-d：適正処理
処分
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30-3 環境省
焼却灰中のダイオキシン類を対象と
した微生物分解技術の開発に関す
る研究

・不適正最終処分場の廃棄物や解体焼却炉周辺土壌中の
DXNsを微生物分解する処理技術の開発を行う

平成１３年度
～１５年度

１３年度
①焼却灰中DXNｓによる汚染実態の把握と修復ニーズの
確認
②リアクター処理DXNｓ分解のスケールアップした条件の検
討
③飛灰中DXNｓの微生物分解の可能性と阻害物質の検討
④DXNｓ酸化分解酵素の精製
１４年度
①焼却灰中DXNｓによる汚染現場への微生物処理技術
ニーズの確認
②Pseudallescheria boydiiの安全性の評価
③DXNｓ分解経路の検討と高塩素DXNｓ分解酵素の探索
⑤原位置攪拌処理技術を検討するための、DXNｓ分解に
必要な栄養分の検討
⑥遮水工等による囲い込み及び原位置攪拌処理に関する
土木的工法の整理
１５年度
①汚染現場の特徴、地域条件に応じた修復対策の計画、
撤去方法や囲い込み方法の土木的工法、安全管理方法の
確立
②微生物分解運転条件の確立（リアクター処理では分解率
向上、原位置攪拌処理については、汚染土壌を用いた攪
拌試験の実施）
③環境省等のガイドラインに基づいた微生物安全性評価
（マウス試験の実施）
④微生物DXNｓ分解機構の解明（DXNｓ分解酵素の特定）

北海道大学大学
院

B-d：適正処理
処分

30-8 環境省
不法投棄廃棄物等に含まれる化学
物質の包括的計測手法の開発に関
する研究

・不法投棄等による発生起源、化学組成の不明な廃棄物
の処理・処分と汚染地域の現状回復、処理後の経過観測
等に資するため、廃棄物等に含まれる化学物質の包括的
計測システムを開発する

平成１４年度
～１６年度

独立行政法人国
立環境研究所

B-d：適正処理
処分

１４年度
即応フェーズ：(1)内容不明の廃棄物に関する試料採取マ
ニュアル、(2)簡易分析モジュール開発としてのＰＣＢ、シロ
アリ駆除剤成分等の分離検出法を研究する。
精密フェーズ：平成１４年度は精密フェーズを構成する個別
研究開発として、水系試料を対象として、(3)特定の難揮発
性化学物質のＬＣ／ＭＳ分析法、(4)ＬＣ／ＭＳのための系
統的抽出・分画法、(5)ＬＣ／ＭＳで無・低感度物質の新規
検出法、(6)廃棄物試料のCharacterization技術、(7)揮発
性・半揮発性成分のＧＣ／ＭＳ分析法を研究・開発する。
１５年度
即応フェーズ：(1)有害性・危険性廃棄物への迅速対応と精
密フェーズの「予診」をその役割として、即応フェーズの全
体像の確定を進める。廃棄物取り扱いマニュアルはすでに
開発した。本年度は有機リン、有機ハロゲン、ニトロ化物、
アミノ化物等について簡易検出モジュール充実の研究・開
発を進める。(2)早期に開発が求められるシロアリ駆除剤の
簡易検出のため、１４年度に開発した「暫定簡易分析法」の
ブラッシュアップを行う。
精密フェーズ：１４年度に開発した水系試料を対象とする方
法を水以外の廃棄物試料に拡張する研究を進めるととも
に、以下の精密フェーズ研究を進める。(3)ＬＣ／ＭＳ分析法
開発として(3-1)優先度の高い化学物質の分析法開発、(3-
2)マーカー等を用いた廃棄物中化学物質検索法の研究を
進める。(4)難揮発性化学物質を網羅する系統的抽出・分
画法を開発するため、１４年度に開発した疎水性中心の３
種類の抽出・分画法の統合を図るとともに、浸出水で大部
分を占める親水性画分について、簡易な有害性評価を進
めるとともに、系統的分画法を開発する。また、(5)研究開
始前年に開発したＳＧＤＩ法で十分な感度が得られなかった
有機塩素化合物等について、開発中の新イオン化法の研
究を進め、検出感度面でＬＳ／ＭＳの「全物質群」対応化を
進める。(6)廃棄物中有機成分の系統的Characterizationを
進めるため、ＴＬＣ等による分離法と組み合わせたハロゲ
ン、リン、硫黄、窒素、炭素などの元素検出法及び有機官
能基検出法の研究・開発を行う。(7)不法投棄廃棄物から
発生するガス状成分について、ＧＣ／ＭＳを中心とする分
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30-12 環境省
最終処分場管理における化学物質
リスクの早期警戒システムの構築

・細菌や環境生物を用いたバイオアッセイやバイオモニタリ
ング等の「複合毒性パラメータ」の適用による最終処分場
における監視技術と予防的対策を総合化した「早期警戒シ
ステム」を構築する

平成１３年度
～１５年度

１３年度
複数の浸出水試料に対して有機・無機化学分析と、水生生
物、甲殻類、藻類、高等植物、細菌、培養細胞等の試験系
を適用し、浸出水に対する基本特性を整備すると共に、阻
害要因に対する対策等を浸出水監視用の改良を行った。
また、試験結果の表記法としてスコアリングを検討し、処分
場管理のためのバッテリー構築法を提示した。
１４年度
共通試料に対する化学分析と生物試験を進め、試験結果
の表記法としてスコアリングを検討し、処分場管理のため
のバッテリー構築法を提示する。
１５年度
処分場管理に求められる社会的要求と、環境基準項目の
検出率や水処理系等の対策技術による毒性低減効果等で
求めた科学的妥当性の両面から、複合毒性パラメータを用
いて予防的かつ合理的な対策を発動するための基準値
（アクションレベル）を提案する

独立行政法人国
立環境研究所

B-d：適正処理
処分

30-13 環境省 展示会における廃棄物処理対策の
研究

・「展示会・見本市」の開催に伴って排出される廃棄物の実
態がどうなっているのか、日本の代表的な展示会場及びア
ジアの展示会の主要国としての韓国・中国・シンガポール
の主な展示会場での実態を明らかにする

平成１４年度

１４年度
１）実態調査・分析：
アジア諸国の展示会と展示会場における廃棄物処理の実
態を把握する。初年度は、日本の３大展示場（東京・千葉・
大阪）をはじめ、韓国・台湾を中心に現地の実態調査を行
う。次年度には、中国（北京・上海・香港）と台湾において現
地の実態を調べる。アジア諸国の展示会及び展示会場の
廃棄物処理の実態を調べ、そのデータを比較分析する。そ
の結果、それぞれの国の特性を明らかにする。
２）アンケート調査・分析：
日本の展示会の関係者（主催者・出品者・会場施設管理
者・施工業者、等）の廃棄物処理に関する意識を多角的に
調べるためにアンケート調査を実施する。この結果にもとづ
いて、展示会関係者の廃棄物処理への問題意識の高揚と
具体的な対処法を提示する。
３）ヒヤリング調査・分析：
上記２つの結果を整理したデータをもとに、廃棄物処理業
務に実際に携わっている施工会社の担当者や、清掃業者
の責任者等に情報をフィードバックする。主要な項目につ
いて討議する。こうした経過をふまえてリアルな問題点を抽
出して、問題解決の手だてを提示する。

拓殖大学 B-a：循環型社
会創造

発生するガス状成分について、ＧＣ／ＭＳを中心とする分
析法マニュアル開発、極性化学種のＬＳ／ＭＳ分析法開発
を行う。
１６年度
不法投棄廃棄物に関する簡易分析法、系統的
Characterization法、難揮発性化学物質の系統的ＬＣ／ＭＳ
分析法、揮発性・半揮発性化学物質の系統的ＧＣ／ＭＳ分析法を開発し、包括的計測システムとして提案する。
即応フェーズ：多種類の簡易分析モジュール開発を完成させ、シロアリ駆除剤などとくに緊急性の高いモジュールの感度、簡便性等の向上を図るとともに、精密フェーズの「予診」および簡易試料処理法として、精密フェーズで活用できる情報、試料画分を提供できるシステムを構築する。
精密フェーズ：系統的ＬＣ／ＭＳ分析法では、気体、液体、固体状試料中の特定成分の分析法を開発し、また、マーカーなどを用いた化学物質検索法の開発を進める。さらに、「全物質群」に対応するＬＣ／ＭＳの系統的抽出・分画法、検出法を開発する。系統的ＧＣ／ＭＳ分析法では気体、液体、固体状試料中の揮発性・半揮発性化学物質の一斉分析法を開発する。系統的Characterization法では、廃棄物試料の化学的概況を把握する手法を開発するとともに、系統的ＬＣ／ＭＳ分析法などと併せて主要な未知物質を検索する方法を開発する。
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30-14 環境省
リサイクルにより劣化した古紙パル
プ繊維のナノ粒子化による新規資源
循環システム構築に関する研究

・短小化した古紙パルプ繊維
・微粉砕しナノ粒子を作成する

平成１４年度
～１５年度

１４年度
第一の目標は、古紙パルプ、特に、主成分であるセルロー
スのナノ粒子化のための微粉砕処理である。また、古紙の
主成分であるセルロースは、微粉砕しても水素結合により
直ちに再結合しナノ粒子化が困難であるため、再結合を阻
止する方法についても検討する。すなわち、粉塵爆発の危
険がない湿潤状態でセルロースを微粉砕することを吟味す
る。主に、還元性を有する機能水により、セルロース分子
間の水素結合による再凝集を水素イオンなどで阻害するこ
とによりセルロース粒子を分散させることを検討する。
第二に、ナノ粒子径を非破壊でリアルタイム測定するシス
テムの新規開発である。すなわち、木材の微細構造解析に
用いられてきたラマン分光法を用い、ナノ粒子径計測が可
能なハードウェア並びにソフトウェアを新規に開発すること
である。この際、顕微鏡による計測値とラマン分光法による
計測値を比較検討し、多変量解析などを利用して新しいア
ルゴリズムを開発する。
１５年度
本年度は、先ず、ナノ粒子化古紙パルプの機能化ならびに
複合化研究に必要なナノ粒子化古紙パルプが大量に必要
となるため、前年度の研究結果を基にして、遊星ミルによる
初期微粉砕化処理ならびに還元性機能水中での超音波粉
砕を併用して、大量に安定なナノ粒子化古紙パルプの調製
を行う。
次いで、ナノ粒子径非破壊リアルタイム測定システムのセ
ルロース微粒子－水懸濁系へ応用開発は、攪拌などによ
る粒子の流れに左右されない、ハードウェアを含めたリア
ルタイムで計測可能なシステムへとアルゴリズムを発展さ
せ、実用化レベルでの微粉砕管理に必要と考えられるオン
ラインの粒度計測が可能なシステムを開発する。
最後に、ナノ粒子化古紙パルプの機能化ならびに複合化
については、すでに、生分解性ポリ乳酸樹脂との複合化に
ついて検討を始めており、ナノ粒子化古紙パルプとの複合
化による完全生分解性透明複合樹脂材料の開発が応用
例の一つとなる。当然、複合材料としての新規な成形加工
技術の開発についても詳細に検討する必要がある。
これら上述の技術開発により、劣化古紙パルプの新規再

京都工芸繊維大
学

B-b：リサイク
ル技術

30-16 環境省
埋立処分量削減を目的とした廃棄物
処理残さの土木資材化と環境負荷
低減技術

・リサイクル促進に伴う、焼却処理される廃棄物質及び処
理残さの性状変化の予測
・焼却灰の土木資材化のための環境負荷低減技術の開発
・環境負荷低減が図れる焼却灰の海面埋立用材としての
高度埋立工法の開発

平成１３年度
～１５年度

１３年度
1）リサイクルの促進等に伴う焼却廃棄物の変化予測，2）
廃棄物と焼却残さ性状の相関把握，3）清掃工場における
物質収支の把握，4）焼却灰の炭酸化処理による重金属不
溶化の確認，5）焼却灰の海面埋立用材としての基礎実験
１４年度
1）焼却灰粒子の性状解明による焼却残さ性状の予測，2）
焼却灰の炭酸化処理実証試験，3）海水中の焼却灰の沈
降現象の解明
１５年度
1）機器分析による焼却灰粒子の性状及び粒子構造の解
明，2）アンケート調査による焼却対象廃棄物と焼却残さ性
状の相関把握，3）清掃工場における焼却灰の水和熱処理
実証試験，4）早期安定化，高度な跡地利用を可能とする
焼却灰埋立用材の埋立システムの提案と実証試験

九州大学大学院 B-b：リサイク
ル技術
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30-19 環境省 耐久財起源の循環資源の適正管理
に関する研究

・耐久財起源の循環資源に焦点をあて、マテリアルフロー
分析や統計的手法等を用いて耐久財起源の循環資源の
発生量を予測する手法や、循環利用可能な物質、有害・適
正処理困難な物質など耐久財の物質構成を把握する手法
を開発し、質的側面を考慮した発生量予測を主要耐久財に
ついて行う

平成１３年度
～１５年度

１３年度
主要な耐久財について、マテリアルフローの現状把握を行
う。廃棄・リサイクルの意識・行為に係る調査を行う。耐久
財の循環に係る法制度の現状分析を行う。
１４年度
主要耐久財について、マテリアルフローの過去からの時系
列的把握を行う。廃棄・リサイクルの意識・行為に係る調査
結果の分析を行う。耐久財の循環に係る法制度の施行の
影響について分析する。
１５年度
主要耐久財について、その総量だけでなく、含まれる物質
に着目してマテリアルフロー分析の結果をまとめ、将来予
想される管理上の問題点を明らかにする。これを踏まえ、
耐久財の循環に係る法制度が備えるべき要件をまとめる。

独立行政法人国
立環境研究所

B-a：循環型社
会創造

30-21 環境省
廃棄物処分場のバイオ評価に関す
る研究

・土壌の酸素分圧、pH、湿度、産生ガス、及び金属等の理
化学的検査を行う

平成１４年度
～１６年度

１４年度
硫化水素ガスの発生が認められた土壌サンプルを入手し、
理化学的な諸性状及び、培養法や染色法による微生物数
と微生物の種類や、割合の概要を把握する。土壌サンプル
から遺伝学的手法に利用可能な高純度ＤＮＡの調製法を
確立し、１６ＳｒＤＮＡの塩基配列に基づく菌叢解析及び、リ
アルタイムＰＣＲによる迅速な全菌数計測法を確立する。
１５年度
従来の理化学検査及び培養法による微生物検査に加え、
前年度に確立した遺伝学的な手法を用いて、様々な廃棄
物処分場土壌を対象に実験を行う。遺伝学的な手法の精
度について検証すると共に、得られた遺伝情報を基に廃棄
物処分場土壌の微生物叢解析用のＤＮＡチップを作成す
る。マイクロアレイ法の条件検討を行う。
１６年度
確立した遺伝工学の手法（リアルタイムＰＣＲ、マイクロアレ
イ法）を用いて、様々な処分場の土壌及び、その周辺の土
壌の微生物叢を調べる。その結果と理化学的性状を比較
し、土壌環境と微生物叢の相互関係について考察する。相
関が得られれば、どのような微生物叢の場合に硫化水素
発生等の危険が生じるか、また、処分場の土壌が順調に
安定化へ進んでいるかといった評価基準を作る。

産業医科大学
B-d：適正処理
処分

30-23 環境省

廃アルミを原料として、水素、アルミ
ン酸ナトリウム、アルミン酸カルシウ
ム、水酸化アルミニウムなどを製造
するプロセス開発と、その評価のた
めのエクセルギー概念に基づくライ
フサイクルアセスメント（LCA）手法の
開発

・廃アルミから水素等を製造する技術の開発
・エクセルギー概念による、評価手法の開発

平成１４年度
～１５年度

１４年度
上記プロセス設計のためのビーカー試験、実験室的規模
での実験を行い1/5規模のプラント設計の指針を得ると同
時に、従来型LCAを適用し環境適合性の基礎的知見を得
る。
１５年度
廃石灰水溶液を用いた基礎実験を実施し水素発生特性等
反応工学的解析を実施する。1/5規模のプラントを設計し
効率よく水素などを発生させる装置を設計・開発・試運転を
実施する。エクセルギー解析のためのデータ収集を実施し
従来型LCA評価結果（平成１４年度実施済）と比較検討し、
新たな環境評価方法としての可能性を検討する。

大阪府立大学

B-a：循環型社
会創造
B-b：リサイク
ル技術

30-26 環境省
超臨界二酸化炭素抽出法による固
体廃棄物中の重金属類の除去技術

・環境低負荷の超臨界二酸化炭素を溶媒としてキレート剤
を用いることにより、固体廃棄物中に存在する重金属類を
効率的に除去し、回収するシステムを構築する

平成１３年度
～１５年度

１３年度
焼却飛灰、ＣＣＡ廃材、廃触媒からの重金属類の抽出回収
を達成した。ただし、錯形成反応、物質移動現象など抽出
機構は完全に解明されていない。
１４年度
廃触媒からの貴金属除去
１５年度
抽出機構、抽出速度の解析。スラリー原料供給を含めた効
率的な抽出法の開発。金属の形態による影響の解明。

熊本大学

B-b：リサイク
ル技術
B-d：適正処理
処分
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予算計上省／
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30-28 環境省 埋立地再生総合技術システムの開
発

・既存処分場を対象に多様な埋立廃棄物層の特性、性状
に適応した再生技術を検討し、埋立地の再生に係る総合
技術システムを確立する

平成１４年度
～１６年度

１４年度
①テストピット及び選別設備による埋立廃棄物層の現状把
握、②掘り起こし時の環境影響、③可搬式キルン炉・直接
溶融炉・磨砕洗浄処理による掘り起こし廃棄物の無害化及
び処理の経済性の実態把握
１５年度
①埋立廃棄物層の性状探査技術の確立、②覆蓋施設内で
の掘り起こし時等の環境影響把握、③埋立廃棄物層から
の発生ガス等排除技術の確立、④掘り起こしごみの無害
化・資源化技術の確立
１６年度
①埋立廃棄物層の性状探査技術の確立、②掘り起こし等
の環境影響把握、③掘り起こしごみの無害化・資源化技術
の確立、④埋立地再生総合技術システムの確立

福岡大学 B-d：適正処理
処分

30-29 環境省 バイオ指標による最終処分場の安定
化促進技術の評価

・既存の物理化学的モニタリングによる安定化挙動と微生
物群衆との関連について検討し、処分場の安定化を判定
する新たな指標(バイオ指標)提案し、安定化促進技術の評
価を行う
・効果的な微生物群衆モニタリング手法を確立するととも
に、安定化過程における微生物学的な知見の集積と体系
化を行う

平成１４年度
～１６年度

１４年度
安定化を促進するための実証規模実験装置（テストセル）
の設計・建設と設定工学パラメータによる運転並びに計測・
モニタリングの実施する。バイオ指標開発のための遺伝子
型及び表現型群集構造解析手法の処分場サンプルへの
適用を評価・検討する。さらに、バイオリアクター機能拡充
の評価ツールとして硝化・脱窒素関連微生物群集の高感
度モニター用ＰＣＲ法の確立を図る。
１５年度
テストセルを用いた実証運転により埋立廃棄物及び浸出水
の安定化促進の評価を行う。なお、安定化が遅れる窒素化
合物については特に硝化細菌の埋立層内生息環境改善
技術の検討を行う。また、特異的微生物群集解析により選
定されたバイオ指標（例えば硫酸還元菌）による安定化評
価をテストセルや実際の埋立処分場の廃棄物サンプルを
用いて行う。さらに、硝化・脱窒機能拡充のための関連微
生物のモニタリングによりその挙動を把握し、工学技術確
立を図る。
１６年度
テストセルを用いた実証運転による安定化促進を有機物及
び窒素化合物を合わせて評価を行い、通気及び浸出水循
環型安定化促進技術の最適な設計及び運転方法を提案
する。また、安定化促進バイオリアクターによってもたらさ
れた微生物群集構造の劇的な変遷と既存最終処分場の群
集構造の比較解析により、安定化指標としてバイオ指標
（特異的微生物群集）極めて有効なことを明らかにする。

独立行政法人国
立環境研究所

B-d：適正処理
処分

30-30 環境省
臭素系ダイオキシン類の生成および
排出抑制に関する基礎的研究 ・臭素系ダイオキシン類の物理化学的物性値の測定を行う

平成１４年度
～１６年度

１４年度
臭素系ダイオキシン類ならびに類縁化合物の物理化学的
物性値を明らかにし、焼却処理過程や循環廃棄過程から
の環境中への臭素系ダイオキシン類の排出防止対策の科
学的基盤とする。
１５年度
昨年度に引き続き臭素系難燃剤ならびに類縁化合物、一
部のPBDD/Fsの蒸気圧を測定する。また、PXDD/Fsの熱
力学データを計算し、PBDD/Fsと合わせデータベース化
し、燃焼排ガス中における臭素系ダイオキシン類の生成挙
動をシミュレーションする。
PBDEsと解離状態の難燃剤（TBBP-AとPBPhs）の水への
溶解度及び分配係数の測定を行う。また、昨年度得られた
活量係数をUNIFACモデルで整理して、PBDEsの物理化学
パラメータを推算し、UNIFACモデルの有用性を評価する。
１６年度
昨年度に引き続き臭素系難燃剤ならびに類縁化合物、
PBDD/Fsの蒸気圧を測定する。また、実プロセスに近い条
件下で燃焼排ガス中における臭素系ダイオキシン類の生
成挙動をシミュレーションする。PBDD/Fsの溶解度および
分配係数を実測し、運命予測モデルを用いてPBDD/Fsと
臭素系難燃剤の環境挙動を明らかにする。

東北大学
B-d：適正処理
処分
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30-33 環境省
食品リサイクルにおける社会技術の
開発・研究

・バイオガスプラント由来の汚水を水田で液肥として利用す
る技術の実証研究と環境評価をおこなう

平成１４年度
～１６年度 長崎大学

B-a：循環型社
会創造
B-b：リサイク
ル技術

30-36 環境省
リグニン分解酵素を含む培養液を用
いた焼却灰中ダイオキシン類の分解
に関する研究

・選抜した白色腐朽菌の培養液(部分精製酵素液)を用いた
焼却灰中ダイオキシン類の分解・無害化方法を検討する

平成１４年度
～１６年度

１４年度
①ダイオキシン分解白色腐朽菌MS325株の遺伝的位置づ
けを明らかにする。
②リグニン分解酵素を含む培養液の効率的な生産手法を
獲得する。
③MS325株の液体培養で製造した培養液を用いて実汚染
灰のダイオキシン類の分解試験を実施し、本処理方法の
可能性を検証する。
１５年度
①スケールアップにより、ラボ実験で検討した培養液生産
手法を検証する。
②高塩素置換ダイオキシン類の酵素分解性を明らかとす
る。
③培養液と灰とのスラリー処理における最適条件を見出
す。
１６年度
①本処理技術の検証と総合評価を実施する。

大成建設（株） B-d：適正処理
処分

１４年度
・液肥の有効性、液肥による環境汚染の検証、液肥散布技
術の確立
・環境、経済、エネルギーなどの視点からの液肥の評価・
分析
・液肥と堆肥の技術評価
・液肥の輸送、散布
・液状化処理によるコストおよび環境負荷低減の評価
・液肥散布のための社会システムの評価と技術開発
・液肥農産物の消費者の受け入れ可能性、地場産農産物
の教育効果
１５年度
・簡素で安価なバイオガスプラントの提案（鹿本町のシステ
ムの評価）
・消化液由来の液肥を水田で栽培実証（大木、鹿本、八
木、小川）
・液肥利用の社会技術の提案
・液肥利用の経済合理性、環境合理性についての検証
・屎尿液肥の現状についての詳細な調査（２１自治体を対
象）
・食品リサイクルを推進するための農産物の地場産利用、
特に学校給食（椎田町、ほか）
・食品リサイクルのための地域通貨システムの開発、提案
（大木町をベースに）
・食品リサイクルのための啓発プログラムの開発
・生ゴミ分別事業の費用対効果、政策手法についての検討
・家庭用生ゴミ処理機の評価
・液肥農産物の評価
・地場産農産物の教育効果と栄養士の関わり方について
の検討
１６年度
・簡素で安価なバイオガスプラントの提案
・液肥利用の経済合理性、環境合理性についての検証
・食品リサイクルを推進するための農産物の地場産利用、
特に学校給食
・食品リサイクルのための地域通貨システムの開発、提案
・食品リサイクルのための啓発プログラムの開発、費用対
効果による評価、提案
・１５年度からの継続課題
・１５年度にフィールドで発見、要求された新たな課題
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30-41 環境省 木材系廃棄物の利用法の拡大に関
する研究

・炭化物や炭化物プラスチック複合材などの再生品開発や
その有効利用法について検討する

平成１４年度
～１６年度

１４年度
木材系炭化物の炭化条件やそれらに含まれる有害成分の
分析法等の基礎的検討を行うと共に、炭化物ボード試作品
を用いてホルムアルデヒド等の吸着能の予備的検討を行
う。
１５年度
主要な汚染物質の炭化物ボードへの吸着能やその他の物
性を調べ、炭化物の性能を向上させると共に、炭化条件
（加熱温度、加熱時間等）に伴う吸着特性を調べる。また、
有害物質を含む可能性のある木材系廃棄物のモデル炭化
試験から有害物質の挙動に関する検討を行う。
１６年度
木材系廃棄物に含まれる有害物質の除去法を作成すると
共に、炭化物ボードなどの長期安定使用法、再利用法、及
び最終処分法などについても検討を加える。

独立行政法人国
立環境研究所

B-a：循環型社
会創造

31 環境省 循環型社会形成推進・廃棄物管理
に関する調査・研究

（１）循環型社会への転換策の支援のための評価手法開発
と基盤システム整備に関する研究を行う。
（２）廃棄物の循環資源化技術、適正処理・処分技術及び
システムに関する研究を行う。
（３）資源循環・廃棄物管理システムに対応した総合リスク
制御手法の開発に関する研究を行う。
（４）液状廃棄物の環境低負荷型・資源循環型環境改善技
術システムの開発に関する研究を行う。

平成１３年度
～１７年度

中期計画期間において、中期目標の達成に向けて毎年度
の年度計画に沿って実施

独立行政法人国
立環境研究所

B-a：循環型社
会創造
B-b：リサイク
ル技術
B-d：適正処理
処分

31-1 環境省
産業連関表と連動したマテリアルフ
ロー分析手法に関する研究

・マテリアルフロー分析手法について、産業連関分析との
整合性の維持・向上を図りながら、主要資源の消費と環境
負荷に係る物的勘定表を作成し、循環促進による環境負
荷低減効果把握のための情報基盤を整備する

平成１３年度
～１７年度

B-a：循環型社
会創造

31-2 環境省
ライフサイクル的視点を考慮した資
源循環促進策の評価に関する研究

・ライフサイクルアセスメント(LCA)の考え方を適用して、循
環資源の利用促進による環境負荷の低減効果を定量的・
総合的に評価する手法を開発する

平成１３年度
～１７年度

B-a：循環型社
会創造

31-3 環境省
循環システムの地域適合性診断手
法に関する研究

・GISを活用して、地域内外におけるモノの流れ(物流)を最
適化し、でき上がりつつある地域資源循環システムの経済
的な実現性、環境へのやさしさを診断する手法の開発を進
める

平成１３年度
～１７年度

B-a：循環型社
会創造

31-4 環境省 リサイクル製品等の安全性評価及び
有効利用法に関する研究

・リサイクル材料又は製品の安全性の評価方法及びその
有効利用法について研究する

平成１３年度
～１７年度

B-a：循環型社
会創造
B-b：リサイク
ル技術

31-5 環境省
循環廃棄過程における環境負荷の
低減技術開発に関する研究

・廃棄物処理技術の中でとくに熱的処理技術から排出され
る有害化学物質による環境負荷特性を把握し、これらの高
度処理技術について、分離・分解技術等の応用あるいは
新規開発にもとづく単位操作およびシステムの開発に取り
組む
・処理効率、環境負荷コスト等にもとづく解析を行い、総合
的な評価手法を確立する

平成１３年度
～１７年度

B-d：適正処理
処分

31-6 環境省
最終処分場容量増加技術の開発と
適地選定手法の確立に関する研究

・ランドフィルマイニングの適用等について、現場における
実証と減容効率やコスト、安定性等の評価を行い、最終処
分場に対して容量増加が可能な新埋立処分システムを提
案する
・海面最終処分場の適正立地のための環境負荷低減技術
の評価を行う

平成１３年度
～１７年度

B-d：適正処理
処分
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31-7 環境省
最終処分場安定化促進・リスク削減
技術の開発と評価手法の確立に関
する研究

・最終処分場の台帳情報等をGIS化し、場における環境汚
染ポテンシャルを評価するとともに、処分場診断に用いる
指標の設定、その観測・解析手法ならびに指標を用いた改
善技術について検討する
・処分場に起因する化学物質リスクに対して予防的対策を
とるため、生物学的指標の導入を検討する

平成１３年度
～１７年度

B-d：適正処理
処分

31-8 環境省 有機性廃棄物の資源化技術・システ
ムの開発に関する研究

・地理情報及び季節変動を組み込んだ有機性廃棄物のイ
ンベントリーを作成するとともに、有機性廃棄物の循環資
源特性を指標化するための手法開発を行う
・資源化成品の安全性評価手法、ならびに各種資源化処
理技術及び施設を対象とした経済性及び環境影響評価手
法の開発を行う

平成１３年度
～１７年度

B-b：リサイク
ル技術

31-9 環境省 循環資源・廃棄物中有機成分の包
括的分析システムに関する研究

・LC/MSを浸出水や廃プラスチック溶出水に適用するため
の前処理系を開発するとともに、LC/MSにより廃製品溶出
水等に含まれる不揮発性物質の抽出と分画を行い、分析
可能な物質群を選別する

平成１３年度
～１７年度

B-d：適正処理
処分

31-10 環境省
循環資源・廃棄物中ダイオキシン類・
PCB等の分解技術の開発に関する
研究

・ダイオキシン類やPCBなどの塩素系有害化学物質を高効
率で無害化するための新技術開発を進める

平成１３年度
～１７年度

B-d：適正処理
処分

31-11 環境省 バイオアッセイによる循環資源・廃棄
物の包括モニタリングに関する研究

・酵素免疫測定系アッセイ及びAhレセプター結合細胞系
アッセイを導入し、前処理系を含めた試験システムの開発
を行う

平成１３年度
～１７年度

B-d：適正処理
処分

31-12 環境省 有機臭素化合物の発生と制御に関
する研究

・処理処分・循環利用過程における有機臭素化合物の挙
動および排出実態に関する調査を行う
・廃テレビの寿命曲線から臭素ベースでの時系列的な廃棄
予測モデルを作成する
・難燃剤に関するLCAの方法論の枠組み設計を行う

平成１３年度
～１７年度

B-a：循環型社
会創造
B-d：適正処理
処分

31-13 環境省 窒素、リン除去・回収型技術システ
ムの開発

・栄養塩類を高度かつ効率的に除去可能な高度処理浄化
槽の技術と評価システムを開発する
・排水に含まれるリンを資源として回収・再利用するシステ
ムを開発する

平成１３年度
～１７年度

B-d：適正処理
処分

31-14 環境省
浄化システム管理技術の簡易容易
化手法の開発

・分子生物学的手法を用いて生物処理プロセスの反応槽
内における生物内相互作用で重要な位置を占める補食・
被食関係の捕食者としての微小後生動物輪虫類等の微生
物の動態を解析し、簡易かつ効率的な維持管理を可能と
するシステムを開発する

平成１３年度
～１７年度

B-d：適正処理
処分

31-15 環境省 開発途上国に適した省エネ・省コス
ト・省維持管理システムの開発

・エコエンジニアリングとしての水耕栽培植物等による浄化
システムを開発する

平成１３年度
～１７年度

B-d：適正処理
処分

31-16 環境省
物理化学処理の組み合わせを含め
たバイオ・エコ技術による環境改善
システムの開発

・電気化学・物理化学的処理の高度効率的な組み合わせ
によるハイブリッド型負荷削減システム、およびディスポー
ザ対応型処理システムを開発する

平成１３年度
～１７年度

B-d：適正処理
処分
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平成15年度自然共生型流域圏・都市再生技術研究イニシャティブ登録課題

1 文科省 沿岸環境・利用の研究開発

沿岸水質・底質の悪化、沿岸の産業振興・活性化、海
域環境の保全等、地域における解決すべき課題に対し
て、海洋科学技術センターの有する技術・知見を用い
て、沿岸域特有の課題に対する研究開発を実施し、地
域における海洋科学技術の振興や普及・啓発を目的と
して、地方自治体との共同研究開発を実施する。

平成１０年度～

静岡県と共同で行っている「駿河湾における海洋深層
水の科学的特性解明と多段利用システムに関する研
究」では、Spring-8などを利用することにより、微量
金属の濃度測定を行う、と同時に生物反応に対する微
量金属の影響を明らかにするため、微細藻類の増殖に
対する微量金属の影響についての検討を行う。長崎県
と共同で行っている「内湾環境修復の研究」では、８
月の集中観測のほか、秋季、冬季の観測のほか物質循
環モデル、数値シミュレーションモデルを使い、浄化
効果の評価を行う。

文部科学省/海
洋科学技術セン
ター

c:技術開発

2 文科省

環境科学研究
（数値環境システムの構築と高度
環境分析及び環境モニタリング・
保全・修復技術の開発）

環境中の放射性物質の特性を利用して、大気・陸域・
海洋中での物質の動態解明と数値シミュレーションに
よる予測技術を開発するとともに、原子力技術等を利
用してモニタリング技術や環境保全・修復技術を開発
する。

平成１１年度
～１８年度

大気・陸域・海洋環境研究では、放射性物質等の環境
中の移動の追跡結果を利用して、大気循環・水循環変
動のモデル開発を進めるとともに、それを用いた大規
模数値シミュレーションシステムの完成版構築に着手
する。高度分析・モニタリング技術等の開発では、放
射性物質等の動態を高度かつ効率的に追跡するため、
レーザー等を利用した極微量分析法、微粒子特性を解
明する技術、並びに遠隔モニタリング技術及び環境保
全・修復技術の実用化を視野に入れた開発を行う。

文部科学省/日
本原子力研究所

a:モニタリン
グ
d:シナリオ作
成・実践

3 文科省 琵琶湖-淀川水系における流域管
理ﾓﾃﾞﾙの構築

(1)流域という空間スケールの重要性をふまえた上で、
流域において特に「空間」に起因する環境問題のメカ
ニズムを文理連携的研究によって解明する。
(2)この流域の空間としての性質の理解を基礎として、
地域住民と行政が主体となり流域管理をおこなう上で
の環境情報の提供、合意形成などの重要課題、都市的
ライフスタイルの変革に資する方法論を総合的・学際
的に追及する。
(3)同時にその過程で、流域における環境問題を発見・
診断する方法論の確立と整備を目指す。

平成１３年度
～１８年度

『物質動態』、『社会・文化システム』、『生態
系』、『流域情報・モデリング』の４つのワーキング
グループが活動をはじめ、プロジェクトのコアとなる
流域管理の『住民参加型サブプロジェクト』を設定
し、本格的な文理連携型研究を推進する。比較流域と
してのタイ・メコン流域の視察を実施し、海外流域課
題調査をまとめる。

文部科学省/総
合地球環境学研
究所

a:モニタリン
グ
b:モデル開発
c:技術開発
d:シナリオ作
成・実践

予算計上省／
実施機関

No. 担当省 課題名 プログラムとの
対応

備考課題概要 実施期間 予算事業計画概要

C.自然共生型流域圏・都市再生技術研究イニシャティブ：
a.　都市・流域圏環境モニタリングプログラム
b.　都市・流域圏管理モデル開発プログラム
c.　自然共生化技術開発プログラム
d.　自然共生型社会創造シナリオ作成・実践プログラム

C.自然共生型流域圏・都市再生技術研究イニシャティブ：
a.　都市・流域圏環境モニタリングプログラム
b.　都市・流域圏管理モデル開発プログラム
c.　自然共生化技術開発プログラム
d.　自然共生型社会創造シナリオ作成・実践プログラム
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予算計上省／
実施機関

No. 担当省 課題名 プログラムとの
対応

備考課題概要 実施期間 予算事業計画概要

4 文科省 環境分子科学研究

地球環境の保全と人間の社会活動の持続的発展を同時
に実現するために、NOx、SOx、ダイオキシンなどの内
分泌攪乱物質（環境ホルモン）、プラスチックなどの
環境汚染物質を分解して環境低負荷型分子に変換する
革新的な環境修復・改善技術を開発する。さらに、炭
酸ガスやバイオマスなどの資源分子（再生可能資源）
を有用物質・材料に変換する新しい科学技術（グリー
ンテクノロジー）を創成することを目的とした基礎研
究を実施する。

平成１１年度
～１５年度

平成15年度は最終年度にあたり、４つの課題（材料変
換、生体変換、化学変換、光合成変換）の研究を計画
通りに進め、目標を達成して新しい環境調和型の科学
技術を創成する。
(1) 環境分子の材料変換に関する研究
・ ポリエステル生合成に関与する酵素（重合酵素、モ
ノマー合成酵素）の活性向上と基質特異性制御に関す
る技術を開発。
・ 有用変異酵素遺伝子を用いて、高性能バイオポリエ
ステルを糖や植物油から高速度高収率で生産する微生
物を育種。
(2) 環境分子の生体変換に関する研究
・ 環境ホルモン分解微生物の育種・改良技術の確立。
・ 様々な環境汚染物質の分解能を有する細菌につい
て、分解に関与する酵素遺伝子や分解系遺伝子発現制
御因子を特定し、より分解が困難なハロゲン化基質な
どへ応用する。
(3) 環境分子の化学変換に関する研究
・ 光誘起の励起エネルギー移動や電子移動を制御する
励起状態マニピュレーション技術を確立し、クリーン
な光エネルギーの高度利用システムを構築。
・ 希土類錯体の特異な重合反応性を利用した高機能性
高分子を用いて、環境保護関連材料としての実用化に
資する技術を開発。
  (4) 環境分子の光合成変換に関する研究
・ 各種のポリエステル生産微生物からポリエステル生
合成に関与する酸素遺伝子を取得し、それらの機能を
解明。
・ 機能が解明されたポリエステル生合成系遺伝子を光
合成微生物（ラン藻）に導入し、二酸化炭素から高性
能（共重合）ポリエステルを効率良く光合成するラン
藻を育種。

文部科学省/理
化学研究所 c:技術開発

5 文科省 波力装置技術の研究開発

海洋エネルギー利用技術の研究開発；
沖合浮体波力装置「マイティーホエール」による実海
域実験データを基に、波力装置の具体的な実用化を目
指し、波エネルギーを利用した海洋環境改善技術及び
太陽光発電など他の自然エネルギーとの複合発電技術
等、波力装置応用技術の研究開発を実施する。

平成元年度
～１５年度

平成１５年度は沖合浮体式波力装置「マイテイーホ
エール」から得たデータを用いて、大規模波力発電装
置の最適設計システムの構築を行うとともに、「マイ
テイーホエール」実験システムの撤去工事を行う。

文部科学省/海
洋科学技術セン
ター

c:技術開発

6 経産省 地質汚染浄化に関する研究

地圏環境における汚染物質と関わる微生物の基礎から
応用．微生物の環境中での生態や汚染物質との相互作
用を解明し，地質汚染問題解決の糸口を探る．揮発性
有機塩素化合物の他，有害重金属類も対象にする．

平成１３年度
～１７年度

平成１３ー１４年度：天然地下水中の微生物と超高圧
水を利用した難透水層汚染の浄化法の開発に関する研
究，平成１５?１７年度：有害金属元素と微生物の相互
作用に関する研究

中小企業庁，文
部科学省/
（独）産業技術
総合研究所

c:技術開発
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予算計上省／
実施機関

No. 担当省 課題名 プログラムとの
対応

備考課題概要 実施期間 予算事業計画概要

7 厚労省 健全な水循環の形成に関する研究

本研究では、水の有効利用を通じて河川や下水道への
負荷を軽減し健全な水循環を構築するため、居住環境
に応じた水の有効利用手法（家屋スケール）や地域レ
ベルの節水型水道システム（地域スケール）について
の研究開発を行うとともに、この中で各スケールに応
じて、水道事業における環境負荷の軽減等を図るた
め、環境管理手法の体系化、水道の熱エネルギーの活
用方策の研究開発を行う。また、併せて、水の供給シ
ステムの起点として不可欠である良好な水道水源の保
全に関する検討を行う。
1）健全な水循環を考慮した地域スケールにおける浄
水・管路技術に関する研究
2）家屋内での水有効利用と環境負荷低減に資する給水
システム構築に関する研究
3）地域スケールの水の有効利用及び環境負荷低減のた
めの技術・手法(水質変換技術を含む)に関する研究
4）健康で豊かな水環境を創造するための新しい水管理
システムの可能性－その戦略的構築と支援技術開発
5）溶存有機物(DOM)分画手法による水道水源としての
湖沼水質の評価およびモニタリング
6）地理情報システムを用いた水道原水の保全に関する
研究

平成１４年度
～１８年度

○14～16年度 ・家庭内及び地域内における水の有効利
用や環境負荷の低減に関する総合的研究、・水循環を
考慮した良好な水道水源の保全に関する総合的研究
○17～18年度 ・節水型・環境負荷低減型水供給・利用
システムの評価
・節水型・環境負荷低減型水供給・利用システムの構
築・管理のためのプログラムの策定及びモデル都市へ
の適用

厚生労働省（厚
生労働科学研究
費補助金）

a:モニタリン
グ
b:モデル開発
c:技術開発
d:シナリオ作
成・実践

8 農水省

農林水産生態系の機能再生・向上
技術の開発及び流域圏環境の管理
手法の開発(流域圏における水循
環・農林水産生態系の自然共生型
管理技術の開発)

農林水産生態系の機能再生・向上技術を開発するとと
もに、流域圏を構成する森林、農地、沿岸域の管理手
法を開発する。

平成１４年度
～１８年度

14年度　　農林水産生態系の機能再生・向上技術及び
流域圏を構成する森林、農地、沿岸域の管理手法の開
発に係る情報の収集・解析等を行う。
15年度　　14年度に引き続き、データの収集・解析等
を進めるとともに、農林水産生態系の機能再生・向上
技術の開発、及び農林水産生態系の管理手法の開発に
着手する。
16年度～　農林水産生態系の機能再生・向上技術を開
発するとともに、流域圏を構成する森林、農地、沿岸
域の管理手法の開発を行う。

農林水産省/(独)
農業工学研究所、
(独)森林総合研究
所、(独)水産総合
研究センター、大
学

c:技術開発
d:シナリオ作
成・実践

9 農水省

流域圏における水・物質循環、生
態系のモニタリング及び機能の解
明・評価(流域圏における水循
環・農林水産生態系の自然共生型
管理技術の開発）

森林から沿岸域に至る流域圏における水・物質及び農
林水産生態系の状況を観測し、それらの機能を解明・
評価するとともに、環境情報システムを構築する。

平成１４年度
～１８年度

14年度　　 森林から沿岸域までの流域圏の水・物質及
び農林水産生態系の状況を観測する。
15年度　　14年度に引き続き、流域圏の水・物質及び
農林水産生態系の状況を観測し、機能の解明・評価に
着手する。
16年度～　観測データを基に機能の解明・評価を行う
とともに、環境情報システムを構築する。

農林水産省/(独)
森林総合研究所、
(独)農業・生物系
特定産業技術研究
機構、(独)農業環
境技術研究所、
(独)農業工学研究
所、(独)水産総合
研究センター、大
学、都道府県

a:モニタリン
グ

10 農水省

流域圏における水・物質循環、生
態系の管理モデルの構築(流域圏
における水循環・農林水産生態系
の自然共生型管理技術の開発）

水・物質の循環・移動モデル、生物多様性保全機能等
を有する農林水産生態系の変動予測、農林水産活動に
伴う影響評価モデルを開発するとともに、それらを統
合した環境管理モデルを構築する。

平成１４年度
～１８年度

14年度　　水・物質の循環・移動モデル、生物多様性
保全機能等の農林水産生態系の変動予測、影響評価モ
デルの開発に係る情報の収集・調査解析等を行う。
15年度　　14年度に引き続き、モデル開発に係る情報
の収集・調査解析等を行うとともに、モデル開発に着
手する。
16年度～　水・物質の循環・移動モデル、生物多様性
保全機能等の農林水産生態系の変動予測、影響評価モ
デルの開発を行うとともに、環境管理モデルを構築す
る。

農林水産省/(独)
農業環境技術研究
所、(独)農業工学
研究所、(独)森林
総合研究所、(独)
水産総合研究セン
ター

 b:モデル開
発

11 経産省
地中熱利用によるヒートアイラン
ド対策

地中熱の経済的・効率的な利用を可能にするために、
モデルフィールド内の任意の地点における地下水水理
を予測する手法を開発する。

平成１３年度
～１５年度

３年度計画でモデルフィールドにおいて、地下水の水
位、水質、温度及び地質構造に関する調査を行い、調
査結果をもとにした広域地下水流動・熱輸送解析を
行って、地下の三次元温度分布・水理構造モデルを作
成する。また、数値シミュレーションにより地中熱の
利用に伴う地下環境への負荷を評価して、モデル
フィールドにおける地中熱利用施設の最適配置を求め
る手法をあわせて開発する。

新エネルギー・
産業技術総合開
発機構/（独）
産業技術総合研
究所

a:モニタリン
グ
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予算計上省／
実施機関

No. 担当省 課題名 プログラムとの
対応

備考課題概要 実施期間 予算事業計画概要

12 経産省 環境負荷吸着剤の開発とそれを用
いる高度な水浄化・再生技術

流域環境負荷物質を効率的に除去・回収するための新た
な環境負荷吸着剤を開発するとともに、それを用いた高度
な水浄化・再生システムを開発する。

平成１５年度
～１６年度

閉鎖性海域・湖沼等への汚濁負荷として大きな問題となっ
ている栄養塩（リン酸、硝酸）やイオウ化合物を選択的に除
去する新たな環境負荷吸着剤の開発を行うとともに、それ
を用いて生活系排水、工場排水等を高度、かつ効率的に
浄化処理する新たな浄化システムを開発する。

経済産業省/(独)
産業技術総合研
究所

c:技術開発
b:モデル開発

13 国交省
自然共生型国土基盤整備技術の開
発

本課題は、持続可能な自然共生型の都市再生を図るた
め、自然共生型流域圏・都市再生イニシアティブのプ
ログラムを横断的に研究を推進する。
これに基づき、都市化の進行等による水循環や生態系
への悪影響を緩和・解決し、都市等に住む人間が自然
と共生し、自然の恩恵を享受できる都市環境を取り戻
すため、都市及びそれを取り巻く流域圏全体を視野に
入れて、以下を遂行する総合的・戦略的な自然共生型
国土基盤整備に必要となる技術開発を行うものであ
る。
　(１)水質・水量等、水環境の回復
　(２)水循環の健全化などによる都市の熱環境等の調
節機能の回復
　(３)生態系の保全・再生
都市を含む流域圏における水物質循環や生態系を保全･
再生するための取り組みを総合的に展開するためのシ
ナリオ実践プログラムを流域圏単位で作成し、自然共
生型の都市再生の推進を図る

平成１４年度
～１８年度

１４年度に構築したプロトタイプの水循環・物質循環
モデルについて、実流域への適用性等の観点から必要
な改良を加え、東京湾流入河川および利根川を対象流
域とした汎用的なモデルへと発展させる。それに伴い
モデルのインターフェイスを改良することにより、入
出力データとしての基盤情報ＧＩＳや個別主題データ
を扱う操作性を高める。対象流域の具体的課題を解決
するための各種施策を組み合わせたシナリオを設定
し、上記モデルの適用を通じた実現性検討を行うこと
を通じて、政策立案を支援するアウトプット等、政策
を検討するユーザーの要求を満たすシステムへの洗練
を図る。
オゾン処理における微量環境汚染物質の効率的な除去
方法について検討を行う。また、オゾン処理と紫外線
照射等との組み合わせによる除去効果を検討する。
大気・熱環境改善システムの試作品による室内実験を
行い性能・耐久性等を確認し、システムの課題抽出及
び改良案を検討するとともに、周辺環境への影響予測
をおこなう。
流域圏を都市、郊外、農地・里山、奥山の４つの生態
系に区分し、それぞれの生態系の指標種を選定すると
ともに、生態系の多様性を指標する指標値（生息可能
な生物の種数など）の定量化の手法及びランドスケー
プ要素との関連について検討する．また、指標種の生
息環境予測等に関する既存の研究成果を元に、関東地
域における各指標種の生息適地（現況）を予測し、図
化を行う。さらに、エコロジカルネットワークの検討
に必要な基礎資料として、エコトープ図の作成、社会
条件図の作成を行なう。

国土交通省/大
臣官房技術調査
課（国土技術政
策総合研究所）

b:モデル開発
d:シナリオ作
成・実践

14 国交省 閉鎖性内湾の高度環境情報システ
ムの整備

高度に利用されている東京湾等の閉鎖性内湾の環境を
保全・修復して管理するために、内湾における生態系
を含めた自然環境メカニズムの解明、湾口部境界にお
ける環境観測システムの整備、及び内湾における環境
変動の数値計算システム（ベイシュミレーター）の整
備を行う。システム整備は東京湾を対象に行う。

平成１４年度
～１７年度

14年度　湾口部境界における風、流れ、水質等の観測
機器の整備及び観測データ解析システムの整備。内湾
を対象とした環境変動数値モデルの開発。湾口断面で
の栄養塩フラックスの研究
15年度　湾口部境界における観測機器の整備。観測
データ及び解析データの同化技術の開発。干潟・浅海
域を含めた東京湾の栄養塩収支に関する研究。
16年度　内湾環境情報データベースの整備。内湾の環
境変動総合数値解析システムの統合化。底質輸送に関
する研究。

国土交通省/
（独）港湾空港
技術研究所を中
心として、国土
技術政策総合研
究所、武蔵工業
大学、東京湾沿
岸の地方公共団
体等と共同

b:モデル開発

15 国交省
干潟・浅海域の自然浄化能力の促
進による沿岸環境改善技術に関す
る研究

自然浄化を中心的に担う過程として，窒素除去過程で
ある脱窒に着目し，浄化能力が発揮される機構を解明
すると共に，流れと干潟浅海域の生物・化学過程の相
互作用を通して，浄化能力を促進する方法を提案す
る。劣化した自然干潟の環境修復や人工的な干潟造成
技術の確立に役立てる。

平成１４年度
～１７年度

１４年度　脱窒速度の変動機構と環境特性の関係を明
らかにするための現地観測，ならびに干潟・浅海域の
沖合部との相互作用に関する現地観測
１５年度　干潟・浅海域生態系のモデル構築と，干潟
メソコスム施設における脱窒速度に関する系統的な室
内実験
１６年度　干潟・浅海域生態系のモデル化，自然浄化
能力を促進するための技術的提案

国土交通省
/(独)港湾空港
技術研究所が中
心となり，(独)
産業技術総合研
究所等と共同

c:技術開発
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予算計上省／
実施機関

No. 担当省 課題名 プログラムとの
対応

備考課題概要 実施期間 予算事業計画概要

16 国交省
波力ポンプによる海域環境制御並
びに波浪エネルギー利用に関する
研究

港湾等沿岸海域の環境改善を行う上では海水循環を能
動的に制御する手段が必要である。本研究において
は、自然エネルギーである波力により駆動する波力ポ
ンプを開発し、強制的に海水循環を発生させることに
より貧酸素水塊を除去する等、海域環境を能動的に制
御する手法を提案する。加えて漸次浮標等など小規模
電力を必要とする機器への応用を検討していく。

平成１３年度
～１７年度

平成13年度
・ 各国における波力ポンプ技術の現状と動向調査、各
国における波力ポンプの利活用の現状と動向調査、国
内における波力ポンプの利活用の実績調査
・ 「浮体揺動式」と「位置エネルギー式」波力ポンプ
について基礎的検討を行う。
・ 技術調査、基本特性の把握、模型実験
・ 管内脈動流の流動特性調査
平成14年度
・ 波力ポンプの設置方法並びに維持管理の方法、波力
ポンプシステムの評価方法
・ 「水柱振動式」と「位置エネルギー式」波力ポンプ
に関して基礎的検討を行う。
・ 基本特性の把握、模型実験、問題点の抽出
・ 実海域試験機の設計、設置方法等の検討
・ 試験計画の作成、試験機の製作、実験海域の選定、
観測
平成15年度
・ 各国における波力ポンプの技術及び利活用の現状と
動向、波力ポンプシステムの包括的な技術評価
・ 試験機の現場海域への設置、実海域試験、効果の測
定、機器保守管理に関する観測
・ 技術評価、設計手法の確立、メンテナンス手法の確
立
平成16年度
・実海域試験まとめ

国土交通省/
（独）港湾空港
技術研究所が中
心となり、東海
大学、日本鋼管
（株）等の協力
を得ながら研究
開発を行ってい
る。

c:技術開発

17 国交省 閉鎖性内湾の環境管理技術に関す
る研究

①内湾域における｢人と自然の共生｣を目的として、内
湾域の現象把握と融合型環境評価モデルにより、湾内
個別プロジェクトの最適配置、総合的な環境指標の検
討を行い、内湾域環境評価法の構築を行う。
②広域で総合的な環境評価のための、環境把握技術、
シミュレーション技術、情報配信技術に関する研究

平成１３年度
～１６年度

１３年度　東京湾湾口部を中心とした現地観測と数値
計算環境の整備、個別モデルの統合、環境データベー
スの構築現地観測の実施
 １４年度　東京湾内多点で環境モニタリングと、局所
生態系での観測実施、統合モデルの検証、情報発信
１５年度　外洋から内湾域への影響伝播に関する現地
観測と数値計算環境の更新
１６年度　湾域環境測定の追加および、モデルの統合
化と評価 システムの構築

国土交通省/国
土技術政策総合
研究所が中心と
なり、一部九州
大学、東京水産
大学と共同（国
土交通省内で
は、港湾局を中
心に、下水道局
海上保安庁、河
川局と連携）

b:モデル開発

18 国交省 東京湾再生プロジェクト

東京湾は、後背地に大きな人口集積を有する閉鎖性海
域であるため、湾内へ流入する窒素・燐等による富栄
養化が進行し赤潮や青潮等の発生が見られ、生息生物
に悪影響を及ぼしている。生態系を回復し、自然と共
生した首都圏にふさわしい東京湾を目指すために、関
係省庁、地方自治体等の関係部局がそれぞれ実施して
いる東京湾の環境モニタリングの調査結果等を共有
化・総合化し、東京湾の汚染物質の挙動をシミュレー
トし、汚染源解明の推進を図る。

平成１５年度～

東京湾奥部における水質モニタリングの実施、人工衛
星(みどりⅡ）データによる赤潮等の発生の常時監視を
実施し、関係省庁・地方自治体等が実施する汚染調査
データの集約等を行うことにより、汚染源解明の推進
を図る。

国土交通省/海
上保安庁

a:モニタリン
グ

19 国交省 都市臨海部に干潟を取り戻すプロ
ジェクト

都市臨海部において、政府レベルでも市民レベルでも
自然再生への強い要望がある。再生される自然は、自
己修復能力を持ち、変化に強いものであることが望ま
れ、そのためには、生態系の連携手法や、生物多様性
の保全手法など、個別技術を統合する総合的技術開発
が必要である。また、広く利用される場を創出するた
めには、開発した技術を市民と合意形成をしつつ実現
化していくシステムが必要である。そこで、実証実験
の準備段階、実施段階の2段階に分け、研究を進めてい
く。

平成１５年度
～１９年度

H15年度　近畿地方において、造成予定の干潟を用いて
予備的な実証実験を開始する。地形の動的な変化を検
討するための実験の計画手法、モニタリング手法を提
案し、実践する。研究者間、市民との情報共有、伝達
システムについて検討し、勉強会・シンポジウムを開
催する。

国土交通省/国
土技術政策総合
研究所

d：シナリオ
作成・実践
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予算計上省／
実施機関

No. 担当省 課題名 プログラムとの
対応

備考課題概要 実施期間 予算事業計画概要

20 国交省 河川・湖沼における自然環境の復
元技術に関する研究

豊かな水辺の自然環境を保全するため、事業に伴う自
然環境への影響を回避・低減したり、新たに動植物の
良好な生息・生育場を形成するなどの、自然環境の保
全・復元技術の開発が求められている。本研究プロ
ジェクトでは、河川環境におけるインパクト－レスポ
ンスに関する調査、変動を加味した河川の正常流量に
関する基礎調査、水辺植生帯の環境機能に関する調
査、ITを活用した野生生物追跡調査手法の開発、水域
の分断要因による水生生物への影響の把握と水域のエ
コロジカルネットワークの保全・復元手法に関する研
究を行う．

平成１３年度
～１７年度

河川環境におけるインパクトレスポンスに関する調査
13～17
変動を加味した河川の正常流量に関する基礎調査 13～
17
水辺植生帯の環境機能に関する調査 13～16
ITを活用した野生生物追跡調査手法の開発 13～17
水域の分断要因による水生生物への影響の把握と水域
のエコロジカルネットワークの保全・復元手法に関す
る研究 14～17

国土交通省/
（独）土木研究
所

c:技術開発

21 国交省 人工海浜における市民の安全性に
関する現地調査

人工海浜は，突堤や護岸によって囲まれた場所に砂を
投入（養浜）することで造成されているが，突堤や護
岸の隙間（目地）部に養浜砂が漏れ出し，砂浜部分に
空洞や陥没が発生して，人が落ちる等の危険な状況に
なる場合がある．そこで、これまでに造成された人工
海浜での事故防止工法に関する追跡調査を行い，その
安定性について検討を行う.

平成１５年度
～１６年度

15年度　海岸管理者から事故防止工法に関してのヒア
リング調査
16年度　現地踏査による事故防止工法の安定性調査

国土交通省
/(独)港湾空港
技術研究所

c:技術開発

22 国交省 ヒートアイランド対策効果の定量
化に関する研究

本研究は、ヒートアイランド対策による効果を定量化
する手法を開発し、有効な対策を合理的に導くことを
目的とする。
まず、屋上緑化や省エネなど性質が異なる対策効果を
計量するモデルを開発する。次に、開発モデルを様々
な対策メニューに適用し対策効果の定量化を行う。そ
して、都市情報に対応して解析結果を検索表示するシ
ステムを構築しヒートアイランドの緩和技術指針にと
りまとめる。

平成１４年度
～１６年度

平成１５年度は,建物の形態や空調方式、緑等のヒート
アイランド対策の段階的な導入もしくは有無について
網羅する組み合わせを設定し、ヒートアイランド対策
の効果に関する数値解析を実施する。

国土交通省
/(独)建築研究
所

a:モニタリン
グ

23 国交省
低環境負荷型外航船の研究開発
（うち、ノン・バラスト新船型等
の研究開発）

バラスト水を不要とするノン・バラスト新船型等の開
発により、バラスト水を媒体とする有害な海洋生物の
海域間の移動及び拡散を防止し、もって地球規模の海
洋環境問題の解決に貢献することを目的とする。

平成１５年度～
１６年度

ノンバラスト新船型の開発　１５～１６年度
スラミング衝撃力推定システムの開発　１５～１６年
度
浅喫水対応型推進システム等の開発　１５～１６年度

国土交通省／ ｃ:技術開発 新規

環境省

自然共生型の流域圏・都市再生の
ための研究

サブテーマ１：
都市・流域圏における自然共生型
水・物質循環の再生と生態系評価
技術開発に関する研究

本研究開発では，流域圏を構成する要素として，集約
的な産業活動と都市活動の空間としての「都市エリ
ア」に加え，自然との共生を支えて有機物質の循環を
担う「農地(水田，果樹園等)エリア」，「自然地(自然
林，草原等)エリア」を取扱い，さらに，水の循環や有
機物質の循環を行う「水域(河川，湖沼，海域)エリ
ア」を考慮する．これらのエリアについて，GIS (地理
情報システム)を用いて，自然環境資源，土地利用，社
会経済活動等のデータを統合的にデジタルデータベー
ス化し，流域圏の政策操作を統合的に行い，評価でき
るシステムを構築する．　流域圏の将来の構造を決定
する制御因子として「降水流出制御」「水質改善基
盤」「有機物循環」「土地利用制御」を設定し，これ
ら制御の効果・影響を予測・評価することが可能なモ
デルを，GISデータベースを基に作成する．モデルによ
る評価では，直接的な物理影響に加え，ライフサイク
ル評価，マテリアルフローの評価等間接的な評価指標
値と共に，生物ネットワークや生態系連鎖等流域圏に
とって重要な生態系へのインパクトを含む評価体系を
構築する．　上記エリア内，エリア間において上記流
域マネジメント制御を展開し，現状の基盤整備政策と
共に将来的な技術開発テーマをも含む施策メニューを
用意する．複数の将来的な見通しから，流域環境管理
に関するシナリオ誘導型(Scenario-driven)の将来プロ
グラムについての評価を行う．都市・流域圏における
自然共生型水・物質循環の再生と生態系評価技術開発
に関する研究を行う．

平成１４年度
～１７年度

○平成１４年度
・環境、物質循環、人間活動等に関するデータの収
集、GIS上での展開等を行うとともに、政策シナリオ誘
導型のモデル開発を行う。
○平成１５年度
・引き続き、データ収集等を行うとともに、土地利用
制御シナリオの形成、シナリオ評価のためのシステム
構築を行う。
○平成１６年度
・水・有機物循環に関するデータ取得とモデル化を行
うとともに、水流出制御、水質改善、有機物質循環制
御について政策シナリオを形成し、シナリオ評価のた
めのシステム構築を行う。
○平成１７年度
・各年代のデータを比較解析するなどし、シナリオ採
用の判断材料を構築するとともに、流域マネジメント
に係る戦略プログラムなどを構築し、環境改善効果を
算定する。

環境省/国立環
境研究所

a:モニタリン
グ
b:モデル開発
d:シナリオ作
成・実践

24
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環境省

自然共生型の流域圏・都市再生の
ための研究

サブテーマ２：
流域圏自然環境の多元的機能の劣
化診断手法と健全性回復施策の効
果評価のための統合モデルの開発
に関する研究

流域圏自然環境が、本来多元的機能をもつことに着目
し、淀川流域圏を対象としてその機能を定量化、評
価・診断するための手法の開発を試みる。さらに、都
市活動が多元的な機能の劣化に及ぼす影響を定量的に
表現できる統合モデルを開発し、流域圏の健全性回復
のための施策を立案して統合モデルによりその効果評
価を試みることで、地域特性に応じて重視すべき機能
を選択しつつ自然共生を図る都市再生への新しい技術
的方法論の枠組みを構築する。

平成１４年度
～１７年度

○平成１４年度
・環境、都市基盤、都市活動に関する情報の収集・整
理、水・物質等の循環収支算定、都市の活動量、利便
性等の指標化を行う。
○平成１５年度
・引き続き、情報収集・整理等を行うとともに、デー
タのデータベース化、自然環境がもつ環境負荷低減機
能の評価手法開発及び統合化プログラムのサブプログ
ラム開発を行う。
○平成１６年度
・引き続き、評価手法、統合化プログラム等の開発を
行うとともに、施策シナリオの立案を行う。
○平成１７年度
・施策シナリオの評価を行うとともに、データベー
ス、統合化プログラムを整理し、公開する。

環境省/大阪大
学

a:モニタリン
グ
b:モデル開発
d:シナリオ作
成・実践

環境省

自然共生型の流域圏・都市再生の
ための研究

サブテーマ３：
競争的研究資金であり選考中のた
め未定

流域圏の良好な自然環境の保全、劣化した生態系等の
修復や悪化した生活空間の改善のために必要となる要
素技術の開発

平成１５年度
～１６年度

未定 環境省/競争的
資金であり未定

c:技術開発 平成１５年度
新規募集課題
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平成15年度 化学物質リスク総合管理技術研究イニシャティブ登録課題

1 文科省 環境分子科学研究

環境分子科学では，環境汚染分子や環境未利用分子を
環境低負荷型の物質や材料に変換するための基礎研究
を推進し，地球環境と共生する科学技術の確立を目指
す。

平成１１年度～

（環境分子材料変換研究）微生物による生合成・生分
解性プラスチックの開発研究，
（環境分子生体変換研究）微生物による内分泌撹乱物
質の分解・浄化研究，
（環境分子化学変換研究）大気汚染ガスを効率的に分
解する触媒の開発研究，
（環境分子光合成変換研究）光合成により二酸化炭素
を有益な有機化合物に変換する技術の開発研究

文部科学省/理
化学研究所 b:削減技術

2 文科省

光触媒を利用した分解除去技術
（ミレニアムプロジェクト：ダイ
オキシン類・環境ホルモンの適正
管理、無害化の促進）

ダイオキシン等の有害化学物質を光触媒作用により分
解除去する触媒材料について開発する技術を確立す
る。

平成１２年度
～１６年度

　平成１２年度：ダイオキシン等の有害化学物質を光
触媒作用により、分解除去する触媒材料の開発、
　平成１３年度：光触媒によるダイオキシン等の有害
化学物質分解除去反応及び高効率化の検討、
　平成１４年度：光触媒を用いたダイオキシン等の有
害化学物質分解除去反応機構の精査と高効率除去技術
の開発、
　平成１５年度：ダイオキシン類等有害化学物質の高
効率分解浄化反応機構の精査と実用的システムの開発

物質･材料研究
機構

b:削減技術

3 文科省 一般･産業廃棄物･バイオマスの複
合処理･再資源化プロジェクト

廃棄物･バイオマスの処理･再資源化を行う研究開発プ
ロジェクトの一環として、廃棄物･バイオマスの低温ガ
ス化処理等に伴う副生成物（灰、排ガス、浸出水等）
の試験･分析等の研究を行い、バイオ技術の活用によ
り、廃棄物処理における有害化学物質等に関する簡便
な安全性評価、環境リスク管理の技術開発を目指す。

平成１５年度
～１９年度

廃棄物･バイオマスの処理･再資源化を行う研究開発プ
ロジェクトの一環として、バイオ技術の活用による影
響･安全性評価研究として以下の研究開発を行う。
１．副生成物の埋立処分に伴う溶出実験による安全性
２．副生成物･土壌，排ガス，浸出水の安全性評価
３．燃焼炉周辺での有害物質拡散に関する安全設計
４．廃棄物･バイオマス再資源化の情報プラットフォー
ムと安全性評価データの相互接続システムの構築

文部科学省/岡
山大学，
理化学研究所植
物科学研究セン
ター，
(株)関西総合環
境センター
他

a:リスク評価
b:削減技術
c:リスク管理

4 厚労省 化学物質リスク研究事業（仮称） 化学物質の有害性評価のためのトキシコゲノミクスに
関する研究等

当面３年間
15年度：トキシコゲノミクス関する研究等
16年度：同上
17年度：同上

厚生労働省／厚
生労働科学研究
費補助金の交付
を受ける研究者
及び研究機関

a:リスク評価
c:リスク管理
d:知的基盤

5 農水省

主要作物のカドミウム吸収・蓄積
を抑制するための総合管理技術の
開発（農林水産生態系における有
害化学物質の総合管理技術の開
発）

カドミウムの農作物可食部への汚染リスクを低減する
ため、農耕地土壌中のカドミウム修復作物や化学的洗
浄等を活用した浄化技術の開発、さらに、カドミウム
の低吸収性品種・土壌・水管理・資材等による総合管
理技術の開発研究を実施する。

平成１５年度
～１９年度

15年度～カドミウム高蓄積作物品種の選抜、カドミウ
ム修復植物の処理技術の開発及び作物吸収を最大化す
るための土壌管理技術の研究を実施。

農林水産省
/(独)農業環境
技術研究所が中
心となり、
（独）農業技術
研究機構、大
学、都道府県及
び民間と共同

b:削減技術
a:リスク評価

リスク削減技
術を中心に実
施

No. 担当省 課題名 課題概要 プログラムとの
対応

備考実施期間 予算事業計画概要 予算計上省／
実施機関

D.化学物質リスク総合管理技術研究イニシャティブ：
a.　リスク評価システム開発プログラム
b.　リスク削減技術開発プログラム
c.　リスク管理手法構築プログラム
d.　知的基盤構築プログラム

D.化学物質リスク総合管理技術研究イニシャティブ：
a.　リスク評価システム開発プログラム
b.　リスク削減技術開発プログラム
c.　リスク管理手法構築プログラム
d.　知的基盤構築プログラム
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No. 担当省 課題名 課題概要 プログラムとの
対応

備考実施期間 予算事業計画概要 予算計上省／
実施機関

6 農水省

農林水産生態系における有害化学
物質のリスク評価（農林水産生態
系における有害化学物質の総合管
理技術の開発）

農林水産生態系に分布するダイオキシン類、残留性農
薬、有機スズ等の有機化学物質のリスクを評価するた
め、生物に対する影響評価法及び環境中での動態予測
モデルの開発研究を実施する。

平成１５年度
～１９年度

15年度～ダイオキシン類、残留性農薬、ノニルフェ
ノール、有機スズ等の動態解明と生態影響評価及びマ
ルチメディアモデル研究を実施。

農林水産省
/(独)農業環境
技術研究所が中
心となり、
（独）農業技術
研究機構、
（独）農業生物
資源研究所、
(独)水産総合研
究センター、大
学、都道府県及
び民間と共同

a:リスク評価

7 農水省

農林水産生態系における有害化学
物質の分解・除去技術の開発（農
林水産生態系における有害化学物
質の総合管理技術の開発）

土壌中の難分解性有機塩素化合物を対象に、植物機能
及び微生物機能を利用した分解・除去技術と、土壌に
おける拡散防止技術の開発研究を実施する。

平成１５年度
～１９年度

15年度～有機塩素系化合物の分解遺伝子及び酵素系の
解析と土壌環境への適用技術の開発、土壌凝集剤の開
発研究を実施。

農林水産省
/(独)農業環境
技術研究所が中
心となり、
（独）農業技術
研究機構、
（独）森林総合
研究所、大学、
都道府県及び民
間と共同

b:削減技術

8 経産省 化学物質のリスク評価及びリスク
評価手法の開発

化学物質排出把握管理促進法対象物質のうち、特に人
への健康リスクが高いと考えられる高生産量化学物質
を中心に、当該物質のリスクの評価や対策によるリス
クの削減効果の評価を行うとともに、リスク評価手法
を開発する。

平成１３年度
～１８年度

有害性情報の整備及び有害性評価分析、暴露情報の整
備及び暴露評価手法の開発、リスク評価、リスク評価
手法の開発及び管理対策のリスク削減効果分析

経済産業省／Ｎ
ＥＤＯ／ＣＲ
Ｍ、ＮＩＴＥ、
ＣＥＲＩ

a:リスク評価

9 経産省
既存化学物質安全性点検事業の加
速化

化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律に係る
「既存化学物質安全性点検事業」を抜本的に見直し、
構造活性相関手法を開発し点検事業の大幅な効率化を
図りつつ、リスク管理の必要性が高い物質の点検を行
う。

平成１２年度
～１８年度

定量的な構造活性相関手法による化学物質特性予測シ
ステムの構築、既存化学物質に関する分解性、蓄積性
試験等の実施と安全性の確認

経済産業省／Ｎ
ＥＤＯ／ＣＥＲ
Ｉ

a:リスク評価
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No. 担当省 課題名 課題概要 プログラムとの
対応

備考実施期間 予算事業計画概要 予算計上省／
実施機関

10 経産省 高精度・簡易有害性（ハザード）
評価システム開発

遺伝子解析手法の活用により、高精度・簡易毒性（ハ
ザード）評価手法を開発する。

平成１３年度
～１７年度

遺伝子解析手法の活用による簡易な長期毒性予測手法
の開発

経済産業省／Ｎ
ＥＤＯ／ＣＥＲ
Ｉ・三菱化学・
住友化学工業

a:リスク評価

11 経産省
化学物質総合リスク評価管理シス
テム開発

上記３つのプロジェクトで得られたデータ及び基盤技
術を基に、有害性（ハザード）、暴露、リスクに係る
情報を一元的に管理運用する化学物質総合リスク評価
管理情報システムを構築する。

平成１３年度
～１７年度 化学物質総合リスク評価管理システムの設計及び開発

経済産業省／Ｎ
ＥＤＯ／ＮＩＴ
Ｅ

c:リスク管理

12 経産省
超臨界流体利用環境負荷低減技術
開発

地球環境保全の観点から、エネルギー及び有機溶媒多
消費型の既存プロセスを置き換えるための、省エネル
ギー・省資源で環境への負荷が少ない化学プロセスの
開発が必要不可欠となっている。これらを実現するた
めには、「液体に匹敵する大きな溶解力」と「気体並
みの高い流動性と分子エネルギー」といった、液体・
気体の両方の優れた特性を併せ持つ超臨界流体を利用
した、省エネルギー・低環境負荷型の化学プロセス技
術の開発が急務となっている。本研究開発では、化学
工業で基盤的・中核的な役割ができる超臨界流体を反
応溶媒とする有望な新化学プロセスを構築するための
基盤となる技術を開発する。

平成１２年度
～１６年度

(1) 有機合成プロセス技術の研究
　超臨界流体を用い、有機溶媒を用いず、安全で安
価、かつ、高選択・高収率な有機合成技術の開発を行
う。
(2) 材料プロセッシング技術の研究
　超臨界流体を用い、機能性材料の創製、ならびに加
工を行う材料プロセッシング技術の開発を行う。
(3) エネルギー・物質変換技術の研究
　超臨界流体を用い、難燃性有機固体や各種プラス
チック材料、未利用重質資源などから工業原料への変
換、ならびに分解、無害化を可能とするエネルギー・
物質変換技術の開発を行う。
(4) 基礎基盤技術の開発
　各プロセスの共通基盤技術確立に必要な基礎物性反
応機構の解析を行うとともに、高温、高圧ならびにガ
ス供給にかかる安全性とシステム開発に必要な基礎基
盤技術の開発を行う。

(財)化学技術戦
略推進機構が中
心となり、東北
大学、（独）産
業技術総合研究
所と共同研究、
近畿大学、九州
大学と再委託

b:削減技術

13 経産省
環境ホルモン効果に関する評価・
試験法開発

①構造活性相関システム（化学物質の構造から内分泌
かく乱作用の有無やその程度を迅速かつ安価に予測す
るシステム）を開発するとともに、その精度向上のた
め、in vitro試験（試験管レベル）を実施する。
②化学物質の内分泌かく乱作用評価スキームの構築を
図るため、内分泌かく乱作用を有すると疑われる物質
について内分泌かく乱作用スクリーニング試験による
評価を行う。また必要に応じて、各種スクリーニング
試験法の検証及び手法の開発を行う。

平成１２年度～
１６年度

（１）構造活性相関システムの開発
（２）内分泌かく乱作用評価スキームの構築（ＯＥＣ
Ｄ試験法開発及びその検証作業への貢献を含む）
（３）スキームの構築、システム開発・検証に必要な
in vitroおよびin vivoデータの取得と検証作業

経済産業省／Ｃ
ＥＲＩ

a:リスク評価

14 国交省 シックハウス対策技術の開発

住宅における空気汚染問題の解消を目標として、その
実現に必要とされる実態の把握、測定･予測法の開発、
設計施工技術の開発、住まい方に関する情報提供など
を実施し、設計施工ガイドライン或いは情報提供シス
テムとしてとりまとめようとするものであり、これら
が活用されることによって、安全な材料と適切な換気
を備えた健康影響のない住宅の普及と、改修による既
存住宅における影響の低減が実現される。

平成１２年度
～１５年度

12年度　海外資料収集と対策技術評価･試験用施設の整
備
13年度　空気汚染実態に関する詳細調査の実施、
測定･分析技術に関する実験的検討、対策技術評価･試
験方法の洗い出し、試行
14年度　詳細調査の継続と汚染発生･伝播機構の検討
対策技術評価･試験の実験室での実施
情報開示技術の検討、コンテンツの作成
15年度　汚染対策の総合化
建築レベルにおける総合的対策効果の検証

国土交通省/大
臣官房技術調査
課（国土技術政
策総合研究所）

a:リスク評価
c:リスク管理
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No. 担当省 課題名 課題概要 プログラムとの
対応

備考実施期間 予算事業計画概要 予算計上省／
実施機関

15 国交省 微生物群制御による内分泌かく乱
物質の分解手法に関する研究

内分泌かく乱物質の生物学的な削減手法について検討
を行い、生物処理で対応可能な排出規制水準を明らか
にしていく。

平成１３年度
～１５年度

平成１３年度～　生物処理で分解されやすい環境ホル
モン物質の性状を把握し、分解能力を調べる。　環境
ホルモンが生物処理の中で、どの程度分解されるのか
を調べ、排水処理プロセスにおける環境ホルモンの可
能な除去水準を明らかにする。

国土交通省国土
技術政策総合研
究所

c:リスク管理

16 国交省
河川等環境中における化学物質リ
スクの評価に関する研究

環境中に放出される化学物質の実態について、ＰＲＴ
Ｒ制度の化学物質排出届け出量を参照しつつ、モデル
河川流域で現地調査を行う。その結果から、重点的に
リスク管理に取り組むべき物質や、解明すべき環境中
での現象、リスクコミニュケーション手法の開発など
リスク情報の的確な公開方法を提示する。

平成１５年度
～１７年度

平成１５年度　既存の科学的知見によるリスク管理手
法の検討　関係者の特性把握に関する研究　化学物質
リスク動態マップの作成
平成１６年度　化学物質リスクの総合的評価技術確立
のための必要な科学的知見の提示　リスクコミニュ
ケーション技術の評価

国土交通省国土
技術政策総合研
究所

a:リスク評価
c:リスク管理

17 国交省 地盤環境汚染の影響予測および制
御技術に関する研究

重金属類・揮発性有機化合物による土壌・地下水汚染
の影響予測・モニタリングと汚染拡散防止対策を核と
した地盤環境汚染の制御技術の開発を行う。こうした
技術によって、建設事業の円滑な遂行とともに地盤環
境汚染を制御し、土壌環境の保全をはかる対策を実施
することが可能になる。

平成１４年度
～１７年度

　平成14年度  土中における各有害物質の挙動特性の
把握、地盤環境汚染の挙動予測手法の検討
　平成15年度  地盤環境汚染の挙動予測手法の検討、
地盤環境汚染拡散防止対策技術の検討
　平成16年度  地盤環境汚染拡散防止対策技術の検
討、地盤環境汚染モニタリング技術の検討、地盤環境
影響評価手法の検討、建設工事中の地盤汚染対応マ
ニュアルのとりまとめ
　平成17年度  同上

国土交通省
/(独)土木研究
所が中心とな
り、大学に委託
研究、民間と共
同研究を予定

b:削減技術
c:リスク管理

18 国交省
都市排水由来の化学物質の水環境
中での挙動に関する研究

ノニルフェノール類、エストロゲンなどの環境ホルモ
ン物質を対象とし、その分析方法を開発するととも
に、下水処理施設からの放流先河川水中での挙動を解
明する。

平成１３年度
～１７年度

ノニルフェノール類、エストロゲンの分析方法の開発
環境水でのノニルフェノール類、エストロゲンの変化
現象の解明
ノニルフェノール類、エストロゲンの水・底泥間の移
動現象の解明

国土交通省
/(独)土木研究
所

a:リスク評価

19 国交省

内湾域における有害化学物質汚染
の実態解明、将来予測手法の開
発、生物および生態系への影響評
価に関する研究

沿岸域の底泥に蓄積した内分泌撹乱化学物質をはじめ
とする有害化学物質に着目し，物質の分布や環境運命
に関する実態把握調査を実施し，現況での有害化学物
質汚染の実態を把握する。さらに，有害化学物質を運
ぶ担い手であると考えられる微細粒子への有害化学物
質の吸着性，底泥微細粒子の再懸濁過程を明らかに
し，化学物質の内湾における挙動を解明する。以上を
総合し，内湾における物質の分布と挙動を予測するモ
デルを作成し，港湾域における有害化学物質汚染の将
来予測手法を確立する。

平成１５年度
～１７年度

15年度：海底境界層における化学物質輸送過程に関す
る調査．　16年度：内湾の河口部や港湾域における詳
細な化学物質分布調査，微細粒子の吸着・沈降・再懸
濁過程に関する調査および実験．１７年度：堆積物中
の化学物質分布予測モデルの開発，有害化学物質汚染
の将来予測手法の確立

国土交通省/港
湾空港技術研究
所

c:リスク管理
d:知的基盤

20 環境省
内分泌攪乱化学物質のリスク評
価・試験法開発及び国際共同研究
等推進経費

内分泌攪乱化学物質について、その作用の有無・程度
を確認する有害性評価を進めるとともに、曝露量調査
を踏まえたリスク評価を行い、その結果に基づき、排
出・汚染源周辺において精密調査を行う。また、国際
的な連携を推進するため、国際シンポジウムを開催す
るとともに、国際共同研究を推進する。

平成１２年度～

平成12年度～
（１）内分泌攪乱化学物質のリスク評価検討推進事業
（２）スクリーニング試験法検証推進事業
（３）内分泌攪乱化学物質に関するヒト曝露量詳細調
査
（４）内分泌攪乱化学物質排出・汚染メカニズム解明
調査
（５）国際共同推進事業費

環境省／（株）
日本NUS、
（財）化学物質
評価研究機構、
（財）残留農薬
研究所、（株）
東和科学、
（株）トランス
ジェニック、
（株）みなまた
環境テクノセン
ター、（独）国
立環境研究所、
（財）日本食品
分析センター、
（株）住化分析
センター

a:リスク評価
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No. 担当省 課題名 課題概要 プログラムとの
対応

備考実施期間 予算事業計画概要 予算計上省／
実施機関

21 環境省
内分泌攪乱化学物質実態解明推進
事業

内分泌攪乱化学物質の野生生物への影響実態について
地域を限定して詳細に調査するとともに、遺伝子技術
の応用による評価方法の開発等を推進する。

終期無し 計画的かつ着実に毎年度実施

環境省／（独）
国立環境研究
所、（株）宝酒
造

a:リスク評価

22 環境省
複数媒体汚染化学物質環境安全性
点検評価等調査

化学物質の中には、大気及び水質において検出される
物質もあることから、複数媒体における影響について
調査研究を行う。

終期無し 計画的かつ着実に毎年度実施

環境省／（財）
日本バイオアッ
セイ研究セン
ター

a:リスク評価

23 環境省 内分泌攪乱化学物質及びダイオキ
シン類のリスク評価と管理

・内分泌攪乱化学物質についての分析・モニタリング
手法、地域環境における環境動態、野生生物および高
等動物への影響、分解処理技術、また環境リスク評価
と管理のための情報システムに関する検討・開発を行
い、これら物質群の影響評価と対策・管理手法を総合
的に提示する。
・ダイオキシン類に関する新たな計測手法、人への健
康影響指標と内分泌攪乱作用の検討、地球規模汚染の
調査と予測及び評価、さらに新規類似物質に関する検
討を行い、この物質群に対する評価技術と総合的対策
手法を提示する。

平成１３年度
～１７年度

14年度：分析手法の開発、環境中の環境ホルモンの動
態と蓄積の解明、巻貝の雄性化、魚類の雌性化等の現
状の解明及び評価手法の開発、内分泌攪乱化学物質等
の管理と評価のための情報システムの構築等のサブ
テーマについて、個別要素テーマの研究を行う。
15年度：上記サブテーマの研究を継続する。
16年度：上記サブテーマの研究を継続する。
17年度：各サブテーマの５年間の成果に基づき、内分
泌攪乱化学物質及びダイオキシン類のリスク評価の結
果を総括し、それを踏まえてこれらの物質のリスク管
理に関する手法を提示する。

環境省／独立行
政法人国立環境
研究所

a:リスク評価
b:削減技術
c:リスク管理
d:知的基盤

24 環境省 化学物質環境リスクに関する調
査・研究

化学物質による曝露、健康リスク及び生態リスクのそ
れぞれの評価手法を高精度化し、それらを組み合わせ
た環境リスク評価手法を開発するとともに、効率的な
管理に不可欠となる簡易な影響試験方法によるスク
リーニング手法や限られた情報に基づく曝露量推定手
法を開発する。さらにリスクコミュニケーションの促
進に向けたリスク情報の加工・提供手法を開発する。

平成１３年度
～１７年度

14年度：曝露評価の高精度化・効率化、健康影響評価
の高精度化・効率化、生態影響の高精度化、リスクコ
ミュニケーションの促進の各サブテーマについて研究
を行う。
15年度：上記サブテーマの研究を継続する。
16年度：上記サブテーマの研究を継続する。
17年度：各サブテーマの５年間の成果に基づき、開発
したシステムを活用したリスク手法の提案と検証、曝
露モニタリング手法と健康リスク管理手法の提案、地
域生態リスク評価手法の開発、住民参加型情報伝達法
の提案等を行う。

環境省／独立行
政法人国立環境
研究所

a:リスク評価
b:削減技術
c:リスク管理
d:知的基盤
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平成15年度 地球規模水循環変動研究イニシャティブ登録課題

1 総務省
マイクロ波による水循環変動計測
技術の開発

水循環の計測手法として、マイクロ波を用いて土壌水
分量、大気中水分量、降水強度、積雪などを精度良く
衛星などから遠隔測定する技術を開発する。

平成１５年度
～１７年度

15年度：土壌水分とマイクロ波の放射・散乱特性の基
礎データの収集、観測、降水強度とマイクロ波の散乱
の偏波特性のデータ収集と解析
16年度：同上、衛星からの観測の可能性及び実現性に
関する検討
17年度：衛星からの水循環観測システムの提案

総務省/通信総
合研究所 E-a：観測

2 文科省 海洋観測研究開発

地球規模の水循環変動等の予測精度の向上のため「み
らい」や海洋観測ブイシステムなど新たな観測技術を
開発するとともに、これらの観測技術を活用し、熱帯
域から極域までの数年から数十年規模の海洋と大気の
相互作用並びにそれに伴う物質循環の変化の解明を含
めた研究を行う。また、海洋環境変遷を解明するため
の研究を推進する。

昭和６２年度～

14年度：環境変化に係る観測研究、海洋環境変遷の解
明に関する研究を実施。海洋地球研究船「みらい」等
を用いて北太平洋、及び北極海での観測研究を行うと
ともに、海洋観測ブイシステムを西部熱帯太平洋及び
インド洋東部に、次世代型氷海用自動観測ブイを北極
海域に展開し定常的な観測による水循環変動を含む地
球環境データを取得する。また、ウェーク島深底層流
の集中観測を行う。さらに、太平洋での化学環境変化
に係る観測研究、海洋環境変遷の解明に関する研究を
実施。15年度：上記に加え、「みらい」による南半球
周航航海を行う。

文部科学省/海
洋科学技術セン
ター

E-a：観測

3 文科省 海洋観測船舶等の運用
海洋観測等に係わる船舶の運用・保守及び深海調査シ
ステムの運用・保守等。 昭和５５年度～

「なつしま」「よこすか」「かいよう」「かいれい」
「みらい」「うらしま」などの海洋調査船舶等の運
用・保守。

文部科学省/海
洋科学技術セン
ター

E-a：観測

4 文科省 海洋調査技術開発

地球規模の水循環に大きな影響を与えている海洋の諸
現象を解明するため、先進的・高度な海洋調査観測技
術の研究開発を実施する。また、長距離航行が可能な
自律型無人潜水機の研究開発、波力装置技術の研究開
発を実施する。

昭和５３年度～

動力源、水中音響技術、計測及びセンサ技術、成層圏
ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ搭載用海洋観測ｾﾝｻに関する研究を実施。自
律型無人潜水機の海域・陸上試験の実施、自律機能の
向上。波力装置技術の研究開発の実施。

文部科学省/海
洋科学技術セン
ター

E-a：観測

5 文科省 干ばつ対策に関する実験研究

世界の1/3を占める乾燥地域における干ばつ被害を防止
軽減するため、実験装置・現地観測により干ばつ条件
下での水エネルギー収支、干ばつ被害軽減のため被覆
材による植物生育の促進効果等について実験研究を行
う。

平成１５年度～

平成15年度：予備実験に伴う器具・装置の整備、現地
観測予備のための観測器具の整備。
平成16年度：同上および現地観測。
平成17年度～：現地観測およびその結果による干ばつ
条件下での実験。

文部科学省/防
災科学技術研究
所

E-d:対策シナ
リオ

6 文科省 極域海洋観測

南極海においては、南極大陸を取り囲む周極流が卓越
しているが、一周するのに10年スケールの変動・周期
性が示されている。海水温や塩分濃度等の主要海洋要
素について継続的に観測データを収集し、南極海を源
とする地球規模大循環システムの中で南極海の果たす
役割を解明する。

平成７年度～

国立極地研究所に南極圏環境モニタリングセンターを
設置し、海洋をはじめとする南極圏の環境変動の中・
長期的なモニタリング研究を通じて、地球規模の環境
変動との相互関係を研究する。

文部科学省／国
立極地研究所が
中心となり大学
等と共同

A-a：
A-b：
E-a：観測
E-b：モデル

7 文科省
少雨・豪雨・洪水災害の機構解明
及びPUBに関する研究（防災科学
技術研究所）

水資源の安定性を損なう少雨、自然災害のうち極めて
発生件数が多く、その対策が必要な、豪雨・洪水災害
の機構を解明する。また、最近特に問題となってい
る、PUB（未観測域での水文量予測）に向けた研究を行
う。

平成１３年度～

平成13年度：データの取得
平成14年度：データ解析
平成15-17年度：将来予測
平成18年度～　未観測域での水文量予測と理論的研究
による機構解明

文部科学省/防
災科学技術研究
所

E-c：影響評
価
E-b：モデル

No. 担当省 課題名 課題概要 実施期間 予算事業計画概要 予算計上省／
実施機関

プログラムとの
対応

備考

E.地球規模水循環変動研究イニシャティブ：
a.　全地球水循環観測プログラム
b.　水循環変動モデル開発プログラム
c.　人間社会への影響評価プログラム
d.　対策シナリオ・技術開発の総合的評価プログラム

E.地球規模水循環変動研究イニシャティブ：
a.　全地球水循環観測プログラム
b.　水循環変動モデル開発プログラム
c.　人間社会への影響評価プログラム
d.　対策シナリオ・技術開発の総合的評価プログラム
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No. 担当省 課題名 課題概要 実施期間 予算事業計画概要 予算計上省／
実施機関

プログラムとの
対応

備考

8 文科省 人・自然・地球共生プロジェクト

水循環変動等に関する観測･モニタリングと地球シミュ
レータ（超高速並列計算機システム）による精度の高
い予測を実現するため、日本を中心としたアジア・モ
ンスーン地域における陸水循環過程の解明に向け、大
学を含む各研究機関が共同で高解像度の水循環モデル
を開発することにより、将来の水資源・水災害の予測
を目指す水循環変動予測ミッション等の研究開発プロ
ジェクトを実施する。

平成１４年度
～１８年度

水循環変動予測ミッションとして、｢広域水循環予測及
び対策技術の高度化」及び｢水資源予測モデルの開発｣
の研究開発課題を実施するとともに、平成15年度から
はさらに｢水資源管理システムの開発｣の研究開発課題
を実施する。
また、温暖化予測｢日本モデル」ミッションとの共通基
盤技術として｢四次元同化システムの高度化及びデータ
セットの整備｣を実施している。

文部科学省
E-a：観測
E-b：モデル

9 文科省
地球シミュレータ計画推進
（地球ｼﾐｭﾚｰﾀ開発費除く）

計算科学技術の飛躍的発展を図りつつ、水循環変動等
の地球規模の気候変動や超長期に亘る固体地球変動の
解明・予測等を目指して、従来の約1000倍のシミュ
レーション性能の達成を可能とする超高速並列計算機
システム「地球シミュレータ」の運用、及び地球変動
予測のための高度なソフトウェア開発を行う。

平成１３年度～
地球シミュレータの運用及び利用を推進するととも
に、シミュレーション理工学の研究開発、計算地球科
学の研究開発を実施。

文部科学省/海
洋科学技術セン
ター

E-b：モデル

10 文科省 地球フロンティア研究システム
（海洋科学技術センター）

水循環等の地球変動予測の実現に向けて、海洋科学技
術センターと宇宙開発事業団の共同プロジェクトとし
て、流動研究員方式で、地球変動の解明とその予測モ
デルに係わるモデル研究を実施する。

平成９年度
～２９年度

水循環予測研究領域において、広域水循環過程の解
明、陸面水循環過程の解明、雲スケール微物理モデル
の構築、メソスケール雲解像大気モデルの構築等の研
究を実施。

文部科学省/海
洋科学技術セン
ター

E-b：モデル

11 文科省 地球環境学研究プロジェクト

地球環境学の確立とその展開を志向して、水資源変動
や水資源管理などの領域で、問題解決型の研究プログ
ラム－研究プロジェクトを遂行するとともに，その成
果の統合及び新たな研究プロジェクトの芽となるイン
キュベーション研究を推進。

平成１３年度～

乾燥地域の農業生産システムに及ぼす地球温暖化の影
響、大気中の物質循環に及ぼす人間活動の影響の解
明、琵琶湖-淀川水系における流域管理モデルの構築、
水資源変動負荷に対するオアシス地域の適応力評価と
その歴史的変遷、地球規模の水循環変動ならびに世界
の水問題の実態と将来展望、 近年の黄河の急激な水循
環変化とその意味するもの、持続的森林利用オプショ
ンの評価と将来像、 アジア・熱帯モンスーン地域にお
ける地域生態史の統合的研究等の研究プロジェクトを
実施。

文部科学省/総
合地球環境学研
究所

E-a：観測
E-b：モデル

12 文科省 地球環境総合推進計画

宇宙からの人工衛星による地球観測、地上設備による
データの受信、記録、処理、保存、提供、データの解
析研究、応用利用、各種地球観測技術衛星に関する研
究等を含めた「地球観測システム」を構築し、地球規
模水循環変動研究等を通じた地球環境変動の機構解明
と予測問題の解明、ならびに気象予報の精度向上、衛
星を用いた森林管理、洪水早期警報の実施などによる
生活の向上に役立てるため、地球観測衛星による地球
観測を推進する。本計画は、持続可能な開発に関する
首脳会議（ＷＳＳＤ）及び統合地球観測戦略（ＩＧＯ
Ｓ）の推進に対応するものである。

昭和４８年度～

平成14年度に打ち上げた環境観測技術衛星(ADEOS-Ⅱ)
の初期機能性能確認およびデータ校正・検証を行うと
ともに、ADEOS-Ⅱ、米国AQUA衛星搭載の改良型高性能
マイクロ波放射計（AMSR-E）、熱帯降雨観測衛星
（TRMM）を含む地球観測衛星からのデータ受信、処
理、保存、提供並びに地球観測情報の利用促進、関連
設備の整備を行う。さらに、国際協力によるGPM（全球
降水観測計画）搭載用二周波降水レーダ（DPR）等の地
球観測技術ならびに気候変動観測技術衛星等の地球観
測ミッションの研究を実施する。

文部科学省/宇
宙開発事業団

A-a：モニタ
リング，
E-a：観測

13 文科省
地球観測フロンティア研究システ
ム

水循環等の地球変動予測実現のためのモデル研究に必
要なグローバルな観測データを集中的・機動的観測研
究により集める。また、流動研究員方式を採用し国内
外の優秀な研究者を結集して取り組むが、一方で国の
研究機関、大学等とも共同で実施し、観測体制の強化
を図る。

平成１１年度
～３１年度

水循環観測研究、気候変動観測、地球規模の高度海洋
監視システムの構築に関する研究（ARGO計画）を実
施。

文部科学省/海
洋科学技術セン
ター

E-a：観測

14 文科省 南極地域観測事業

南極域における定常観測を通じ、地球水循環システム
の中での極域の果たす役割を解明する。特に、気象観
測による水蒸気量、降水量の把握や測地観測による氷
床質量の把握が重要な課題である。

昭和３１年度～

南極地域観測第Ⅵ期５年計画（平成13～17年度）に基
づき、「南極域からみた地球規模環境変化の総合研
究」として、過去70～80万年にわたる古環境を復元す
るドームふじ観測拠点における氷床深層掘削、沿岸海
洋底や湖沼底の掘削、現在及び過去の数百年の環境変
動シグナルを調べる大気科学や海洋科学、生態学の諸
観測、極域超高層大気リモートセンシング観測等を実
施する。

文部科学省およ
び定常観測（総
務省、気象庁、
海上保安庁、国
土地理院）、海
上輸送（防衛
庁）

A-a：
A-b：
E-a：観測
E-b：モデル
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15 文科省 南極地域観測事業

南極域に関わる物理的諸現象を総合的に観測し、南極
域の水循環システムの変動とその影響を解明する。特
に、雲の流動や水蒸気輸送、降水過程、氷床涵養、氷
河流出といった一連の水循環システムが重要な課題で
ある。

昭和３１年度～

南極地域観測第Ⅵ期５年計画（平成13～17年度）に基
づき、「南極域からみた地球規模環境変化の総合研
究」として、過去70～80万年にわたる古環境を復元す
るドームふじ観測拠点における氷床深層掘削、沿岸海
洋底や湖沼底の掘削、現在及び過去の数百年の環境変
動シグナルを調べる大気科学や海洋科学、生態学の諸
観測、極域超高層大気リモートセンシング観測等を実
施する。

文部科学省／研
究観測（国立極
地研究所が中心
となり大学等と
共同、設営（国
立極地研究所）

A-a：
A-b：
E-a：観測
E-b：モデル

16 文科省
北極圏環境モニタリング・環境変
動研究

気候･環境変動に伴う水循環システムの変動とその影響
を解明する。特に、北極雪氷圏の中心をなす海氷の盛
衰にとって降水や北極圏への河川流入といった淡水の
収支が重要であり、また、降雪の変動に伴う氷河、積
雪域変動が重要となる。

平成２年度～
国立極地研究所に北極圏環境研究センターを設置し、
北極圏の大気環境変動や陸域環境変動等に関する総合
的な研究観測を実施する。

文部科学省／国
立極地研究所が
中心となり大学
等と共同

A-a：
A-b：
E-a：観測
E-b：モデル

17 農水省
地球規模水循環変動が食料生産に
及ぼす影響の評価と対策シナリオ
の策定

我が国の食料の安定供給の確保と世界の水問題の解
決・食料需給変動の安定化にむけて、地球規模の水循
環変動が食料生産に及ぼす影響の評価・予測と対策シ
ナリオの策定を行う。

平成１５年度
～１９年度

15-19年度：水循環変動モニタリング,水循環と食料生
産の相互影響評価及び農業用水と水循環変動の相互影
響評価及び水循環変動の影響を最小化するためのシナ
リオ策定の各課題を実施。

農林水産省
/(独)農業工学
研究所、(独)国
際農林水産業研
究センター、
(独)農業環境技
術研究所、(独)
森林総合研究所

E-a：観測
E-b：モデル
E-c：影響評
価
E-d：対策シ
ナリオ

18 農水省
・メコン河森林流域における水循環変動の評価

平成１５年度
～１９年度

15年度：森林流域の降雨流出測定及び各種データの整
理
16年度：衛星データ時系列モデルの完成
17年度：地域森林資源情報の検証と流出要素の解析

農林水産省/
（独）森林総合
研究所、（独）
農業環境技術研
究所

E-a：観測

19 農水省

・農業水資源変動による食料生産への影響の解明と予
測手法の開発
・水供給・水利用に係る食料生産変動因子の分析と影
響評価法の開発
・食料需給モデルにおける水管理・水配分因子の改善

平成１５年度
～１９年度

15年度：基礎データ整備、操作可能因子選定、追補
データ観測
16年度：水収支・生産性推定モデル構築、操作可能因
子分析、水管理因子選定
17年度：データベースと水収支・生産性モデルとの統
合、操作可能因子間の相互影響評価、水管理因子のモ
デル化

農林水産省/
（独）農業環境
技術研究所、
（独)農業工学
研究所、(独)国
際農林水産業研
究センター

E-b：モデル

20 農水省
・水循環変動に対応した食料需給・対策評価モデルの
開発

平成１５年度
～１９年度

15年度：対象国の農業生産の動向把握
16年度：水循環・水資源と農業生産の変動解析
17年度：空間的要素を加味した確率的モデルへの改良

農林水産省
/(独)国際農林
水産業研究セン
ター

E-b：モデル
E-c：影響評
価 E-d：対策
シナリオ

21 経産省
アジアモンスーン地域における人
工・自然改変に伴う水資源変化予
測モデルの開発

アジアモンスーン地域特有の水文過程・水資源利用形
態を反映した､気象・水文・水資源一貫モデルを構築
し､将来シナリオ下での水資源変動予測シミュレーショ
ンをする。対象流域は湿潤帯､半乾燥帯の代表であり､
また大きな水資源問題に直面するメコン流域、黄河領
域とする。

平成１４年度
～１８年度

14年度：過去の変動実態把握のため、既存の逸散・分
散したデータの復元を進める。同時に典型的気象・水
文､土地・水利用地域に試験流域を設置し、モニタリン
グする。これらを基に、アジアモンスーン域に特有の
水循環・水利用の素過程をモデル化する。　15年度：
同上。

文部科学省（山
梨大学）/産業
技術総合研究所

E-b：モデル

22 国交省 地球規模水循環変動に対応する水
管理技術に関する研究

気象衛星などの地球規模の水循環変動観測により精度
が向上しつつある降水量の予測情報を、洪水、渇水、
土砂災害対策等の水管理に活用する技術を開発する。

平成１５年度
～１７年度

15年度　予測降水量を用いた洪水、渇水、土砂災害、
水質の予測手法の検討
16年度　モデル地域（河川流域）におけるケーススタ
ディ
17年度　予測誤差の影響を加味した実用化検討(洪水予
警報、氾濫・土砂災害の警戒避難、既存貯水池の効率
的運用・河川水質対策など）

国土交通省／国
土技術政策総合
研究所

E-c :影響評
価
E-d：対策シ
ナリオ
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23 国交省 水文データの乏しい流域での水資
源評価手法の開発

海外の水文データの無い河川流域を対象にして、既存
の気象データベースとモデルにより広域的な降雨と流
出を推定し、水資源を推定する手法を開発する。

平成１４年度
～１７年度

H14　世界で地上降雨観測が乏しい地域の降雨量を日単
位で推定するための大気モデル開発
H15　河川流量データが乏しい地域での流出量を日単位
で推定するための流出モデル開発
H16　試験的適用
H17  適用と性能評価

独立行政法人土
木研究所

E-b：モデル
E-c：影響評
価

24 国交省
高度海洋監視システム（ARGO計
画）の構築

ミレニアム・プロジェクトとして関係省庁と連携し、
国際的な枠組みの中で「中層フロート」を全世界の海
洋に展開する。また、最新の海洋観測･通信･情報処理
技術を駆使し、全世界の海洋の状況をリアルタイムで
監視･把握するシステムを構築する。

平成１２年度
～１６年度

平成15年度：
引き続き中層フロートの投入及び全世界の中層フロー
トのデータをリアルタイムで収集して国内外の関係機
関に提供するシステムの運用を行う。中層フロート
データの精度の検証を行う。海水温予測モデルの高度
化に着手する。

国土交通省/気
象庁気候･海洋
気象部

A-a：
E-a：観測

地球温暖化
研究イニシ
アティブ：
a．温暖化
総合モニタ
リングプロ
グラム　に
再掲

25 国交省 気象衛星による観測・監視

静止気象衛星を用いて西太平洋・アジア地域の気象状
況の観測・監視を実施する。また、極軌道衛星データ
を受信し、日本付近の海面状況の解析、詳細な海面水
温分布の取得等を行う。これらの成果を関係機関、国
民等へ提供する。

 （～継続） 定常的な気象業務の一環として実施する。 国土交通省/気
象庁観測部

E-a：観測

26 国交省 地球温暖化によるわが国の気候変
化予測に関する研究

地球温暖化による気候変化が地域的にどのような影響
を及ぼすのかを明らかにするため、全球気候モデルに
よる温暖化実験の結果を初期･境界条件とする高分解能
の地域気候モデルを開発し、日本付近の地域気候変化
予測を行う。

平成１２年度
～１６年度

14年度 1) 高分解能領域大気･海洋結合モデル(高分解
能の地域気候モデル)開発
2）全球気候モデルの物理過程の高度化
3）大気･地表面過程に関する気候感度解析
15年度 1) 高分解能の地域気候モデルの開発とテスト
実験
2) 全球気候モデルによる温室効果気体漸増アンサンブ
ル実験
3) 地球温暖化関連長期積分データの整備と解析
16年度 1) 高分解の地域気候モデルによる温暖化実験
のまとめ
2) 全球気候モデル高度化のまとめ
3) 気候モデルに基づく地球温暖化の検出と原因特定

国土交通省/気
象研究所

A-b：
E-b：モデル

地球温暖化
研究イニシ
アティブ：
b．温暖化
将来予測・
気候変化研
究プログラ
ム　の再掲
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26-1 国交省
(1)高分解能非静力数値モデルの高度化とメソスケール
擾乱の構造・メカニズムの解明

平成１４年度
～１８年度

非静力学モデルの高度化のため、物理過程スキームや
時間積分法などの開発・改良を行う。また野外観測で
観測されたメソスケール擾乱などについて、構造や発
生・発達のメカニズムなどを調べて、メソスケール現
象の理解を深める。

A-b：
E-b：モデル

26-2 国交省 (2)メソ数値モデルの変分法データ同化システムの開発
平成１３年度
～１７年度

集中豪雨、豪雪、強風などの予測技術の向上には、よ
り精度の高いモデルの初期値を作成することが重要で
あることから、ドップラーレーダー、ウインドプロ
ファイラ、ＧＰＳ、衛星マイクロ波放射計データなど
のリモートセンシングデータのデータ同化法を開発す
る。

A-b：
E-b：モデル

26-3 国交省 (3)短期間・短時間の量的予測技術の改善に関する研究 平成１３年度
～１７年度

短期予報並びに量的予測技術の改善と降水短時間予測
技術の改善を行う。

A-b：
E-b：モデル

26-4 国交省 (4)気候システムとその変動特性のモデルによる研究 平成１５年度
～１９年度

大気・海洋結合モデルを用いてメカニズム研究を行
い、大気・海洋結合系としての気候の理解を深める。

A-b：
E-b：モデル

26-5 国交省 (5)季節予報技術の高度化に関する研究 平成１３年度
～１７年度

統一全球大気モデル及び統一全球大気海洋結合モデル
の開発・改良に関する研究を行う。

A-b：
E-b：モデル

26-6 国交省 (6)長期再解析のためのデータ同化システムの基礎的研
究

平成１３年度
～１７年度

気候系監視業務や気候変動メカニズム解析のため、長
期再解析を実現させるために必要なデータ同化システ
ムに関する基礎的研究を行う。

A-b：
E-b：モデル

26-7 国交省 (7)数値モデルによる台風の予測の研究 平成１２年度
～１６年度

モデルの高度化と台風初期値の改善を行うことによ
り、次世代の台風モデルのプロトタイプの作成と精度
の高い詳細な台風数値予報の実現を目指す。

A-b：
E-b：モデル

26-8 国交省 (8)マイクロ波データ等を利用した台風構造変化の研究 平成１３年度
～１７年度

衛星マイクロ波等データの利用技術を開発し、台風及
びその前駆じょう乱の３次元構造を解析する。

A-b：
E-a：観測
E-b：モデル

26-9 国交省 (8)氷晶発生過程に関する研究 平成１５年度
～１９年度

観測、室内実験、数値モデルの手法を組み合わせて、
総合的な研究を実施し、種々の雲における氷晶発生過
程の解明を図る。

A-b：
E-b：モデル

26-10 国交省 (9)水の相変化を考慮した大気境界層の構造の研究 平成１２年度
～１６年度

風洞実験、屋外観測データ等を基に水の相変化と大気
境界層の構造の関係を解明する。 A-b：

E-b：モデル

26-11 国交省 (10)地域気候系のモデル化に関する研究
平成１４年度
～１６年度

陸面過程等の物理過程を組み込んだ、非静力学を用い
た高分解能の地域気候モデルを開発し、地球温暖化や
地表面状態の変化に伴う地域の気候変化や水循環変動
等の変化の解明や予測の研究に取り組む。

A-b：
E-b：モデル

27 国交省 ２１世紀のアジアの水資源変動予測

気候モデルにより過去数十年の水循環を再現し観測
データと比較・評価した上で、気候変動及び土地利用
変化による将来の自然系で利用可能な水資源量を推定
し、２１世紀半ばまでの総水需要量の推定と総合し
て、アジア域の水資源需給状況の将来展望を示す。

平成１３年度
～１５年度

１５年度
1)過去から将来に向けての土地利用・土地利用変化の
予測
2)全球気候モデル及び地域気候モデルによる現在及び
温暖化時のシミュレーション
3)水資源量の評価と水需要分布の推定

文部科学省／気
象研究所、他5機
関

A-b：モデル
E-b：モデル
E-c：影響評価

新規

28 国交省 全球の水循環を予測する技術の開
発

台風の予報や週間天気予報のため、全球を対象とする
数値予報現業モデルを運用している。これらの予報の
ためには、全球の降雨、蒸発散、水蒸気循環等の水循
環を出来る限り正確に予測することが必要であり、地
球観測衛星による水蒸気観測のデータ同化技術等の技
術開発を進めるとともに、その成果を現業の予報に反
映させて、国内はもとよりアジア・太平洋地域の関係
国にも情報提供を行って台風防災等に貢献している。

（～継続） 定常的な気象業務の一環として実施する。 国土交通省／気
象庁予報部

E-b：モデル

気候・地球環境に関する研究のう
ち
「水循環変動に係る研究」

国土交通省/気
象研究所
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No. 担当省 課題名 課題概要 実施期間 予算事業計画概要 予算計上省／
実施機関

プログラムとの
対応

備考

29 環境省 アジア太平洋環境イノベーション
戦略プロジェクト

（１） 衛星及び地上の統合的観測技術を用いて、河川
流域単位で水環境に対する生態系の機能を科学的に解
明する。
（２） 流域内の水資源のフローとストックの経時的変
化を推定する総合モデル、及び地域内での汚濁負荷に
関する物質循環モデルを開発する。
（３） 森林水資源保全機能、農業生産力等、水資源の
量と質と生態系機能の相互関係をモデル化する。
（４） 持続可能な流域開発の実現に向けて、これらの
観測結果やモデルを活用して環境管理政策の形成を支
援する。

平成１３年度～

14年度：衛星データ及び地上データを統合した東アジ
ア地域のモニタリングネットワークの構築、各種モデ
ルの開発、持続可能な流域環境管理政策オプションの
提言。
15年度：同上。

環境省／独立行
政法人国立環境
研究所

E-a：観測
E-b：モデル
E-c：影響評
価
E-d：対策シ
ナリオ

30 国交省 気候変動観測・監視

大気・海洋に関する温室効果ガス等について、観測実
施、「WMO温室効果ガス世界資料センター業務」として
観測データの一元的な収集・管理及び国内外の関係機
関への提供を行うとともに、「WMO品質保証科学セン
ター業務」、「全球大気監視較正センター」として、
アジア南西太平洋地域におけるデータの品質評価をも
とに技術的な支援を行い、データの品質向上に寄与す
る。また、気候変動に関する監視・解析・予測情報を
作成し、「アジア太平洋気候センター」などを通じて
国内外の関係機関への提供を行う。

? （～継続）

WMOの国際的な枠組みの下、気象業務として実施する。

国土交通省/気
象庁観測部、気
候・海洋気象部

A-a:、
E-a:観測

地球温暖化
イニシア
ティブ：a.
温暖化総合
モニタリン
グプログラ
ム　に再掲
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平成１５年度環境イニシャティブ登録課題（戦略的創造研究推進事業）

1 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「水の循環系モデリン
グと利用システム」
研究課題名：人間活動を考慮した
世界水循環・水資源モデル

国際社会の枠組みの中で非常に重要になりつつある世
界的な水危機に関わる情報は、ほぼ全て欧米からの発
信である。そこで、アジアの視点を踏まえた日本独自
の世界水資源モデルを開発し、アセスメントを行う。
大規模データベースと結合された水資源モデルの開
発、水田分布の推定等稲作への配慮、環境用水需要の
導入などによって、世界の水危機の現状とその軽減・
回避策、将来展望に対するアジアからの情報発信を可
能にする。

平成13年度～平
成18年度

世界水モデル・データベース研究、農業生産と水需要
研究、人間活動と水需要研究

文部科学省/科
学技術振興機構

E-a

2 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「水の循環系モデリン
グと利用システム」
研究課題名：階層的モデリングに
よる広域水循環予測

水循環予測に対する社会的な期待にこたえるため、本
研究では、大気-海洋-陸面過程を総合して表現する気
候の数値モデルを用いて、東アジア域を中心とした広
域水循環変動の長期予測可能性を探求します。雨をも
たらす気象条件のより良い表現のために、雲解像モデ
ルや領域モデルを併用して長期予測モデルの精度向上
を図ります。そして、広域水循環について、どのよう
な現象が、なぜ、またどのように予測可能なのか科学
的に検討し、長期予測の実現に貢献します。

平成13年度～平
成18年度

基幹グループ：大気大循環モデル，海洋モデル，領域
大気モデル，大気海洋結合モデルの開発，高精度化，
データ同化手法開発，予測実験の実施解析
大気モデル開発サブグループ（１）：大気大循環モデ
ル，大気海洋結合モデルの開発，領域モデル実験
大気モデル開発サブグループ（２）：大気大循環モデ
ルとその陸面過程の開発
大気モデル開発サブグループ（３）：高分解能大気お
よび大気海洋結合モデル開発
大気モデル開発サブグループ（４）：高分解能モデ
ル，ネスティング実験，予測実験
大気モデル開発サブグループ（５）：高分解能モデ
ル，データ同化手法開発
予測グループ：長期予測実験，事例検討，データ同化
手法開発

文部科学省/科
学技術振興機構

E-a

3 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「水の循環系モデリン
グと利用システム」
研究課題名：黄河流域の水利用・
管理の高持続性化

黄河流域における水循環と水供給、農業生産と土地利
用、土壌浸食と土砂供給、物質輸送と浄化を観測・把
握するとともにモデル化し予測評価手法を開発する。
さらに、移出入物質が持つ内包水を考慮の上、国家黄
河流域開発計画に基づく水環境変化を予測し、持続性
の高い流域水循環システムの新デザインの決定方法と
案を提示する。これにより、流域圏の安定的な発展が
期待される。

平成13年度～平
成18年度

Ａ．農業・乾燥地　節水型農業技術開発と水循環解明
塩害防止型灌漑技術開発と水循環モデル構築
Ｂ．都市　節水型都市システムの構築
Ｃ．土砂輸送　土砂流下量算定と輸送モデルの構築
Ｄ．流出・水資源モデル　流域水循環モデルの構築
流域水循環、土砂・物質輸送モデルの構築
Ｅ．流域水マネジメント　水需給の将来予測　水利用
と経済生産モデルの検討

文部科学省/科
学技術振興機構

E-a

4 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「水の循環系モデリン
グと利用システム」
研究課題名：北東アジア植生変遷
域の水循環と生物・大気圏の相互
作用の解明

乾燥・半乾燥域は、植物生産性が低く気候変動や人間
活動などの影響を受けやすい地域である。本研究で
は、北東アジアを対象とし水循環プロセスの視点か
ら、これらの影響を解明する。本地域では最近、年々
の降水量の減少と気温の上昇とが観測され、また過放
牧による砂漠化の危険性が指摘されている。そこでま
ず現状を観測により把握し、プロセスのモデル化を行
い、さらにモデルを利用し将来予測を行い、望ましい
水利用システムを提案していく。

平成13年度～平
成18年度

広域地表面と大気間の熱・水蒸気の交換過程の解明と
蒸発散量の推定
草原生態系の人間活動の関係の解明　同位体を利用し
た水・物質循環プロセスの解明
メソスケールモデルの構築とモンスーン水循環
分布型水文モデルによる流出解析

文部科学省/科
学技術振興機構

E-a

5 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「水の循環系モデリン
グと利用システム」
研究課題名：社会変動と水循環の
相互作用評価モデルの構築

成長期から安定・成熟期に入るわが国と、人口増大・
経済成長・産業転換・都市化の著しいアジア諸国の社
会変動が、河川流域の水循環、国際的な水循環・水収
支に及ぼす影響を予測できるようなモデルを構築す
る。気象・水文ダイナミクス（自然科学的水循環）と
社会のダイナミズムとの相互作用、アジアの淡水資源
の利用可能性・リスクを定量的に評価し、わが国の水
資源（食糧・産業）政策・国際貢献戦略の将来像を明
らかにする。

平成13年度～平
成18年度

アジアモンスーン地域を対象とした水循環モデルの構
築
自然の水文循環と社会変動の相互作用を考慮した水循
環モデルの構築
国際的水循環・水収支の自然・社会・経済シナリオ分
析と貢献戦略

文部科学省/科
学技術振興機構

E-a

6 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「水の循環系モデリン
グと利用システム」
研究課題名：湿潤・乾燥大気境界
層が降水システムに与える影響の
解明と降水予測精度の向上

水循環の基本的要素である降水については、近年特に
大気境界層の役割が重要視されている。大気境界層は
海洋・陸面や乾燥域・湿潤域で異なり、さらに陸面で
も地形、土壌水分また植生により変化している。本研
究では、アジアの湿潤域と乾燥域の境となる領域にお
いて大気境界層が降水システムに与える影響とそれが
中緯度アジアの水循環へ与える影響を研究する。さら
にこの結果を踏まえ、降水予測精度の向上や人為的地
表面改変が将来の降水分布・水資源に与える影響等の
予測のための解析等を行う。

平成13年度～平
成18年度

全体統轄、衛星データ解析　降水観測、観測データ解
析
広域の降水分布の季節変動の解析的研究
大気境界層のモデル研究および観測
大気境界層の観測およびモデル研究
衛星データによる地表面状態の季節変化の研究
大気境界層モデルおよび観測による構造研究
南西諸島における大気境界層および降水システムの観
測

文部科学省/科
学技術振興機構

E-a

No. 担当省 課題名 課題概要 備考実施期間 予算事業計画概要 予算計上省／
実施機関

プログラムとの
対応
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No. 担当省 課題名 課題概要 備考実施期間 予算事業計画概要 予算計上省／
実施機関

プログラムとの
対応

7 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「水の循環系モデリン
グと利用システム」
研究課題名：北方林地帯における
水循環特性と植物生態生理のパラ
メータ化

北方林は緯度45°～70°と広範な地域に成立してお
り、世界の気候変動に大きな影響を与える。高緯度森
林帯の環境因子に対する応答特性の地域性を、水・エ
ネルギー・炭素循環特性の面から明らかにし、他地域
よりも著しいと言われている当該地域の気温上昇が、
水循環変動、ひいては日本・世界の気候変動に与える
影響を予測するための基礎データを得る。

平成14年度～平
成19年度

(a)水・エネルギー・炭素循環特性の観測，既存データ
セットに基づいた解析（陸面水循環解析グループ）
(b)森林動態・構造解析とそれに影響を与える生理活性
動態の解析（森林動態解析グループ）
(c)陸面水・エネルギー・炭素循環特性の時空間分布と
森林動態の予測（水循環－森林動態モデリンググルー
プ）

文部科学省/科
学技術振興機構

E-a

8 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「水の循環系モデリン
グと利用システム」
研究課題名：衛星による高精度高
分解能全球降水マップの作成

熱帯降雨観測衛星（TRMM）搭載の降雨レーダ、マイク
ロ波放射計等の観測データにより降水強度の観測精度
は向上してきたが、水循環モデリングに必要な全球で
の降水量分布とその変動データは十分な精度ではな
い。本研究では、新しい降水物理モデルに基づいたマ
イクロ波放射計を中心とした降水強度推定アルゴリズ
ムを開発し、複数の衛星データを用い全球の高精度、
高分解能降水マップを作成、全球降水分布の変動を解
明し、長期水資源管理の基礎資料を得る。

平成14年度～平
成19年度

全球降水マップ作成
降水強度推定アルゴリズム開発
降水物理モデル開発
地上レーダ観測

文部科学省/科
学技術振興機構

E-a

9 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「水の循環系モデリン
グと利用システム」
研究課題名：都市生態圏－大気圏
－水圏における水・エネルギー交
換過程

本研究は都市域の水循環系とエネルギー循環系とを１
つのフローとして捉えるところに特長がある。首都圏
における観測と準実スケールの模型都市実験により、
大都市圏の大気圏・陸域・沿岸域における水・エネル
ギーの交換過程を明らかにし「都市生態圏強制力モデ
ル」を構築する。このモデルにより水循環とエネル
ギー循環を一体とした解析ならびに予測の精度を大き
く向上させることが期待される。

平成14年度～平
成19年度

首都圏における広域水・エネルギーフラックスの実態
把握
準実スケールのモデル都市実験による水・エネルギー
フラックスの解明
水・エネルギー循環素過程を考慮した「都市生態圏強
制力モデル」の構築と応用

文部科学省/科
学技術振興機構

E-a
C-c

10 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「水の循環系モデリン
グと利用システム」
研究課題名：国際河川メコン川の
水利用・管理システム

メコン川において、流域の水循環の特徴に配慮した持
続可能な水利用のルール、社会制度とこれに関わる政
策を検討します。まず、従来の政策研究に不足してい
た水循環と農林水産業の関係を自然科学的な手法で実
態分析し、モデル化します。次に流域と沿岸４カ国の
社会科学的なモデルを構築し、持続可能な水利用シス
テムの探索と政策提言を行います。研究結果は、メコ
ン川流域の持続可能な水問題の解決に貢献します。こ
の知見は、需要の抑制、水資源の再配分、平等性等の
解決に対して有益な情報源としてメコン川だけでな
く、２１世紀の世界の水資源問題に寄与します。

平成14年度～平
成19年度

メコン川流域の水利用・管理モデルの開発
メコン川流域の水循環の変動が人間社会に及ぼす影響
の評価
メコン川の水利用変化が流域諸国の経済発展に及ぼす
影響の評価
メコン川流域の持続的水利用システムの提案

文部科学省/科
学技術振興機構

E-a

11 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「水の循環系モデリン
グと利用システム」
研究課題名：持続可能なサニテー
ションシステムの開発と水循環系
への導入

２０３５年には約５５億人が衛生状態の悪い状態での
生活を余儀なくされると推定されている。水資源不
足、飲料水の量的・質的不足、水環境の悪化はサニ
テーション問題と密接な関係にある。非水洗トイレに
よるし尿の水循環からの分離とコンポスト化による物
質循環ルートの確立を狙いとし、分離と分散をキー
ワードとした持続可能なサニテーションシステムを提
案する。これにより、アジアの開発途上国の社会基盤
施設整備計画立案に貢献し、実質味のある国際援助へ
の道を日本発の技術により開くことが可能となる。

平成14年度～平
成19年度

要素研究―１：分離・分散型処理システム開発（バイ
オトイレグループ，バイオ・エコユニットグループ）
要素研究―２：コンポスト利用技術開発（コンポスト
利用技術グループ）
要素研究―３：病原性微生物・微量化学物質モニタリ
ングと健康リスク評価（リスク評価グループ）
要素研究―４：新システムの流域水・物質循環に対す
る寄与の評価（流域グループ）
アドホックグループ研究―１：実施設による実証研究
（アドホック－１）
アドホックグループ研究―２：海外における実証実験
（アドホック－２）

文部科学省/科
学技術振興機構

E-a

12 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「水の循環系モデリン
グと利用システム」
研究課題名：リスク管理型都市水
循環系の構造と機能の定量化

今後の水資源不足の深刻化を想定すると、都市自己水
源である雨水や涵養地下水や再生水の利用をさらに推
進することが望まれていますが、それには多種多様な
リスクを考慮する必要がある。そのため、望ましい都
市水循環系の構築には水質リスクを理解して、それを
管理・制御することが求められる。本研究では、流域
外からの水を含めた都市域での水収支、リスク発現物
質の動態把握、水質リスク評価を行い、都市域水循環
系の本来あるべき構造や有すべき機能を定量的に評価
する。

平成14年度～平
成19年度

１）都市ノンポイント汚染物質の動態評価・モデル解
析
２）地下水圏の浄化能を考慮した地下水の適正利用手
法の開発
３）都市域水循環・再利用から見た都市排水の水溶性
微量汚染の評価
４）都市水循環システム構築のための水質リスクの多
面的評価
５）水資源の再利用と適正配置モデルの構築

文部科学省/科
学技術振興機構

E-a
C-c
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プログラムとの
対応

13 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「水の循環系モデリン
グと利用システム」
研究課題名：森林荒廃が洪水・河
川環境に及ぼす影響とモデル化

人工林の管理の不備による森林の荒廃が将来の水循
環、洪水発生、下流河川環境に与える影響の実態解明
と予測を行うために、気候条件と地質条件が類似した
山地に人工針葉樹林と広葉樹林が隣接する国内４ヶ所
を試験地として選び、プロットスケール、源流域ス
ケール、大流域スケールについて、流出水を測定し、
同位体分析等と組み合わせて表面流出の割合を定量化
します。さらにリモートセンシング技術を駆使し、そ
れぞれのスケールでのモデリングを行い、今後の人工
林の在り方と維持・管理についての基礎データを提供
します。

平成15年度～平
成20年度

H15-H16：現地予察、観測機器の準備・設置、詳細地図
の作成
H16-H19：プロット・原流域、流域スケールにおける現
地観測
H16-H19：リモートセンシングによる荒廃森林抽出
H16-H20：原流域スケールにおける分布型モデリング
H17-H20：森林・森林施業と洪水流出シミュレーション
H19-H20：望ましい人工林の施業についての提言

文部科学省/科
学技術振興機構

E-a

14 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「水の循環系モデリン
グと利用システム」
研究課題名：水循環系の物理的ダ
ウンスケーリング手法の開発

全地球の水循環系を記述する「統合地球水循環強化観
測期間プロジェクト（ＣＥＯＰ）」の統合データセッ
ト，チベット集中観測データ，東京での一次元集中観
測データを用いて、(1)大気―陸面結合データ同化ス
キームの開発、(2)大循環モデルから領域モデル及び領
域モデルから局所モデルへの物理的ダウンスケーリン
グ手法の開発、(3)分布型流出モデルを用いた流出予測
システムの開発を行うことにより、地球規模から地域
規模の変動を組み込んだ河川流域の流出予測精度の向
上を目指します。

平成15年度～平
成20年度

衛星観測のための放射伝達モデルと大気－陸面結合モ
デルを組み合わせた水循環系の大気－陸面結合データ
同化スキームの開発と検証．
衛星データを用いた水循環系データ同化システムから
得られる地域規模，局所規模の初期条件をそれぞれ組
みこんだ大循環モデル→領域モデル，領域モデル→局
所モデルへの物理的ダウンスケーリング手法の開発と
検証．
局所スケールの大気－陸域相互作用予測モデルの出力
を組みこんだ分布型流出モデルを用いた流出予測シス
テムの開発と検証．

文部科学省/科
学技術振興機構

E-a

15 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「水の循環系モデリン
グと利用システム」
研究課題名：熱帯モンスーンアジ
アにおける降水変動が熱帯林の水
循環・生態系に与える影響

気候及び気象学的視点から降水の様々な時間スケール
での変動を明らかにし、さらに降水変動が熱帯林の土
壌水分を媒介として陸域水循環や陸上生態系への物質
循環に与える影響をタイ、マレーシアにおける熱帯林
試験地での観測により把握します。さらに、陸域水循
環や陸上生態系での物質循環を予測可能とする水循
環、物質循環モデル構築を目指します。

平成15年度～平
成20年度

H15-H16：観測設備の整備
H16:ﾗﾝﾊﾟﾝ･ﾀﾜｰ設置、ﾗﾝﾋﾞﾙ量水堰設置、タイ・ゾンデ
観測
H15-H20：現地観測データ取得
H16-H20：気象チーム・森林チームデータ解析
H15-H17：生態系応答平年値モデルの作成
H18-H20：生態系応答年々変動モデルの作成
H15-H20：相互作用モデル開発

文部科学省/科
学技術振興機構

E-a

16 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「水の循環系モデリン
グと利用システム」
研究課題名：人口急増地域の持続
的な流域水政策シナリオ －モン
スーン・アジア地域等における地
球規模水循環変動への対応戦略－

モンスーン・アジア地域では、急激な人口増加と人口
の都市集中、農業開発と工業発展に伴う深刻な水問題
がすでに顕在化していますが、今世紀半ばにかけてさ
らに深刻さが増すと予想されています。アジア途上国
の水問題解決への日本の貢献を念頭において、湿潤地
帯から乾燥地帯にわたるアジア地域を対象に異なる典
型的な水問題を抱える８河川流域を選び、それぞれの
流域での水問題の実態を構造的に把握・分析して、問
題解決のための政策シナリオを提言します。また、統
合的水資源管理を実現するための人文科学的評価も含
む総合的ツールボックスを提示します。

平成15年度～平
成20年度

H15-H16：設備の整備
H15-H17：変動外力評価
H15-H18：流域資料取得
H16-H19：データ解析
H18-H19：シナリオ素案作成
H18-H20：シナリオ作成
H18-H20：ツールボックスの開発

文部科学省/科
学技術振興機構

E-a

17 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「水の循環系モデリン
グと利用システム」
研究課題名：各種安定同位体比に
基づく流域生態系の健全性／持続
可能性指標の構築

自然との共生に配慮した流域管理を行うためには、流
域生態系の健全性や持続可能性を指標化し、管理や復
元の目標を明確にすることが重要です。この目標設定
のために、水・生物・環境の各種安定同位体比を用い
た総合的な流域検査法の確立を目指します。さらに、
東アジア各地の気候や文化的な特性を踏まえてこの検
査法を幅広く適用し、共生型流域圏の創出に向けた流
域管理計画の立案に貢献します。

平成15年度～平
成20年度

水の安定同位体比を用いた水循環指標の構築
生元素の安定同位体比を用いた物質循環系指標の構築
生物群集の安定同位体比を用いた生態系特性指標の構
築

文部科学省/科
学技術振興機構

E-a

18 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「地球変動のメカニズ
ム」
研究課題名：「化学的摂動法によ
る大気反応機構解明」

大気反応機構の記述では、反応性微量成分及び反応中
間体の濃度に加えてそれらの生成および消失過程の把
握が必要になる。そこで、消失過程に対する知見を得
るために、人為的な化学摂動法を用いた反応中間体の
大気寿命測定の方法論を構築し、それに基づく装置を
開発し、実際の野外観測を通して反応機構の解明を行
うことをめざす。

平成11年度～平
成16年度

１）ラジカル種の大気寿命測定手法の確立
２）ラジカル種の測定装置の高度化
３）野外総合観測
４）モデル計算による大気反応の記述

文部科学省/科
学技術振興機構

C-a
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19 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「地球変動のメカニズ
ム」
研究課題名：「衛星利用のための
実時間海洋基礎生産計測システ
ム」

海洋の定点において、海洋の基礎生産を自動的に測定
し、データを実時間転送する、小型で安価な光学測定
ブイシステムを開発する。これを多数展開することに
よって、人工衛星データから推定される基礎生産の値
を検証する。これにより検証済みの衛星データが天気
図のように得られるようになることが期待される。

平成11年度～平
成16年度

１）光学測定による海洋基礎生産測定法の確立
　①光吸収による方法
　②自然蛍光による方法
　③励起蛍光に夜方法
２）実時間データ転送式自動昇降ブイ
　①ペイロードの大きな昇降ブイの作成と運用
　②各光学センサーの改造
　③双方向通信システムの開発

文部科学省/科
学技術振興機構

A-a
A-b

20 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「地球変動のメカニズ
ム」
研究課題名：「アジア域の広域大
気汚染による大気粒子環境の変
調」

アジア域の広域大気汚染によるエアロゾルの増加に
伴って、同地域の放射エネルギー収支と雲・降水場が
どのように変調するのかを明らかにする。そのため
に、（1）エアロゾル、雲粒、霧粒までの雲のライフサ
イクルに関わる全粒径分布の形成機構と（2）粒子系の
光学特性パラメーターと大気力学的、化学的パラメー
ターとの間の依存性に関する研究を行う。本研究を通
して、温暖化予測や広域汚染の気候影響における国際
的議論での強い足場になるような知見を得ることとす
る。

平成11年度～平
成16年度

アジア域とそれに隣接する海域での人間起源の広域大
気汚染によってひき起こされる、大気粒子環境の変調
とそれが作り出す気候影響を研究する。
　①粒子系の全粒径スペクトルの把握
　②粒子系関する光学・化学特性の把握
　③広域特性の把握

文部科学省/科
学技術振興機構

A-e

21 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「地球変動のメカニズ
ム」
研究課題名：「太陽輻射と磁気変
動の地球変動への影響」

本研究では、太陽からの輻射の変動は、太陽対流層内
の流れと磁場のダイナミックスの非線形過程の結果と
して自然に起こるものだという考えのもとに、定量的
な太陽輻射と磁場の過去の変動の再現と、未来の変動
の予測を可能にすることをめざす。これにより太陽輻
射と磁場の変動の地球環境への影響を定量的に評価
し、過去の地球環境の再現と未来の変動の予測の精度
を高めることを目的とする。そのために、太陽対流層
内部で熱を運ぶ流体運動と磁場の構造と時間的発展の
一般的性質を数値シミュレーション実験によって明ら
かにし、そのダイナミックスの結果を100年間におよぶ
黒点の位置の移動のデータの解析によって検証する。

平成11年度～平
成16年度

基本の発想コンセプト
１）太陽の地球への影響は、太陽全輻射と磁気活動の
２つの量の変動によって２系統の過程を通る。
２）約１１年周期で変動する太陽全輻射と磁気活動の
間には時間差があり、その時間差は太陽内部の流れと
磁場のダイナミクスで決まっている
３）１１基本周期の変動の振幅は、数十年から数百
年、数千年の時間スケールで変動し、全輻射と磁気活
動の変動の間の時間差はこの変動の時間スケールで異
なる。
４）太陽全輻射の変動は宇宙空間から測定される０．
１％以上の変化をする可能性があり、その影響は、地
球の地表面と海面、そして大気を直接暖め、地球の対
流圏の運動を変化させて起こる。
５）太陽磁気活動の影響は、活動に基づく紫外光の変
動が地球大気上層部の磁気圏と成層圏を変化させて起
こる。

文部科学省/科
学技術振興機構

A-b

22 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「内分泌かく乱物質」
研究課題名：「内分泌かく乱物質
による精子形成異常に関与する癌
遺伝子産物DJ-1とAMY-1」

癌遺伝子DJ-1、癌遺伝子c-Myc結合蛋白質AMY-1はとも
に精巣特異的に発現し、DJ-1は内分泌かく乱物質によ
る精巣の消長とパラレルに減少し、AMY-1トランスジェ
ニックマウスはオスの不妊をもたらすことから、両者
は精子形成に重要な因子と考える。本研究において、
DJ-1、AMY-1の精子形成における機能解析を行うこと
で、内分泌撹乱物質、癌化との接点を明らかにし、男
性不妊治療への可能性をさぐる。

平成11年度～平
成16年度

癌遺伝子DJ-1、癌遺伝子c-Myc結合蛋白質AMY-1それぞ
れに対する、１）結合するタンパク質の同定と生物活
性、２）トランスジェニックマウスの解析、３）ノッ
クアウトマウスの作成と解析

文部科学省/科
学技術振興機構

D-d

23 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「内分泌かく乱物質」
研究課題名：「内分泌かく乱物質
の動物への発生内分泌学的影響」

発生途上でのホルモン系の乱れにより生じると考えら
れる様々な異常を、脊椎動物では視床下部―下垂体―
生殖系、非生殖系、神経・行動、発生を軸に、無脊椎
動物では発生、生殖、行動を軸にして検証する。その
上で、形態形成遺伝子、性分化関連遺伝子などによる
分子レベルでの正常発生・分化を理解し、遺伝子発現
の乱れとしての発生・生殖・行動の異常を解明して知
的資産に貢献し、内分泌かく乱物質問題を整理する。

平成11年度～平
成16年度

１）ホルモン応答遺伝子の解析、２）神経系及び行動
への作用解析、３）両生類の発生・生殖・行動への作
用解析、４）水棲動物の生殖への作用メカニズムの解
析

文部科学省/科
学技術振興機構

D-d

24 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「内分泌かく乱物質」
研究課題名：「内分泌かく乱物質
のヒト生殖機能への影響」

内分泌かく乱物質（EDs）のヒト生殖機能に及ぼす影響
についての本質的な問題はEDsの活性、作用さらに影響
を評価する高感度かつ信頼性のある判定法が確立して
いないことにある。本研究ではヒト試料を用いて、分
析化学的、生物学的、分子生物学的、遺伝学的、形態
学的、運動生理学的手法から新しいアッセイ法の開発
を目指し、地球規模のEDsの影響を評価可能にする。そ
してヒト生殖機能維持のための一助とする。

平成11年度～平
成16年度

１）内分泌かく乱物質の内分泌環境への影響、２）精
子由来DNA分解物の測定による新規精巣機能評価法の開
発、３）精子の形態や運動性に関する内分泌かく乱物
質の影響、４）内分泌かく乱物質の高感度測定法の開
発、５）遺伝的素因による環境影響に対する反応性の
差異に関する研究、６）内分泌かく乱物質が与える遺
伝子DNAへの損傷およびタンパク動態の解析

文部科学省/科
学技術振興機構

D-d
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25 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「内分泌かく乱物質」
研究課題名：「内分泌かく乱物質
内分泌かく乱物質が減数分裂、相
同組換えに与える影響」

TLS遺伝子の解析から、核内受容体ファミリーが減数分
裂に関与している可能性が見出された。このことは、
核内受容体のリガンドであるダイオキシン類が相同組
換えを通じて、生物の生命活動に影響を与える可能性
を示唆している。本研究では環境ホルモンが相同組換
えに与える影響を検討し、さらに、その影響の大き
さ、程度をモニタリングするシステムを提案する。

平成11年度～平
成16年度

１）相同組み換え率測定法の確立、２）内分泌かく乱
物質の減数分裂に対する影響の検討、３）内分泌かく
乱物質が相同組み換えを通じて癌化に与える影響の検
討

文部科学省/科
学技術振興機構

D-d

26 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「内分泌かく乱物質」
研究課題名：「内分泌かく乱物質
の脳神経系機能発達への影響と毒
性メカニズム」

学習障害（LD）、注意欠陥多動性障害（ADHD）、自閉
症や知能低下など子どもの脳の機能発達障害への内分
泌かく乱物質の影響の可能性について、どの脳内ホル
モン受容体を介して、どのような攪乱が遺伝子発現や
神経回路発達に起こり、どのような行動異常を起こす
かを調べる。甲状腺ホルモン受容体依存性の遺伝子発
現、培養神経細胞による機能神経回路形成、次世代動
物の学習・社会行動などへの、環境化学物質の影響を
中心に明らかにし、新しく開発したDNAマイクロアレイ
など最新のバイオ技術を用いた、脳発達関与遺伝子・
発現異常の網羅的検出など、その毒性メカニズムを分
子・細胞・個体レベルで順次解明し、サルを用いた新
しい行動学実験など種差の検討も行い、ヒト胎児、乳
児の脳機能発達への影響を査定する毒性・リスク評価
系開発のための基礎データを得る。

平成11年度～平
成16年度

脳の機能発達に必須の甲状腺ホルモン依存性遺伝子発
現のＰＣＢ類による攪乱や、ＰＣＢ類による神経細胞
の分化・発達阻害が判明したので、既に立ち上げた主
要な実験系を用いて、学習障害など脳の機能発達障害
への内分泌かく乱物質の影響の可能性について、「現
実に日本人全体の体内（脳内）にかなりの量が蓄積し
ているＰＣＢ類のうち、どのPCB異性体・代謝物がどの
程度の毒性を持つか」を、遺伝子発現、神経細胞分
化・発達、学習・社会性など行動レベルと脳の階層性
に基づく各レベル毎に研究を進め、日本人全体の脳機
能発達へのＰＣＢの影響を査定するリスク評価に必要
な、基礎毒性データを定量的に入手する。
１）新しい脳機能解析用DNAマイクロアレイ・「シナプ
トアレイ」のさらなる改良と各種遺伝子発現変化のシ
ステマチックな解析、２）甲状腺ホルモン依存性遺伝
子発現へのＰＣＢ類の影響と毒性の分子メカニズム、
３）培養脳細胞の分化・発達へのＰＣＢ類の影響と毒
性メカニズム、４）脳活動依存性の遺伝子発現への影
響を調べる簡便なスクリーニング系の開発、５）サル
などを用いた行動発達評価実験系によるＰＣＢ類など
の次世代影響および海馬記憶系に対する環境化学物質
の影響。

文部科学省/科
学技術振興機構

D-a
D-d

27 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「内分泌かく乱物質」
研究課題名：「高感度質量分析計
の開発と内分泌かく乱物質の分
析」

位置検出器を装備した１～２桁高感度質量分析計を開
発する。内分泌かく乱物質の前処理を簡素化する、ま
た現状の処理法を用いた場合、サンプル量を１～２桁
少なくして多数サンプルの迅速処理（ハイスループッ
ト）をめざす。

平成12年度～平
成17年度

１）高感度質量分析装置設計・製作、２）本質量分析
計を用いた内分泌かく乱物質の測定、代謝、作用の解
明

文部科学省/科
学技術振興機構

D-d

28 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「内分泌かく乱物質」
研究課題名：「脳ニューロステロ
イド作用を撹乱する環境ホルモ
ン」

脳内でチトクロムP450系が合成する神経ステロイド
（女性ホルモン、ストレスステロイドなど）は第４世
代情報伝達物質である。脳神経細胞の情報伝達や神経
ネットワーク構築は、神経ステロイドや性器官・副腎
から分泌される性ホルモン・ステロイドによって大き
な制御を受けるので、女性ホルモン類似内分泌撹乱物
質（ビスフェノール、有機スズなど）が、脳の記憶・
学習や神経ネットワーク構築に急性的・慢性的に大き
な撹乱を与える。これを実時間・高感度で捉え解析す
る方法を確立し、膜上受容体を介する撹乱など未知の
機構を解明する。

平成12年度～平
成17年度

１）内分泌かく乱物質によるニューロステロイド作用
かく乱の電気・Ca信号による可視化解析、２）内分泌
かく乱物質による海馬ステロイド合成酵素の活性かく
乱解析、３）内分泌かく乱物質によるニューロステロ
イド作用かく乱のラット・マウス神経行動による解
析、４）脳ステロイド膜上受容体の同定

文部科学省/科
学技術振興機構

D-d

29 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「内分泌かく乱物質」
研究課題名：「大気中に存在する
新しいタイプの内分泌撹乱物質」

ディーゼル排ガス成分中にはエストロゲン様作用やAh
レセプター刺激作用など今まで知られている作用に加
え、新たに性ステロイドホルモンレセプターの発現抑
制など内分泌撹乱物質が含まれていることが明らかに
なってきた。この研究では、大気中にガス状物質とし
て、あるいは微粒子など浮遊物質として存在する様々
な内分泌撹乱物質の性状と作用を明らかにする。

平成12年度～平
成17年度

１）アンドロゲン、エストロゲン受容体mRNAの発現を
抑制する物質の同定と作用の解析、２）ディーゼル排
ガス及び微粒子成分のマウス胚発生期及び胎児期曝露
の影響、３）ディーゼル排ガス成分の内分泌かく乱作
用の測定

文部科学省/科
学技術振興機構

D-d

30 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「内分泌かく乱物質」
研究課題名：「魚類生殖内分泌系
に及ぼす内分泌かく乱物質の影響
の分子メカニズム」

これまで、魚類生殖腺における性分化、卵や精子の形
成を抑制する性ホルモン因子を単離・同定するととも
に、試験管の中での魚類の生殖腺・配偶子形成を再現
させることに成功している。本研究では、この実験系
を駆使して内分泌かく乱物質（EDC）の生殖過程に及ぼ
す影響と作用メカニズムを分子・細胞レベルで明らか
にする。また、トランスジェニック魚類を用いたEDCの
モニタリングシステムの開発やリスク評価を行い、内
分泌かく乱物質問題への対処方策検討へとつなげる。

平成12年度～平
成17年度

１）内分泌かく乱物質の生殖腺の性分化に及ぼす影響
と作用メカニズム、２）内分泌かく乱物質の精子形成
（精子数）に及ぼす影響と作用メカニズム、３）内分
泌かく乱物質の卵成熟に及ぼす影響と作用メカニズ
ム、４）細胞・器官培養系及びトランスジェニック系
を用いた内分泌かく乱物質のスクリーニング法の開発

文部科学省/科
学技術振興機構

D-d
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31 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「内分泌かく乱物質」
研究課題名：「生殖系での低濃度
内分泌撹乱物質関連遺伝子データ
ベースの構築」

環境中に存在し得る程度の低用量の内分泌かく乱物質
が生殖内分泌系に与える影響はまだ良く判っていな
い。この研究ではサブトラクションクローニングの手
法を用いて、ヒトを含めた哺乳類動物の卵巣、子宮、
胎盤等、女性生殖系での遺伝子発現の変化を的確にと
らえ、低用量内分泌かく乱物質によって誘導、もしく
は抑制される遺伝子データベースを構築し、公開す
る。

平成12年度～平
成17年度

１）in vivo及びin vitroの系を用いたラット内分泌か
く乱物質関連遺伝子データベースの構築（ラット生殖
系に及ぼす低濃度の内分泌かく乱物質の影響）、２）
in vitroの系を用いたヒト内分泌かく乱物質関連遺伝
子データベースの構築（ヒト生殖系に及ぼす低濃度の
内分泌かく乱物質の影響）

文部科学省/科
学技術振興機構

D-d

32 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「資源循環・エネル
ギーミニマム型システム技術」
研究課題名：機能環境流体を利用
した資源循環・低エミッション型
物質製造プロセスの創製

超臨界水、超臨界二酸化炭素は経済性、安全性に加
え、温度、圧力の調整により容易に種々の有機溶媒に
相当する機能を引き出すことができる。本研究では本
流体を機能環境流体として用いて反応場への展開を図
ることで、環境、エネルギー消費に配慮した資源のリ
サイクルシステムの構築や物質・材料の効率的な製造
法の創製をめざします。未利用乾燥地の大規模植林に
よる炭素固定システムを確立するため、水、塩、土、
地形、樹種、エネルギーを組み込んだモデルを作り、
全球的に適用可能なシミュレーターを構築する。年降
水量200mm程度の西豪州で、現地研究者との連携によ
り、上記構築のためのデータを取得し、樹種選択、植
林域のゾーニング、水の有効利用、土壌改良、広域・
局所水移動制御による持続可能な緑化手法を提案・実
証する。

平成11年度～平
成16年度

11年度～16年度：超臨界水を利用した有機合成プロセ
スの開発,超臨界二酸化炭素を媒体或いは基質とする有
機合成プロセスの開発,超臨界水を利用した金属酸化物
微粒子製造プロセスの開発　11年度～15年度：超臨界
水を利用した有機ポリマーの分解による有用資源の回
収　 12年度～14年度：高温高圧NMRの開発　15年度～
16年度：高温高圧NMRによるデータ取得及び解析

文部科学省/科
学技術振興機構

B-b

33 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「資源循環・エネル
ギーミニマム型システム技術」
研究課題名：超小型ガスタービ
ン・高度分散エネルギーシステム
（対策技術）

21世紀の個性化社会に適合し、「資源循環・エネル
ギーミニマム」の概念に沿う高度分散エネルギーシス
テムを構築するため、マイクロガスタービンと高温固
体電解質燃料電池（SOFC）とのハイブリッド・コンバ
インドシステム開発に着目する。同システムのフィー
ジビリティーと最適化、SOFCモジュールの高性能化、
高温・複雑熱流動場の解明と予測、ミクロ混合と小容
量燃焼などの研究を行う。

平成11年度～平
成16年度

11年度～12年度：SOFC/MGTハイブリッドの基本システ
ムの解析と技術的課題の抽出　11年度～13年度：実験
設備の整備・作成
12年度～13年度：基本数値解析コードの作成　12年度
～15年度：構成要素についての基礎的データの集積
13年度～15年度：数値解析コードと実験装置の改良お
よびパラメータスタディ　15年度～16年度：ボトミン
グを含む発展型システムの提案と解析　情報の統合化

文部科学省/科
学技術振興機構

B-c

34 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「資源循環・エネル
ギーミニマム型システム技術」
研究課題名：高温運転メタノール
直接型燃料電池の開発

高効率、無公害のメタノール直接型燃料電池（DMFC）
は、将来のポータブル或いは移動動力電源等として、
巾広い用途が期待されている。そこで、新たに、電池
の高性能化と併せて高品位廃熱利用が可能な高温作動
（～150℃）DMFCの実現に向け、高性能アノード、カ
ソード合金触媒の設計、メタノールクロスオーバー抑
制型の高温作動電解質の開発と、これらによる高性能
電池の実証を目指す。

平成11年度～平
成16年度

11年度～13年度：Pt高分散PEMによるﾒﾀﾉｰﾙ浸透抑制
11年度～16年度：耐熱性電解質膜の開発　11年度～15
年度：合金電極触媒の活性試験　11年度～16年度：電
極触媒作用の解析　13年度～16年度：新型MEAの作成と
性能試験

文部科学省/科
学技術振興機構

B-c

35 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「資源循環・エネル
ギーミニマム型システム技術」
研究課題名：新規化学結合を用い
るシリコン薄膜太陽電池

大規模な電力用太陽電池の開発に成功すれば、エネル
ギー問題と地球環境問題に根本的な解決策を与えるこ
とができる。この研究では、欠陥準位に新規化学結合
を形成することによってこれを消滅させ、低コストな
電力用太陽電池として有力なシリコン薄膜太陽電池の
光劣化を防止すると共に更なる低コスト化をめざす。

平成12年度～平
成17年度

13年度～14年度：プラズマCVD装置の整備　14年度～16
年度：上記装置を用いてのデータ取得　14年度～16年
度：上記データの解析　13年度～16年度：新規欠陥消
滅法によるアモルファスシリコン薄膜太陽電池の高効
率化　12年度～16年度：新規欠陥消滅法による多結晶
及び単結晶シリコン薄膜太陽電池の高効率化　12年度
～16年度：新規欠陥消滅法によるSi/SiO2界面準位の消
滅とMOSダイオードの高性能化

文部科学省/科
学技術振興機構

B-c

36 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「資源循環・エネル
ギーミニマム型システム技術」
研究課題名：家庭用燃料電池実現
のための新たな高効率天然ガス改
質システムの構築

家庭用燃料電池の普及のためには、一酸化炭素等を含
まない高純度水素ガスを大量かつ高効率に製造・供給
する技術が不可欠である。この研究では、豊富で安定
供給が望める天然ガスから高純度水素を製造する新し
い方法として、酸素透過性セラミックスによる部分酸
化法とプロトン伝導体による水素分離技術を融合した
高効率天然ガス改質システムの構築をめざす。

平成12年度～平
成17年度

12年度～13年度：設備の整備　12年度～15年度：酸素
透過性セラミックスの探索　13年度～17年度：部分酸
化機構・炭素析出機構の検討　12年度～14年度：既存
材料を用いた薄膜形成方法の検討　14年度～17年度：
新規酸素透過性セラミックスの薄膜作製　15年度～17
年度：メタン改質器の試作

文部科学省/科
学技術振興機構

B-c

37 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「資源循環・エネル
ギーミニマム型システム技術」
研究課題名：コプロダクションに
よるCO2フリーなエネルギー・物
質生産システムの構築

既存のエネルギー・物質生産体系を見直し、エネル
ギーと物質のコプロダクション化を図る。エネルギー
転換・生産部門では化石エネルギー資源およびバイオ
マスから熱化学再生による水素とカーボンのコプロダ
クションを、産業部門では熱化学ヒートトランス
フォーマーを開発し化学品とエネルギーのコプロダク
ションを行い、エネルギーと物質の消費を極力抑え、
環境汚染物質を一切排出しない新たなエネルギー・物
質生産体系を構築する。

平成12年度～平
成17年度

12年度～16年度：ベルトコンベア式反応装置実験　12
年度～15年度：熱天秤反応実験・データ解析　12年度
～14年度：落下式反応器基礎反応特性の検討　12年度
～16年度：小型CFBガス化装置試験　15年度～16年度：
ベンチスケールCFBガス化炉試験　15年度～17年度：バ
イオマスコプロプロセス設計

文部科学省/科
学技術振興機構

B-c
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38 文科省

戦略的創造研究推進事業
研究領域：「資源循環・エネル
ギーミニマム型システム技術」
研究課題名： 資源回収型の都市
廃水・廃棄物処理システム技術の
開発

生ゴミを下水道で収集する一元化システムを考え、拠
点で浮遊性固形物質を回収し高温メタン醗酵によるエ
ネルギー回収と高度処理による水資源回収を図る。ま
た、糞尿分離型トイレや燐資源回収技術により枯渇が
懸念される燐の回収を図る。これにより二酸化炭素発
生量の削減、燐資源等循環の促進、健全な地域水循環
の促進、衛生的生活の確保等の社会的貢献とともに、
ディスポーザや関連新技術の開発による新産業の創設
も期待される。

平成12年度～平
成17年度

12年度～13年度：設備の整備，回収率の向上　14年度
～16年度：条件の検討,パイロット実験モデルの作成

文部科学省/科
学技術振興機構

B-c
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